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１．はじめに

本工事は和歌山下津港海岸（海南地区）に整備
される津波対策水門築造工事のうち、水門の底版
を施工するものである。施工場所は和歌山市の南
部に位置し、海南市との市境になる（図―１参照）。

図―１ 施工位置図

工事概要
�１ 工 事 名：和歌山下津港海岸（海南地区）

水門本体築造工事（第１工区）
�２ 発 注 者：国土交通省 近畿地方整備局
�３ 工事場所：和歌山県和歌山市毛見地先
�４ 工 期：平成２５年５月２３日～

平成２７年２月２７日
�５工事内容
本体工：底版コンクリート 約１，６００m３

（約５３０m３／ブロック）
本工事の底版の施工範囲は、底版①～⑨の９ブ

ロックうち底版①、④、⑦の３ブロックである（図
―２、３参照）。

２．現場における課題・問題点

本水門の底版形状は、幅３０m×長さ４０m×厚さ
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図―２ 施工位置平面図

図―３ 施工位置断面図
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４m（日本最大級クラス）でマスコンクリートとな
るため、温度応力によるひび割れ（以下、温度ひ
び割れと略す）対策が施工上大きな課題であった。
�１ 当初計画の温度ひび割れ対策仕様
当初計画の温度ひび割れ抑制対策は、低熱セメ
ント＋膨張材＋パイプクーリングであり、温度ひ
び割れ抑制対策として考えられる対策がすべて講
じられていた。
【温度ひび割れ抑制対策仕様】
・低熱セメント 圧縮強度：σ５６＝３３N/mm２

セメント量：３７０kg/m３

・膨張材 添加量：２０kg/m３

・パイプクーリング（表―１、図―４参照）
表―１ パイプクーリングの条件

図―４ 当初計画の温度ひび割れ抑制対策
（パイプクーリングの配置間隔１．１m １段）

【要求性能】
『ひび割れの発生を許容するが、ひび割れ幅が
過大とならないように制御する』こととし、温度
ひび割れ指数を１．０以上とすること。
また、ひび割れ幅は、「マスコンクリートのひ
び割れ制御指針２００８」を参考に算出し、算出した
温度ひび割れ幅wcが許容ひび割れ幅waを超過
しないようにすること。
�２ 実施工程での温度ひび割れ解析結果
実施工程にあわせコンクリートの温度ひび割れ

解析を行ったところ、表―２に示すようにすべて
のブロック（底版①、④、⑦）において最小ひび
割れ指数が１．０未満となり、要求性能を満足しな
かった。

３．対応策

温度ひび割れ抑制対策の見直しは、パイプクー
リングのパイプの配置変更による内部温度の上昇
低減とコンクリート温度のリアルタイム計測によ
る養生管理で対応することにした。
�１ パイプクーリングの配置変更
パイプクーリングの配置を水平方向は０．５５m
間隔、鉛直方向は２段配管（底版を約３等分）と
して温度ひび割れ解析を行った結果、表―３に示
すように、すべてのブロックで要求性能を満足し
た。なお、パイプクーリング配置は、生コンの打
込み作業に支障がないように最小配置間隔を０．５
m以上となるように配慮した。
本工事で採用したパイプクーリング配置を図―
５、６に示す。

表―２ 計画変更工程の温度ひび割れ解析照査結果

表―３ 温度ひび割れ解析結果

図―５ パイプクーリング断面配置図（２段）
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�２ コンクリート温度のリアルタイム計測による
養生管理
①温度計測
コンクリートの計測箇所は、コンクリート温度
が最も高くなる底版の中心（内部）付近と温度ひ
び割れの発生が予測される表面（側面および天
端）付近とし、同時にパイプクーリング水温（流
入・流出）、外気温の計測も行うことにした。
なお、生コン打設時の影響により熱電対や配線
の破損等に対応するため、予備を設置した。

図―７ 温度計測位置図

②養生管理方法
コンクリート温度はリアルタイムで監視し、内
部温度が養生管理温度（解析値－３℃）を上回り
そうな場合は、パイプクーリングの水温を下げ、
下回りそうな場合は、パイプクーリングの水温を
上げることにより、コンクリート温度管理をする
ことにした。
また、コンクリートの表面（天端）温度が養生
管理温度を上回りそうな場合は、養生マットをは
ずし、下回りそうな場合は、養生マットを追加し

保温効果を高めることにした。

４．実施結果

①パイプクーリング仕様と設備構成
パイプクーリング仕様と設備構成は以下のとお
りとした。
○パイプクーリング（図―８参照）
・パイプ規格：機械構造用炭素鋼鋼管
・パイプ径：φ３８．１mm×t１．６mm
・パイプ本数：１７本（約３０m／本）×３ブロック

図―８ パイプクーリング配置状況

○パイプクーリング循環設備（図―９参照）
パイプクーリング循環設備は、パイプクーリン
グを３ブロック同時に通水する期間があるため、
その通水に必要な通水量（５９０ℓ／min）以上確保
できる設備（通水能力６７０ℓ／min）として以下の
ものを用意した。
・原水槽（２０m３） １槽
・冷却水槽（１６m３） １槽
・チラーユニット ３台（予備１台含む）
・発電機（１５０KVA）３台（予備１台含む）

図―９ パイプクーリング循環設備

今回のパイプクーリング循環設備に凍結防止の
熱源機と故障対応の予備として発電機１台・チ

図―６ パイプクーリング平面配置図
（配置間隔０．５５m）

－３－



ラーユニット１台を準備したが、使用しなかった。
②温度計測結果
底版⑦で実施した結果を以下に示す。
底版⑦打設時の外気温は１５℃でコンクリート温
度は１８℃であり、事前の温度ひび割れ解析条件と
ほぼ同じであった。打設翌日は、外気温が約２０℃
となり事前の温度ひび割れ解析の条件よりも約
６℃高かったため、温度ひび割れ解析を再実施し、
養生管理温度の見直しを行った。見直しした養生
管理温度と温度計測結果を図―１０に示す。

図―１０ 養生管理温度と温度計測結果（底版⑦）

コンクリート温度と養生管理温度を比較すると、
コンクリート最高温度発現時期は計測結果の方が
１日程度早く差異があったが、最高温度はほぼ同
じ値となった。
また、温度降下開始時期は計測結果の方が２～
３日早く差異があったが、温度降下勾配はほぼ同
じ程度であった。
③養生結果
パイプクーリングの通水は打設の翌日から開始
した。通水初期はコンクリートの温度上昇が大き
く、流出口付近の通水温度が解析条件より高くな
ることが予測されたこと。さらに、コンクリート
温度が養生管理温度より高くなったことから、打
設の翌日から２日間（１１月３０日～１２月１日）は、

通水温度を解析条件の１０℃より２℃下げ、８℃に
設定した。また、天端部は保温養生マットを敷設
せずに湛水養生のみとし放熱を促進させた。
打設４日目から５日間（１２月２日～６日）は、
コンクリートの内部温度が急激に下がり始めたた
め、通水温度を解析条件の１０℃より２℃上げ、１２℃
に設定した。また、天端部は保温養生マットを敷
設し保温養生を行った。
打設８日目（１２月７日）以降はコンクリート温
度の急激な変化はなく、解析結果とほぼ同じ勾配
で温度が降下し安定してきたため、通水温度を解
析条件と同じ１０℃に設定し、計画通りに通水期間
１４日間（１２月１３日まで）通水した（図―８参照）。
なお、保温養生マットは土留め支保工の解体等
で表面を傷めないように表面保護のため、２ヶ月
程度敷設したままにした。
底版①、④についても同様に実施した。
コンクリートの養生管理は、コンクリート温度
をリアルタイム計測した温度状況と解析結果を比
較しながらパイプクーリングの水温調整や養生マ
ットの設置、撤去等を行うことにより管理した。
これらの対策を実施することで、底版コンク
リートは非常に密実性が高く、品質の良いコンク
リートができたと思う。

５．おわりに

パイプクーリングの実施に際して、組立完了後
に通水試験を実施し漏水がないことを確認した。
また、パイプクーリング付近の生コン打設時の
バイブレータによる締固めおよび通水開始時の送
水圧については細心の注意を払った。
本工事での計測結果および養生結果等を踏まえ、
パイプクーリングを行う際の温度ひび割れ抑制対
策の参考にしたい。
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１．はじめに

工事概要
�１ 工 事 名：妙法寺駅東地区宅地造成工事
�２ 発 注 者：商業土地開発株式会社
�３ 工事場所：神戸市須磨区妙法寺字乗越他
�４ 工 期：平成２４年５月１日～

平成２７年８月３１日
�５ 工事概要：
宅地造成工事 開発面積 １５．８ha
戸建住宅区画 ４２５区画
集合住宅用地 ２８３戸
高齢者住宅 ７０戸

当造成地は、神戸市の山間に東西に延びる六甲
山系のほぼ西端部の山の一つ高取山北西側山麓で、
標高６５～１２５mの丘陵地で、大きく分けて３つの
尾根とその間に挟まれた２つの谷から構成され、
計画区域の東側には２級河川妙法寺川の支流準用
河川横谷川が流れており、川に沿って急勾配の傾
斜地で接している。
地質は、新生代第三紀中新世の神戸層群（れき
岩、泥岩、凝灰岩）によって構成されており、谷
筋では神戸層群を起源とする崖錐堆積層が神戸層
群を覆うかたちで分布している。また、神戸層群
強風化岩、崖錐堆積層が分布する斜面部分は大小
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図―１ 地すべりブロック位置図
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の地すべりが見受けられ、事業区域内の一部地域
は、地すべり防止指定区域に指定されている。
以降では宅地造成工事における地すべり防止対策
の検討及び施工に関する実績を中心に報告するも
のである。

２．現場における問題点

当初調査において、平成２２年７月の『防災計画
書（案）に対する意見書（追加）』［建設工学研究
所］調査結果によると、当初計画で推定された地
すべりブロックのほとんどは造成による切盛土に
より平坦地に改変される。概観的には高いところ
を切土し低いところを埋め立てるため、一般的に
は発生する斜面は安定化する方向にある。しかし、
すべりを引き起こす泥岩層の位置や傾斜等によっ
ては必ずしも安定するとは限らない場合もある。
地すべりブロックとして全部で１２箇所を抽出し、
それぞれについて検討を行っている（図―１）。
それらの検討結果の大半は、切土における土塊
の除去、並びに押え盛土によって安定化が図られ
る計画であったが、①敷地南西の最大地すべりブ
ロック（S４－S４断面）、②敷地南の地すべりブ
ロック（S１２－S１２断面）、③敷地東の地すべりブ
ロック（S１７－S１７断面）の３箇所は造成後も不
安定な状態で残ると判断された箇所である。
神戸層群の泥岩の中にはスレーキングを起こす
ものがあることから、掘削中の降雨による泥化に
よって地盤を緩める危険があり、泥岩の斜面にお
いては、表面がスレーキングを起こし崩壊する場
合がある。特に泥岩の掘削斜面においては、掘削
当初はかなりの強度が期待できるが、空気に触れ
ると時間と共に強度が低下し、崩壊につながる場
合がある。神戸層群の層理面、特に泥岩の上に砂
岩がある箇所では、その地層境界に地下水が存在
する場合があり、その際、すべりは大規模なもの
になる可能性があると指摘されている。
以上の内容を踏まえ、施工計画を立案し安全に
現場工事を進めていく必要性があった。

３．工夫・改善点と適用結果

今回報告する敷地南の地すべりブロック
（S１２―S１２断面）は、全体工程に大きく影響し、
時間、費用、施工面で大きな問題となる箇所であ
った。当断面部は幅３０m～４０m、長さ８０m、深さ
２m～４mの表層の地すべり形状を示している。
当初の地すべり対策では、地すべり土塊を全て排
土置換する計画となっていたが、すべてを置換す
るには、残土搬出量のさらなる増加に加え沢筋部
で高低差が大きいことから土砂搬出が非常に困難
であった。また、良質土の置換となると、土の搬
出、移動の自由度が極端に制限され工程も膨大な
日数を要することから、現実的に現場での良質土
置換は不可能であった。又、防災上の雨水処理対
策も流末が作業工程上整備できない等の問題点も
あったので、排土しないで盛土を施工するものと
し、崖錐層の地盤改良を検討した。
現地 SWS試験、土質資料採取による試験の検
討結果から、図―７に示す範囲において地盤改良
を実施した。
地盤改良は中層混合処理工法WILL 工法を選
定した。他の改良工法として、深層混合処理工法
であるエコドラム工法とも比較検討したが、後者
においては、基本的に５０ｔラフタークレーンに
オーガーを装着し施工する工法となる。しかしな
がら、施工場所の沢筋部は高低差が大きく、かつ
斜面の勾配が急峻で平地がほとんど無い現況であ
ったため、５０ｔラフタークレーンを搬入するだけ
の進入走路を設置するのが非常に困難であった。
又、進入走路を設置すると、沢筋部の改良範囲も
進入路の盛土で埋まってしまい、削孔長が２倍以
上となり、また進入路の撤去も必要となることか
らコスト、工程共にデメリットが多い。そのよう
な観点から、斜面でも機動性に優れたWILL 工
法を選定した。WILL 工法とはバックホータイプ
ベースマシンの先端に特殊な撹拌翼よりスラリー
状の改良材を注入しながら、固化材と原位置土を
強制的に撹拌混合し、安定した改良体を形成する

－６－



工法である。軟弱な粘性土地盤はもとより、N値
３０を超える締まった砂質土地盤・砂礫地盤にも対
応可能であり、改良深さ１０m程度までの中層改
良に対応できる。
なお、S４断面は公園を配置する土地利用計画
とし、上部土砂を排土することで安定化を計った。
S１７断面は追加サウンディング調査を実施検討し
た結果、当初調査より地すべり土塊の層厚は薄く
問題なしと判断した。
S１２－S１２断面の地すべり対策は、以下のフロー
により盛土の安定検討を行った。また地盤改良の
仕様は以下のように設定した。

ａ）盛土１次施工改良部
改良率 α＝５０％
設計基準強度 quck＝５００kN/m２

粘着力 c１＝α１×（quck／２）＝１２５kN/m２

ｂ）盛土２次施工改良部
盛土２次施工部の改良率 α２は、６．０m間隔に

１．０mのスリッドを設けることから以下の値とす
る。

α２＝（６．００－１．００）／６．００＝８３．３％→８０％
設計基準強度 quck＝５００kN/m２

粘着力 c２＝α２×（quck／２）＝２００kN/m２

設計強度５００．０kN/m２ 室内目標強度１０００．０kN/m２

表―１ 検討結果

表―１の検討結果により、設定した改良範囲お
よび仕様で必要安全率を満たす。
上記計算結果より改良範囲の施工を実施するに

図―２ ベースマシン１．４m３バックホー

図―３ 地盤改良施工状況

図―４ 当初調査断面図（S１２－S１２）

図―５ 検討フロー図

図―６ 地盤改良に対する安定検討
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あたり、１次施工箇所を３ｍ四方のメッシュで区
切り、全体の改良面積が５０％となるように均等に
配置した。又、２次施工部においては、全体の改
良率が８０％となるように均等に配置しかつ、改良
土で地下水が遮断されないように、改良体と改良
体の間にスリッドを設け、地下水が上昇しないよ
う配置した（図―７）。
室内目標強度の設定は、WILL 工法技術・積算
資料（平成２３年７月WILL 工法協会）より、こ
れまでの施工実績において現場で得られる一軸圧
縮強度が室内配合試験時の一軸圧縮強度のおおよ
そ１／１．５以上の強度発現が認められていることか
ら改良土のバラツキを考慮し２倍と設定した。
固化材は高有機質土や高含水泥土の土質に適し
た麻生セメント㈱ソリッドエース＃２００を使用し
た。

表―２ セメント改良配合表

その他、施工において神戸層群の特に泥岩につ
いての取り扱いは非常に厄介で、あらゆる場面で
工事に支障を与えた。構造物掘削面に存在した場

合などは、降雨による泥化によっての法面崩壊に
至る場合があり、掘削勾配を緩くすることや、法
面養生に仮設のモルタル吹付などの実施が有効で
あった。
工事用道路上に存在した場合は、泥岩が泥化す
ると、２％程度の勾配の道路でも車両は走行がで
きなく、重機においても横すべりを起こし、移動
が困難になり、人の歩行ですら危険な状態となる。
降雨後の工事用道路対策としては、毎回、泥化し
た部分を重機の排土板等で削り、フレッシュな地
盤面を出すことや、地盤改良材による走路整備を
行うことが有効であった。又、一旦、車両のタイ
ヤに付着すると湿式のタイヤ洗浄機を使用するだ
けではタイヤの泥を落とすことができず、ハイウ
ォッシャーを別途３台程度用意しタイヤ洗浄専属
の作業員を２人～３人と併用することでようやく
タイヤの泥が落ちるという状況であり非常に苦労
した。

４．おわりに

当初の調査結果及び問題点を踏まえた上で、現
場施工に先立ち、必要な地盤情報を得るために追
加調査・試験を実施することは、最適な対策工法
を決める上で極めて重要である。
今回 S１２―S１２断面において地すべり対策工とし
て原位置での地盤改良に変更したことは工程、費
用的において非常に有効であった。選定機械の
ベースマシンがバックホーであることから施工性
が良く、改良品質も十分に確保することができた。
また神戸層群の地すべりに起因する泥岩の取り
扱いにおいては、工事用道路の確保も重要な要因
の一つであり、それに費やす時間、費用について
は今後現場を進めて行く上で重要である。このこ
とから、事前調査を基に、詳細調査を実施し現場
と照らし合せ施工検討することにより安全かつ経
済的に工事を進めていく必要があると考える。

図―７ 検討後の地盤改良計画平面図
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１．はじめに

本工事は、ゴルフ場跡地（敷地面積１３６ha の内、
約３０ha）に大規模太陽光発電所（発電規模５．８MW、
年間発電量２６，１９４MWh）を建設するものである。
限られた敷地の中で必要枚数の太陽電池モジ
ュール（以下、パネル）を配置し、所要の発電量
を確保することが要求されていたため、土工計
画・排水計画と並行して、日影調査・発電量計算
をもとにアレイ形状検討を含めたパネル配置計画
を行う必要があった。
本報告は、ゴルフ場コース１８ホールと管理棟及
びクラブハウス敷地に最小限の造成の工夫により
所要のパネルを設置した施工実績について述べる。

工事概要
�１ 工 事 名：サンシャインエナジー湧水発電所

建設工事
�２ 発 注 者：積水ハウス（株） 大阪特建支店
�３ 工事場所：鹿児島県姶良郡湧水町川西地内
�４ 工 期：平成２５年８月１日～

平成２７年２月２８日
�５ 工事内容（図―１）
造成工（切盛土工）：７２，２５２㎥
道路工：３，４００㎡
アレイ基礎・架台工：４，７８４基

太陽電池モジュール取付工：８６，１１２枚
モジュール～接続箱間配線工：１式
中間変電所基礎工：１６箇所

１．１ 造成計画の基本方針
本サイトは、ゴルフ場として整備された敷地で
あるため、コース上はある程度平坦性を有してい
るが、コース間や計画地外周は起伏に富んだ山岳
地形であることから、コース上や平坦部分を中心
に切盛り土量をバランスさせた造成計画を立て、
施工を行った。計画の基本方針を以下に示す。
①平均切盛高さ２．０m、平均盛土高さ１．０m以内で
地山なりとする。
②既設排水管本管はそのまま使用し、基本的な排

日本国土開発株式会社
監理技術者

安 達 聡○

Satoshi Andachi

工事主任

福 嶋 崇
Takashi Fukusima

大規模太陽光発電所建設工事における
合理的なパネル配置計画と実績

３
施工計画

図―１ パネル配置図
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水勾配は変えない。
③各コース内で切盛り土量を調整する。
１．２ 地盤調査
土工作業の軽減化を考慮した造成計画とパネル
台基礎形式の選定作業を行うためには地盤調査が
必要である。パネル配置を計画している場所（ゴ
ルフ場コース及び平坦性のあるコース間、管理棟、
クラブハウス計画地）について以下の調査を行っ
た。
①簡易動的コーン貫入試験による地盤強度の確認。
②試掘による地盤状況（土質、礫の大きさ等）踏
査によるゴルフ場造成前地形の把握（岩盤の露
頭状況、切盛境界の調査等）（図―２）（図―３）

１．３ アレイ形状の決定
敷地に少しでも多くのアレイを配置することを
目的として、本発電所で使用されるパワーコンデ
ィションナー（PCS：（株）日立製HIVERTER―NP

２１３i、出力６３０kW）とパネル（インリーグリーン
エナジー製：出力３００W）の関係より１ストリン
グス当たり１８直列のパネル数とし、アレイ形状を
２段９列と３段６列の２種類となるよう配慮した。
また、アレイ架台の構造設計において様々な構
造形式を検討し、鋼材重量を軽量化することで、
コストの低減を図った。
１．４ パネル架台基礎（基礎杭）の選定
パネル架台の基礎は、地盤状況、土質状況によ
り、コンクリート基礎あるいは杭基礎とも施工可
能であると判断されたが、施工性と経済性から杭
基礎を選定した。次に杭基礎の種類を検討し、比
較的硬い地山（N値＝４～８）となる切土部では
回転貫入で施工するGTスパイラル杭を、比較的
緩い地山（N値＝２～４）となる盛土部ではパー
カション貫入で施工するH型 PCパイル杭を採
用した。施工状況を以下に示す。

図―２ 岩盤露頭図

図―３ 切盛判定図

図―４ GTスパイラル杭

図―５ H型 PCパイル杭
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２．現場における問題点

パネル設置における現地での問題点を以下に示す。
①山岳地形の影響で、パネルに日影ができ所要発
電量を確保できない。
②地形なりの造成後、パネル配置すると当初予定
アレイ架台数を確保出来ない。

３．工夫・改善点と適用結果

３．１ 日影調査と配置検討
パネル配置計画においては、所要の発電量を確
保するために日影となるエリアには配置しないこ
とが肝要である。地形図（測量図）から地形的要
因で日影と想定される場所について日影調査を実
施した。その方法を以下に示す。
①調査期間：年間で一番太陽の低い冬至の１２月２０
日前後２日間
②調査時間：午前８：００～１１：００、午後１３：００～
１６：００
③調査方法：上記時間ごとにコース内の日影の位
置を表示
④調査結果：時間ごとの日影位置を測量し図面化
（図―６）
日影調査の結果、当初予定していたパネル配置
箇所のいくつかで、日影による発電量低下が大き
くなると判断されたため、以下の対策を施すこと

となった。
①樹木の影響が大きい場合は、伐採可能な場所で
伐採を行った。
②造成で日影を緩和できる箇所は、造成高さを見
直した。
③アレイ間の影、アレイ東西方向を変更しない配
置を行うと、当初計画より設置枚数に不足が生
じたため、コース間の追加造成あるいは当初配
置計画の再検討を行った。

３．２ パネル設置方向の検討
パネルの再配置計画においては、パネル設置方
向角を真南向きから東西に回転させることで設置
枚数を増加させることとした．その利点を以下に
示す。
①パネル設置方向角を変えることでコース方向に
応じた効率的な配置が可能となる。
②地面勾配に合わせた方向に配置でき、隣接アレ

図―６ 日影現地調査結果

図―７ アレイ間隔あり
勾配方向に逆らった配置

図―８ アレイ間隔無しコース
方向、勾配方向に逆らわない配置
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イ間の段差が小さくなることから南北方向・東
西方向ともにアレイ間隔を短くできる（図―７、
図―８）。

３．３ 再配置計画の発電量計算による検証
パネル再配置計画にあたっては所要の発電量が
確保されることが前提となる．そのため、パネル
設置方向角を変化させた年間発電量計算を行い、
発電量が低下しない角度範囲の検証を行った。そ
の結果を、表―１、図―９、図―１０に示す。
発電量計算による検証結果を以下に示す．
①パネル上下角については、パネル方向角０度（真
南向き）の場合、２０度が最も発電量が大きくな
り、１０度と比べ１．２３％の増加となる（図―９）。
②パネル方向角について、パネル上下角が大きく
なるほど方向角が大きくなった場合の発電量低
下が大きい。
③パネル方向角０度（真南向き）と比較したとき

の発電量の低下は、方向角が東西に３０度以内で
あれば１％以下である（表―１）。
上記の検討結果を考慮して、パネル方向角０度
～±２０度の条件を付加したパネル再配置計画を行
った．当初計画と変更計画の比較図の一部を（図
―１１）に示す。
パネル配置計画見直し時点では、全体アレイ数

４，７８４基に対し１００アレイが配置できない状況であ
ったが、パネル方向角を変更したことで、当初予
定のアレイ数をすべて配置することが可能となっ
た。

４．おわりに

今回の工事は、一般的な平坦な敷地における施
工ではなく、起伏のあるゴルフ場跡地に太陽光パ
ネルを設置する工事であることから、経済性に配
慮した造成計画、配置計画を行わなければならな
いなど、大変工夫を要する工事であった。年間発
電量（＝売電収入）と造成工事費及びアレイ基礎
工事費を勘案しながら、事業採算性を低下させな
いための適切な検討を行った実績として、今後、
様々なメガソーラー工事に今回の経験が活かされ
れば幸いである。
最後に、当社のこのような対応が発注者から高
く評価され、深い信頼を得ることができ、関係者
各位に感謝申し上げます。

表―１ パネル方向角と年間推定発電量の関係

図―１０ 方向角と発電量比率の関係

図―１１ パネル配置比較図

図―９ 方向角と発電量の関係

－１２－



１．はじめに

横浜港臨港道路南本牧ふ頭本牧線整備工事は、
産業立地環境の向上と物流コストの低減および首
都圏をはじめとする産業の国際競争力の強化戦略
の一環となる南本牧ふ頭の大規模コンテナターミ
ナルの整備に伴い、横浜港と背後圏との間や港内
を流動する物流関連車両の交通円滑化を目的とし
た工事である。
本工事は、東亜・三菱・宮地の３社異工種 JV
で受注した高架橋の下部工事で、深礎工事から鋼
製橋脚の製作架設までを含めており、当社は鋼製
橋脚製作架設工事（２脚）を担当した。
この工事の課題は、市道５２号線に近接した場所
での架設工事となったため、近隣企業のヤードか
らの出入口の確保および工程短縮であった。本稿
では、この課題に対して実施した内容について記
す。

工事概要
�１ 工 事 名：横浜港臨港道路南本牧ふ頭本牧線

（Ⅳ工区）高架橋上部工事
�２ 発 注 者：関東地方整備局 京浜港湾事務所
�３ 工事場所：横浜市中区錦町およびかもめ町地内
�４ 工 期：平成２６年６月５日～

平成２７年２月１０日

２．現地における制約条件

本工事の現地条件を以下に示す。
①工事施工ヤードは、市道５２号と三菱重工業㈱横
浜製作所本牧工場に挟まれており、ヤード幅は
約８mである。
②市道５２号沿いには物流関連企業の車庫がありト
レーラーの出入り口を確保するために、ベント
などのヤード内設備配置を検討する必要がある。
③道路協議の結果、道路規制を伴う架設作業の時
間帯は、２２：００～翌５：００の夜間作業となった。
また、近隣企業からは企業活動への影響低減の
理由から規制回数を減らす条件が付加された。
④引継ぎ工事である上部工事の着手時期が決まっ
ており、大幅な工程短縮が必要である。

日本橋梁建設土木施工管理技士会
エム・エムブリッジ株式会社
建設部工事管理G

立 石 篤 志○
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建設部工事１G上席技師

宮 永 満
Mitsuru Miyanaga

建設部工事２G上席技師

岩 嵜 健 治
Kenji Iwasaki

地元企業活動に配慮しながら工程短縮を図る
ラケット型鋼製橋脚工事の工事計画と施工

４
施工計画

図―１ 完成写真
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これらの制約条件から、①発注時の架設計画の
ベント構造では、近隣企業のトレーラーの出入り
を確保できないためベント構造変更、②制約され
た時間内に工事を完了させる施工方法を立案、③
交通規制を最小化するための工夫、④狭隘ヤード
内の効率的な施工法などを検討する必要がある。

３．各課題に対する対策

�１ ベント構造の検討
発注時に計画されたベント構造は、施工ヤード
内と供用中の道路を横断した歩道部に柱を設置す
る門型ベントであった。この計画では、歩道部の
使用が全く出来なくなることに加え、施工する橋
脚の配置の関係で市道に面した近隣企業の車庫か
らトレーラー等の車両が出入できないことが判明
した。そのため、道路側のベント構造を下記の通
り変更した。

表―１ ベント構造の変更

Ⅳ P２～Ⅳ P５橋脚のベントは、道路側ベント
を削除し変形防止として形状調整装置を設置した。
また、工程短縮を図るためⅢ P８橋脚とⅣ P１
橋脚以外は当社保有の折りたたみ式ベント（コン
パクトベント）を採用し、組立解体の安全性向上
と作業時間の短縮を図った。

�２ 中ブロック施工法の採用
発注時の計画では、全て単部材での架設であっ
たが、安全性向上や工程短縮のために、市道上空
の数ブロックをヤード内で地組立により一体化し、
中ブロックとすることで架設回数を減らし夜間規
制の時間短縮を図った。また、鋼製橋脚の現場継
手は溶接のため、中ブロック架設に伴い下梁と上
柱の継手部エレクションピース（図中○）は中ブ
ロックが自立できる構造とした。エレクション
ピースの設計は、現場条件（地震多発地域）およ
び施工時期（６月～１１月）を考慮した架設系の解
析を行い、地震及び台風の影響を考慮した。

図―２ ベント構造

図―３ 中ブロック架設
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�３ ヤード内施工を可能とするクレーンの変更
発注時のクレーンは１６０t トラッククレーンを
採用され、アウトリガー幅から常に片側交互通行
で施工する計画であった。しかし、市道の占有条
件から片側交互通行が困難であることが判明した
ため、作業ヤ－ド内で架設できるクレーンの選定
が必要となった。ヤード幅が８m程度の条件か
らアウトリガーを最大張り出しでの作業が出来な
いため、クレーンの吊り能力をアップさせ中間張
出しで全旋回での吊り能力を確保できるクレーン
の選定を行った。その結果、２２０t トラッククレー
ンとした。

図―４ 発注時施工図

図―５ 実施計画

�４ 供用道路上作業の改善する吊金具構造
鋼製橋脚の施工は、供用道路上で行われるため
架設用吊金具の撤去作業は、火の子養生、撤去し
た部材や切断機器の落下等には細心の注意が必要
である。対策として、全面板張り防護工にするこ
とに加え、火気の使用を極力避けるために吊金具
の取付構造は溶接を避け、既設のボルト孔を利用

したボルト取付構造を採用した。使用した吊金具
は次の３タイプである。
①縦リブを使用タイプ
②エレクションピースを使用したタイプ
③コネクションピースを溶接し吊金具と分離型と
したタイプ
また、撤去にはピースカッターを使用すること
で、ガス切断による火花の落下を防いだ。

図―６ 吊金具種類

�５ 狭隘ヤードでの足場構造の工夫
鋼製橋脚の登り桟橋は、狭隘なヤードであるた
め地上への設置スペースが取れないため、ベント
上まで垂直梯子を利用しその上から枠組み足場を
設置する方法を採用した。また、登り桟橋の転倒
防止は単管パイプで橋脚を巻く方法を採用してい
る。
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４．取り組みの結果と今後の課題

対策を行った結果、規制時間内に施工が完了す
るとともに、近隣企業からの苦情等も無く施工を
完了することが出来た。またベントを削減したも
のの、架設時に耐えうるエレクションピースの採
用で出来形への影響が出ることも無かった。
今回の課題に対する計画作業から、今後類似条
件の鋼製橋脚を施工する際には、特に下記の項目
についてよく検討を行う必要があると考える。

・狭隘部施工や道路占有からクレーンの選定が必
要な条件の場合、隣接道路の片側交互通行の検
討やクレーンの仕様変更による費用対効果を検
討する。
・塗装仕様が金属溶射など現地での塗装が難しい
塗装仕様の場合は、吊り金具・コネクション
ピース等を最小限とする配慮を行う。本体照査
が必要であるが、切断撤去仕上げ手間やコスト

を抑制するために、既存継手を使用した吊り金
具の採用を検討する。
・工程短縮を求められる工事で近場にヤードの確
保が可能であれば、クリティカル作業である現
場溶接や現場塗装を地組みに合わせて行うこと
を検討する。
・溶接部の縦リブを「後はめ構造」にすることで、
桁内面からの溶接を可能とし風防設備等の足場
構造を簡略化する検討を行う。
・夜間工事は規制時間に制約があり作業時間に余
裕の無い場合が多い。建て起し作業で、玉掛け
索の調整量が多い場合は手動チェーンブロック
から電動チェーンブロックやクレビスジャッキ
を用いた方法に変更することも検討しておく。

５．おわりに

鋼製橋脚の施工は都市部の狭隘ヤードでの施工
となるため、溶接・塗装に伴う風防設備等が大掛
かりになるとともにクレーンが大型化するなど、
コストアップが懸念される。本工事も同様と言え
る。受注後、すぐに発注条件と現地条件を比較し、
コスト悪化が懸念される項目については、施主へ
の早期協議と協議後の作業着手時に手戻りの無い
検討計画が必要と考える。また、当初の検討計画
から施工業者を参画させることでコスト改善への
良案が期待できると考える。
最後に、本工事の計画および現地施工において
御協力頂きました関係者の皆様方に感謝の意を表
します。

図―７ 足場構造
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１．はじめに

慶作前地区高架橋は首都圏中央連絡自動車道
（圏央道）の久喜白岡 JCTと幸手 IC間に位置し、
災害時の代替路としての機能や首都圏の道路交通
の円滑化などの役割を担う環状道路を構成する橋
梁である。
本橋の架設は、架橋部上空に６６，０００Vの特別高
圧送電線が横断し、クレーン作業区域が制限され
る限られた作業ヤード内で架設することを要求さ
れることから、移動式ベントによる縦取り架設工
法を採用した。ここに工法検討経緯と施工状況に
ついて報告する。

工事概要
�１ 工 事 名：圏央道慶作前地区高架橋上部

その１工事
�２ 発 注 者：国土交通省 関東地方整備局

北首都国道事務所
�３ 工事場所：埼玉県幸手市上高野地先

�４ 工 期：平成２５年７月３１日～
平成２６年９月３０日

２．施工工法の検討

２．１ 現場条件と課題
縦取り架設の対象となる１P６橋脚～１P９橋
脚間の現地条件を以下に示す。
①ヤード全体がほぼ水平で、凹凸のない状態に整
地可能である。
②地耐力は、ほぼ全域で６００KN／㎡程度を確保で
きる。
③特別高圧送電線（６６，０００V）が桁上約１０mの高
さを横断しており、作業空間離隔距離を４m
確保する必要がある。

日本橋梁建設土木施工管理技士会
エム・エムブリッジ株式会社
建設部工事管理G主任

寺 本 剛 士○

Tsuyoshi Teramoto

建設部工事２G主事

弓 田 清 美
Kiyomi Yumita

建設部工事１G主任

紺 野 敏 幸
Toshiyuki Konno

特別高圧送電線による上空制限下での急速施工法の検討
（移動式ベントによる縦取り架設工法の適用）

５
施工計画

図―１ 縦取り架設計画図

図―２ 完成写真
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④１P８橋脚付近に市道５８９号（農道）が横断し
ているが、通行止め及び迂回路設置可能である。
⑤隣接橋梁との掛け違い橋脚である１P９橋脚に
は、既に隣接工区桁が架設完了している。
⑥作業時間帯の制約は無いが、全体工期が非常に
短い。
上記条件から、ヤード地表面での制約条件は少
ないが、上空に特別高圧送電線が横断しているこ
とから、クレーン直接架設による感電のリスクや、
隣接工区の桁架設完了による手延べ機を使用した
架設工法を選定できないことなどが課題となる。
これより、工期を延伸させず架設コストへの影響
を最小限とする効率の良い施工方法の選定が必要
となった。

２．２ 架設工法の選定と概要
�１ 架設工法の選定
工期を延伸させないためには急速施工工法が望
まれるため、大ブロックや中ブロックによるク
レーン架設工法が有効であるが、上空の特別高圧
送電線の制約下ではクレーンによる施工ができな
いため、上空制限がないヤードで地組した桁を水
平に移動させて架設する工法を検討した。工法選
定では、近年事例が増えている自走式多軸台車を
用いる工法、手延べ機を用いない送り出し工法、
架設箇所全線に軌条設備を設置し縦取りする工法
などについて比較検討を行った。
その結果、自走式多軸台車を用いる工法ではコ
ストインパクトが大きくなること、手延べ機を用
いない送り出し工法では張り出し長が大きいため
桁補強重量の増加が問題であった。
これより、縦取り工法が最も有効と判断され、
当社特許（特許第４４１８４０５号（２００９．１２．０４））であ
る移動軌条を応用する移動式ベントを採用するこ
とで、架設箇所全線に軌条設備を配置する工程も
省略できるため、短工期でコストインパクトが小
さく、特別高圧送電線に対する安全性も確保でき
る移動式ベントによる縦取り工法を選定した。

�２ 移動式ベントによる縦取り架設工法の概要
図―３のステップ図に示すとおり、上空制限の
ない１P６橋脚～１P８橋脚間に移動式ベントを
それぞれ１基ずつ設置し、ベント上で地組立およ
び合成床版の搭載を行う（STEP１）。移動式ベ
ントにより桁を移動させ桁先端を１P８橋脚から
張り出し、後方ベントを上空制限のない１P９橋
脚付近に移設する（STEP２）。次に、移設した
ベントを桁先端付近まで移動すると同時に１P７
～１P８橋脚間の移動ベントを後方に移動する
（STEP３）。その後、桁を所定の位置まで移動
する（STEP４）。
移動式ベントには、基礎梁下部にスライドベー
スおよび水平ジャッキ、軌条梁を配置し、移動軌
条の上を走行する構造とし、基礎梁両端に配置し

図―３ 縦取りステップ図
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た鉛直ジャッキで仮受時に水平ジャッキのスト
ロークを縮めることで、ジャッキの盛替えると同
時に架設工具で軌条梁を調整することで方向修正
作業も行える構造とした（図―４移動式ベント構
造図，図―５移動式ベント基礎）。
主桁はR＝１０００mのゆるやかな曲率線形であ
るが、縦取りの基準線は直線とし、１主桁当り２
点支持とすることで、縦取り中の桁のねじれ緩和
及び移動式ベントの反力管理を容易にできるよう
工夫した。
縦取り量は上り線４０m下り線４６mとした。そ
れぞれ途中に３回の盛替え作業（移動式ベントの
受け点を変えるため橋脚に桁を仮置きし、移動式
ベントを後退させ桁を受け直す作業）が発生し、
仮置き時の受け点設備高および縦取り完了時の桁
降下量を最小限とするため、縦取り基準高は全支
点＋５００mmとした。

２．３ 縦取り工法の課題
�１ 移動ベントの転倒対策
主桁の上に合成床版を搭載した状態での桁移動
となるため重心が高くなり、縦取り時の安定性を
確保する必要があった。
�２ 地盤沈下対策
事前に行ったキャスポル（簡易支持力測定器）
による調査では、設計荷重１９６KN／㎡に対して約
３倍の換算短期支持力度６４０KN／㎡確保できてい
ることを確認したが、橋脚付近の地盤で不等沈下
が発生した場合バランスが崩れることが予想され
た。

３．工夫・改善点と適用結果

３．１ 縦取り工法の工夫
�１ 移動ベントの転倒対策
合成床版を搭載したことにより重心が上がり、
転倒安全率を低下させるため、ベントの柱間隔を
最大限広くすることで安定性を向上させた。ベン
トの柱間隔を橋軸方向６m橋軸直角方向６．５mと
するとともに、移動式ベントの自重（最大反力１０３１
KNに対しベント重量８００KN）を増やすことで重
心を下げ、転倒に対する安全率を向上する構造と
した。（転倒安全率を４．２≧１．２）加えて、ベント
上の桁を逸走させないため、ベント頂部に桁固定
装置として、サイドストッパーと強固なラッシン
グ設備を設置した（図―６桁固定要領図）。

図―４ 移動式ベント構造図

図―５ 移動式ベント基礎

図―６ 桁固定要領図
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�２ 地盤の不等沈下対策
支持面積を確保するため、敷鉄板（t＝２２mm）
を交差するように２重に敷設した。（図―７敷鉄板
状況写真）
�３ 縦取り作業時の監視対策
縦取り作業施工時には、地盤不等沈下の影響に
よる移動式ベントの倒れ（橋軸方向及び橋軸直角
方向）や荷重の偏り、走行不良を監視するため計
測結果が現地に設置した管理室で集中管理を行っ
た。
①スライドベースの反力管理による荷重の偏り
の監視
②水平ジャッキの反力管理により推進力のばら
つきの監視
③水平器により移動ベントの倒れの監視
レーザー距離計で主桁の縦取り移動量を計測し、
地上の移動量と比較することで桁のすべりの監視
を行い、非常停止が行えるようにした。

３．２ 現場施工の結果
現場施工については特に大きなトラブルも無く、
当初予定通り、縦取り開始から桁降下完了まで３
日間の工程で施工できた。これは、上空制約があ
りクレーンで直接架設できない場合での送り出し
工法に比べ、充分優位な結果であると思われる。
移動式ベントの作業状況については、移動式ベ
ントの倒れは２％以内と安定していたため、安定
感のある縦取り作業となった。
施工コストについては、移動式ベントに関わる
機材重量が３基分で約１８０t となったため、同規

模の送り出し工法の際の機材重量に比べると１．５
倍多くなる傾向となり、設備損料や輸送費などが
コスト高となった。一方、縦取り工法を採用し、
連結構などの製作材及び高力ボルトなどの購入品
が少なくなったことで、本工事においては同規模
の送り出し工法とコスト差異はなかった。
現場施工時の唯一のトラブルと言えるのは、移
動式ベントが橋脚付近まで接近したことで、一般
部と比べ締め固めが充分でない橋脚周りでの多少
の地盤沈下が発生したことである（図―８橋脚付
近地盤沈下状況）。
今後同じ工法で施工する際には、移動式ベント
の移動範囲から橋脚周りを外した計画にするか、
必要に応じ橋脚周りの地耐力の確認と地盤支持力
の確保が必要であると思われた。

４．おわりに

本工事において、移動式ベントによる縦取り架
設工法は、桁下条件が整ったことから有効な架設
工法であった。ただし、桁下高さ（移動式ベント
高さ）、地盤条件（地耐力、不陸状況等）、桁下ヤー
ドの確保などの諸条件により施工コスト、安全性
（設備の安定性）が大きく変わる可能性があるた
め、工法を選定する上で他工法の併用も考慮した
選択が必要になることは言うまでもない。
最後に、本工事の施工にあたってご協力いただ
きました関係者の皆様に感謝の意を表します。

図―７ 敷鉄板状況写真

図―８ 橋脚付近地盤沈下状況
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１．はじめに

本工事は、一般国道１９１号下関北バイパス工事
のうち、綾羅木川を跨ぐ位置に架かる綾羅木川橋
の上部工事である。下関北バイパスは、朝夕の渋
滞解消や交通安全の確保、広域交通ネットワーク
形成による観光地へのアクセス性の向上等を目的
とした延長約６．８kmバイパスで、平成２年に事
業化され、平成２７年３月に全面開通した。
綾羅木川橋は、綾羅木川の河口に位置し、路下
にはレジャーボートなどの小型船舶が８０隻以上係
留されるマリーナが整備されている。この様な地
形条件から、ベントが設置できない渡河部および
マリーナ直上部の３径間は送出し工法により架設
し、停泊・航行船舶への影響に最大限配慮し工事
を行った。

ここでは、少数鈑桁橋、地形条件、構造条件な
ど、本工事の諸条件に対応した送出し架設工事に
ついて報告する。

【工事概要】
�１ 工 事 名：下関北バイパス綾羅木川橋鋼上部

工事
�２ 発 注 者：国土交通省 中国地方整備局

山口河川国道事務所
�３ 工事場所：山口県下関市綾羅木本町７丁目～

綾羅木新町２丁目地内
�４ 工 期：平成２５年６月５日～

平成２７年２月２７日
�５ 橋梁形式：鋼５径間連続非合成少数鈑桁橋
�６ 橋 長：２２５．０m（道路中心線上）
�７ 支 間 長：３３．３m＋５０．０m＋５４．３m＋

５０．０m＋３５．８m

日本橋梁建設土木施工管理技士会
日本橋梁株式会社
計画課長代理

川 端 一 徳○

Kazunori Kawabata

監理技術者

楠 章 生
Akio Kusunoki

あや ら ぎ がわ

綾羅木川橋（鋼５径間連続非合成少数鈑桁橋）
送出し架設工事

６
施工計画

図―１ 綾羅木川橋送出し状況 図―２ 拡幅部の仮組立状況
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２．現場における問題点

本工事の問題点を下記に示す。
�１ 曲線と拡幅桁への対応
平面線形はR２８００mの緩い曲線で、終点側に
向けてアプローチ道への接続から、渡河部より
徐々に拡幅する線形であった。主桁はこの拡幅に
伴い、渡河部の２径間で３主桁から４主桁へ変化
する。主桁間隔は少数主桁橋であることから、７．５
m～９．３mと広く変化する配置であった。したが
って、送出し時の受け点変化に追従する送出し設
備の立案が課題であった。
�２ マリーナ湾内横梁構造橋脚への対応
マリーナ湾内に位置する橋脚は、航路限界より
桁高の確保ができないため、桁と横梁が一体とな
る構造であった。当初の計画では、マリーナ湾内
へベントを設置し桁を支持するものであったが、
マリーナ内の航行制限が多く発生し、利用者への
影響が長期にわたること、水中でベントを組み立
てなければならないことなどの問題があり、これ

を解消する基礎設備の立案が課題であった。
�３ 橋脚の狭隘幅と斜角への対応
少数主桁やハイブリッド支承の採用およびジャ
ッキアップ補強点の省略など省力化の意識が高い
橋梁構造であり、橋脚の幅が２．４mと一般的な橋
脚幅より狭く、送出し設備の設置スペースの確保
と、河川流水方向への斜角に対する対策が課題で
あった。
�４ 狭隘橋脚上の降下工の対応
マリーナ湾内の橋脚へ設置する降下設備は、横
梁幅１．２mへの設置となるため、狭隘な設置ス
ペースに対応する設備の立案が課題であった。

３．対応策と適用結果

�１ 曲線と拡幅桁への対応策
桁が拡幅することから曲線で送出すことが難し
く、曲率の小さな曲線であったため、送出し時の
平面線形（送出し方向）は、曲線の桁を直線で送
出す計画とした（図―５）。この時、曲線による桁
の偏芯量は最大で δ１＝７８５mmである。また、
渡河部の２径間は３主桁から４主桁へ桁が１本多
くなり、両縁の桁間隔は１５．０m～２１．４mへ変化し、
偏芯量は δ２＝６，３７８mmとなる。この偏芯量に
対応する送出し設備の計画を以下のように行った。
①送出し装置の選定
曲線で送り出した場合は、偏芯が発生しないの
でローラー式の送出し装置が適用できるが、曲線
桁を直線で送出す場合は、受け点の偏芯による横
移動が発生するため、横移動に対応した送出し装
置の選定となる。送出し装置は各支点で、推進機
構と鉛直調整機構を有する油圧ジャッキによるも
のであり、この送出し装置を選定した場合、横移
動に対応する方法としては、送出し装置を横移動

図―３ マリーナ湾内の橋脚

図―４ 綾羅木川と渡河部の橋脚 図―５ 送出し平面線形設定図
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させる方法、送出し装置を固定し受け点幅を広く
する方法、が考えられる。
本工事では、曲線による偏芯に加え拡幅による
偏芯もあり、横移動量が大きく一定でないため、
盛り替え作業が多く発生し非効率であることと、
送出し管理が煩雑となるため、送出し装置を固定
し受け点を広くする方法を採用した。
偏芯に対応する送出し設備の検討では、主桁間
隔への対応が課題であった。主桁間隔は最大９．３
mと大きく当初は、１主桁に２基の送出し装置
を設置しその上に梁を渡す計画で進めたが、送出
し装置の基数が多く設置スペースの確保ができな
かった。そこで、断面力の大きい梁材で全主桁を
受ける構造とし、１主桁に１基の送出し装置を設
置する計画とした。
�２ マリーナ湾内横梁構造橋脚への対応策
マリーナへの影響が最小限となる方法は、占用
しないことであり、占用を必要としない送出し設備
の構造が求められていた。そこで、横梁に着目し、
桁下を占用しない送出し設備基礎の計画を行った。
横梁の橋軸方向の幅は１．２mであり、送出し設
備を設置するスペースが確保できないため、横梁
の橋軸方向の幅を拡幅する計画とした。拡幅の方

法は、形鋼を横梁の上下に配置し、形鋼を PC鋼
棒で繋ぐ方法を採用した。また、横梁単体では荷
重を支承幅で受け持つため、転倒に対する対策が
必要であった。そこで橋脚上に設置される照明柱
のアンカーを利用して、橋脚上で横梁を挟む位置
へベント支柱を設置しベント支柱と横梁を固定す
ることで橋軸方向の幅を広くとり転倒に抵抗する
構造とした。
この構造を採用することにより、マリーナの常
時占用はなくなり、設備の設置・解体時の一時占
用で対応できたため、マリーナへの影響を最小限
とすることができた。
�３ 橋脚の狭隘幅と斜角への対応策
河川内に構築された橋脚は、橋軸方法の幅が２．４
mであり送出し設備の設置幅より狭く、橋脚上の
拡幅が必要であった。また、橋脚は河川の流水方
向に斜角を有しており桁の送出し方向と一致しな
いので、送出し設備の構造へ考慮する必要があった。
橋脚上の拡幅は、塩害を考慮して後施工アン
カーを使用しない方法を採用し、支承を交わした
高さに配置した基礎梁よりアウトリガーを張出し
橋脚側面へ接触させることで転倒を防止する構造

図―６ 送出し設備一般図（正面図）

図―７ 送出し装置（SD１００×２台）

図―８ 横梁を利用した基礎構造（正面図）

図―９ 横梁を利用した基礎設置状況
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とした。斜角への対応は、送出し装置を送出し方
向に向けて設置し、送出し装置上の梁に斜角を設
ける構造とした。送出し装置をささえる架台は、
斜角方向に設置し支柱材は降下設備への盛り替え
作業を省略するため、サンドル材を積上げ、ボル
トで固定する構造とした。送出し設備の転倒防止
は、基礎梁を張り出し、基礎梁と支柱を斜材で繋
ぐ構造とした。
�４ 狭隘橋脚上の降下工の対応策
桁の降下はサンドル降下を基本とし、主桁と支
点上横桁を支点にして降下を行う計画としたが、
マリーナ湾内の橋脚上は横梁構造であり、主桁は
橋脚まで到達しない状態で降下させる。したがっ

て、別途降下時の支点を設ける必要があるが、主
桁ラインで降下を検討した場合、横梁の橋軸方向
の幅は１．２mであり、降下サンドルを設置できる
スペースが確保できない。そこで、送出し桁先端
の桁上に降下用の梁を設置して、橋脚上に設置し
た門構の横梁からワイヤークランプジャッキで送
出し桁を吊り下げ、降下する構造とした。

４．おわりに

送出し工法は、様々な工夫やアイデアを駆使し
た架設用の仮設備を用い、解析で検証することに
よって成立する工法であり、若手技術者にとって
技術の宝庫といえる工法の一つである。今回、本
稿で紹介した内容が若手技術者の参考になれば幸
いです。
最後に、今回の架設工事に際して、多くのご指
導いただきました国土交通省中国地方整備局山口
河川国道事務所の方々をはじめ、各関係機関の皆
様、工事期間中に多大なご迷惑をおかけする中、
ご理解とご協力をいただきました住民の皆様に対
して、ここに深く感謝の意を表します。

図―１０ 橋脚上送出し設備斜角対応（平面図）

図―１１ 橋脚上送出し設備一般図（側面図）

図―１２ 橋脚上送出し設備設置状況

図―１３ 横梁を利用した降下設備

図―１４ 横梁を利用した降下設備設置状況
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１．はじめに

本工事は、大阪市の東部に隣接する衛星都市と
して都市化が進展した大東市の人口集中地区に架
かる三箇大橋の架替工事である。
現三箇大橋は、市役所や駅、商店街などの接続
道路で、自動車以外にも歩行者・自転車が多く利
用する地域住民の生活にとって欠かせない橋梁の
一つである。しかし、現三箇大橋は、昭和４７年に
発生した大水害（浸水家屋延べ約１０万戸に及ぶ被
害）を契機に行われてきた河道の拡幅、護岸のか
さ上げ、などの河川改修工事の中で、旧三箇大橋
を撤去した後に暫定形の仮橋として昭和５４年に建
設されたものである。そのため橋桁は、堤防を切

り欠いた状態で、恩智川の計画高水位より低く架
設されており、増水時には、落橋や氾濫の恐れが
あり（図―１）治水対策上、早急に架け替えが必
要な橋梁である。
この様な背景を持つ現三箇大橋の架け替えにつ
いては、人口集中地区で地域住民への影響や隣接
する道路、鉄道との交差条件、河川条件などに対
応した橋の構造、施工方法としなければならない
難しい課題があり現在まで架け替えが完了せず、
この地区の河川改修事業の中でのこされた“最後
の橋”となっていた。そして、平成元年に完了し
た隣接 JRの高架化に伴い、架替事業着手に向け
た本格的な検討が進められ、現在の工事に至って
いる。
ここでは、諸条件をクリヤーした特殊な橋梁構

日本橋梁建設土木施工管理技士会
日本橋梁株式会社
監理技術者

浅 野 剛○

Takesi Asano

設計担当者

玉 置 征二郎
Seijirou Tamaoki

三箇大橋（２径間連続鋼床版橋）
人口集中地区における大ブロック架設

７
施工計画

図―１ 現三箇大橋増水時の状況 図―２ 三箇大橋現況H２７．１２現在（全景）
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造への対応と、人口集中地区での地域住民への影
響に配慮した架設方法について報告する。

工事概要
�１ 工 事 名：一級河川 恩智川

三箇大橋架替工事（上部工）
�２ 発 注 者：大阪府寝屋川水系改修工営所
�３ 工事場所：大阪府大東市住道１丁目地内外
�４ 工 期：平成２６年６月３０日～

平成２７年１２月１０日
�５ 橋梁形式：鋼２径間連続鋼床版橋
�６ 橋長（支間長）：５４．０m（１２．３５０m＋４０．７５０m）

２．現場における課題

本工事における課題は以下の通りであった。
�１ 諸条件に対応した特殊構造
本橋は橋梁の桁高制限の特殊性から一般的な断
面構成と違い一部の範囲を鈑桁にカバー PLをボ
ルト添接することで箱桁構造とする断面構成が採
用されていた（図―３参照）。この様な特殊構造で
の工場製作や現場施工に対応することが課題であ
った。

図―３ 三箇大橋構造概要図

【本橋の特殊性】
①建築限界から求められる低桁高のプレートガー
ター橋
②鈑桁構造から箱桁構造に変化するパーシャルボ
ックス構造
�２ ベント設置による生活環境への影響
当初計画では、恩智川両岸沿いの道路上と河川

内へベントを設置するものであったが現地踏査の
結果、道路へベントを設置した場合は通行幅が確
保できず通行止めとなり、地域住民の生活環境へ
の影響が長期にわたるという問題があった。また、
早期供用を求められる中で、渇水期中の施工とな
る河川内ベントは事業全体のクリティカルパスで
あり、前工程の遅れなどにより上部工施工時期が
渇水期に一致しない場合には年単位の遅延となる
可能性があった。
以上のような問題に対して、現地施工では地域
住民への生活環境への影響を最小限とし工期遅延
とならない施工方法が求められていた。したがっ
て、この２点の問題を解決する施工方法の立案が
課題であった。

３．対応策と適用結果

�１ 実物大模型によるカバー PL内面施工性検証
カバー PLは、箱桁断面で桁高が製作上限界と
なる９００mm以下の部分に適用され、制作上は鈑
桁、現場でカバー PLを取付け箱桁とする構造で
ある。現場施工では、カバー PLを取付けた後に
高力ボルト挿入と塗装をハンドホールから手探り
で施工する。これらの作業を想定したときに、基
本設計で示されたハンドホールで作業が可能か実
物大模型を製作し検証を行った。
検証の結果、ハンドホールから腕を入れてカ
バー PL内面でつかむような動作をした場合、最
大で４５０mmまでが限界であることが分かり、こ
の結果を基に下記の想定で模型を再度製作して施
工性の確認を行った。
①全ボルトから４００mm以内にハンドホール開口
位置を設置する。②「①」とすることによりハン

図―４ 当初計画のベント配置
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ドホール個数が増えることから、現状のハンド
ホール形状：１２０mm×３００mmをできるだけ小さ
くして孔数を増やすことのできるようにハンド
ホール形状を再考する。
再検証では、図―６の形状のハンドホール（１２０
mm×２００mm）で、はけ塗り作業を再現し肘を曲
げて施工できることが確認できた。
現地施工では、高力ボルト挿入は問題なく施工
でき、塗装の外観はCCDカメラや鏡を使用して
確認し、膜厚測定は手探りで計測を行った。
ハンドホール１カ所から確認できるボルト数は
限られるので、多くの時間を要したが、全数確認
し規定値内で施工を完了している。
�２ 架設方法の大幅な変更
当初計画では、ベントを３基設置して６分割し
た地組ブロックを油圧式３６０t 吊クレーンにて両
岸から順次架設するものであった。この場合、恩
智川両岸沿いの道路の通行止めが長期にわたる。
また、渇水期に限定した施工となる。この２点の
問題に対する解決策を検討するため現地を詳細に
調査し、計画の見直しに着手した。
現地調査の中で、計画見直しが可能となる現地
条件が２点確認できた。１点目は、将来予定され
ている三箇大橋横に架かる歩道橋のエレベーター
設置予定地が既に確保されていること。２点目は

下部工がまだ着手されていないこと。この２点に
より、以下の計画見直しが可能であった。１点目：
この土地をクレーン据付位置とした場合作業半径
が軽減され、且つ、施工スペースが大幅に改善さ
れる。２点目：橋台にはウイングがあり上部工施
工時はウイング施工が完了している計画であった
が、ウイングを上部工施工後へ変更できれば、施
工ヤードを大幅に改善できる。この２点を基に当
初計画から以下の項目について架設計画の見直し
を行った。
①地組ブロック数：６ブロック→２ブロック
施工ヤードの改善により、２ブロックに分割し
た地組立スペースが両岸に確保できる。
②架設用クレーン：油圧３６０t 吊→５５０t 吊
下部工ウイングの後施工より、架設用クレーン
の寄り付き距離が改善され、クレーンの作業半径
が有利となり、２ブロックに分割した架設が可能
となった。
③ベント設備：３基設置→ノーベント
地組ブロックを２ブロックとすることで、道路
上へ設置するベントが不要となる。また、架設後
の最終ジョイントへ仮のバイパス材（図―７）を
鋼床版上に設置することにより、河川内へ設置す
るベントが不要となる。

図―７ バイパス材取付状況

以上の見直しを行った結果、恩智川両岸沿い道
路の通行止めを架設時に限定できるため最小限と
なる計画とした。また、河川部は計画水位より高
い部分の占用となり、出水期でも施工可能な計画
とした。
さらに、実施工では、以下の２点の課題があり、
それに対する対策を行った。
①架設クレーン能力が９０％を超える

図―５ カバーPL実物大模型（当初設計）

図―６ カバーPL実物大模型再検証と桁取付状況
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選定した油圧式５５０t 吊クレーンより上位機種
は、狭隘な施工ヤードで組立や設置が不可能なた
め、架設用クレーンはこの機種が限界であった。
国内最大級の油圧式クレーンではあったが、吊荷
重が大きくクレーン能力は９０％を超え、作業半径
や吊荷重の誤差が大きいと架設不能となるという
課題があった。そこで、以下の対策を実施した。
【クレーン位置・地組位置の精度向上対策】
クレーン据付位置及び地組位置は、架空線や地
下埋設物をCAD上にプロットし干渉を確認した
上で決定し、詳細な測量により現地へマーキング
して作業半径の誤差がないように細心の注意を払
った。そのほか、偏断面の桁であるため添接板取
付位置や載荷物の配置なども考慮し、架設時の重
心位置を精度よく算出した。

【架設重量の精度向上対策】
架設重量は、一般的に計上する桁、吊り具、フ
ック重量以外に、高力ボルト、吊金具、足場用吊
金具、スタッド、吊足場、桁上手すり、桁上載荷
物に至るまで漏れの無いように算出した。
②架空線の干渉の課題
架空線は施工ヤードを取り囲むように配置され、
クレーン旋回範囲から離隔が各々１．２m程度し
か確保できず、旋回時の干渉に対する課題があっ
た。そこで、以下の対策を実施した。
【架空線上を旋回する対策】
架空線より高い位置まで桁を巻き上げて旋回す
る計画とし、高所作業車を使用して桁をガイドす
るなど詳細な手順による対策をとった。
以上のような詳細な準備を行い本年５月より工
事着手し同年８月に架設工事は無事に完了した。

４．おわりに

今後、建設後５０年を超える老朽化橋梁は多く存
在し、本報告のような人口集中地区での特殊な架
設条件下の架け替え工事も増加するものと思われ、
設計及び施工する上での着目点など今後の参考に
なれば幸いです。
最後に、今回の架け替え工事に際して、多くの
ご指導をいただきました大阪府寝屋川水系改修工
営所の方々をはじめ、各関係機関の皆様、そして
工事期間中に多大なご迷惑おかけする中、ご理解
とご協力をいただきました住民の皆様に対して、
ここに深く感謝の意を表します。

図―８ 見直し前の架設計画

図―９ 見直し後の架設計画

図―１０ 架設状況
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１．はじめに

大阪の高速道路網の中心部は、交通集中による
慢性的交通渋滞が問題となっている。そこで「大
阪都市再生環状道路」の整備が進められており、
その一部を構成する阪神高速６号大和川線は４号
湾岸線と近畿自動車道を東西に結ぶ高速道路で、
三宝ジャンクションはこの４号湾岸線と６号大和
川線を接続するものである（図―１参照）。
本工事は、既にある三宝入出路ランプをジャン
クションに改築すると同時に、資源の有効活用や
環境負荷低減の観点から、撤去する耐候性鋼桁を
新橋の一部として再利用した。再利用する桁は、
三宝出路（ＲＣ床版箱桁）と三宝入路（鋼床版箱
桁）の２ヶ所あったが、ここでは三宝入路のラン
プ桁改築（再利用）について報告する。

工事概要
�１ 工 事 名：三宝第１工区鋼桁及び鋼製橋脚工事
�２ 発 注 者：阪神高速道路株式会社
�３ 工事場所：大阪府堺市堺区松屋大和川通４丁

～築港八幡町付
�４ 工 期：平成２２年４月８日～

平成２７年３月３１日
�５ 工事内容：鋼製橋脚改築２基，複合橋脚７基，
鋼橋１５連 総重量５，３６１t，鋼桁総延長１，７３４m

２．現場における問題点

本工事の施工では、以下の課題があった。
�１ 建設から３０年以上経過した桁を再利用するに
あたり、損傷の有無を確認すること
�２ 再利用する部位の選定基準を明確にし、現行

日本橋梁建設土木施工管理技士会
株式会社横河ブリッジ
現場代理人

下 田 晃 伸○

Akinobu Shimoda

監理技術者

宗 宮 直 人
Naohito Soumiya

既存構造物改築における耐候性鋼桁の再利用について

８
施工計画

図―１ 全体配置図（施工前→施工後）
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の設計基準類を満足させること
�３ 施工場所が市街地なため、交通を妨げない解
体方法の検討
�４ 再利用する部位と新規に製作した桁（新設
桁）との精度を確認する方法。

３．工夫・改善点と適用結果

一般に、既存の橋梁の線形が改良される場合に
は、橋梁単位で撤去、再構築が検討されるが、本
工事では、線形計画上問題ないと判断される既設
の桁部材（既設桁）を再利用して、新設桁と接合
させた。特に、再利用する既設入路ランプ橋（図
―２）は、供用から３０年以上経過した耐候性鋼桁
であり、耐候性鋼桁の再利用には前例がなく、解
体、工場仮組、再架設には、傷や汚れが付かない
ように最善の注意を払った。

図―２ 【施工前】既設入路ランプ橋

�１ 既設桁の健全度調査
再利用の可否判断のため、鋼道路橋防食便覧を
参考に付着塩分量測定、さび厚測定、セロテープ
試験を行った（図―３）。その結果、海岸線に近い
ものの風通しが良いため、全般的に良好な状態で
あった。しかし、近接目視点検において、鋼桁端
部および支承部では、鋼材のうろこ状さびや、層
状剥離さびが発生していた。
これは、伸縮装置に漏水（図―４）が確認され
たことから、伸縮装置からの漏水が乾燥しにくい
環境の中で滞水し発生したものと考えられる。以

上の健全度調査の結果より、桁端部とその近傍を
除けば良好な保護性さびが形成されており、再利
用できると判断した。

�２ 既設桁を再利用するための設計
再利用は、平面線形や縦断線形、横断勾配を考
慮し、可能な部位を選定した。なお、撤去する既
設桁は直線であったが、新設桁は曲線であること
から桁端部の支点にアウトリガーを設ける必要が
生じた。桁端部の部材が錯綜する箇所に、新たに
アウトリガーを設置するのは困難であり、前述の
とおり耐候性鋼材の健全度に問題があったため桁
端部は新規に製作した。
また、既設桁は昭和５５年（１９８０年）の道路橋示
方書に基づいて設計されているため、再利用には
現行の基準を満足させる必要がある。設計におい
て既設桁の建設当時との大きな差がある項目とし
て、活荷重の増大、レベル２の巨大地震を想定し
た耐震設計、疲労設計の導入がある。
活荷重は現行基準のＢ活荷重に増えているが、
改築後は支間割が変更になっており、再利用する
部材でも必要断面を確保できた。

図―３ 既設桁の健全度調査位置と再利用部位

図―４ 伸縮装置からの漏水と桁端の腐食状況
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耐震設計により決定される桁端の支点補強材や
支承、落橋防止システムは、新規に製作する範囲
であり、現行基準を適用することができた。
疲労設計について、鋼道路橋の疲労設計指針に
基づき照査した結果、すべての部位で疲労限以下
の応力範囲であった。しかし、バルブリブの鋼床
版であることから、既設鋼床版の疲労損傷事例を
踏まえ、輪荷重直下の範囲の縦リブと横リブ交差
部に、山形鋼によるあて板補強を行った（図―５）。

図―５ 鋼床版縦リブと横リブ交差部の補強詳細

�３ 再利用桁の解体
再利用する既設桁は、市道直上に位置している
ため、解体、架設作業のほとんどが夜間作業であ
った。解体時に桁を支えるベントも市道上となる
ため、門形のベントを設置し、昼間の通行を確保
した。
施工手順は、まず解体準備として遮音壁および
アスファルト舗装を撤去した。壁高欄コンクリー
ト撤去は、切断に時間がかかり街路への排水が生
じることから、鋼桁の継手部付近のみを乾式ワイ
ヤーソーを用いて切断撤去し、桁と一緒に下ろし
てから現場ヤードにて、レベルソーを用いて残り
の壁高欄を撤去した（図―６）。
再利用桁の鋼部材には養生を行ったが、壁高欄
切断時に発生するモルタル水の鋼材表面への付着
は避けられなかった。部材を工場に搬送した後、
高圧水による洗浄を行ったが保護性さび内に浸入
したモルタル粉を完全に除去できなかった。この
ため、側縦桁ウェブ面には、新設桁と同様のさび
安定化処理剤を塗布した。
夜間作業時間の短縮のため、昼間に移動式足場
を用いて既設桁のボルトを死荷重負担分だけ残し
て撤去した。桁は路下の市道を夜間通行止めして

から、３６０t 吊油圧式クレーンを用いて撤去した
（図―７）。
�４ 再利用桁の精度確保
再利用桁と新設桁との継手部の品質確保、桁全
体形状の出来形精度確保のため、再利用桁は、工
場に持ち帰り、新設桁と合わせて仮組立を行った。
再利用桁は、撤去前に比べ、縦断線形が異なるこ
とや、路面の平面曲率の違いによる箱桁のねじれ
キャンバーが付加されていないなどにより、設計
値に対して部材寸法に誤差を持っていた。したが
って、工場に持ち帰って継手部で誤差吸収し（図
―８）、精度の確認をする必要があると判断した。
工程上、原寸作業の時点では、再利用桁の撤去
が完了していないため詳細な実測の寸法がなかっ
た。そこで、再利用桁の範囲を、建設当時の図面
から原寸で３Dデータを再現し、縦断勾配の摺り
付けシミュレーションを行い、結果を設計値とし
て、部材計測箇所や、継手部付近の調整代を付加
する箇所を決定した。
その後、再利用桁を工場に搬入してから基本形
状の確認と、取合部の継手部の断面形状、ボルト
孔の配列、縦リブ間隔等を計測した。計測結果を

図―６ 舗装撤去・壁高欄コンクリート撤去

図―７ 既設入路ランプ橋の解体
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もとに隣り合う新設桁の部材長、形状の誤差吸収
を行った。また、再利用桁のボルト孔の配列は全
個所の孔位置を計測し、新規製作する添接板に反
映した。加工データへの反映が困難なデッキプ
レート重ね継手ボルトの配置は、当てもみ等の現
物合わせとした。
再利用桁と取り合う断面は、新設桁の端部から

５００mm程度の区間のフランジとウェブの溶接を
残しておき、再利用桁の断面形状の計測後に溶接
することで両者の断面形状を合わせた。

以上の継手部の誤差吸収方法の実施と仮組立に
よる全体形状の確認（図―９）により、架設に関
して新設桁と同様の精度で問題なく行うことがで
きた。

４．おわりに

本工事は、フルジャンクションを構築するため、
多くの工種施工される中、耐候性鋼桁の再利用に
関しても数多くの検討すべき事項があった。これ
らを一つずつ解決することにより無事工事を完了
することができた（図―１０）。

図―１０ 【施工後】再利用されたランプ橋

今後、高速道路などのインフラの整備でも、新
たな建設は少なくなると予想され、老朽化に伴う
大規模更新や自動車専用道路の改築などの既存構
造物を再利用する事業が増加していくと思われる。
本報告が類似工事の一助となれば幸いである。
最後に、工事の計画・施工にあたり御指導いた
だきました阪神高速道路株式会社の関係各部署の
方々、数多くの協力をいただいた JV構成員、工
事に携わった皆様に厚く御礼申し上げます。

図―８ 再利用桁の誤差吸収方針

図―９ 仮組立状況（右側が再利用桁）
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１．はじめに

有道床スルー桁の第一友定Bvは滋賀県近江八
幡市友定町に位置し、東海道新幹線が県道を跨い
でいる斜角右４５度の下路橋梁である（図―１）。本
橋は長期にわたる活荷重の影響もあり支点沈下が
発生し一部の支承が浮いた状態となり、列車通過
時に浮いている支承部の桁が下がり支承を叩いて
いる（バタツキ）状態となっていた。
応急復旧として、ソールプレートと支承の間に
調整プレートを挿入し、叩いた状態を回避する施
工を実施したが、本格的な復旧でないため支承取
替工事に伴い、全支承の高さを調整することで支
承の反力を調整し状況の改善を行った。
ここでは平成２６年１１月に実施した支承反力調整

の解析と現場施工について報告する。

工事概要
�１ 工 事 名：新幹線大規模改修工事（第一友定Bv）
�２ 発 注 者：東海旅客鉃道株式会社
�３ 工事場所：滋賀県近江八幡市友定町地内
�４ 工 期：平成２６年１１月～平成２７年３月

２．現場における問題点

本工事における問題は、以下の２点である。
１）東京方鈍角部（M３沓）で支点の沈下により、
ソールプレートと下沓との間に隙間が生じ、列
車通過時に桁がバタツキ、ソールプレートと下
沓で叩き合い異音が発生していた（図―２）。
一方、新大阪方鈍角部（M１沓）では、東京方
鈍角部の影響から桁がひねった形となりソール
プレートと下沓との間に若干の隙間が生じ、反
力を受け持たない状態となっていた。図―３に
橋梁平面を示す。

日本橋梁建設土木施工管理技士会
株式会社横河ブリッジ
監理技術者
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現場担当

徳 田 浩 一
Koichi Tokuda

斜角を有する新幹線の下路橋梁の支承反力調整について

９
施工計画

図―１ 第一友定Bv橋梁の写真 図―２ 東京方鈍角部（M３沓）の状況
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２）沈下が生じている支承に対して、安全な施工
方法で反力を導入する工法の検討。

３．対応策と適用結果

本橋では支承を取り替える工事（東京方、新大
阪方とも）が予定されていたので、その取替施工
時に東京方支点と新大阪方支点で反力調整を行う
ことで、列車通過時の異音と、桁のバタツキ解消
を目指した。作業の手順を以下に示す。
�１ 構造解析による反力分布の算出・比較
本橋は斜角右４５度を有する橋梁であるため、各
支承における反力は鋭角部と鈍角部では同一の反
力とならない。標準設計では（コンサルにて算出
した反力）鋭角部と鈍角部の反力を同一としてい
るため（標準化のため）、鋭角部と鈍角部の反力
を算出し比較を行った（図―４）。

図―４ 死荷重反力の比較

現地における各支承の状況を調査し、調査結果
と三次元有限要素モデルを作成し反力の分布状況
の解析を行った結果を比較し確認を行った。解析
のポイントは、①列車通過時の各支承の反力およ
び負反力発生の確認、②鈍角部支承をジャッキア

ップした場合の反力の変動の確認、これらの結果
から適切なジャッキアップ量（反力導入量）の検
討を行う。
荷重条件は死荷重＋列車荷重の静的載荷とした。
支間長が１７．５mと短いため列車が橋梁に進入時、
通過途中、列車退出時が再現できる列車編成で列
車荷重の載荷を行った。東京方鈍角部（M３沓）
での負反力の発生を見るために、下り線（M１―
M２間）に列車荷重を載荷した場合の列車位置と
支点反力の関係を図―５～６に示す。図―５は解析
結果そのままの値として、図―６は死荷重による
反力を減算して、活荷重の変動分のみを示した。
P荷重とH荷重（P荷重：標準活荷重、H荷重：
平成１６年以降の新幹線列車標準荷重）を比較する
と P荷重の方が大きいことから、ここでは P荷
重で比較した。これらの図の横軸は、橋梁中心を
原点とした時の列車の先頭位置を表しており意味
が無いため最大値および最小値に着目する。
図―６を見ると列車荷重により東京方鈍角部（M

図―３ 橋梁平面図

図―５ 下り線走行時の鉛直支点反力（P活荷重）

図―６ 下り線走行時の鉛直支点反力（P活荷重変動分
のみ）
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３沓）で負反力が発生（P荷重で３４．８２９kN）し
ている。図―５と図―６を比較すると、死荷重によ
る反力に比べ負反力はさほど大きなものでないた
め、支点部のバタツキを発生させた原因として可
能性が低いと考えられる。このため、何らかの原
因により支点部が沈下しバタツキが発生している
ものと仮定し、バタツキする支承をジャッキアッ
プもしくは、バタツキの無い支承を下げることで
死荷重による鉛直支承反力の変化について解析を
行った。鉛直方向変位は正負ともに０．５mmピッ
チで１０mmまで変化させて解析を行った。東京方
鈍角部（M３沓）に鉛直変位を与えた場合の結果
を図―７に示す。図の横軸はジャッキアップに対
応する支承の鉛直方向強制変位量、縦軸は各支承
の鉛直反力を示す。
図―７の結果から、ジャッキアップによる死荷
重反力の変化を抽出したものを、図―８に示す。
これらの結果から以下のことがわかる。
①ジャッキアップによる反力の変動は、ジャッキ

アップを行わない側にも影響を与える。また中
央主桁（M２沓）で影響が大きい。
②鈍角部のジャッキアップにより、鋭角部の支点
反力が増加する。
③ジャッキアップ側の支点反力の増加率は大きい
ため、支承の耐力に注意が必要。
解析結果から、列車走行時に発生する最大負反
力（３４．８２９kN）は死荷重に比べて非常に小さく、
支承が健全な状態であればバタツキは発生しない
と考えられる。東京方鈍角部（M３沓）において、
列車走行時のバタツキを防止するために、最低限
必要な追加で導入するジャッキアップの量は、前
述の最大負反力量と図―８から求めることができ
る。浮き上り防止に必要なジャッキアップ量を推
定した結果を図―９に示す。
この図より、浮き上りを防止するには P荷重
で２mm程度のジャッキアップ量が必要であるこ
とがわかる。ジャッキアップ量と鉛直反力の変動
量の関係を０mmから３mmの間を線形で回帰し、

図―７ 支承反力（東京方M３沓ジャッキアップ）
図―８ 東京方M３沓をジャッキアップした場合の各支

承における反力の変化量
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切片を０とした場合の傾きとして変動率を求める
と、１７．０５６kNとなる。これを基に必要なジャッ
キアップ量を算出すると、P荷重で２．０４２mmと
なる。表―１に回帰分析によるジャッキアップ時
の鉛直死荷重反力の変動率を示す。
支承の浮き上りを防止するために東京方鈍角部
（M３沓）に追加のジャッキアップを行った場合
に、各支承で鉛直死荷重反力がどのように変化す
るかを推定したものを図―１０に示す。
東京方鈍角部支承への反力導入に伴い、中間支

承では死荷重反力が減少し、鋭角部支承で鉛直反
力が増加している。また、対角となる新大阪方鈍
角部支承では反力の増加が大きくなっている。

�２ 安全な施工方法で反力を導入する工法の検討
解析結果から、東京方鈍角部支承を強制的に

２．０４２mmジャッキアップすることで、バタツキ
を抑止できることがわかった。実際の施工では、
１mm単位の精度での施工となるため、以下の方
法で施工した。
①東京方鈍角部支承を現状より２mm高く設置す
る。②東京方中間支承、鋭角部支承は現状の高さ
から１mm低い位置に設置する。設置方法は、１
mmのステンレス板をソールプレートと下沓との
間にセットし、沓座モルタル打設後のジャッキダ
ウン時に、ステンレス板を撤去する。この方法で
鈍角部支承と中間支承、鋭角部支承との間に３
mmの高低差を発生させた。反力調整前の死荷重
反力（東京方）は鋭角部支承で１９０kN、中間支承
で６６０kN、鈍角部支承で０kNであったものが、
反力調整後はそれぞれ２１０kN、３８０kN、２７０kNと
なり鈍角部支承に死荷重反力が導入でき、列車走
行結果からもバタツキが発生しなくなった。
同様の施工方法で、新大阪方鈍角部支承につい
ても、中間支承、鋭角部支承部に１mmのステン
レス板をソールプレートと下沓の間にセットし、
沓座モルタル打設後のジャッキダウン時に、ステ
ンレス板を撤去し１mmの高低差を発生させた。

４．おわりに

建設後５０年以上供用している新幹線の下路橋梁
の桁で、このような事例は珍しく、本文が同様の
事例の維持管理に一助となれば幸いである。
最後に、東海旅客鉄道株式会社の関係各位の皆
様には適切な助言、協力を頂きました。ここに深
く感謝の意を表します。

図―９ 浮き上り防止に必要なジャッキアップ量

表―１ ジャッキアップ時鉛直死荷重反力の変動率

図―１０ 鉛直支点反力の変化（東京方鈍角部追加ジャッ
キアップ）
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１．はじめに

本工事は、三重県の南西部に位置する伊勢平野
４７００ha の農用地を対象としたかんがい排水事業
であり、本橋は勢田川を横断する水管橋である。
現場周辺は軟弱地盤であり、民家、神社等が近接
しており、ケーブルエレクションのタワーやアン
カーブロックの設置が困難となることから、河川
内に仮桟橋を設置し、その上で地組した桁を横取
りする工法で、周辺への影響を最小限とした。本
稿では平成２７年７月に完成したこの工事について
報告する。
工事概要
�１ 工 事 名：県営かんがい排水事業（一般）浜

郷線勢田川水管橋製作架設工事
�２ 発 注 者：三重県 伊勢農林水産事務所
�３ 工事場所：（自）伊勢市田尻町

（至）伊勢市黒瀬町
�４ 工 期：平成２６年２月２４日～

平成２７年７月３１日

２．現場における問題点

本工事にあたっては、下記の問題点があった。
�１ 本橋架設に使用する仮桟橋は、バイブロハン
マによる杭基礎であったが、勢田川右岸側は民
家・神社等に近接したため、杭打ちの振動に対
し配慮する必要があった。

図―２ 住宅地での杭打ち

�２ 水管橋および仮桟橋の部材搬入は勢田川右岸
側を予定したが、幹線道路から現場への現道幅
は幅員５mでクランク状に屈曲しており、大
型車両が使用できなかったため、堤防道路から
の進入を計画した。しかし、中部電力の鉄塔が
堤防道路からのスロープに近接するため、土砂
および搬入車両の重量が鉄塔に与える影響を調
査する必要があった（図―３）。

日本橋梁建設土木施工管理技士会
宇野重工株式会社
設計・計画担当

大 塚 慎 也○

Shinya Otsuka

現場代理人・監理技術者

西 口 清 隆
Kiyotaka Nishiguchi

仮桟橋上で地組するランガー補剛形式水管橋の横取り架設

１０
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図―１ 勢田川水管橋一般図
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�３ 水管橋は仮桟橋上で完成系の支点上構造高＋
１mの高さで地組立てを行った。水管橋の架
橋高さは、堤防道路の建築限界から決定してお
り、アーチリブ頂部では水面から１９mの高所
となるため、アーチリブ架設時は作業員の高所
作業に対する安全に配慮する必要があった。
�４ 地組立ては、全格点位置のリングサポートを
支持点として行う。横取り時は支点支持へ荷重
を移行し、レール上の横取り設備に全死荷重を
預ける必要があるが、支点部以外のリングサ
ポートに一定以上の反力が集中すると、変形の
生じるおそれがあるため、支点部のジャッキ反
力をシンクロさせ、支点部以外のリングサポー
トに無理な反力が発生しないように反力管理を
必要とした（図―４）。また、水管橋は補剛管幅
４．３m、橋高１１．０mのため、重心位置が高く、
ジャッキアップおよび横取り架設時はバランス
を崩しやすく、転倒する懸念があった。

３．工夫・改善点と適用結果

先の問題点に対し、下記に示す対策を実施した。
�１ ベント支持への変更による杭基礎の排除
当初設計の仮桟橋は、家屋近接でのバイブロハ
ンマによる杭基礎（杭長４３．７m）を予定していた。
しかし、当該杭位置がアスファルト舗装の堅固な
地盤であったことに加えて、支持する水管橋の重
量が６５６kNと小さいことから、右岸側１スパンを
杭基礎からベント基礎へ変更した（図―５）。その
結果、家屋に近接する堤防外の杭打ち１０本全てが
無くなり、杭打ちに使用する５５t クローラクレー
ンがベント設置の２５t ラフタークレーンに変更と
なったため、クローラシューによる振動と騒音も
低減できた。このことから、周辺家屋への振動の
影響が最小限となった。また、仮桟橋の１スパン
をベント基礎としたことで、仮桟橋の覆工板の連
続性が途絶えて開口部が生じたが、作業床と手摺
を追加することで、作業員の安全も確保できた。

図―５ 杭基礎からベント基礎への変更

�２ 最適なスロープ位置の選定と鉄塔の変位計測
資材の搬入出のため、勢田川堤防道路から施工
ヤードへ下るスロープを計画し、中部電力㈱と協
議を行った（図―３）。しかし、スロープが鉄塔に
近接するため、土砂を満載した車両の影響で構造
物に悪影響を与える可能性があるとの判断結果で
あった。よって、スロープ位置を見直し、鉄塔へ
影響を与えない位置へ変更した（図―６）。また、
仮桟橋の杭施工時は振動の影響による鉄塔基礎の

図―３ 中部電力鉄塔とスロープの位置関係

図―４ 支点部への反力移行
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変位を調査するため、定点観測を実施した。その
結果、平面および鉛直方向の動きは観測されず、
鉄塔への影響が無いことを確認した（表―１）。勢
田川堤防道路は道路幅員が３．０mと狭く、搬入車
両の脱輪が懸念されたため、堤防道路延長３０６m
に渡り１．５m×６mの敷鉄板を道路側帯に敷設し
て幅員３．５mを確保した。側帯部には盛土を行い、
道路幅員を外れる０．５m分の敷鉄板を支持し、道
路の平坦性を保持した。
�３ 地上部でのアーチリブ面組と先行足場設置に
よる架設
作業員の安全を確保するため、高所作業の削減
を検討した。アーチリブの単材架設は高所での上
横構や上支材の取り付けが発生するため、これら

部材を地上で面組し、一括架設を行った（図―７）。
その結果、高所作業を８割程度削減できた。また、
アーチリブの面組に主体足場を地上で設置し、同
時に架設を行うことで足場設置に係わる上空作業
も削減した。足場同士の連結には高所作業車を使
用し、確実な作業床を確保した。足場撤去時も同
様に高所作業が発生するため、横取り完了後の仮
桟橋上に高所作業車を設置し、撤去時に不安定と
なる足場上面作業を削減した（図―８）。これらの
対策により、高所作業の安全性が向上し、事故な
く作業を終了することができた。
�４ 支点部への反力移行と水管橋横取り時の転倒
防止対策
水管橋の支点部はソールプレートが水平面のた
め、仮支持およびジャッキ受けは容易となるが、
その他の格点位置は円形のリングサポートでの支

図―６ スロープ位置の変更

表―１ 鉄塔測量結果

図―７ アーチリブの面組架設と足場設置

図―８ 高所作業車による足場撤去
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持となるため、確実な固定が困難となる。また、
リングサポートの頂点に反力が集中した際は、変
形を生じるおそれがあるため、面での支持を行う
必要がある。よって、本現場ではリングサポート
の曲率に合わせた支持架台を製作し、支持面での
応力集中を緩和した（図―９）。また、支承前面の
リングサポートを最終降下時のジャッキ盛り替え
で使用する計画を立案したが、全死荷重が作用す
るため、リングサポートのフランジ断面では荷重
を支持することができず、製作時にリングサポー
ト内にリブを追加し、支圧面積を確保した。
多点支持から支点支持への移行は支承前面のリ
ングサポートにストローク長が同調する１００t ジ
ャッキを使用し、支点部を除く全ての格点支持の
反力が同時に開放するようにジャッキアップを行
った。その結果、格点位置のリングサポートの反
力を均等に開放でき、安全に支点支持への移行が
できた。
ランガー形式特有の高い重心で不安定な構造を
より安定させるため、４．３mの補剛管（支持）幅
にH鋼によるアウトリガーを設置し、支持幅を
６．６mとした（図―１０）。支持幅が１．５倍となるた
め、転倒に対する安全率が５０％向上した。横取り
には押し能力５００kN、ストローク量１０００mmのク
レビス付きジャッキを各橋台１基ずつ使用し、９
m横移動させた。横取りに要した時間は４時間
程度であり、不安定な挙動を示すことなく安全に

作業を終えることができた。
横取り完了後は支承位置への降下を経て伸縮管
の現場溶接を行い、水管橋の本体工事は完成した。
水管橋の施工に使用した仮桟橋と搬入路スロープ
を渇水期内に撤去する必要があり、本体工事完了
後も緊張感の続く工事であったが、無事に竣工検
査を迎えることができた（図―１１）。

４．おわりに

本橋は勢田川の河口に位置し、民家が近接する
地域特性より、ベントおよびタワーの構築ができ
ず、従来の架設工法の採用が不可能であった。仮
桟橋上での地組立てから横取り架設に至る工法は、
今回のような限られたヤード内の施工であれば有
効と思われる。
最後に、三重県伊勢農林水産事務所の関係各位
に適切な助言、協力を頂きました。ここに深く感
謝の意を表します。

図―９ 支持架台 図―１０ アウトリガーによる支持幅の延長

図―１１ 完成写真
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１．はじめに

札幌大橋は一般道路３３７号における、石狩川河
川部に位置する。流水部にあたる最大支間長は１５０
mであり、この径間の架設にはトラベラークレー
ンによる張出架設が採用された（図―１参照）。本
橋の設計断面力には、架設系の影響は考慮されて
いない。そこで、張出架設部の閉合時にモーメン
ト連結を採用することで、橋体に作用する断面力
を設計断面力に整合させる必要があった。本稿は、
このモーメント連結の手順と、そこで用いた架設
時の工夫について報告するものである。
工事概要
�１ 工 事 名：札幌大橋上部工工事
�２ 発 注 者：北海道開発局 札幌開発建設部
�３ 工事場所：北海道札幌市北区～石狩郡別当町間
�４ 工 期：平成２３年１１月２３日～

平成２７年３月２０日
�５ 形 式：２径間連続鈑桁＋３径間連続鋼箱桁
�６ 橋 長：４７５．７m

�７ 支間長：７１．０＋７３．０＋９０．５＋１５０．０＋８９．６m
�８ 幅 員：１０．４５m
�９ 施 工：IHI・川田 JV

２．閉合手順

張出架設の閉合ジョイントは J３２であり、接合
方法は高力ボルト接合である。完成時の支間中央
での鋼重による曲げモーメントは７２，８００kN．mで
ある。通常、モーメントの導入は閉合前後の支点
の強制変位を用いることが多いが、今回の閉合部
に必要なモーメントを導入するためには、支点部
で１m以上の降下作業が発生する。この作業の
簡略化を目的として、札幌大橋では支点の強制変
位に加え、閉合部（J３２）にて、下フランジ側を
ジャッキで引き込むことにより発生する集中モー
メントを、直接的に導入する手法を採用した。本
橋閉合までのステップを図―２に示す。STEP―１
は中間橋脚上を５００mm完成時からジャッキアッ
プし、橋梁に強制変位を与える工程である。これ
は、前述の通り、閉合後にジャッキダウンし、中

日本橋梁建設土木施工管理技士会
株式会社 IHI インフラシステム
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Hiroyuki Kimoto

監理技術者

鷲 足 稔
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（仮称）札幌大橋の張出架設における閉合計画

１１
施工計画

図―１ 全体側面図
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央径間に正曲げモーメントを導入させることが目
的である。閉合ブロックは、先に左岸側の J３１か
ら架設・高力ボルト本締めを行った。この状態で
ある STEP―２では、閉合ブロックの J３２側に、
右岸側と左岸側でたわみ差が生じる。STEP―３
は、モーメント連結を行う事前に、このたわみ差
をセッティングビームにより解消させる工程であ
る。
次に STEP―４にて、引き込みジャッキを用い

て J３２に集中モーメントを導入し、高力ボルトの
本締め作業を行う。予め P７および P８を、５００
mmジャッキアップしているため、閉合仕口は上
向きに回転している。そのため、閉合仕口には完
成時に要求される正曲げモーメントは完全に導入
されていなくても、仕口の角度が整合し、高力ボ
ルト接合が可能となる。表１は、STEP―２～４
における閉合仕口 J３２の変形形状を整理したもの
である。表によると、STEP―３にて閉合仕口の
たわみが整合し、STEP―４にて角度を整合して
いることが分かる。最後に、STEP―５にて、予
めジャッキアップしていた５００mmの強制変位を
ジャッキダウンさせることで、閉合仕口に要求さ
れる正曲げモーメントが導入させる。

表―１ STEP毎の閉合仕口の変形

３．架設における問題点

今回のモーメント連結による閉合架設を行うに
あたり、事前に設計部門と建設部門で問題点の洗
い出しを行い、以下３点の課題が確認された。
�１ 架設時には閉合の前後で、トラベラークレー
ンをはじめとする架設機材重量が多数あり、機
材の設置・撤去により橋梁に作用する断面力の
変動を考慮する必要がある。（図―３）
�２ 本橋の右岸側張出は単径間の張出構造であり、

図―３ 架設状況

図―２ 閉合仕口の施工ステップ
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転倒安全率１．２を確保する必要がある。
�３ 架設時の誤差により、閉合時に接合部で面外
方向のずれが発生する可能性がある。ずれが生
じた場合に矯正できる設備を準備しておく必要
がる。

４．架設時の工夫

�１ モーメント連結作業
前述した施工ステップでは、架設の手順により、
橋梁の構造形式が、張出構造からヒンジ構造を経
て連続桁に順次変化していくことになる。この間、
橋梁には種々の架設機材が設置・撤去される。構
造系が変化しなければ、設置・撤去される荷重に
よる断面力は完成時に残らない。ところが荷重載
荷時に張出構造で、荷重撤去時に連続桁構造とす
ると、荷重による断面力の発生程度が異なるため、
完成時の断面力に誤差が生じることになる。本工
事では表―２に示す機材荷重についてこれらの影
響を考慮し、ジャッキアップ・ダウン量と引き込
みジャッキにて導入する集中モーメントの大きさ
を算定した。これらの検討は、設計検討段階で実
施し、工場製作段階でセッティングビームの取付
部の仕口や補強を施工する。ところが、実際の架
設では想定通りの機材を準備できなかったり、架

設時の誤差が生じたりすることが考えられたため、
セッティングビームは J３２にて鉛直方向に押すこ
とも、引き上げることも出来る構造とした。実際
には図―４に示す様に、ほぼ設計段階で想定した
変形形状となった。
本架設において、STEP―５まで完了した段階
で J３２に導入しなければならないモーメントは、
架設系を考慮しない鋼重のみの死荷重断面力で、
７２，８００kN．mである。STEP―５の P７・P８支点
のジャッキダウンにより、２３，６００kN．mのモーメ
ントを導入することが可能であるため、引き込み
ジャッキで閉合仕口に与える集中モーメントは
４９，２００kN．m必要となる。すなわち、閉合作業の
事前に、ジャッキアップを行っているので、４９，２００
kN．mの集中モーメントを閉合仕口に作用させれ
ば、J３２における左右の仕口角度は平行となるこ
とになる。主桁の上フランジ側で反力を取り、下
フランジ側でジャッキを引き込むため、必要とな
る集中モーメントを上下のジャッキ間隔で除する
と、引き込みに必要な荷重が算出される。実際の
架設では、２，０００kNジャッキを８台用いて引き
込み作業を行い、計画通りに閉合作業を行うこと
ができた。
�２ 架設時右岸側の転倒安全率の確保
本工事の張出架設において、左岸側多支点系で
構造が連続しているため転倒する危険性は無いが、
右岸側は２支点系の張出構造であり、張出の先端
までトラベラークレーンが走行するため、中央径
間側に架設桁が転送する危険性があった（図―５）。
転倒の安全性を確認するため、架設設計指針（土
木学会）より、照査をおこなった。転倒安全率は、
転倒モーメントと抵抗モーメントの比で、後者を
前者で除した値が１．２以上であれば安全性が確保
されていると判断できる。転倒安全率の算出は転

表―２ 機材荷重

図―４ 閉合前の仕口変形状況 図―５ 転倒安全率
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倒の危険性が一番高い図―５のステップにておこ
なった。照査の結果、図―５のステップにおいて、
転倒安全率が確保できていないことが確認された
ため、本工事では P９支点上にカウンターウェイ
トを設置することとした。図―６はカンターウェ
イトの設置状況である。カウンターウェイトの重
量は、１，４７１kNであり敷鉄板を重ねて載荷する
こととしている。敷鉄板を利用したカウンターウ
ェイトは、一枚当たりの重量が比較的軽量である
ことと、汎用性が高いことから、設置・撤去が容
易になるという特徴がある。表―３に、転倒安全
率の照査結果を示す。

表―３ 転倒安全率照査

�３ 面外方向矯正力の算出
本工事の様な張出架設では、右岸側と左岸側の
両方から施工を行うため、閉合時に面外方向への
ずれも発生することが想定される。これら面外方
向のずれは、施工の段階確認において随時、測量
を繰り返し、ブロック搭載毎に調整を行うが、不
測の事態を想定し、あらかじめ面外方向に矯正す
る方法を検討しておくこととした。本橋は、１箱
桁であるが、左右のウェブ高が異なる非対称断面
であるため、張出状態の時に生じるねじれ変形を
閉合時に矯正させる必要も想定されたが、この変

形については、事前の解析検討において大きな変
形が発生しないことが確認できていた。したがっ
て、これらの問題を包括し、閉合前の張出状態の
構造系で、J３２を面外方向に１００mm相対的に変位
させることができる設備を準備することとした。
実際には、解析検討により、その矯正力は３３０kN
と比較的小さな力で相対変形を生じさせることが
可能であった。図―７に示す通り、施工の簡略化
のため、その設備は閉合仕口の高力ボルト鋼に架
設機材のサンドルをセットし、５００kNジャッキ
で矯正させることとした。

５．おわりに

解析において、機材荷重を考慮するなど、実際
の状況を忠実に再現することで、想定外の状況が
発生することなく、架設完了に至りました。この
場をお借りして、本解析に多くのご助言、ご協力
を頂きました関係者各位に、感謝の意を表します。

図―６ カウンターウェイト設置状況

図―７ 面外方向矯正設備

図―８ 閉合完了
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１．はじめに

本稿は、江戸川放水路に架設する６径間連続鋼
床版箱桁橋である『（仮称）妙典橋』のうち、IHI
インフラシステム―横河ブリッジ JV施工範囲（６
径間連続桁の内２径間）（図―１）の送り出し架設
解析に関するものである。
本工事の架設工法は、先行工事で架設された単
純桁（以下、既設桁）の上を地組立及び送り出し
ヤードとして用いる実施例の少ない工法を採用し
ており、施工プロセスに沿ってヤード形状が刻々
と変化していく、難易度の高いものであった。
適切な反力／形状管理を行うために実施した、
上述の施工条件を再現する送り出し架設解析と実
施工結果との比較、およびそれらに対する考察を
以下に述べる。

図―１ 工事完了写真（施工範囲）

２．工事概要

�１ 一般事項
工事名称：社会資本整備総合交付金工事

（（仮称）妙典橋上部工その２）
路 線 名：一般県道 船橋行徳線
工事場所：千葉県市川市高谷
工 期：平成２５年７月３日～平成２７年７月３１日
発 注 者：千葉県
受 注 者：IHI・横河ブリッジ特定建設工事

共同企業体
施工範囲：設計照査、工場製作工、輸送工、

架設工、支承工
�２ 橋梁諸元
道路規格：第４種第１級（設計速度V＝５０km/h）
活 荷 重：B活荷重
形 式：鋼６径間連続鋼床版１箱桁橋
橋 長：５３９．０m（CL上）
支 間 長：９８．６５０＋４×８８．０００＋８６．５００m（CL上）
総 幅 員：１２．０００m
横断勾配：２．０００％↘ ～ ２．０００％↙↘
縦断勾配：６．９００％↙VCL＝８０↘０．８８６％

↘VCL＝１００↘６．９００％
使用鋼材：SM５２０、SM４９０Y、SM４００、SS４００、S１０T

上述の橋梁諸元のうち、P４～P６の２径間（鋼
重８４５トン）が本工事範囲である（図―１）。

日本橋梁建設土木施工管理技士会
株式会社 IHI インフラシステム

竹 田 圭 一○

Keiichi Takeda

現場代理人

石 原 晋 吉
Shinkichi Ishihara

監理技術者

石 橋 勅 雄
Tokio Ishibashi

（仮称）妙典橋 送り出し架設 施工管理

１２
施工計画
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３．架設工事概要

�１ 地組立（図―２）
河川中央にある既設桁上をヤードとして地組立
を行うため、台船にクレーンを設置し、別の台船
で輸送してきた仮設および本設部材を既設桁上へ
吊り上げた。
既設桁上に軌条桁を配置してその上に台車を設
置し、その他複数のベントを使用して地組立を行
い、現場溶接及び高力ボルトにて桁を連結した。
既設桁は１スパン、送り出し桁は２スパンのた
め、既設桁上で可能な限り地組立を行い送り出し、
後方の空いたスペースで次の地組立を行い送り出
す、というステップを４回繰り返した。
�２ 送り出し（図―２）
送り出しは、手延べ機到達直前の最大張り出し
長が８５m、送り出し全長は１９９mであった。
P６上および P５上にはスライド式送り出し装
置を配置し、既設桁上の後方台車（以下、台車）
は軌条上のクレビスジャッキ配置し、これらの設
備にて推進力を与えた。
�３ 降下（図―３）
送り出し完了後の鋼桁の降下作業は、３箇所を
支点支持し、約４．６m～約５．２m降下した。P４付
近および P６付近の支点は PC鋼棒を使用した吊
り降ろし、P５の支点はサンドル及びジャッキ盛
替えによる工法を採用した。

４．架設時の問題点と課題

�１ 地組立
本橋は１箱桁で、箱桁が左右二分割、その外側
に張り出し鋼床版がある橋軸直角方向に４分割の
橋梁であり、縦継ぎ手も横継ぎ手も現場溶接のた
め、溶接前の形状管理が重要である。しかし、地
組立ヤードである既設桁は、支間長８８mの単純
支持状態なので、部材を搭載するごとに変形して
いく。この変形は、全体形状及び継ぎ手の隙間と
いった出来形品質や溶接品質に悪影響を及ぼすこ
ととなる。
よって、地組立溶接着手時に、地組立桁をいか
に正規の無応力形状に近づけるかが、本工事の課
題であった。
�２ 送り出し
送り出し架設時も、上述した地組立と同様に、
台車の位置によって既設桁形状は刻々と変化して
いく。これは、送り出し桁にとっては、連続桁の
支点沈下量が変化していくことになり、一般的な
送り出し架設と比較すると反力変化が複雑で、通
常では発生しない台車高さの変動に対する影響も
発現する。
よって、安全に施工するため、各ステップにお
ける送り出し桁反力及び既設桁変位を精緻に算定
することが課題であった。

図―２ 地組立及び送り出し概要図
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５．課題に対する対策

�１ 地組立
地組立溶接着手時に地組立桁が正規状態となる
よう、各ベントの高さを、既設桁の変形を考慮し
た格子解析により算定した。この高さは、地組立
溶接着手時に地組立桁が正規状態になる高さとな
るため、中途では、隣接ブロック間仕口は回転・
並進変位ともに不整合状態であり、エレクション
ピースにピンを挿入することができない。そのた
め、地組立溶接着手前に全体形状及び継ぎ手の隙
間の調整を行い、現場溶接及びリブ添接板等の高
力ボルト本締めを行った。
�２ 送り出し
送り出し桁の格子解析を行う際、台車位置の支
点沈下を考慮しなければならない。
解析は約５０の送り出し架設ステップごとに行う
が、その全てで台車位置が異なり、また、その数
も変動するため、それぞれの台車位置における既
設桁のたわみやすさ（曲げ剛性）を鉛直バネに置
換し、支点沈下の影響を適切に考慮することとし
た。
具体的には、各ステップにおける既設桁上の台
車位置に単位荷重（１００kN）を載荷した時のたわ
み（δmm）から、鉛直バネ値K（＝１００／δ（kN/
mm））を算出し、バネ支点とすることでその影
響を解析に考慮した。
そうすることで、既設桁の曲げ剛性を適切に考

慮した解析となり、送り出し桁の反力、断面力及
び変位を精緻に算定することができる。それらの
値を用いて桁の照査及び台車の高さ設定等を行い、
安全性を確保した送り出し架設計画とした。

６．結果と考察

�１ 地組立
地組立については、解析で算定したベント高さ
でブロックを搭載したが、エレベーションや継ぎ
手の隙間が想定どおりとならなかった。
これは、実物と解析の仮設機材重量の差異、既
設桁が変断面桁であることによる軸線の差異及び
日照の影響等が原因と考えられた。
しかし、全体形状や継ぎ手の隙間は、搭載後の
ベント上でのジャッキ調整で十分対応可能であっ
たため、大きな問題とはならなかった。
�２ 送り出し
送り出しについては、施工中の変位の追跡はし
ていないため、変位が想定どおりであったかの判
断はできないが、反力は、大半のステップで解析
値と１０％～２０％程度の差異となっており、概ね解
析どおりであったといえる（図―４）。
ステップによっては、既設桁のたわみの差異の
影響によるものと考えられる反力の乖離が見られ
たが、そういう場合でも、その時点で送り装置及
び台車間の相対高さを調整し、解析値どおりの反
力に近づけるようにすることで、結果的には、大
きな問題なく送り出しを完了させた（図―５）。

図―３ 降下概要図
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７．おわりに

１００ケース以上の解析を行い管理値を算定した
が、結果的には、実際の架設において、地組立、
送り出し架設ともにエレベーション調整を要する
場面があり、想定外の盛替えが発生するなど、既
設桁と架設桁の変形・反力が解析どおりになって
いなかった場合も散見された。本工事における変
形・反力の乖離の原因に関する考察は前述したと
おり、変断面桁の軸線設定、ゴム支承の影響、日

照の影響など、解析には正確に反映できない諸条
件が多いことが起因している。これらのことから、
仮設機材、架設／仮設設計には適当な冗長性を有
するようにしておくことが重要であることを、再
認識した次第である。
本稿が、他の類似工事の参考となれば幸甚であ
る。最後になりますが、千葉県葛南土木事務所お
よび地域住民の皆さまの多大なるご協力に謝意を
表します。

図―４ 反力の推移（P６送り装置）

図―５ 工事完成状況
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１．はじめに

箱根西麓・三島大吊橋（図―１）は、静岡県三
島市（図―２）に位置する人道吊橋であり、主径
間長４００mを有する国内最大規模の人道吊橋であ
る。本橋の架設地点からは北西に富士山を一望で
き、南西方向には駿河湾を見通せる風光明媚な立
地であることから、多くの観光客の来訪が期待さ
れる。橋梁形式は幅員１．６mの無補剛吊橋であり、
谷底からの高さ約７０mに架かる可撓性に富む構
造で、海からの強い風を頻繁に受ける環境である
ことから、風洞実験による耐風検討が行われ、そ
の結果が設計に反映されている。
本稿では、施工段階での課題克服、耐風検討結
果の実橋への反映および実橋振動試験について報
告する。

工事概要
�１ 工 事 名：箱根西麓・三島大吊橋橋梁建設工事

�２ 発 注 者：株式会社フジコー
�３ 工事場所：静岡県三島市笹原新田地内
�４ 工 期：平成２３年７月２日～

平成２７年９月３０日
�５ 吊橋形式：単径間無補剛吊橋
�６ 主径間長：４００．０m �７幅員：１．６m

２．現場における課題・問題点

�１ 主径間４００mを有する長大な無補剛吊橋であ

日本橋梁建設土木施工管理技士会
川田工業株式会社

長 尾 悠太朗○

Yutaro Nagao
田 口 吉 彦
Yoshihiko Taguchi

田 中 寛 泰
Hiroyasu Tanaka

箱根西麓・三島大吊橋（三島スカイウォーク）の建設
～日本一の人道大吊橋～

１３
施工計画

図―１ 箱根西麓・三島大吊橋

図―２ 箱根西麓・三島大吊橋 架設位置および一般図
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り、可撓性に富む構造であるため、架設の各段
階において吊橋形状が大きく変化し、現場での
形状管理が課題となった。
�２ 架設各段階において、主塔の傾斜が大きく変
化することから、主塔と架設足場の挙動を追随
させる必要があった。
�３ 主塔架設において、周辺地形が急峻で架設途
中の主塔の自立を支持するための仮控え索の設
置が困難であった。
�４ 本橋の耐風索は、平面的に非対称な配置であ
るため、橋体の出来形精度の確保が課題であっ
た。
�５ 耐風検討結果の実橋反映に対し、現場での妥
当性の検証が課題であった。

３．対応策・工夫と適用結果

�１ 有限変位理論に基づいた大変形解析の実施
架設の進捗に伴い刻々と変化する吊橋の全体形
状を把握するため、完成系解析モデルから架設ス
テップを遡り部材を除去していく「解体計算」に
より、ステップ毎の変形を事前に算定した。解体
計算の流れを図―４に示す。全ての部材が設置さ
れた完成時から部材を除去していき、図―４（e）
は主索架設完了時に該当する。図中の数値は主塔
頂部の変形量を示しており、主塔は側径間方向に
傾斜している。よって、完成時に正規の形状とす

るため、主索架設前に塔頂変位をセットバック量
として反映した。
なお、吊橋のように荷重載荷による変形が大き
い構造物では、変形後の形状を用いてつり合いを
立てる有限変位理論に基づいた解析（大変形解
析）により変形量を算定する必要があり、本橋の
設計および解体計算に適用した。また、この解析
を行うに際し、完成時に主塔を直立させることや
主索のサグ値等の設計条件を満足させるため、主
索および耐風索のケーブル形状と張力を事前に算
定し、各節点座標および部材の無応力長（ケーブ
ルの伸びを考慮しない長さ）を決定している。主
索、吊索、耐風索、耐風支索の製作に、ここで得
られた無応力長を反映した。

�２ 主塔と架設足場の挙動を追随させる工夫
主塔は外形１４３３．４mmの鋼管で構成されており、
主塔の基部には回転自由のピボット支承が設置さ
れる。主塔の外面には景観性への配慮から吊金具
等の突起物の設置が認められなかったため、主塔
自体への架設足場の設置が困難であった。そこで、
架設足場は橋台から立ち上げることとし、以下の
対応により、主塔と架設足場の挙動を追随させた。
①架設足場基部をヒンジ構造として主塔ピボット
支承の両脇に仮設ヒンジを設置し、その上に架
設足場を構築した（図―５）。
②主塔に仮設バンドを取付け、主塔と架設足場を
固定した（図―６）。

図―４ 解体計算の主な流れ 図―５ 架設足場基部のヒンジ構造
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�３ 主塔を支持する架台の設置
３P主塔は、周辺地形が急峻で架設途中の主塔
の自立を支持するための仮控え索の設置が出来な
いため、図―７のとおり主塔背面に支持架台を設
置した。また、主塔と支持架台をつなぐ連結部に
油圧ジャッキを設置し、架設時の主塔の鉛直度を
調整・管理した（図―８）。

�４ 耐風索の展開と架設
耐風索は、橋体の側面（吊索より外側）に耐風
索展開足場を設置し、その上に配置した引出し
ローラーを介して、ケーブルクレーンにて引出し
展開を行った。両側４本の耐風索を展開完了後、
ケーブルバンドおよび耐風支索を取付けた。耐風
索の吊下しは、耐風索を約２０m間隔で主索から
チルホールにて吊り上げ、耐風索展開足場から浮
かせながらケーブルクレーンにて２Pから３Pに
向けて行った（図―９）。本橋の耐風索は、図―１０
のとおり平面的に非対称な配置であるため、橋体
の出来形精度の確保が課題となったが、以下の対
応により、橋体に計画値からの大きな誤差は見ら
れず、所定の出来形を確保することができた。
①前述の有限変位解析に基づいた主索・耐風索等
のケーブル長への製作反映
②解体計算による架設時の形状管理
③展開時に生じるケーブルの「より」はケーブル
長に影響を及ぼすため、製作段階で主索・耐風
索全数に天頂マークを設置し、「より」の有無
を確認した。

図―６ 主塔と架設足場をつなぐ仮設バンド

図―７ ３P主塔の架設状況

図―８ 主塔と支持架台をつなぐ連結部材

図―９ 耐風索架設状況

図―１０ 耐風索の配置平面図
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�５ 耐風検討結果の実構造への反映および振動特
性の把握
①地覆部スリット構造の実構造への反映
耐風検討は、当社所有の水平回流式ゲッチンゲ
ン型風洞にて、縮尺１／９の２次元剛体模型を用い
てバネ支持試験（ばねにて支持された模型に風を
作用させ模型の挙動を観察する試験）を実施した。
耐風検討の断面形状を表―１に示す。
風洞試験の結果、基本断面では実橋換算風速Vp
＝７～８m/s という低い風速域でフラッター（ね
じり振動が発達し振幅が低下しない現象）が発生
した。基本断面のフラッターを制御するため、改
良断面として床版開口部のグレーチング幅を５００
mmから６３０mmまで拡大し、さらに床版の地覆
付近に幅２０mmのスリットを橋軸方向に断続的に
設けることで開口部を増加させた。その結果、照
査風速（Ud＝４２m/s）域以下でフラッターが発生
しないことを確認した。よって、この断面を本橋
の断面として決定し、設計に反映するに至った。
本橋の床版には、耐風安定性の向上および歩行
者によって誘起される振動を制御するため、質量
付加の観点からプレキャストRC床版が採用され、
縦桁とはボルトにて固定する構造としている。図
―１１のとおり、プレキャスト部材には２０mm幅の
断続スリットを設け、風洞試験の結果を実構造に
反映した。
②実橋振動試験による振動特性の把握

本橋の設計に際しては、構造解析により算定さ
れた固有振動数に基づき、耐風挙動に関する安定
性の検討を行っている。開通前に実橋振動試験を
行い、事前検討時に仮定した振動諸元の妥当性を
確認した。振動試験では加振要員約６０人での歩行
試験や強制加振（図―１２）を行い、固有振動数と
減衰特性を直接計測した。
実橋振動試験により、耐風安定性に関する検討
が妥当であったこと、施工において設計条件を満
足できたことを確認できた。

４．おわりに

本報告が今後の同形式の橋梁にとって、有用な
一資料となれば幸いである。
最後に、本工事の施工にあたり、ご助言・ご指
導いただきました関係者の皆様に厚く御礼申し上
げます。

表―１ 耐風検討の断面形状

図―１１ プレキャストRC床版のスリット構造

図―１２ 実橋振動試験状況

－５２－



１．はじめに

三遠南信自動車道は、長野県飯田市から愛知県
を経由して静岡県浜松市北区の新東名高速自動車
道の浜松いなさジャンクションまでに至る総延長
約１００kmの高規格幹線自動車道である。
本橋梁は、三遠南信道路のうち長野県飯田市南
信濃町から静岡県浜松市天竜区水窪町を結ぶ総延
長１３．１kmの青崩峠道路の終点部に位置する橋長
５０．０m、鋼重約１５５t、２主桁からなる非合成鈑桁
橋である。

工事概要
�１ 工 事 名：平成２６年度 三遠南信

池島橋鋼上部工事
�２ 発 注 者：中部地方整備局飯田国道事務所

�３ 工事場所：静岡県浜松市天竜区水窪町
�４ 工 期：平成２６年８月２９日～

平成２７年３月２５日
本工事の架設現場は、橋梁架設位置直下に河川
が横断しており、河川敷全体が特定砂防地区とな
っているためベントの設置が出来ないことから、

日本橋梁建設土木施工管理技士会
日本車輌製造株式会社
現場代理人

武 田 弘 嗣○

Hiroshi Takeda

監理技術者

福 谷 昌 俊
Masatoshi Fukutani

限られたバックヤードでの送出し架設について

１４
施工計画

図―１ 送出し架設状況

図―２ 架設要領図

－５３－



架設には手延べ機を使用した送出し工法を採用し
た。
本稿では、現地架設で生じた様々な問題点の中
から送出し架設についての問題点と対策を記述す
る。

２．現場における問題点

本工事の施工においては、下記のような問題点
があった。
【問題点１】
本橋の架橋地点は、送出し側の施工ヤード（A
２側）と供用中の県道１５２号線が平面的に斜めに
交差しており、発注時の計画においては、桁地組
時は県道１５２号線を終日通行止めとすることにな
っていた。県道１５２号線は比較的交通量の少ない
道路であるが、地元住民にとっては生活道路とな
っており、通行止めした場合の影響は大きいため、
通行止めを最小限にする必要があった。

 

図―３ 現場ヤード状況（A１側より望む）

【問題点２】
送出し架設においては、水平（縦断勾配）に送
出しすることが基本であるが、送出し架設側の作
業ヤードの勾配が２％であることから、送出し時
に送出し桁の横ずれや転倒など、特に安全性につ
いて考慮する必要があった。
また、県道１５２号線と隣接していることもあり、
送出し架設作業中における各主桁の反力および送
出し桁が送出し基準ラインから逸脱することなく
正規の平面軌道上にあることを確認することなど

安全管理を重視した施工計画を立案する必要があ
った。
【問題点３】
到達側A１橋台背面が地山の法面となってお
り、作業スペースが１０m程度しかない。そのた
め、手延べ機が到達した後、１０m毎以内に解体
する必要があり、さらに手延べ機解体用クレーン
をA１橋台背面に据え付けた場合、そのスペー
スが手狭となり、解体した手延べ機をストックす
るスペースがなかった。よって、手延べ機解体時
の効率的な施工計画を十分に検討する必要があっ
た。

３．対応策と適応結果

【問題点１への対応策】
１）地組ヤードの確保
送出しヤード内での主桁の地組スペースを確保
するために、送出し基準ラインを送出し側のA
２橋台において橋梁中心線から１００mm県道と反
対側にシフトさせ、A２側支承線と橋梁中心線の
交点を中心に３°３０′００″回転させたラインとした。
これにより、送出し完了後に正規の据付位置ま
での横取り作業が発生したが、横取り量は最小限
で可能な限りの地組スペースを確保することが出
来た。
２）送出し時の転倒への対策
上記により、最大限の地組スペースを確保した
が、送出しヤード内では主桁全７ブロックのうち
３ブロック目までしか地組することが出来ないた
め、送出しに必要な手延べ機の長さ・重量とそれ
に対する主桁の長さ・重量を考慮した場合、送出
し時の転倒に対する安全性を確保することが出来
ない。そこで、送出し時の主桁支持点となる送り
装置の位置を前方に出し、４ブロック目の主桁ブ
ロックをカウンターウェイトとして仮連結するこ
ととした。
このことにより、４ブロック目の主桁ブロック
を仮連結する時は、県道の時間通行止めが発生す
るが、高力ボルトの本締めをしないため、本締め
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による所要時間や雨天による作業中止の懸念も排
除したことで、大幅な規制日数を削減することが
でき、転倒に対する安全性も十分に確保すること
が出来た（図―４）。
【問題点２への対応策】
１）送出し架設総合管理システムの導入
上り勾配での送出し架設となるため、送出し桁
に各支点鉛直方向の相対変位に起因した反力差が
生じることが予想された。想定以上の反力が発生
した場合、送出し桁の横ずれや転倒、設備の損傷
などを引き起こし、重大災害となるため、送出し
作業時においては各支点における反力を適宜把握
することが必要不可欠である。
今回の送出し架設においては、送出し架設総合
管理システムの採用によりリアルタイムでモニ
ター上に各支点の設計値、実測値、管理制限値を
写しだしそれを監視しながら架設を行った。この
システムの反力自動制御機能により、反力が管理

制限値を超過しそうになった場合においても、本
システムの制御機能が働き、台車に内蔵された油
圧ジャッキが自動制御にて上げ下げすることによ
り、反力を管理制限値以内を維持して送出しを行
うことができる。また、不測の事態で、管理制限
値を超えた場合でも自動緊急停止が働くため、送
出し架設を安全に行うことができた（図―５）。
２）送出し先端位置の計測
送出し架設時において、反力管理とともに重要
な送出し位置の管理については、自動追尾型トー
タルステーションを用いた送出し位置監視システ
ムを導入した。これは手延べ機先端に取り付けた
ターゲットをトータルステーションで自動追尾し、
送出し桁の軌道をリアルタイムにモニター表示し、
それを監視するシステムである。横方向のずれ量
を主に管理し、あらかじめ設定した横ずれ量の管
理値を超えた場合、回転灯で警告し、送出しの緊
急停止を行うこととした（図―６、７）。
また、横方向のずれ量が管理値を超えた際、補
正できるように、送出し側・到達側の両方に修正
用油圧ジャッキを搭載した送り装置を配置して対
応した。
これらの対策により送出し桁先端の横ずれを常
に把握し、誤差が管理値を超えることなく、適宜
補正しながら安全に送出しすることが出来た。
【問題点３への対応策】
１）解体した手延べ機の仮置き方法の工夫
到達側A２橋台背面の手延べ機解体ヤードが

図―４ 架設ステップ図

図―５ 送出し架設総合管理システム画面
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狭隘のため、手延べ機解体用クレーン（２５t ラフ
タークレーン）を据え付けた場合、解体した手延
べ機部材の十分な仮置きスペースが確保できない。
そのため、クレーン能力を５０t ラフタークレーン
に上げ、A２橋台前面側に据え付けることで、手
延べ機部材のストック場所を確保した。また、手
延べ機部材のストックはスペースの許す限り多く
し、まとめて搬出する計画とした。搬出する場合、
供用中の道路を規制しておこなうことになるが、
まとめて搬出することにより、県道の通行止めを
極力抑えることができ、地元住民への影響を最小
限にした。

４．おわりに

本現場では、供用中の道路に近接しているおり、
第３者に対する安全性や利便性を確保することが
とても重要であった。そのため、施工計画段階か
ら十分に検討しそれに従って施工したこと、また
発注者および地元住民のご理解や協力会社の協力
があったことにより、無事故・無災害で本工事を
完了することができました。事前の施工計画がと
ても重要であったと感じています。
最後に、本工事に当たりご指導を頂きました国
土交通省飯田国道事務所、青崩峠出張所および地
元の水窪町の方々をはじめ、施工においてご協力
いただきました方々にこの場をお借りして深く御
礼申し上げます。

図―６ 送出し桁先端位置測量状況

図―７ 送出し桁先端位置測量結果（モニター画面）
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１．はじめに

本工事は、首都圏中央連絡自動車道（圏央道）
五霞 ICと境古河 IC間に位置し、一級河川利根
川を渡河する３橋のうち２橋（B橋、C橋）を施
工した。完成状況を図―１に、本橋の標準断面図
および側面図を図―２、３に示す。工事範囲の１１
径間中９径間が利根川河川区域であるため、２橋
を仮連結して堤内地から送り出す重連式の手延式
送出し架設工法を採用した。
本稿では、送出し総延長約８００m、総重量約４，３００
t の重連式送出し架設に関して、送出し構台での
安全対策や出来形精度向上対策、重連式の特徴と
なる仮連結部の工夫について報告する。
工事概要
�１ 工 事 名：圏央道利根川高架橋上部その１工事
�２ 発 注 者：国土交通省関東地方整備局
�３ 工事場所：茨城県猿島郡五霞町小福田、境町

塚崎

日本橋梁建設土木施工管理技士会
株式会社巴コーポレーション
工事主任

飯 田 有 一○

Yuichi Iida

現場代理人

伊 東 卓 二
Takuji Itoh

監理技術者

南 部 雅 俊
Masatoshi Nanbu

総延長８００mの重連式送出し架設工法について

１５
施工計画

図―１ 完成状況（B橋，C橋）

図―２ 標準断面図（B橋，C橋）

図―３ 側面図（B橋，C橋）
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�４ 工 期：平成２４年７月５日～
平成２６年８月２９日

�５ 橋梁諸元
・B橋
橋梁形式：鋼５径間連続細幅箱桁橋
橋 長：４００m
支間長：７９．１m＋３＠８０．０ｍ＋７９．１m
・C橋
橋梁形式：鋼６径間連続細幅箱桁橋
橋 長：４３５m
支間長：７９．１m＋８０．０m＋３＠７０．０m＋６４．１m

２．現場における問題点

本工事の架設を行なう際に、以下に示す問題点
があった。
�１ 当初計画されていた送出し構台は、供用中の
県道を跨ぐ計画であったため、県道の断続的な
通行止めと長期間の上空作業が必要となり、通
行者の安全性や利便性の確保が課題であった。
�２ 当初計画では、送出し構台が３分割されてい
たため、地上での地組立てと構台上の連結作業
でキャンバー調整が必要となり、作業の効率化
と出来形精度の確保が課題であった。
�３ 送出し総延長約８００m、総重量約４，３００t を送

り出す推進装置の確保と効率的な送出し架設が
課題であった。
�４ 仮連結部は、送出し完了後に切断する必要が
あったが、内部応力が残存する状況での切断は、
有害な変形や突発的な損傷の危険性があった。

３．工夫・改善点と適用結果

１）県道上の安全確保
送出し構台の当初計画と変更計画を図―４（a）、

（b）に示す。３分割した構台の右側の構台①が県
道を跨いだ計画であったが、構台を連続させて県
道からのふ角を考慮した範囲に限定し、構台上で
全て地組立てする方法に変更した。この結果、送
出し回数が５回から７回に増えたが、県道の通行
止めと上空作業が解消し、歩行者や通行車両の安
全性と利便性を確保できた。
２）出来形精度
送出し構台を連続化したことで、地組作業が構
台上の１回で連続的に管理できるようになった。
箱桁の出来形管理は、各腹板の直下を支持点と
して高さ調整を行なうが、本橋は細幅箱桁でジャ
ッキ間隔が狭くなるため、わずかな調整誤差が桁
のねじれ変形に大きく影響する。そこで、図―５
に示すように構台上でリフティングサポート２基

（a）当初計画

（b）変更計画

図―４ 送出し構台概要図
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を使用した受け台を用いて高さ調整を行なった。
ジャッキアップ・ジャッキダウン可能な左右のジ
ャッキで受梁高さを調整することで、桁のねじれ
変形を解消した。また、トータルステーションに
よる計測値とリフティングサポートのジャッキ操
作を一元管理してG１桁とG２桁相互の出来形を
同時に調整することで、地組立桁全体の組立精度
が向上した。
さらに、架台の設置・撤去や高さ調整が容易に
なったことや架設ステップごとに１００m程度の地
組立作業を繰返したため作業効率が向上した。ま
た、総足場構造としたことで作業の安全性向上が
図れた。
３）送出し推進装置の確保
送出し架設の推進装置は、送出し３回目まで図

―６に示す反力受梁に設置したエンドレスキャ
リー（ジャッキ能力：５００kN／基）４基を並列配
置させた。エンドレスキャリーは、各橋脚に配置
したシンクロジャッキと併用する推進装置で、主
桁後方端部に取付けたワイヤーロープをジャッキ
ストロークの押し引き両方を用いて綱引きのよう
に引っ張ることで、桁を連続的に送り出すことが
できる。反力受梁とエンドレスキャリーの設置状
況を図―７に示す。
送出し４回目以降は、送出し重量が２，０００ｔを
超えることから、エンドレスキャリーに加えて図
―８に示すスライドジャッキ（ジャッキ能力：３６０
kN／基）を１２橋脚中の６橋脚に各４基設置し、最
大２４基併用した。
エンドレスキャリーとスライドジャッキを組み
合わせることで、重量物の送り出しを効率的に架

設することが可能となった。
４）仮連結部の工夫
仮連結は、B橋全体の送り出しを完了した後、
B橋のたわみ角とC橋の地組立てによる桁端の
倒れを考慮し、両方の桁端部を完成時の遊間分延
長して現場溶接で仮連結した。これにより、B橋
と C橋のキャンバーを単独で管理することがで
きた。
送出し完了時の仮連結部には、B橋では仮連結
した時との支間長の違い、C橋では鋼重による断
面力が残る。そのため、仮連結部の切断前に P１１

図―５ リフティングサポート設置状況

図―６ エンドレスキャリー設置図

図―７ エンドレスキャリー設置状況

図―８ スライドジャッキ設置図
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上でジャッキダウンすることにより断面力の相殺
を図った。
ジャッキダウン作業は、解析結果による２４７mm
を目標とし、仮連結の現場溶接後に上下フランジ
に貼付したひずみゲージによる計測値を確認して
作業を完了した。
切断時の安全対策として、応力解放による回転
変形を抑制する目的で、センターホールジャッキ
等を用いた拘束治具を設置した。図―９に仮連結
部の拘束治具、図―１０に切断状況を示す。結果と
しては、ジャッキに荷重が作用することはなかっ
た。ジャッキダウンによる断面力の相殺が良好で
あったと考えられる。

４．おわりに

本稿で報告した河川上における重連式の手延式
送出し架設は、国内では前例の少ない総延長８００
mを送り出した。エンドレスキャリーとスライ
ドジャッキを用いた推進装置の併用、リフティン
グサポートを用いた地組立桁の精度向上、２橋仮
連結部の架設時応力の解消などさまざまな工夫を
行い、精度良く安全に施工することができた。本
報告が同種工事の参考になれば幸いである。
最後に、本工事の施工にあたり、ご指導頂いた
関東地方整備局北首都国道事務所の皆様、ご協力
を頂いた関係各位に深く感謝の意を表します。

図―９ 仮連結部の拘束治具 図―１０ 切断状況
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１．はじめに

（仮称）妙典橋は、東京外かく環状道路の整備
に関連して、一級河川江戸川（江戸川放水路）を
渡河し市川市高谷地区と妙典地区を結ぶ鋼６径間
連続鋼床板箱桁橋である。
本工事は、６径間連続桁のうち P６～P７間の

１０１．７５０ｍを製作及び架設する工事で橋梁架橋地
点にはトビハゼ等の貴重種の生息が確認されてい
ることから干潟生態系に配慮した架設工法（台船
一括架設）を採用している（図―１）。

図―１ 台船一括架設概要

本稿ではこの浜出し、輸送及び架設に関する内
容について報告する。

２．工事概要

�１ 工 事 名：社会資本整備総合交付金工事
（（仮称）妙典橋上部工その１）

�２ 発 注 者：千葉県
�３ 工事場所：千葉県市川市高谷
�４ 工 期：平成２５年７月３日～

平成２７年１月３１日

２．現場における課題および問題点

本工事での問題点および課題を以下に示す。
�１ 大ブロック地組立てした桁を現地まで台船に
より海上輸送するため、桁を地切する際と輸送
時において桁受点の損傷が予想され、対策をと
る必要があった。
�２ 輸送の起点となる弊社工場から現地架設地点
までの台船輸送の経路途中にある江戸川河口域
の複数の既設橋梁の桁下を通過しなくてはなら
ず、台船上の設備構造高を極力低くする必要が
あった。
�３ 既設桁下通過時に計画どおりに施工されてい
るかを確認することができる安全対策が要求さ
れた。

日本橋梁建設土木施工管理技士会
宮地エンジニアリング株式会社
現場代理人兼監理技術者

内 川 尊 行○

Takayuki Uchikawa

計画担当

中垣内 龍 二
Ryuji Nakagaito

製作担当

熊 倉 正 徳
Masanori Kumakura

既設橋梁の桁下通過を伴うデッキリフトを使用した
台船一括架設
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図―２ 桁断面図
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�４ 架設現地の水深は非常に浅いことが予想され
ているため、作業可能となる必要最低限の水深
の基準値を設定する必要があった。

３．工夫・改善点と適用結果

課題と問題点に対し下記に示す対策を実施した。
�１ 受点補強および最少受点の設置
桁の地組立ては弊社千葉工場の岸壁で行ない、
浜出しには１８００t 吊の旋回式の起重機船を用いた。
工場の岸壁に地組立てされた桁を起重機船によっ
て吊り上げ台船に載せる地切り作業時において、
吊り点と桁重心のズレによって大ブロック地組桁
が荷振れを生じて、地組受け点において塗装面を
傷つけることが予想されたが、大ブロック桁の重
心計算をダイヤフラムから補剛材、架設材にいた
る細部まで考慮したことや、コンクリートアン
カーを使用した振れ止め設備を設置することによ
ってほとんど揺れることなく吊り上げ、塗装面の
損傷を回避することができた（図―３）。

図―３ 桁浜出し状況

また台船上の桁の受点では、自重反力による集
中荷重や輸送中の波浪の動揺によって生じる外力
で桁を損傷させる恐れがあったため、輸送時期に
おいて予想される海象条件によって生じる動揺に
よる外力を算出し、桁受け部を補強した。また受
け点数は４点と最少にしたことで、多点受け時に
苦労する荷重の不均等管理を最大限減らす工夫を
おこなった（図―４）。

�２ デッキリフトの採用
輸送途中に台船が通過せねばならない既設橋の
うち、首都高速は当時、外郭環状道路の整備に伴
う改築工事をおこなっていて、当初計画時の桁下
より８０cm以上低い位置に吊足場が設置されてお
り、本工事にとっては非常に厳しい制約となった。
台船が通過する際は台船上の設備構造高を低くす
る必要があるが、現地での約６mの桁の吊り上
げをすべて吊り上げジャッキだけで施工するとジ
ャッキ設置位置と設備が高くなる。また現地水深
の制約から、桁下通過後は吊り上げ設備を組み立
てることが困難であるため、あらかじめ設備を組
み上げて桁下を通過させる必要があった。そこで
吊り上げジャッキに加え、下から伸長して突き上
げるデッキリフトを併用して２段階の降上設備と
することによって、桁下通過時の設備高を大幅に
抑制することを可能にした（図―５）。

図―４ 台船受け点

図―５ 降上設備
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現地での一括架設においてデッキリフトで昇降
する桁と架設材の重量は約６８０t であり、吊り上
げジャッキの吊り上げ重量はデッキリフトなどの
仮設備も含めて約９４０t となった。
使用したデッキリフトの昇降能力は１台２００t
であり、前後左右に計４台を配置した。左右の２
台ずつを異荷重管理（ストロークを優先）し、前
後はお互いのモニターに表示されるストローク量
をオペレーター同志で確認しながら慎重に操作を
行った。また吊り上げ式のジャッキは左右に配置
された吊桁１組に使用される片側２台を同圧管理
とし、前後左右合わせて計８台を配置して吊り上
げをおこなった。
今回採用したデッキリフトは本来陸上での利用
が多く、水上工事での使用実績は極端に少ない。
とくにジャッキ伸長時において台船の動揺による
水平力の影響を懸念して、最大ストローク２．１ｍ
のうち、使用を１．６ｍ程度に抑える計画とした。

図―６ デッキリフト降上状況

その他、架設材の高さを極力抑えた結果、梁せ
いの小さくなった梁材のたわみ量が大きくなり、
その上に配置されるデッキリフトの鉛直度に悪影
響を与えることも懸念されたため。対策として上
下フランジに新規に製作したカバープレートを取
付けることでたわみ量の抑制を図った（図―７）。

�３ レーザーバリアーの設置
既設橋や吊足場との接触事故を回避するための
桁下通過時の必要最低クリアランスの計画値を５０
cmとして、現地桁下および前後航路の深浅測量
および桁下高さの測量を実施し、上述の設備設計

と台船バラスト量を計画した（図―８）。
また通過時の安全対策として桁下のみはらしの
よい国道の橋脚に有効範囲６５mとなるレーザー
バリアーを設置することや、直前に橋脚上から
テープ（巻尺）を垂らして潮位計測をおこなうこ
とで桁下通過時のクリアランスを確認した（図―
９）。

図―９ レーザーバリア計測要領

さらにフェールセーフとして設置した水準測量
機をもちいた直接目視による確認も非常に有効な
手段となり、桁下を計画通り無事通過することが
できた（図―１０）。

図―７ カバープレート

図―８ 桁下通過時の高さ関係

－６３－



�４ 余裕量の設定
本工事で使用する台船および計画による艤装設
備の台船吃水、また台船を曳航する曳き舟の吃水
を考慮して、水深は最低５０cmとした。その際の
許容離隔の基準の考え方を以下に述べる。
喫水に対する水深の余裕量の決定に影響を与え
る要素としては以下の項目を考慮した。
１）波浪等による動揺
２）施工時の気圧による水位の変化
３）水深測量の誤差
４）吃水計算の誤差
５）台風などで上流にある河口堰が解放された
場合の土砂の流出による水深の上昇
現地において施工前に深浅測量を実施した結果、
上記余裕量を満たしていないため、本工事施工前
に必要最低限の範囲において浚渫工事をおこなう
ことを発注者と協議し、結果承認された。浚渫す
る範囲は架設時の台船係留場所のみでなく、台船
のアンカー位置やそれを設置する揚描船の吃水、
航路を解放するための待機時の仮停泊場所も考慮
して決定した。

４．おわりに

架設当日は天候にも恵まれて、波、風の影響を
ほとんど受けずに施工することができ、トラブル
もなく事前に計画したとおり橋脚上に桁を設置す
ることができた（図―１１）。
本工事は、発注当初想定されなかった浚渫工事
の施工のため、現地架設時期を約１年延伸する結
果となったが、平成２５年７月より地組立てに着手
し、無事に平成２６年１１月に架設を完了することが
できた。海上工事における工事船舶の喫水に対す
る水深の余裕量においては現状で明確な根拠や基
準はなく、一般的には経験則や施工・現地条件に
もとづいて各工事が行われているため、今後の海
上工事において桁下通過時の離隔量も含めて、本
稿が一助となれば幸いである。
最後に、本工事の施工にあたりご指導頂きまし
た発注者の千葉県葛南土木事務所ならびに協力頂
いた工事関係者の皆様に深く感謝し、誌面をお借
りしてお礼を申し上げます。

図―１０ 桁下通過状況
図―１１ 架設状況
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１．はじめに

本工事は、福岡国道事務所有明海沿岸道路出張
所発注の福岡２０８号大川高架橋下部工（P２７―P２９）
外工事の外工事である。
工事場所は、筑後市野町地区の、国道２０９号線
と市道山ノ井長浜線が立体交差した箇所で、立体
交差の為、国道２０９号線に直接乗り入れができな
いので、国道２０９号線を平面交差点化にする道路
改良工事を施工したものである。

図―１ 位置図

工事概要
�１ 工 事 名：福岡２０８号 大川高架橋

下部工（P２７―P２９）外工事

�２ 発 注 者：九州地方整備局 福岡国道事務所
�３ 工事場所：福岡県筑後市野町
�４ 工 期：平成２６年１２月９日～

平成２７年９月３０日
�５ 工事内容
・道路土工 掘削工５，３３０m３

路体盛土工 ３６６m３

法面整形工 ４００m２

・舗装工 アスファルト舗装 ３０００m２

・法面工 ３８０m２

・擁壁工 PC擁壁工 ４８m
・カルバート工 PCカルバート ４８m
・排水構造物工 側溝工 ２０６m
・構造物撤去工 １式
・仮設工 １式

２．現場の問題点・対策

国道２０９号線を横断する１号函渠（PCカルバー
ト８００×８００ L＝２１．０m）が、国道２０９号線（以下、
本線と明記）と迂回路の分岐点に位置する為、各
路線部の施工時においては、片側交互通行（夜間
作業）で施工を行った。
施工を行うにあたり問題として、NTTの仮回
し管路（最重要ケーブル）が１号函渠の中心を通
る事で親杭（プレボーリング工法 H鋼杭 L＝
８．０m）を打設するのに支障となる事、また、本

福岡県土木施工管理技士会
株式会社廣瀬組
現場代理人

末 次 優 太
Yuuta Suetsugu

国道２０９号線での函渠工の施工（夜間工事）について
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線の盛土部分を１号函渠施工完了後に掘削すると、
工期に間に合わない事があげられた。
① NTTの仮管路（最重要ケーブル）
本線に敷設してある既設NTT管路を本工事に
おいて支障となる為、仮移設が行われた。
NTT仮管路は１号函渠の中心を通るルートで
敷設されており、開削して土留めを設置する事か
ら、親杭（H鋼杭）の施工に支障となった。

図―２ 交通規制時概要図

NTT管路は、Φ１００の管が３列の２段で構成さ
れており、親杭の施工ピッチ＠１．５mではNTT
管路との余幅が０．３m程度しかなく損傷させてし
まう恐れがあり、親杭打設時にNTT仮管路を損
傷させずに施工できる方法を検討した。
○検討項目

１）推進工法による施工
夜間施工の必要はなく、昼間の施工が可能と
なり、本線掘削作業の工程にも大きく影響を与
えずに施工できるが、コストが割高となり不採
用。
２）サイレントパイラーによる土留鋼矢板での施
工
硬質地盤（N値＝４８程度）を打設する必要が
あり、ウォータージェット併用での施工となる
為、夜間の片側交互通行では施工が困難。また、
振動・騒音も大きくなる為、不採用。
３）硬質岩盤クリア工法（クラッシュパイラー）
による鋼矢板での施工
硬質岩盤に適しており、転石があっても施工
が可能であったが、振動・騒音が大きく、コス
トも割高になり不採用。
４）親杭ピッチの変更
親杭の打設ピッチをNTT仮管路部分だけ

３．０mに広げた場合、構造計算が横板を０．１１m
にする事でクリアし、施工が可能であった。ま
た、当初工法（プレボーリング工法）で施工が
でき、コストもかからず施工可能であった為、
採用した。
上記の検討結果、親杭打設ピッチをNTT仮管
路部のみ＠１．５mから＠３．０ｍに広げる事で、NTT
仮管路と親杭との余幅は１．０m程度となり、小型
三点杭打機を使用したプレボーリング工法で施工
する事が可能となった。また、NTT仮管路を損
傷させてしまうリスクを軽減し、コストも安く抑
えて施工を行うことができた。
しかし、リスクは軽減されても、NTT仮管路
の正確な位置の把握、異常等無いかの確認を行う
為、NTT仮管路横の親杭４本を施工する際は、
必ずNTT担当者の立会をお願いして、NTT担
当者の立会いのもとNTT仮管路を損傷させない
様に、親杭の施工を確実に行った（図―３、４）。
② 本線掘削作業への工程の影響
本線及び迂回路を両方使用して、１号函渠の施
工を行なうと、昼間での本線掘削が１号函渠施工
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完了まで待たないと施工できない事から、工程が
全体的に遅れ、工期に間に合わないことが懸念さ
れた。
また、隣接工区の工程にも大きく影響してしま
う事から、２４時間体制で施工を行わなければ工程
短縮ができないと考えた。
しかし、昼間施工を行うとなると、本線を全面
通行止めして施工を行わなければならない為、迂
回路のみの片側交互通行では、１号函渠施工時の
施工スペースを確保できなくなる。その為、交通
規制（片側交互通行）をどのように行うのか検討
を行った。
○検討事項
・親杭打設時の施工スペース
親杭打設時から覆工板設置の間は、小型三点杭
打機・ラフテレーンクレーン（２５t 吊級）・バッ
クホウ（０．２m３級）・４tダンプトラックを使用
する為、本線と迂回路を両方使用して施工スペー

スを確保する事は、施工上必要不可欠となった（図
―２）。
・覆工板施工以降の交通規制
また、覆工板施工以降は、土工作業がメインで
あり親杭打設時のように、重機の台数を使用しな
い事、重機が大型ではない事から、施工スペース
を必要としない為、迂回路のみで片側交互通行を
行って施工できないか検討した。
上記の検討事項から、覆工板施工までは、重機
の施工スペースを確保しないと施工できない事、
また、H鋼類の資材ヤード確保も必要なことから、
一般車交通の配慮及び施工上の安全を配慮し当初
の計画どおり、本線と迂回路両方を使用しての夜
間片側交互通行で安全に施工を行った（図―５，６）。

図―５ 親杭施工時（本線）の交通規制図

図―６ 親杭施工時（迂回路）の交通規制図

覆工板施工以降は、迂回路のみの片側交互通行
で施工する為に、迂回路の歩道部分を車道として
使用する事にした。歩道を車道構成（舗装３層１５０

図―３ 親杭打設施工状況

図―４ NTT立会箇所図
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mm厚）で舗装を行い、車道を拡幅する形で、迂
回路のみでの片側交互通行の車道幅を確保するこ
とができた（図―６，７）。

３．終わりに

国道２０９号線は、交通量が多い道路であり、近
接して病院等もあった事から、振動・騒音・交通
規制には、十分に配慮して施工を行った。

１号函渠を施工するうえで、一番の障害であっ
たNTTの仮管路は、親杭（H鋼杭）のピッチを
＠３．０mとする事で、NTT仮管路からの離隔を
広くとれ、施工に支障をきたす事なく無事に全本
数を打設する事ができた。覆工板施工以降も、
NTT仮管路位置・高さに注意しながら施工を行
った結果、NTT仮管路に異常なく無事に施工を
終える事ができた。
工程については、迂回路歩道部を拡張し、迂回
路のみで片側交互通行を行えた事で、昼間の施工
（本線の掘削作業）を行えるようになり、２４時間
体制で施工した事で、工期内に完了することがで
きた。
最後に、近隣の住民（病院関係含む）から、ご
協力いただいたおかげで、大きなトラブル・苦情
等もなく無事故・無災害で工事を終えることがで
きた。

図―７ 迂回路歩道拡張時の交通規制図

図―８ 交通規制状況
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１．はじめに

本工事は、整備事業中である首都圏中央連絡自
動車道（以下、圏央道）の内、東北道と常磐道間
の利根川より以東に架かる全長２kmの境高架橋
であり、全６橋から構成される。
圏央道は早期開通が望まれており、それに向け
た取組みとして、本工事では舗装工事への早期引
渡しが重要な課題であった。そこで、壁高欄の施
工に着目し、型枠にプレキャスト型枠（以下、埋
設型枠）を用いることで、工程短縮を図ることを
試みた。埋設型枠は、木製型枠と比較して、打設
後の作業が大幅に軽減でき、仕上げもほとんど不
要であるため、早期引渡しに有効な工法であるが、
施工実績が無いため、施工方法が確立されていな
いのが課題であった。
本工事では、６橋ある内の２橋を埋設型枠によ
り壁高欄を施工したので、その施工方法と工程短
縮効果について報告する。図―１に対象橋梁の断
面図を示す。また、以下に工事概要と対象橋梁の
諸元を示す。
工事概要
�１ 工 事 名：首都圏中央連絡自動車道境高架橋

（鋼上部工）工事
�２ 発 注 者：東日本高速道路株式会社 関東支社
�３ 工事場所：茨城県猿島郡境町大字塚崎～境町

大字長井戸沼
�４ 工 期：平成２５年７月２８日～

平成２７年６月１５日
�５ 形 式：鋼１１径間連続２主鈑桁橋（２号橋）

鋼９径間連続２主鈑桁橋（４号橋）
�６ 橋 長：４０．２５m＋９＠４１．０m＋４０．２５m

＝４５１．０m（２号橋）
４０．３m＋７＠４１．０m＋４０．３m
＝３６９．０m（４号橋）

２．現場における課題

埋設型枠による壁高欄の施工において、以下に
示す３つの課題について検討する必要があった。
�１ 埋設型枠の設計・製作
本工事における床版形式は、プレキャスト PC
床版であり、横断勾配下側は地覆立上り部を一体
製作した構造である。当初、木製型枠により施工

日本橋梁建設土木施工管理技士会
JFE エンジニアリング株式会社
現場代理人

柿市 拓巳○

Takumi Kakiichi

監理技術者

杉浦 範佳
Noriyoshi Sugiura

工事主任

中山 敦雄
Atsuo Nakayama

プレキャスト型枠（埋設型枠）を用いた壁高欄の施工

１８
施工計画

図―１ 断面図

－６９－



計画されていたため、埋設型枠と床版との取合い
方法及びその施工方法が課題となった。また、埋
設型枠に使用する材料についても当初設計の壁高
欄以上の強度を有する材料を選定する必要があった。
�２ 充填性の確認
埋設型枠は、施工後に脱型を必要としないため、
型枠内における充填状態が不明であり、充填状態
の確認方法を検討する必要があった。
�３ 施工方法
埋設型枠の施工方法が確立されておらず、詳細
な施工方法を検討する必要があった。

３．対応策と適用結果

�１ 埋設型枠の設計
埋設型枠の内・外型枠の詳細図を図―２、３に
示す。
埋設型枠は、強度及び実績からKKフォーム
（NETIS 登録番号：KT―１５００２７―A）を使用する
こととして、設計・計画を行った。型枠は、橋軸
方向に幅４５０�で製造されるため、メッキ処理し

た鋼材により幅９００�に接合して、施工するよう
にした。型枠内面は、コンクリートの付着性を考
え、８４�間隔で８�×３０�の凹を設け、かつ、凹
部に刻みを設けることとした。
内型枠では、床版との立上り部において、床版
の不陸などを調整できるように設計値１１０�より
３０�小さく設計した。また、高欄上部においても
壁高欄の高さを調整できるように６０�程度小さく
製作して、木製型枠により調整できるようにした。
外型枠は、高欄底版部を一体とした設計とし、
また、高欄天端高さを調整できるように３０�大き
く設計し、打設後、面取りカットするようにした。
�２ 実物大施工試験による施工方法の検討
埋設型枠の充填状態の確認及び施工方法につい
て、当該橋梁の実物大壁高欄を模擬した試験体を
製作し、施工試験を行った。実物大試験体は、図
―４に示すように鉄筋配置方法により３区間（A、
B、C）に分割し、表―１に示す充填確認方法及び
施工方法を実施した。
それぞれの区間における充填確認を行った結果
を表―２に示す。表に示す通りハンチ部に設けた

図―２ 内型枠詳細図

図―３ 外型枠詳細図

図―４ 実物大施工試験体側面図
表―１ 充填確認方法と施工方法

表―２ 充填状態確認結果
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すべての確認孔よりモルタルが流出することを確
認した。区間Aでは、仮想空隙を設け、打設中
に打音検査により充填の確認を行ったが、明確な
音の変化が認められず評価できなかった。
打設後に打音検査及びはつり検査を行った。打
音検査は、打設中と同様に明確な音の変化がみら
れず、評価できなかった。はつり検査は、各区間
に対して１箇所ずつ行い、３区間とも密にコンク
リートが充填されていることを確認した。
したがって、確認孔よりモルタルの流出が確認
できれば、コンクリートが十分に充填されている
と考えら、内型枠のハンチ部に４５０�間隔で直径

７�の確認孔を設ける施工計画とした。打設につ
いても、今回用いた機材を主として施工を行うこ
ととした。
�３ 埋設型枠による壁高欄の施工
埋設型枠は、外型枠、内型枠の順で設置を行い、
図―５に示すように外型枠と内型枠は、下段４本、
中段４本、上段３本のセパレータにより固定する。
以下に各設置段階における施工方法を述べる。
①外型枠の設置
外型枠の設置は、図―６に示すようにミニクロー
ラクレーンを使用して行った。予め、床版足場を
所定の高さに調整を行い、基準枠となる最初の型
枠を床版との直角性、鉛直性を十分考慮して、設
置する。下段のセパレータを鉄筋に固定して水平
器で鉛直を確認しながら、上段セパレータを鉄筋
等に仮固定し、外型枠の設置が完了となる。
②内型枠の設置
内型枠は、図―７に示すように型枠を設置する
前に床版にアンカーボルトで鋼製アングルを固定
し、内型枠とアングルの間に木枠をビス止めして
設置する。
アングル設置完了後、内型枠の据付を行い、打
設時の確認孔に図―７に示す仮支持材を取付け、
正規の高さに調整、据付を行う。その後、中段セ
パレータ、上段セパレータの順に外型枠と固定し、
最後に下部の木枠と内型枠をビスにより固定後、
仮支持材を撤去する。型枠設置後、コンクリート
のノロ漏れを防止するために継目部をシールする。
③内型枠上部の木製型枠設置
型枠の設置完了後、内型枠頂部にノロ漏れ防止
用の隙間テープを設置し、木枠をビスにより固定
後、測量・墨出しを行い、面木の取付けを行う。
型枠の設置完了後、サポート材により高欄の通
り出しを行い、型枠組立完了となる。型枠組立完
了状況を図―８に示す。なお、ハンドホール部は、
外型枠に埋設型枠を使用し、内型枠には木製型枠
を使用した構造として施工を行った。
④コンクリート打設
本工事では、１回当たりの壁高欄の打設延長を

図―５ 埋設型枠概略図

図―６ ミニクローラによる外型枠の設置

図―７ 内型枠の設置
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１３０～１５０m程度として行った。打設時の締固め
には、φ３１バイブレータ２本と φ２８電動バイブレー
タ１本、壁打バイブレータ１台を用いた。
コンクリート打設は、２層打ちで実施し、１層
目は地覆ハンチ部までとした。打設状況を図―９
に示す。１層目の打設は、φ３１バイブレータを使
用し、ハンチ部に確実に充填されるように確認孔
よりモルタルの流出が確認できるまで十分な締固
めを行った。２層目の打設は、先行で φ３１バイブ
レータを使用し、後追いで φ２８電動バイブレータ
と下部のアングル部に壁打バイブレータを使用し
た。壁打ちバイブレータは、直接埋設型枠に施工
すると損傷する恐れがあるため、アングル及び木
製型枠部のみ施工している。なお、１層目から２
層目の打設間隔は、３０分程度として施工を行った。
⑤脱型・仕上げ作業
打設後、木製型枠と同様に養生を行い、養生完
了後、内枠上端の木枠と下端のアングルの解体を
行った。アングルの撤去後、仮固定用のアンカー
ボルトを撤去し、モルタルにより補修を行った。
また、上端の木枠を固定していたビス跡はシリコ
ン系のコーキング材により補修を行った。最後に
外型枠の天端をハンドカッターにより面取りを行

い、面取り完了後、型枠とコンクリートの打継目
部からの雨水等の浸入防止対策として、浸透性吸
水防止材を塗布した。壁高欄の施工完了後を図―
１０に示す。

４．おわりに

境高架橋において、埋設型枠を採用したことで、
早期開通に繋げることができたと考えている。埋
設型枠を採用したことによる工程短縮の要因は、
①脱型・仕上げ作業の省力化、②はく落防止繊維
の設置作業の省略、③普通作業員による施工であ
ると考えられる。①については省略するが、②は
今回用いた埋設型枠の材料が短繊維補強材を使用
しており、十分なはく落防止機能を有しているこ
とが証明されていたため、省略することができた。
③については、埋設型枠の施工を普通作業員によ
り行えたため、６橋のうちの他の４橋に型枠工を
配置し、同時施工できたことが工程短縮に繋がっ
たと考えている。
今回、埋設型枠を用いて施工を実施したが、施
工当初は、問題が多く、スムーズに施工できるま
でには、時間を要したが、最終的に施工スピード
が向上し、早期開通に繋がったと考えている。今
後の採用に向けては、設計・製作・施工の各段階
において、多くの改善を行う余地があるが、本工
事における施工が今後の技術発展に繋がることを
期待している。
最後に、本工事において御指導・御協力を頂い
た東日本高速道路株式会社関東支社及び関係各位
に深く感謝致します。

図―９ 埋設型枠打設状況

図―１０ 壁高欄施工完了

図―８ 埋設型枠設置完了
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１．はじめに

工事概要
�１ 工 事 名：平成２５年度４１号上切高架橋鋼上部

工事
�２ 発 注 者：中部地方整備局
�３ 工事場所：岐阜県高山市上切町
�４ 工 期：平成２６年１月３１日～

平成２７年２月２７日
�５ 橋梁形式：４径間連続非合成４主鈑桁橋
�６ 橋 長：１９１．０００m
�７ 支 間 割：４０．８００m＋５４．０００m＋５４．０００m＋

４０．８００m

�８ 平面線形：R＝２５００

２．現場における課題

本橋は、４１号高山国府バイパス本線、バイパス
のOFFランプに挟まれた狭小ヤードでの施工条
件であった。P１０～１１間は県道高山清見線、P１１
～１２間はOFFランプ上を跨ぐ構造となっている
ため、架設現場内に架設クレーンの配置ができな
いことが課題であった。
桁下がランプ橋、県道が供用しておりベントの
配置ができない上、隣接工区と同時施工であるた
め、バックヤードの使用ができないことが課題で
あった。

日本橋梁建設土木施工管理技士会
瀧上工業株式会社
現場代理人

有 冨 哲 弘○

Tetsuhiro Aritomi

監理技術者

日 置 末 男
Sueo Hioki

安全巡視員

松 木 一 夫
Kazuo Matsuki

多軸台車を用いた相吊り一括架設による工夫

１９
施工計画

図―１ 一般図
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３．課題に対する対応策と適用結果

ベントの配置ができない施工条件から、送出し
架設、一括架設の採用が考えられたが、バックヤー
ドの使用ができないため一括架設を提案した。ま
た、現場内へのクレーン配置が困難であったため、
クレーンの設置場所を並行している上切高架橋１
期線上とした。
まず、架設工法として採用した一括架設の概要
を述べる。桁架設はG３・G４桁、G１・G２桁と
２回に分けて行う計画とした。具体的には図－４
に示すように、２主桁を１径間毎に�１地組し、�２
桁移動後、トラッククレーン２台で相吊り架設を
する。桁架設は、まずG３・G４桁をG１・G２
桁の位置に架設し、所定の位置まで�３横取り・降
下をする。その後、その空いたスペースにG１・
G２桁を所定の位置へ架設した。�４桁架設時の照
査を含め、詳細を以下に示す。
�１ 地組
架設現場には、地組するスペースがなかったた
め、架設現場より１kmほど離れた高山国府バイ
パスチェーン脱着所を地組ヤードとして地組を行
った。当初４径間の桁を４分割にして地組を行う
計画であったが、地組ヤードの制約条件により地
組×４ブロック、単材×２ブロックのサイズに計
画を変更した。
地組ヤードでの地組は図―２、図―３に示すとお
り、スペースに余裕がないため、桁の搬入・地組
順序には細心の注意を払った。
工場製作時の桁の出来形確認はシミュレーショ
ンによるものであったが、現場で容易に出来形を
再現できるよう、地組順序の最初のブロックのみ

パイロットホールを設け、工場で仮組立を行った。
現場ではこのパイロットホールを基準に地組を行
い、シミュレーション結果に合わせて形状管理を
行った。
地組ヤードの地盤勾配が急であったことから、
地組時の形状管理は座標変換をして行った。特に
架設ジョイント桁の出入りには注意を払った。
�２ 桁移動
地組ヤードから架設現場までの地組桁の移動に
は、１６５t 積の多軸台車を用いた。当初、多軸台
車への地組桁の搭載は、１６０t 吊オールテレーン
クレーン２台による相吊りで計画されていたが、
地組架台を高く設定する工夫により多軸台車自身
のジャッキ操作で搭載を行う方法に変更した。多
軸台車の受け点高さは１．９mで計画した。
地組桁の約１kmにわたる移動は、全面通行止
め規制の条件下にあったため、慎重に行った（図
―５）。
�３ 横取り・降下
G３・G４桁をG１・G２桁位置へ架設した後に
現場継手工を行い、G３・G４桁を所定の位置へ
横取り・降下を行った。横取り距離は５．４m、降
下距離は１．０m以下に設定し、横取りにはチルタ

図―２ 地組状況

図―３ 地組計画図
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ンク・チルホールを用いた。
�４ 桁架設時の照査
桁を搭載した多軸台車および架設クレーンを既
設橋梁上へ移動・配置するため既設橋梁の耐荷力
照査を行う必要があった。また、多軸台車で運搬
する地組桁が、完成形と曲げモーメント分布が正
負逆転することから各種照査を行い安全性を確認

する必要があった。既設橋梁は鋼RC鈑桁であっ
たため、鋼桁・RC床版各々の照査を行った。
まず、桁架設時の架設クレーンアウトリガー反
力については、荷重載荷側は鋼桁直上に配置する
こととした。反対側のアウトリガーは鋼桁の直上
に配置することができないため、リブ付H形鋼
を鋼桁が支持点となるよう渡し、その上に配置す
ることとした。照査の結果、鋼桁については作用
力の耐荷力に対する比率が７９％、床版の押し抜き
せん断に対しては８４％といずれも施工荷重に対し
て安全であることが明らかになった。
多軸台車移動時については、鋼桁に対する照査
結果は作用力の耐荷力に対する比率が８１％であっ
た。多軸台車の輪荷重がT荷重を下回る結果と
なったため床版に対する照査は省略した。
最後に、地組桁の曲げに対する照査については、

図―４ 架設計画図

図―５ 地組計画図

－７５－



多軸台車支持点を支点とした張出単純梁として行
った。地組桁全てで照査を行った結果、作用力の
耐荷力に対する比率の最大値は４１％であり十分な
耐力を有していることを確認した。
以上のように、施工に対する安全性を事前に確
認して相吊り架設を行なった（図―６）。実施工で
は施工前後に既設橋梁の点検を行い、施工による
床版への損傷がないことを併せて確認した。
�５ 交通規制とタイムスケジュール
架設作業は、中部縦貫自動車道・高山国府バイ
パスの夜間全面通行止め規制のなか行われる計画
である。この通行止め規制期間中は、中部縦貫自
動車道と高山国府バイパスの道路施設点検及び補
修を目的とした集中工事も行われるため、事前に
各工事担当者と施工箇所・施工時間の調整を行う
必要があった。
夜間全面通行止めは、中部縦貫自動車道の飛騨
清見 IC（高山西 IC）～高山 IC（延長１５．２（６．５）
km）、高山国府バイパス（延長６．３km）を夜８：
００～翌朝６：００（作業完了４：４５）で行われた。
架設当日のタイムスケジュールを表―１に示す。
前述のように、地組ヤードは架設現場から１km
離れていたが、架設クレーンの待機場所は地組
ヤードからさらに３km離れた場所となっていた
ため、規制が張られると同時に、架設クレーンの
移動及び架設クレーンのアウトリガー養生を行っ
た。
架設クレーン、カウンターウェイト積載トレー
ラ、地組桁搭載多軸台車等の工事車両の移動は高
山国府バイパス１車線のみの使用であったため、
移動途中の車両の入れ替えができない状況であっ

た。そのため、進入時の車両順序の計画が重要で
あった。
事前の検討及び関係工事会社の協力もあり計画
された規制日程内に架設を完了することができ、
規制時間にも余裕を持って施工することができた。

４．おわりに

本工事においては、中部縦貫自動車道・高山国
府バイパスの集中工事に合せた大規模な交通規制
内での架設という条件のもとで、いかに計画工程
どおり施工できるかというのが最大の課題であっ
た。事前に施工計画・交通規制計画を綿密に練り、
工事関連会社との調整を図ることにより、無事に
計画日程内に施工を終えることができた。
上切高架橋鋼上部工事の完成ついては、中部地
方整備局高山維持出張所ならびに高山国道事務所
の皆様からあたたかいご指導とご教訓を賜り、厚
く御礼申し上げます。また、地元関係各署と住民
の皆様および関連企業の皆様にも理解あるご協力
をいただき、改めて御礼申し上げます。

図―６ 相吊り架設

表―１

図―７ 完成写真
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１．はじめに

東海環状自動車道は、名古屋市の周辺３０～４０km
圏に位置する愛知・岐阜・三重３県の豊田・瀬
戸・土岐・関・岐阜・大垣・四日市等の諸都市を
環状に連絡し、新東名・新名神高速道路、東名・
名神高速道路や中央自動車道・東海北陸自動車道
と広域なネットワークを形成する延長約１６０km
の高規格幹線道路である。本工事は当路線の大垣
西 ICを構成する関方面へのONランプ橋（鋼４
径間連続箱桁）の架設工事である（図―１）。本稿
では①上空送電線、②軟弱地盤、③交差国道、に
おける制約条件下での施工の課題と解決策につい
て述べる。

工事概要
�１ 工 事 名：平成２５年度東海環状大垣西 IC・

Aランプ橋鋼上部工事
�２ 発 注 者：中部地方整備局
�３ 工事場所：岐阜県大垣市桧町
�４ 工 期：平成２５年９月２１日～

平成２７年３月２７日

２．現場における課題

現場施工における課題を以下に述べる。
２―１．架設時の送電線との離隔確保
桁架設作業は上空で交差する中部電力（株）西
濃西部線の電圧２７５kVおよび上之郷連絡線７７kV
の近接作業となる。曲線桁であるため重心位置を

日本橋梁建設土木施工管理技士会
瀧上工業株式会社
監理技術者

酒 井 泰 司○

Yasushi Sakai

現場代理人

上 田 晃 正
Terumasa Ueda

担当

森 啓 行
Takayuki Mori

上空制限・軟弱地盤・交通規制を伴う
鋼橋架設計画の工夫

２０
施工計画

図―１ 架設要領図
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考慮しつつ、送電線との離隔確保に最も有利な吊
り位置を検討した結果、ワイヤー吊り角度は図―
２の通り左右不均等かつ鋭角に設定する必要があ
った。電力会社が規定する安全上必要な離隔距離
は、電圧２７５kV、７７kVに対してそれぞれ L＝７．０
m、L＝４．０mであり、常時この距離を確保して
作業を行う必要がある（図―２）。
地組桁は全長５２m、吊冶具や足場等を含めた全
質量は約１３０ｔであり、架設時に送電線に最も接
近する箇所は地組桁を吊る玉掛けワイヤーとなる。
送電線管理者との事前協議により、送電線との離
隔距離を正確に計測する方法が課題であった。

２―２．大型クレーン作業箇所の軟弱地盤対策
架設用大型クローラクレーンの作業箇所は稲作
農地であり、使用後は現状復旧する必要がある。
このため、復旧後に稲作に悪影響の恐れのある地
盤改良等は不可であった。
従って、水稲成育に影響が無く、短期に設置・
復旧できる低コストで十分な耐力を得られる方法
が課題となった。

２―３．桁下を交差する国道の通行止めと迂回路
誘導

架設する桁下を国道２１号が交差している。道路
管理者との協議により、架設時は安全上一時通行
止めを実施するが、迂回路への分岐は周辺の道路
事情より西側へ９km、東側で４km先となった。
そのため、通行止め予告看板、迂回路案内看板、
交通誘導員および保安機材を、規制箇所および広
域にわたる迂回路に対して段階的、効果的に設置、
誘導することが課題であった。

３．課題に対する対応策と適用結果

前述の課題に対して以下の対策を実施した。
３―１．送電線離隔距離の計測・管理
�１ 絶縁ロープを通行止め実施中の道路上に高所
作業車を設置して張り渡し、接近限界線とする方
法を提案した。このロープと吊荷（玉掛けワイヤー
ロープ）の離隔を高所作業車に搭乗した監視員が
リアルタイムに直接監視した（図―３）。

 
図―３ 高所作業車による接近限界ロープ設置状況

�２ 自動追尾型光波測距儀により離隔距離を自動
計測し、関係者に周知させる対策を実施した。計
測手順①～③を以下に示す。
①最接近すると予想される玉掛けワイヤー位置２
箇所に３６０°プリズムを取り付ける（図―４）。
②事前に光波測距儀で送電線位置をノンプリズム
計測し、接近位置付近の３次元位置データを構
築しておく。送電線位置との離隔距離はプリズ
ムを移動させながら試験測定し確認する。
③架設時は管理責任者、観測者、クレーンオペレー
タ、作業責任者間の無線による連絡体制に基づ

図―２ 送電線との位置関係
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き随時離隔距離を関係者に連絡、周知する。
計画時点では送電線が最も垂れ下がった状態で
も最小接近距離を４．４m以上確保できるよう想定
していたが、実施工では、約６mの離隔で作業
を完了することができた。これは昼間に計測した
送電線座標から予想していた距離とほぼ一致して
いた。計測画面を図―５に示す。

３―２．軟弱地盤対策
原位置試験として、まずスウェーデン式サウン
ディング試験を実施した。この結果、深さ８m
までは換算N値３～４であり、非常に軟弱であ
ることが判明した。このため、平板載荷試験によ
り直接地盤支持力を測定し、地盤支持力＝９１．５kN
/m２であることを確認した。これらの結果を踏ま
えて、沈下に対する検討をしたところ、深さ約３
mまで地盤改良または良質土に置き換える対策
が必要であることが解った。
しかし、この方法では、①地盤を置き換える土

工事に時間を要し協議で決定した通行止め実施日
までにクレーン組立等の架設準備が間に合わない。
②クレーン設置位置を３m掘削するためには隣
接する深さ約２mのコンクリート製水路を補強
する必要がある。③置換え土量が多く、土の仮置
き場所の確保や置換え地盤を設置復旧するための
土運搬費用が莫大になる等、多くの問題を抱えて
いた。
地盤の不安定は送電線接触等の大事故につなが
るおそれがあるため、短期に必要十分な耐荷力を
期待できる方法を検討し、以下の案を採用するこ
ととした。
架設用７５０t 吊クローラクレーン作業箇所には
現地盤を０．８m置き換えた上に敷鉄板、H型鋼、
敷鉄板の順に鋼材を敷設してクレーン用構台を構
築した。これにより、クローラ幅２．０mで作用す
る荷重をH鋼の長さ＝９．０mに分散させて地盤支
持力以下になるよう計画した（図―６，７）。

図―４ ３６０°プリズム設置状況

図―５ 離隔確認画面

図―６ 地盤対策要領図

図―７ クレーン構台組立状況
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この対策により、地盤支持力９１．５kN/m２に対し
構台と置換え土による対策で最大作用応力は７８．７
kN/m２となった。最大作用応力はクレーン無負荷
状態で発生することが判っていたため、架設作業
前に地盤沈下状況を確認することができた。観測
位置を構台天端としたためクレーンの移動による
変動はあったが地盤の変動は無かったと推測され
る。観察結果を表―１、図―８に示す。

３―３．夜間通行止め
国道上の架設作業は、ヤード内において一般通
行に影響のない位置まで地切、旋回した状態で待
機しておき、通行止め完了の連絡を受けてから開
始することとした。規制可能時間帯は０時から５
時までと定められていたが、規制機材の配置、撤
去にそれぞれ３０分要するものとし、実質の作業時
間を４時間に設定した。
さらに、予測できないトラブルに対応できるよ
うに送電線対策の高所作業車設置から玉掛けワイ
ヤーロープ解体までを３時間で完了させることを
目標とした。タイムテーブルを表―２に示す。
西側９km、東側４kmの範囲に規制車１４台を
配置し、看板１１０枚の設置や表示の切替え作業を

３０分以内で行うために２５人を動員して行った。
労務者不足により人員確保が苦労した点であっ
たが、規制作業は事前の計画、周知、教育を十分
に行い概ね予定通りに実施することができた。

４．おわりに

本工事は、厳しい制約条件下での施工であった
が、前述の工夫により細心の注意を払い、無事に
工事を完成することができた（図―９）。本稿が同
様な条件下での施工計画立案の参考となれば幸い
である。また、現場工事では、クレーンの作業ヤー
ドとして借地した農地を現状復旧して返還したが、
石の混入があり地権者様に迷惑をかけてしまった
ことや、着手時に関係機関との協議に後れを生じ
てしまったことが反省点である。最後に、本工事
においてご指導、ご協力を賜りました国土交通省
岐阜国道事務所の方々をはじめ、地元の皆様なら
びに関係各位に厚く御礼を申し上げます。

表―１ ７５０t 吊クローラクレーン載荷地盤変位記録

図―８ 沈下観察状況

表―２ 夜間作業タイムテーブル

図―９ 完成写真
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１．はじめに

東九州自動車道は、福岡県北九州市を起点に、
東九州の主要都市を経由し鹿児島市に至る、延長
４３６kmの高規格幹線道路である。
路線の沿線には、多くの重要港湾や空港などの
施設、及び北九州市、大分市、延岡市などに代表
される生産拠点都市が位置しており、これらの交
通拠点や生産活動の場を有機的に結ぶ路線である。
本工事の井尻川橋は、東九州自動車道の行橋 IC
～みやこ豊津 IC間に位置する、鋼２径間連続合
成２主鈑桁橋である。本橋の特徴として、中間支
点となる P１は鋼製の横梁構造で、平面的に斜角
を有しており、井尻川上を横断する形で配置され
る。また、本横梁と上下線の主桁が剛結される構
造となっている。
本工事は上下線２橋の計画のうち、暫定系であ
る下り線の施工を行ったものである。
本稿では井尻川橋の現場架設における、施工条
件変更に対する対応策の工夫について述べる。
工事概要を以下に示す。
�１ 工 事 名：東九州自動車道小波瀬川橋

（鋼上部工）工事
橋 梁 名：井尻川橋

�２ 発 注 者：西日本高速道路㈱九州支社
�３ 工事場所：福岡県行橋市大字宝山

�４ 工 期：平成２２年７月２７日～
平成２６年３月２７日

日本橋梁建設土木施工管理技士会
株式会社東京鐵骨橋梁
工事主任

上遠野 直 人○

Naoto Katouno

監理技術者

升 本 和 喜
Kazuki Masumoto

井尻川橋の施工条件変更における架設計画の工夫

２１
施工計画

図―１ 構造一般図

図―２ 着工前

－８１－



�５ 橋 長：９１．０ｍ
�６ 橋梁形式：鋼２径間連続合成２主鈑桁橋
本橋梁の構造一般図を図―１、着工前を図―２
に示す。

２．現場における問題点

本橋梁は井尻川上に架けられる横梁構造を有す
る橋梁である。
当初の横梁架設計画は、非出水期に河川内に杭
ベントを設置する予定となっていたが、本工事の
全体工程変更に伴って出水期に横梁架設を行うよ
う施工条件が変更となったため、河川内へ杭を有
するベント設備の設置が不可能となった。
また、隣接工区土工工事の工程条件変更により、
右岸の作業ヤードについては、ヤード内を横断す
る放流管埋設工事が先行して行われるため架設作
業時に支障となること、本工事完了後に他工事で
ヤードを使用するため早期引き渡しを求めている
ことが分かった。
したがって、下記に示す課題について検討する
必要があった。
�１ 横梁架設時の河川内杭ベント代替案計画
・出水期に施工可能な横梁架設計画の立案
・河川流水部に影響を与えない仮設備計画
�２ 右岸ヤード早期引き渡しを実現する架設計画
・横梁、主桁の架設計画見直しおよび工夫
・作業工程短縮の検討
�３ 右岸ヤード埋設放流管に対する養生計画
・埋設放流管に配慮したクレーン配置計画
・埋設放流管の養生方法

３．工夫・改善点と適用結果

�１ 横梁架設時の河川内杭ベント代替案計画
当初計画の河川内杭ベントに替えて、河川流水
部に影響せず横梁を支持することが可能となる、
大梁を用いた工事桁を井尻川上空に架け渡す仮設
備計画を立案し、実施した。この際、工事桁撤去
時の施工性・安全性を考慮し、本設の横梁幅より
も広い工事桁間隔の配置となるように配慮した。

また、横梁重量が約２６０ｔであることに対して、
当初計画である４基のベント支持から、工事桁端
部２支点で支持することとなるため、支持地盤に
与える反力を考慮して、工事桁の支点となる基部
はコンクリート基礎を採用し荷重分散を図った。
本体横梁を支持する工事桁は、河川流水部に影
響を与えないように設置する必要があるため、施
工ヤード内を使用しての地組立、および解体作業、
大型の２００t 吊トラッククレーンを使用して一括
設置・一括撤去を行う計画とした。計画段階で、
重量物である横梁を架設する際に、横梁の荷重に
よって工事桁のたわみ量が大きくなることで、架
設安定性および構造物に対しての変形の影響が懸
念された。そこで、架設段階毎にモデル化した構
造解析を行い、反力やたわみを検討した結果、工
事桁が約３０mmたわむ時であっても、工事桁の受
点間では約１mm程度の高低差しか発生せず、架
設時の安定性や精度に影響が少ないことを確認し
たうえで、架設を実施した。
以上の計画の結果により、河川流水部に影響を
与えずに横梁架設を完了することができた。また、
当初施工案の杭ベントから工事桁に変更すること
により、作業工程の短縮にも繋がった。以下に、
当初計画図を図―３、代替案計画図を図―４、仮設
備図を図―５、横梁架設完了を図―６に示す。

図―３ 当初計画図

図―４ 代替案計画図
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�２ 右岸ヤード早期引き渡しを実現する架設計画
当初の横梁架設および主桁架設の順序は、
①横梁架設（５５０t 吊 AC 右岸→左岸）
②主桁架設（３００t 吊 AC 右岸→左岸）
であり、河川を挟んだ各ヤードでの作業を繰り返
すことが、右岸ヤードの占用期間を長くする原因
となっていた。
また、横梁と主桁それぞれで大型クレーンの組
立解体回送作業が発生し、これらもヤード占用期
間に影響をもたらす原因であった。
さらに、横梁添接部は現場溶接継手構造である
こと、現場塗装作業があることから、溶接工およ
び塗装工の実作業日数に加えて、雨天等による不
稼働日数を考慮しておく必要があり、安易に占用
期間の短縮はできないと考えた。
そこで架設の右岸ヤード使用完了時期の前倒し
に着目し、以下の架設順序での計画を立案・実施
した。
①右岸ヤード架設（横梁→主桁）４５０t 吊 AC
②左岸ヤード架設（横梁→主桁）４５０t 吊 AC

①、②の条件を基に、狭隘な作業ヤードにおい
て、横梁および主桁を地組立する部材配置計画を
検討し、横梁溶接作業中に主桁を地組立すること
により、工程短縮を図った。
また、この計画により右岸ヤードから左岸ヤー
ドへの移動回数が削減され、大型クレーンの回
送・組立に必要とする作業日数やコストも削減す
ることができた。
以上の工夫により、現場溶接・塗装作業では悪
天候により予定日数を超過したものの、架設順序
の変更や部材配置の効率化、大型クレーン機種の
統一による回送日数の削減効果により、１０日間の
工程短縮を実現することができ、右岸ヤードを要
求期日通りに引き渡すことができた。
架設計画概略図を図―７、右岸側主桁架設状況
を図―８、左岸側主桁架設状況を図―９に示す。

図―５ 仮設備図

図―６ 横梁架設完了

図―７ 架設計画概略図

図―８ 右岸側主桁架設状況
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�３ 右岸ヤード埋設放流管に対する養生計画
本工事に先立って設置された埋設放流管に影響
を与えずに現場施工を行うため、下記の順序で検
討を行った。
①放流管に影響のないクレーン配置
②クレーン配置のための放流管養生計画
放流管に影響を与えないよう、大型クレーンの
アウトリガ－の据付位置を放流管４５°分布範囲外
に配置するように計画を行った。また、クレーン
配置をするためには放流管上を通過する必要があ
るため、クレーン用構台を設置することとした。
クレーン用構台は架設作業時に、大型クレーンが
放流管上を走行するため、クレーンの輪荷重によ
る土圧で放流管に影響を与えぬよう養生を行った。
養生方法はクレーンの車両荷重による反力値から、
敷き鉄板基礎として、放流管上にH形鋼（H３５０）
を架け渡す形で実施し、H形鋼を設置した範囲に
は車輌の乗り入れを考慮して勾配を約１０％程度に

した砕石を敷設した。放流管養生図を図―１０に示
す。
施工前および架設完了後に放流管内の点検・確
認を行ったが、放流管に影響を与えたような形跡
は確認されなかったため、埋設物に影響を与えず
に施工することができた。完成写真を図―１１に示
す。

４．おわりに

本稿では、井尻川橋の現場架設の施工条件変更
に対する対応策を紹介した。施工条件変更への対
応策は様々考えられると思うが、本橋ではクレー
ンの回送回数を減らすことを基本とした今回の対
応策が効果的であった。
本橋は７５度の斜角を有する横梁に剛結する主桁
構造であるため、横梁のたわみや斜角の影響が、
直接主桁キャンバー形状に影響を及ぼすため、現
場での施工管理には苦労が多かった。今後、完成
系の上り線施工時には、下り線供用下での施工が
想定されるため、横梁の挙動や活荷重による振動、
狭小ヤードでの施工など数多くの課題が多く、十
分な事前検討が必要であると感じた。
最後に、東九州自動車道は産業・経済の発展、
東九州地域の広域的な地域間交流強化等の重要な
役割が期待されており、平成２６年度までに約３４４
ｋｍが開通している。そのうち、本橋梁が位置す
る行橋 IC～みやこ豊津 ICについても、平成２６年
１２月１３日無事に開通を迎えた。

図―９ 左岸側主桁架設状況

図―１０ 放流管養生図

図―１１ 起点より終点を望む
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１．はじめに

本工事は、横浜臨港幹線道路整備事業における
横浜港臨港道路南本牧ふ頭本牧線（図―１）の下
部工事であり、東洋・駒井ハルテック異工種建設
工事共同企業体にて施工を行った。工事対象は門
型橋脚３基（Ⅲ P３，Ⅲ P４，Ⅱ P２）、ラケッ
ト型橋脚２基（Ⅲ P５，Ⅲ P６），合計５基の製
作・輸送・架設工事である（図―２，図―３）。
架設地点は、横浜港近傍という大型車両通行量
の多い地域であり、一般交通の確保に配慮した架
設方法が求められた。そのため、車道上となる門
型橋脚の下層梁、上層柱、上層梁は夜間通行規制
の上で一括架設を行った。
工事概要
�１ 工 事 名：横浜港臨港道路南本牧ふ頭本牧線

（Ⅲ―２工区）高架橋下部工事
�２ 発 注 者：国土交通省関東地方整備局

日本橋梁建設土木施工管理技士会
株式会社駒井ハルテック
監理技術者

西 村 正 治○

Masaharu Nishimura

現場担当

大 坪 浩 之
Hiroyuki Ootsubo

市街地における鋼製橋脚の施工について

２２
施工計画

図―１ 位置図

図―２ 門型橋脚（ⅢP４）

図―３ ラケット型橋脚（ⅢP５）
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�３ 工事場所：神奈川県横浜市中区錦町付近
�４ 工 期：平成２５年１０月２８日～

平成２７年３月１３日

２．現場における問題点

本工事における問題点は、次の問題があった。
架設場所は横浜市道５２号および神奈川臨海鉄道
沿いであるため、作業ヤードが狭隘であった。
市道沿線には工場、物流ターミナル等が存在し、
交通量が多いため、架設作業による一般交通の影
響を最小限に抑える必要があった。
本橋脚の現場継手は６１継手中５１継手が全断面の
現場溶接継手であったため、高品質な溶接施工が
求められた。

３．工夫・改善点と適用結果

�１ 市道の車線確保、通行止め回数低減
課題に対する措置として、市道の交通を阻害し
ないことを念頭に交通規制の計画を行った。
当初計画では、４車線ある市道の２車線を常時
占用し、橋脚部材は単材架設として計画していた。
しかし交通量が多い路線での車線の常時占用は、
道路利用者に多大な影響があるため、現地着手前
に計画見直しを行い、ベント設備の位置変更およ
び省略を行い、市道４車線を確保のうえ架設した。

図―４ 市道の４車線確保状況

市道を横断する部材の架設は、ベント設備を省
略するため、横梁部材は単材架設から、地組立て
に変更し大型クレーンによる一括架設工法（図―
５）に変更した。
横梁架設時の通行止め時間低減、横梁形状確保

として、横梁の両仕口にセッティングビームとセ
ンターホールジャッキ（７０t）を設置し、架設作
業を行った。セッティングビームを使用すること
で、約１時間通行止め時間を短縮でき、一括架設
工法を採用することで、通行止め回数を当初計画
の１４回から８回に低減することができた。
なお横梁は柱架設、溶接作業と並行し作業ヤー
ドにて地組立てを行い、現場溶接、ボルト添接、
現場塗装を施工し、架設後の高所作業を極力行わ
ずに済む状態とした。

図―５ 横梁一括架設状況

一方上層構造部の施工について、現場着手後、
更なる通行止め回数低減の検討を行い、門型橋脚
の上層柱を、横梁と同様に単材架設から、地組立
て（図―６）を行い現場溶接・現場塗装を完了さ
せ、一括架設工法を採用し、Ⅲ P３とⅢ P４の上
層柱を同日に架設を行い、その結果上層構造架設
時の通行止め回数を２回低減することができた。

図―６ 上層柱地組立て状況

上層柱架設後、上層梁の地組立てを行い、現場
溶接、ボルト添接、現場塗装を行い、上層柱と下
層梁の現場溶接完了後、上層梁の架設を行い、上
層梁・上層柱の溶接、ボルト添接、現場塗装を行
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い、施工を完了させた。
�２ 市道利用者の安全確保
市道と一般企業等の境界での狭隘な作業ヤード
のため、部材等が作業ヤードから逸脱し市道利用
者の通行を妨害することが懸念されたため、次の
安全対策を実施した。
ａ．レーザーバリアの設置
市道とヤードの境界部にレーザーバリア（図―
７）を設置し、クレーンで吊り上げた部材がレー
ザーバリア照射範囲内に入ると、警報音やパトラ
イトで警報を鳴らし、部材が市道へ侵入しないよ
う施工した。
警報音は警報受信機をクレーン操縦室に設置し、
作業主任者も所持し、リアルタイムで警告するこ
とができる。しかし施工中は幸い警報を鳴らす作
業はなかった。

図―７ レーザーバリア設置状況

ｂ．自動追尾システムを利用
一部の部材架設おいて、俯角の関係より市道の
交通規制を実施し施工を行う必要があった。
交通規制中の施工では、前述のレーザーバリア
を使用することができないため、自動追尾型トー
タルステーション（図―８）を使用し、市道通行
車両に対する安全措置をとった。
自動追尾型トータルステーションとは、あらか
じめ交通規制エリアの座標値をコンピュータに取
り込んでおき、クレーンのブーム先端（図―９）、
部材端部に取り付けられた３６０°プリズムをトー
タルステーションが自動で追尾し、交通規制エリ
アの境界、すなわち市道通行箇所に部材が接近す
ると、クレーン操縦席に設置された警報装置が作

動し、部材が市道へ侵入しないよう施工した。
これらを採用することにより、部材を交通規制
エリア外に逸脱させることなく、安全に架設作業
を行うことができた。

図―８ 自動追尾型トータルステーション

図―９ ３６０°プリズム

ｃ．足場防護を工夫し市道利用者の障害を低減
現場溶接および現場塗装作業中の、アーク光や
粉塵等が市道利用者の障害にならないよう、足場
防護にアルミパネル防護を設置した。
市道の防護として、梁用ベント設備に、朝顔に
よる防護を追加し、小物等の落下防止をおこなっ
た。
アルミパネル内部は防炎シートとブリキ板を設
置し、塗料と溶接火花の落下防止と火災防止を行
い、市道利用者の安全を確保することができた。
�３ 高品質な溶接施工
本工事の現場継手は、６１継手中５１継手が全断面
現場溶接継手であり、高品質な溶接施工が求めら
れた。
本工事では、現場溶接施工について下記のこと
を実施し品質向上につとめた。
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①溶接技量試験の実施
溶接技量試験（図―１０）を実施し、合格者を施
工に従事させた。溶接姿勢は、下向き、上向き、
立ち上げ、水平の全４種類、最大板厚４０mm、鋼
材は SM５７０材で試験を実施した。

図―１０ 溶接技量試験実施状況

②溶接管理モニターでの溶接条件管理
溶接施工中に設定した入熱を超過すると、警報
ブザーが鳴るため、適切な入熱での施工を行うこ
とができた。
また各所で同時に溶接施工を行うため、溶接管
理者の省力化につながった。
③磁粉探傷検査の実施
隅角部において、磁粉探傷検査（図―１１）を追
加で実施し、表層欠陥の無いことを確認した。

図―１１ 隅角部磁粉探傷検査実施

④欠陥検出レベルの自主管理値を設定
超音波探傷の欠陥検出レベルを L／２検出レベル、
内部キズの許容値を t／６（t＜１８の場合は３mm）
の自主管理値を設定した。
これにより、通常では合格判定される欠陥を見

逃すことなく施工ができた。
⑤自動超音波探傷器の選定
自動超音波探傷器（図―１２）は全エコー、全波
形取り込み型を使用し、探傷ピッチを１mmと設
定し探傷を行い、欠陥検出の精度の向上につとめ
た。
⑥表層欠陥の検出
溶接線裏面にリブが存在する箇所は、表層欠陥
を超音波探傷検査にて検出が出来ないため、磁粉
探傷検査を追加し、表層欠陥が無いことを確認し
た。

図―１２ 超音波自動探傷検査状況

これらの項目を実施することにより、溶接の作
業工数は通常の４倍以上かかったが、溶接部の品
質が向上し、橋脚の施工品質が確保できたと考え
る。

４．おわりに

平成２６年４月より現場施工を開始し，平成２６年
１２月１日にⅢ P３～Ⅲ P６を完成、平成２７年３月
１３日にⅡ P２を完成させるという非常に短期間工
程での作業であった。
厳しい工程の中、無事故無災害で現場施工を完
工でき、担当各位のご協力にお礼を申し上げます。
最後に本工事の施工にあたり、ご指導いただい
た関東地方整備局京浜港湾事務所、（一財）港湾
空港総合技術センター，株式会社ポルテックの皆
様に深謝いたします。
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１．はじめに

本工事は、阪神高速道路４号湾岸線の平林高架
橋および新浜寺大橋において耐震性能を向上させ
る工事である。既に竣工した一期工事（長大橋耐
震補強工事（２０―３―湾））では優先的に落橋防止
装置や浮き上り防止装置等の施工を実施したため、
本工事は変位制限装置と支承改良工の施工を行っ
た。
工事概要
�１ 工 事 名：長大橋改良工事（２５―２―湾）
�２ 発 注 者：阪神高速道路株式会社 大阪管理部
�３ 工事場所：大阪府住之江区平林（平林高架橋）

大阪府堺市築港浜寺町（新浜寺大橋）
�４ 工 期：平成２６年０２月２５日～

平成２７年１０月２７日

２．本橋の耐震補強の特徴

平林高架橋は、耐震補強前の耐震性能評価より
支承部や鋼製橋脚に大きな損傷が発生することが
確認された。そのため、本橋の耐震補強対策とし
ては、エネルギー吸収と変位制御を同時に満たす
免震・制震技術が有効として、制震デバイスによ
る補強を採用している。具体的には、P１１１橋脚
部に設置したブラケット上の履歴減衰型のせん断
パネルダンパーで耐震性能を向上させる方法であ
る。図―２にせん断パネルダンパーの概略図を示
す。せん断パネルダンパーは、大規模地震時にせ
ん断パネルが塑性せん断変形することにより、地
震時エネルギーが吸収され、他の構造部位の応答
値が低減する効果を有している。そのため、耐力・
じん性補強対策の実施が困難な部位を含む下部構
造においては、せん断パネルダンパーによる耐震

日本橋梁建設土木施工管理技士会
日立造船株式会社
現場代理人

中 村 友 三
Tomozou Nakamura

監理技術者

尾 﨑 直 人○

Naoto Osaki

設計担当

松 野 進
Susumu Matsuno

阪神高速道路 長大橋の耐震補強について

２３
施工計画

図―１ 平林高架橋P１１１の着工前状況 図―２（a） せん断パネルの概略図

－８９－



対策が有効で、補強範囲や補強規模の縮減が期待
できる構造である。
しかし、P１１１橋脚は固定支承であり、上下部
工間の水平力をせん断パネルダンパーで負担する
ために固定支承の可動条件が必要になる。そのた
めには、支承が固定されている橋脚とベースプ
レートとの溶接を除去することで固定支承が移動
可能な構造としている。しかし、本構造のままで
は、常時に支承が移動してしまうため固定支承の
前面にスリットを有する板を設置し、衝突する荷
重を利用してスリット部を破断させるノックオフ
構造を採用している。図―３にノックオフ構造の
概略図を示す。

３．せん断パネルダンパーおよびノッ
クオフ構造の製作・施工上の課題

本工事でせん断パネルダンパーおよびノックオ
フ構造を製作・設置するにあたっては下記の課題

があった。
�１ せん断パネルのパネル部には低降伏点鋼（LY
２２５材）が使用されている。LY２２５材は、約７００℃
以上の入熱で品質が低下するため、製作時のひ
ずみ矯正として一般的に用いられている加熱矯
正の適用が困難であった。
�２ せん断パネルの現場施工においては、レベル
２地震時にせん断パネルの機能を十分に発揮さ
せるために、設計で要求された遊間量に対して、
その値を確保するための適切な管理が重要であ
った。特に、下部工付のブラケットの最大重量
は約２００ｋNもありブラケットサイズが非常に
大きいことおよび夜間交通規制内で架設を行う
必要があったため設置後の調整が困難であった。
また、上部工付ブラケットおよび橋脚付ブラケ
ットは桁内および脚内の内部補強材との取り合
いがあるため部材の製作及び設置誤差は、全て
せん断パネルダンパーの遊間で調整する必要が
あった。
�３ せん断パネルの機能発揮のためにはノックオ
フ構造として固定支承を可動化させる必要があ
り、そのためには橋脚ベースプレート部との溶
接をガウジングにより撤去することになる。そ
の際に一時的に支承が移動可能な状態になるた
め施工時での固定方法を検討する必要があった。

４．せん断パネルダンパーおよびノッ
クオフ構造の課題に対する対応策

�１ LY２２５材が約７００℃以上の入熱で品質が低下
することに対しては、せん断パネルの製作に先
立ち LY２２５材を用いたテストピースによる溶
接施工試験を行い、溶接手順とひずみ量の関係
などを把握した。この結果、製作時のひずみが
生じにくい製作方法を採用することで製作の効
率化を図った。
�２ せん断パネルおよびノックオフの遊間量は、
それぞれ１０�および５�に設定している。
ノックオフの設置は現場溶接のため遊間調整
は比較的容易であるが、せん断パネルは高力ボ

図―２（b） せん断パネルの概略図

図―３ ノックオフ構造の概略図
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ルトによって設置位置が決定し調整困難なため
遊間部の調整プレートによって調整を行った。
調整プレートの調整量はブラケットの製作およ
び設置誤差を考慮して表―１に示すように―１３㎜
～＋１３㎜調整できる板厚とした。また、ブラケ
ットの接触面側に図―２（a）に示す取外し可能
な調整ブラケットを設けることで、ブラケット
設置後に直ちに隙間を計測し、上記の調整プ
レートを設置した調整ブラケットを計測当日の
内に設置した。その結果、ブラケットの設置誤
差は１３㎜以下となり夜間交通規制時間内で設置
することができた。
�３ ノックオフ構造とした場合には一時的に支承
が移動可能な状態になるため施工時での固定方
法を検討する必要があり、下記の施工手順で施
工した。
①支承の改造は、せん断パネルダンパー等のブ
ラケットの設置完了後に実施した。これは、
施工中の不測の事態で支承が移動した場合の
ストッパーとして機能させるためである。
②支承部の溶接部のガウジング処理に先立ちノ

ックオフ構造設置のための準備工を完了させ
ておき固定支承が自由に移動できる期間を最
小限とした。
③ガウジング作業中はせん断パネルの遊間に間
詰めプレートを挿入し支承の移動を防止した
（図―４参照）。
④ガウジングは、ノックオフ構造を設置する箇
所を先行し、部材設置後に残りの部分を撤去
することで支承周囲の溶接ビードを撤去しサ
イドブロックを設置した。
以上の手順でノックオフ構造を設置することで
支承のずれを発生させず、かつ設計で要求された
遊間を確保することができた。

５．現場における問題点

本工事の施工重量の約２／３が集中している平林
高架橋 P１１１の施工の問題点を以下に示す。
当初の計画では、図―５に示すように市道上は
ブラケットを多軸台車に搭載し、市道を一時通行
止めにして架設、ヤード内は横取り設備を設置し、
Ｈ鋼クランプにて荷揚げ、架設する工法であった
が、道路管理者や警察と協議していく過程で、一
時通行止めが不可能であるという結論に至った。
また、設置するＨ鋼クランプと既設検査路の干
渉が現場確認により発覚した。そこで、施工方法
の変更を余儀なくされ、架設工法の詳細検討を行
った。

表―１ 調整プレートの調整量について

図―４ 間詰プレート詳細
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６．工夫・改善点と適用結果

架設工法を選定するにあたり実施・検討した事
項を以下に示す。
１）クレーンによる架設を検討するため、既設桁
や現状の地形について測量を実施し、架設可能
なクレーンを選定した。
２）市道上のブラケットを設置するために、道路
を跨ぐベント設備が必要であり、建築限界を確
保するため設計上可能な範囲でブラケットの設
置位置を高くした。
３）道路管理者及び警察とベント設備を設置する
ための常時一車線規制協議を実施した。
以上の結果、図―６に示すように箱桁と検査路
の間の空間を利用することで、クレーンによる架
設及び常時一車線規制が可能となり、道路を跨ぐ
ベント設備を設置する横取り工法とした。
また、この工法を選定したことで、Ｈ鋼クラン
プを設置するために必要であった仮設のＨ鋼や桁
補強が不要となり、またその施工日数が約２０日短
縮することが出来た。さらに、通行止めを行わな
かった事で近隣からの苦情も無く施工を完了した。

７．おわりに

今回の工事では、特殊な鋼材を使用することお
よび一つの部材が非常に大きいこと、また制限の
多い環境下での施工であったことを考慮すると、
設計段階で製作だけでなく施工面も考慮した合理
的な構造の提案を実施できたことで品質管理・出
来形管理上良い結果が得られたと考えられる。
また、架設方法の変更においても早期に協議を
開始したことで、十分に検討する期間が得られ、
より良い計画への方向転換が可能となった。
最後に以上の対応について、契約当初からご指
導・ご協力頂きました阪神高速道路㈱の皆様にお
礼を申し上げます。

図―５ 架設計画図（当初） 図―６ 実施架設計画図

図―７ 平林高架橋P１１１の施工完了後状況
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１．はじめに

工事概要
�１ 工 事 名：紫竹山道路 紫竹山 IC改良工事
�２ 発 注 者：国土交通省北陸地方整備局新潟国

道事務所
�３ 工事場所：新潟新潟市紫竹山５丁目地先
�４ 工 期 ：平成２６年３月１１日～

平成２７年３月３１日
�５ 工事数量：
EPS軽量盛土工 １８８６m３

壁面保護工 ５４４m２、均しコン１７２３m２

アスファルト舗装工 １６４０m２（t＝１５㎝）
路盤工 １６６０m２（t＝４０㎝）
飛節防止柵・基礎コンクリート ２６３m
仮設工、構造物撤去工、電気設備工 等一式

本工事は、新潟国道４９号線から国道８号線紫竹
山 ICへの I ランプの掛け替え工事に先立ち、仮
設 Iランプ道路を施工する工事である。既設・仮
設 Iランプは１車線一方通行の道路である。工事
は既設 Iランプ道路の法面を掘削し、軽量盛土と
して発泡スチロールブロック（以下：EPS）を約
４ｍ積み上げ、その上部に飛節防止柵工と舗装工
を施工する内容であった。また、仮設 Iランプ完
成後は既設 Iランプから仮設 Iランプの切換工事

までを行う。

２．現場における問題点

１０月末時点で施工区間の３００mのうち約半分は
舗装工（基層）まで完了した。しかし、図―１の
変更・追加施工区間の設計変更が１１月となったた
め、この区間の施工計画を再検討する必要があっ
た。
そして、仮設 Iランプ工事の変更・追加施工区
間を施工するにあたって、以下の条件があった。
１．国道４９号から８号へのバイパス Iランプ道路
（以下：既設 Iランプ）を通行止め規制せずに
施工すること。
２．変更・追加施工区間のバイパス側道（以下：
市道）は住宅や企業への連絡道路である為、こ
れを通行止規制せずに施工すること。
これら条件を満たすために以下の問題があった。

新潟県土木施工管理技士会
株式会社新潟藤田組
土木工務部

桑 山 卓 也

バイパス及び側道に挟まれた狭小部における
周辺交通への影響低減の施工計画

２４
施工計画

図―１ 仮設 Iランプ完成写真
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①仮設 Iランプ工事は既設 Iランプの盛土法面へ
の腹付施工である為、重機施工の際は平坦な機
械足場を確保する必要があった。現状で平坦な
重機足場は市道及び既設 Iランプであったが、
これら道路は一方通行で１車線の道路である為、
バックホウや工事車両を配置した場合通行止め
規制をする必要があった。
②仮設 Iランプの始点及び終点部では、既設 Iラ
ンプへの接続が必要であるが、既設ガードレー
ルの撤去工事及び施工中の仮設ガードレールの
施工の為の用地を確保する必要があった。仮設
Iランプの施工では車道境界白線から０．５mま
で掘削する必要があることから省スペースで施
工性の良いものが求められた。
③EPS側面の保護にはモルタル吹付が予定され
ていたが、施工足場及びモルタル飛散養生シー
ト設置のため市道に足場を設置する必要がある。
足場の幅０．９mと EPS壁面からの離れ０．３とし
て計算すると最低でも１．２mの幅を確保する必
要があった。しかし市道幅は約３．５mであった
ため足場を設置した場合約２．３mの幅員しか確
保できない。したがって足場設置の場合は市道
を車両通行止めの必要があるため、別工法を選
定する必要があった。
④仮設 Iランプ施工完了後は切換工事が必要であ
った。交通への影響を配慮し通行止め規制をせ
ずに切換工事を行う案を検討する必要があった。

３．工夫・改善点と適用結果

前述の問題を解決するために、以下の対策を実
施した。
①重機作業足場の確保
重機作業足場確保として、法面に大型土のうを
積みその上に敷鉄板を設置することとした。大型
土のうとすることで、市道を通行止め規制せず路
肩規制のみで重機作業を実施できた。また大型土
のうとすることで、撤去後の法面復旧を行わずに
済むことから市道通行止めでの作業を無くし工程
短縮を図った。
図―３では０．２m３バックホウで検討しているが
実際の施工では０．２５m３スライドアーム式バック
ホウを用い、施業半径の確保を行った。

 

 

I  0.2m3 BH 

0.25m3 BH 

( ) 

図―３ 重機計画作業横断面図

図―４ 仮設重機足場上での作業状況

資材搬入出経路の確保として、施工済み区間の
終点部の用地を使用することを検討した。再生砕
石と大型土のうでH＝約１．０mの坂路を設け、仮
設坂路として使用することとした。再生砕石は撤
去後に舗装工下層路盤材として再利用することで
仮設費用削減と工程短縮を図った。

図―２ 仮設 I ランプ横断面図及び問題点
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②仮設ガードレールの設置・撤去
仮設材料の搬入方法については①の工夫で解決
されたが、仮設ガードレールの重量と機械の作業
半径が問題であった。現在多く使われているH
鋼型ガードレールは０．６t／本であり、対して作業
に使用できるバックホウ（０．２５m３級クレーン仕
様）では設置したい箇所までの作業半径が確保で
きなかった。そこで人力設置可能な仮設ガード
レールを使用することを検討した。これは１基あ
たり５０kgであったが、連結して設置することで
自動車の衝突を耐えることができるため、道路脇
での作業でも安全性を確保し作業することができ
た。

図―６ 仮設ガードレール設置状況

施工後は既設 Iランプ道路外側にカラーコーン
と夜間点滅灯を設置しデリネーターの代用として
いる。

③EPS壁面保護工の代替案選定
当初はEPS保護工としてモルタル吹付が予定
されていたが施工時の用地確保の問題に加え、完
成後の共用中にモルタルが剥落し第三者に落下す
る可能性もあったことから代替案を検討した。
EPS保護工の目的はEPSの直射日光を主とする
自然条件からの保護と防火対策である。代用安と
しては以下の３つが主に検討された。
A : EPS 専用の壁面保護パネルを用いる。
B：建築構造物用塗装を塗布する。
C：メッキ処理された金属板を加工して貼り付ける。
３つの案を次のように比較・検証した。

表―１ 壁面工比較表

A案は仮設 Iランプの共用予定年数５年間に対
して材料費が高額であり棄却した。B案は小規模
の実験施工を行ったものの発泡スチロール面に塗
布した塗料が経年劣化で剥離したため棄却した。
C案は耐久性ではA案に劣るものの共用予定年
数５年間を満足する為C案に決定した。
比較検討により、金属板（ガルバニウム合金波
板）の壁を施工することに決定した。施工にあた
っては、高さ４mの EPS壁面に金属版と枠組み

図―５ 仮設坂路からの資材搬入写真

図―７ 仮設ガードレール設置完了
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（単管及び桟木）を施工するために電動昇降機を
使用した。足場を設置し作業する場合に比べ市道
への影響が少なく路肩規制のみで施工することが
できた。

 

 

図―８ 壁面工施工状況

④ Iランプ切換作業
Iランプ切換作業を通行止め規制せずに行うと
いう課題において、以下の点の工夫を行った。
１．一般交通量が少ない時間帯に施工する為に、
切換時間を日曜早朝６時とする。また日の出後
の時間とすることで規制後の一般車両からの視
認性を高めて事故防止を図る。
２．規制材料は切換直前に移設しやすいカラー
コーンと矢印板に置換する。また切換作業は当
社職員並びに当日就労の作業員計１５名以上全員
で役割分担して行うことで短期に終了させる。
３．切換開始の判断は現場手前１．５km地点の見
張員からの無線連絡で行う。現場手前のバイパ
ス道路は緩やかな曲線で見通しが利かないが、
一般車両の途切れ目を狙い施工することができ
る。
以上の工夫から Iランプ切換作業における規制
材の移設は約１分で完了し一般車交通へ影響を与
えることなく実施できた。

４．おわりに

本工事では、『既設道路を通行止めせずに施工
する』という課題において、現場施工条件に合致
した施工方法をとることで安全面に十分配慮しな
がらも工事を完了することができた。今後日本は
維持・修繕工事がメインへとシフトしていく時代
にこのような工事を管理できたことはとても良い
経験となった。施工方法の選定は、現場条件を十
分考慮したうえで多岐にわたる施工案の中から施
工業者や発注者と協議検討し、決定することの重
要性を強く感じました。
最後に、本工事の施工に際して多くのご指導を
いただいた発注者である国土交通省新潟国道事務
所の方々はじめ、施工に携わった皆様に、誌上を
お借りして厚く御礼申し上げます。

図―９ I ランプ切換作業概略図

図―１０ I ランプ切換直後の状況
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１．はじめに

工事概要
�１ 工 事 名：山陰終末処理場水処理建設工事
�２ 発 注 者：下関市上下水道局
�３ 工事場所：下関市
�４ 工 期：平成２６年１０月１０日～

平成２８年１月２９日
�５ 工事概要：水処理施設の築造

掘削（土砂）：４５，７００m３

掘削（軟岩）：８，５２０m３

埋戻し（発生土）：１７，３００m３

本体築造工：１式
（最初沈澱池、反応槽、最終沈澱池）

２．現場における問題点

本工事での基盤岩である礫岩は、事前の地質調
査では新世代第三紀古第三紀幡生累層の礫岩であ
り、軟岩相当と判定されていた。岩の圧縮強度試
験結果は３．９１N/mm２～６８．１N/mm２となっており、
同じ岩種ではあるものの強度に大きな差が見られ
た。低い値である試料の破壊状況としては、礫部
とマトリックス部の境界で破砕されており、これ
は礫岩の特徴といえ、強度に幅を持つと判断され
ていた。調査の結果としては、一部中硬岩相当が
見られるが、全体としては軟岩として結論付けら

れていた。
しかし、実際の施工において当該地層まで掘削
が進捗していくと、掘削に非常に時間がかかり、
また岩盤も想定よりもかなり硬いことが分かった。
工程もかなり厳しかったため、施工を止めずに
速やかに岩盤の調査を行い、施工方法の変更の検
討及び発注者との協議する必要があった。

３．工夫・改善点と適用結果

当該地盤の分類を評価するために、以下の３種
類の試験を実施し、その他２種類の歩掛調査を行
った。
①一軸圧縮強度試験
②地山の弾性波速度試験
③シュミットロックハンマー試験
④試験施工による歩掛調査
⑤最初沈澱池における岩盤掘削歩掛調査

東京土木施工管理技士会
東亜建設工業株式会社
作業所長

日 高 虎之助○

Toranosuke Hidaka

担当技術者

増 谷 勇 斗
Yuto Masutani

下関営業所副所長

梅 山 雅 史
Masashi Umeyama

礫岩の岩盤分類変更について

２５
施工計画

図―１ 試験・調査実施位置図
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以下に各試験及び歩掛調査の概要と結果を示す。
①一軸圧縮強度試験について
原位置にてコアドリルを用いて岩盤の削孔を行
い、φ５０mmの試料を採取した。
しかし、採取時にコアチューブ内で崩れ、一軸
圧縮強度試験の試料として満足な試料の採取がで
きなかった。これは、大型ブレーカーで掘削する
際に表層を乱すためだと考えた。
そこで、ある程度大きく岩塊状に掘削し、その
岩塊から試料採取することとした（図―２）。
岩塊を削孔することで２０cm程度の試料を採取
することができた（図―３）。

図―２ 削孔状況 図―３ 採取試料

採取した試料を試験室に持ち込み一軸圧縮強度
試験を実施した。（JIS M ０３０２ 岩盤の圧縮強
さ試験方法）
試験の結果、一軸圧縮強度は７２．５N/mm２であ
った。

②弾性波速度試験について
同じく採取した試料を試験室へ持ち込み、「岩
石の超音波伝播速度測定（JGS１２２０）」にて超音
波伝播速度を測定した。この試験は超音波パルス
を岩石試料端で発振し、他端で透過したパルスを
受振するもので、波の伝播時間（透過時間）から
速度を算出するものである。パルス発振部、発振・
受振子、増幅・制御部及び記録部からなる透過式
超音波速度測定装置を用いて測定を行った（図―
４、５）。また、岩盤の良好度分類から亀裂係数
を決定し、地山弾性波速度を推定した。
試験結果を表―１に示す。
亀裂係数については、（表―２）より推定した。
当地区に分布する礫岩は、非常に亀裂が少ない
ため、亀裂係数は「B」の最高値は見込めるもの

とし、Cr＝０．２５とした。（Cr：亀裂係数）
ここで地山の弾性波速度を以下の式より求めた。
Cr＝１―（V２／V１）２

ここで、V１：岩塊自体の弾性波（超音波）速度
V２：地山の弾性波速度

試験結果よりV１＝３．１km/sec であるのでV２＝
２．７km/sec と推定された。

③シュミットロックハンマー試験
コンクリートテストハンマーの先端を改造した
岩盤用のシュミットロックハンマーにて原位置で
の反発度を測定し、その値から岩盤の一軸圧縮強
度を推定した（図―６）。

図―４ 測定装置の構成 図―５ 測定装置一式

表―１

表―２ 小野寺による岩盤の良好度分類

出典「地盤工学会編：岩の工学的性質と設計・施工への応用」

図―６ 測定状況
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シュミットロックハンマーは、実際の切羽の状
態で測定することができるため、多数の測点が得
られること、構造物の基盤としての強度を測定で
きることという利点がある。その結果、数少ない
サンプルコアによる大きな誤りを起こす可能性が
低く、大局的には正しい強度に近い数字が得られ
るといわれている。なお、シュミットロックハン
マーでの測定では測定面を付属のカーボランダム
ストーンで平坦にすることになっているが、礫岩
という特性上できなかったので、なるべく平坦な
場所を選んで測定した。したがって測定値は真値
よりは小さく出ているといえる。

図―７ シュミットロックハンマー試験結果

図―７より、シュミットロックハンマー試験の
平均反発度は５１．２となり、一軸圧縮強度に換算す
ると９９．０N/mm２と推定された。（※ばらつきを考
慮し、上下５点ずつを消去した。）

④試験施工による歩掛調査
岩盤掘削範囲において試験施工を実施した。試
験施工範囲は５m×５mとし、大型ブレーカーに
て岩盤の掘削を行った。測点は９点とし、一定時
間後の掘削深度から掘削容量を算出した。算出さ
れた掘削容量から一日施工時間当たりの歩掛を計
算した。
結果としては、１６５分で３．６８１m３掘削した。こ
の結果より１時間当たりの掘削量としては１．３３８
m３／h となった。また、施工サイクル（図―９）よ
り１日の施工時間は６．２５ｈとした。
よって、１日の施工歩掛は下記の計算により８．４

m３／台・日となった。
施工歩掛＝１．３３８×６．２５≒８．４m３／台・日

⑤最初沈澱池における岩盤掘削歩掛調査
最初沈澱池の区域における岩盤掘削の進捗を整
理し、標準積算歩掛（表―３）との対比を行った。

表―３ 大型ブレーカー掘削１日当たり施工量

出典：「土木工事標準積算基準書（H２６年）」

最初沈澱池の岩盤掘削平均（全体）歩掛は、２６．８
m３／台・日であった。また、進捗の極端に下がっ
た硬岩相当部の平均歩掛は１７．８m３／台・日であっ
た。これは、土木工事標準積算基準書（H２６年）
を参考にすると、硬岩の施工量より少ない数量で
あった。

４．おわりに

実施した試験結果を（表―４）に示す
図―１０より一軸圧縮強度から推定される当該区
域の岩級はCH（軟岩Ⅱ）～B（中硬岩）といえ
る。
表―５より弾性波速度から推定される岩盤分類

図―８ 測点概要

図―９ 施工サイクル
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は中硬岩であるといえる。
また、施工実績から算出した歩掛及び試験施工
の実績は硬岩以上に低い歩掛であった。
以上の結果より、当該地盤の岩盤分類は中硬岩
以上であるとした。
最後に、今回の調査において、一軸圧縮強度の

みでなく、弾性波速度を推定したことにより、岩
盤の分類をより客観的に示すことができた。また、
試験施工や実施工の歩掛を調査することによりさ
らに実際の岩質に近い評価ができたと考えられる。
また、弾性波速度については、PS検層等の方
法が一般的である。しかし、岩盤を露出させるま
で施工を進めていた場合においては、コアドリル
により削孔し、超音波伝播速度と岩盤の良好度分
類から亀裂係数から地山弾性波速度を推定する方
法が、非常に安価で短い日程で実施することがで
きたため、有効であると言える。実際に、一日も
施工を止めずに調査を行うことができ、実施工の
歩掛調査以外は岩盤の露出から数日のうちに報告
することができた。

図―１０ 岩石の一軸圧縮強度と岩級区分の関係

出典：「土質調査報告書（平成２５年１２月）」

表―５ 土質・岩分類

※上表は地盤材料の工学的分類法（小分類）による

表―４ 試験結果一覧表

－１００－



１．はじめに

工事概要
�１ 工 事 名：震復社整統補００１０２－A０２号

平成２５年度 塩釜港区電気防食工事
�２ 発 注 者：宮城県仙台塩釜港湾事務所
�３ 工事場所：宮城県宮城郡七ヶ浜町東宮浜字

鶴ケ湊地先他
�４ 工 期：平成２７年１月３０日～

平成２７年８月３１日
�５ 施工内容
中ふ頭東側桟橋 被覆防食工Ａ＝２００m２

要害防波堤 被覆防食工Ａ＝７５m２

電気防食工
（１．５Ａ、３０年耐用型）
Ｎ＝２８個

追の浜防波堤 被覆防食工Ａ＝１０２m２

水中硬化型防食工
Ａ＝４４m２

電気防食工
（１．５Ａ３０年耐用型）
Ｎ＝１２個（A）防波堤
（１．５Ａ、２０年耐用型）
Ｎ＝４０個（B）防波堤
鋼管補強工Ｎ＝１式

本工事は、先の東日本大震災により被災した塩

釜港にある３箇所の防波堤の長寿命化を図るべく
計画された桟橋及び防波堤の被覆防食、電気防食
工事である。施工位置は貨物の着岸する中ふ頭か
ら漁船が接岸する要害、追の浜防波堤と塩釜市か
ら七ヶ浜町まで広範囲にわたっていた。海洋工事
なので労働基準監督署の他に海上保安庁への作業
計画書の提出が必要だった。

２．現場における問題点

まず施工計画段階で現地の事前調査に着手した。
海中作業であり自身での調査は不可能なので潜水
士により調査を行った。
調査内容は
１．対象施設の水深確認
２．鋼材の腐食状況の確認

東日本コンクリート株式会社

保 科 和 利○

Kazutoshi Hoshina
伊 藤 克 己
Katsumi Ito

目 黒 仁
Hitosi Meguro

電気防食工事の施工

２６
品質管理

図―１ 追の浜防波堤被覆防食施工前
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３．被覆防食に干渉する不要鋼材の有無。
４．鋼矢板型式の確認。（肉厚、枚数を含む。）

調査の結果
１．対象施設の水深については追の浜防波堤で発
注図書と水深が異なり施工前の協議が必要とな
った。
要害防波堤、中ふ頭東側さん橋のついては発注
図との差異はなく問題はなかった。
２．鋼材の腐食状況については牡蠣殻の付着がひ
どく、牡蠣殻を落としてからケレンを行い確認
作業を行い、追の浜（Ａ）防波堤において、鋼
管杭に貫通孔が確認された。また、追の浜（Ｂ）
防波堤においては、鋼管が溶接されていてまる
で鋼管を継ぎ足したような箇所が確認された。

図―２ 鋼管貫通孔確認

３．不要鋼材は、各現場において確認され干渉箇
所は撤去することにした。

図―３ 不要鋼材撤去前

４．鋼板の型式と枚数は、発注図と相違ないこと
を確認した。ただし、発注図は鋼矢板が連続的
に並んでるが、実際の配置は様々で鋼矢板が途
切れているところや段違いに配置されてあると
ころ等が確認された。

図―４ 事前調査作業状況

調査完了後、施工内容の検討に入り、この段階
で問題となったのが、追の浜（Ｂ）防波堤の水深
が発注図と大きく異なる点であった。発注図は、
すべて一定になっていたが、実際の地盤線は高い
位置にありFRPカバーの配置が階段状になるこ
とが事前調査にて判明した。また水深が浅い箇所
では、FRPカバー（被覆防食）とアルミ陽極が
干渉することが判明した。そして鋼管杭の貫通孔、
継杭部分に関しては肉厚を測定し、設計したコン
サルタントに判断を委ねることとなった。

３．工夫・改善点と適用結果

まず、追の浜（Ｂ）防波堤については、水深が
発注図のように確保できるところは発注図通りの
施工とし、地盤線が斜めになっている箇所につい
てはFRPカバーの寸法が１枚１枚違ってくる煩
雑な構造となってしまうため、発注者と数回にわ
たり協議を重ねFRPカバーでの施工から水中硬
化型のエポキシパテによる施工とした。FRPカ
バーで施工すると、カバーの製作が煩雑になり製
作日数がかかり製作コストにも影響が出てしまう
ことが予想された。ただし水中硬化型のエポキシ
パテの耐用年数が２０年であることが一時期問題と
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なった。

図―５ 水中硬化型エポキシ樹脂施工状況

というのも、FRPカバーを使用すれば耐用年
数が３０年ある。施工性だけを考慮してエポキシパ
テの施工とはすぐに結論は出なかった。
ただ幸いなことに、追の浜防波堤の電気防食工
において使用しているアルミ陽極の耐用年数が２０
年だったので維持管理の面から考えれば耐用年数
を同じにした方が管理しやすいというメリットが
ある。発注当時から２０年と３０年が混在していたた
めに、今回の変更協議が成立した。エポキシ樹脂
パテによる施工の場合、手作業になるため厚さ管
理が重要となる。通常は鋼製のロットを差して随
時確認するが今回は、協議を経ての変更なので、
膜厚計を使用しての管理も行った。

図―６ 膜厚計による膜厚測定状況

次に、不要鋼材の処理だがFRPカバーやアル
ミ陽極の施工に支障がある場合は、切断すること
にした。補強して長寿命化を図っている杭につい

ている不要鋼材を撤去するので、作業は慎重に進
めた。

図―７ 不要鋼材切断状況

追の浜（Ｂ）防波堤における継杭処理してある
箇所は、コンサルタントの照査が完了しないため
次工事へと引き継ぎを行うこととした。
貫通孔に関しては、厚さ１０mmで３００＊３００の鋼
板を杭の形状に加工し水中溶接を行った。

図―８ 補強鋼板３００＊３００溶接完了

また、作業が進行する過程において、発注図は
FRPカバーの締め付け方法がボルト方式のため
作業スペースが１０cm程度確保できれば問題はな
いが、防波堤の内部にコンクリート板があり、鋼
杭とコンクリート板の隙間が３cmほどしか確保
できない箇所が確認された。その部分は、ボルト
方式からリベットタイプとして施工した。
追の浜（Ｂ）防波堤において水深が浅いため、
アルミ陽極とFRPカバーが干渉する件だが、所
定の水深が確保できないため、陽極の取り付け位
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置を変更することも考えたが、陽極があまり離れ
すぎると電気防食の効果が期待できないので、や
むなく干渉するFRPカバーを切り欠き、アルミ
陽極の取り付け部分を水中硬化型の樹脂で補強し
た。

図―１０ アルミ陽極搬入

４．おわりに

私自身、被覆防食、電気防食工事の施工は初め
てで、何もかもが新鮮に感じらた。しかし施工完
了した現在感じることは、この仕事は特に施工前
の照査現地確認は入念に行うことが重要であると
感じている。かつて橋梁の補修を施工していると

現地と発注図が異なり協議が必要な場面があった。
協議を幾度となく重ねて図面を作成して施工した
記憶がよみがえった。今回は海中での作業なので
なおさらのことだった。通常、陸での作業では自
分で施工管理して写真を撮影し写真管理も作業内
容の把握も容易だが、海中はそうはいかず、潜水
士による作業がメインなので施工も潜水士の技量
に左右される。そこで打ち合わせの時間や休憩時
間を利用して彼らといかに上手にコミュニケーシ
ョンをとるか考えた。彼らの考え方をきちんと把
握していなければ、現場管理どころではない。潜
水士が撮影した画像を直ちに確認し、取り残しが
あればすぐに指示して撮り直ししなければならな
いのである。
先の東日本大震災の影響かどうかは不明だが、
海中の杭や構造物の劣化は予想以上だった。特に
飛沫帯付近の損傷は激しいものがあった。大気中
や海中は飛沫帯に比べると比較的損傷度は軽いも
のがあった。橋梁などだけが長寿命化を図ってい
るわけでなく桟橋、防波堤にも老朽化の波が押し
寄せている。単に補修工事を施工するのではなく、
現地調査を十分に行い、現場に合わせた施工方法
を提案し地元の方々や発注者に満足していただけ
る現場を提供すべくこれからも作業に努めていき
たいと思う。

図―１１ 追の浜（Ｂ）防波堤被覆防食完成

図―９ FRPカバー搬入
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１．はじめに

一般国道１６８号は和歌山県新宮市と大阪府枚方
市を結ぶ主要幹線道路であり、その一部が位置す
る奈良県五條市大塔町では、交通の利便性と安全
性の向上を目的として『国道１６８号辻堂バイパス』
の建設が進められている。本橋はこのバイパスの
一部にあたる上路アーチ橋である。
アーチ橋の架設はケーブルエレクション斜吊り
工法が一般的であるが、施工ヤードが狭隘である
ことからスパンドレルブレースドアーチ橋の構造
特性を活かしたタイバック工法によって架設を行
った。
本稿では国内でも施工実績の少ない架設工法で
施工した本橋の精度向上・品質向上・安全対策に
ついて述べる。

工事概要
�１ 工 事 名：一般国道１６８号地域連携推進事業

（国道改築）（その２）
�２ 発 注 者：奈良県
�３ 工事場所：奈良県五條市大塔町辻堂地内
�４ 工 期：平成２３年３月１８日～

平成２６年１０月３１日
�５ 橋梁形式：鋼４径間連続スパンドレル

ブレースドアーチ橋
�６ 橋 長：１６２．０m

日本橋梁建設土木施工管理技士会
川田工業株式会社
現場代理人

福 嶋 貴 生○

Takao Fukushima

監理技術者

渡 部 直 人
Naohito Watanabe

タイバック工法を用いたアーチ橋の架設

２７
品質管理

図―１ 架設状況 図―２ タイバック設備
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２．現場における問題点・課題

本橋の施工にあたり下記の問題点・課題があっ
た。
�１ 出来形精度確保
一般的に用いられる斜吊り工法は、アーチリブ
を部材ごとに斜吊り索で保持しながら架設を行う
ため、斜吊り索の張力調整により各々の部材の標
高調整は容易に行える。一方、本工法は桁端部を
タイバック設備で橋台と固定し、順次張り出し架
設を行うので、標高調整ができるのは先端部材の
みに限定され、全体の形状調整ができないため、
出来形精度の確保が困難であった。また、閉合直
前において先端部の部材は相対的に垂れ下がった
状態になることを考慮する必要があった。加えて、
本橋はアーチリブや補剛桁、縦桁、横桁、支柱、
横構、斜材等から構成される部材数の多い複雑な
形状であるため、製作誤差や現場での組立誤差が
累積し、全体の出来形精度が低下する懸念があっ
た。
�２ グラウンドアンカーの耐力確保
本橋の架設に用いたケーブルクレーンは最大吊
り重量が５５．８t にも及ぶため、それを支持するグ
ラウンドアンカーは非常に重要であった。グラウ
ンドアンカーの入線方向は通常、山の斜面に直角
とするが、A１橋台側のアンカーは山の斜面にほ
ぼ平行に入線させる必要があったため、アンカー
体となる地盤の影響円錐の範囲を正確に求める必
要があった。
�３ 出来形計画値の算出とタイバック張力管理
架設途中の出来形の計画値は、タイバック設備
の引き込み量や温度変化に大きく影響するため、
日々変化する気象条件やタイバック張力に即した
計画値の算出が不可欠であった。タイバック設備
に設けるA１側、A２側それぞれ１６本の PCケー
ブルの張力に著しい不均等が生じていないことや、
架設中の鋼桁に過大な応力が生じていないことを
確認しながら架設を進めていく必要があった。

３．問題点・課題に対する対応策と適
用結果

先の問題点・課題に対し下記の対応策を実施し
た。
�１ 製作キャンバーの精度向上と製作誤差の累積
防止
架設途中で部材の標高調整ができないことから、
完成時の出来形精度を確保するためには、工場製
作時における精度向上は必須事項と考えられた。
そこで、製作キャンバーを実剛度、実荷重にてモ
デル化し、現場での架設ステップ（全体で４つの
架設系）を考慮した３次元立体骨組解析で算出し
た。特にタイバック架設において、先端部材以外
の個々の部材の高さ調整ができないことを考慮し、
閉合直前においてには桁先端が垂れ下がった状態

図―３ 立体骨組みモデル図

図―４ キャンバー解析時の架設ステップの１例

図―５ 製作キャンバーのイメージ
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で最終部材を落とし込み・閉合できるようにキャ
ンバーを設定した。その結果、架設完了時の桁標
高の誤差は最大２１mmであり、一般的な斜吊り工
法と比較しても遜色ない結果であった。
また、タイバック架設は橋台をアンカーとして
順次張り出していく架設工のため、張り出した
個々の部材の標高調整を行うことは困難であり、
架設完了時における出来形精度を確保させるため
には、工場製作段階において精度の高い鋼桁の製
作が必要であった。一般的に、本橋のようなアー
チ桁の仮組立は側面方向・断面方向・平面方向と
複数回に分け重複仮組を行うが、全ての部材を同
時に仮組立しないために、それぞれの面材の製作
誤差が現地での架設時に蓄積されてしまう。そこ
で図―６のようにアーチを逆さにして一体で仮組立
を行い、重複仮組による製作誤差の蓄積を防いだ。
�２ グラウンドアンカーの品質保証
本橋の架設に用いるケーブルクレーン（３０t 吊
２系統、１５t 吊２系統）のアンカーは、隣接工区
との作業スペースの関係からコンクリートアン
カーを用いることが不可能であったため、グラウ
ンドアンカーを用いた。グラウンドアンカーはア
ンカー体を形成する土量によりその耐力が決定さ
れるが、前に述べたように、本橋ではアンカーの
入線方向と地山の斜面（法面）の方向が平行に近
い状態であり、アンカー体を形成する土量の算定
が非常に困難であったため、ノンプリズム式の
トータルステーションを用いてアンカー設置箇所
の山の断面を詳細に計測し、計画に反映した。そ
の結果、品質保証試験においても十分な耐力が得
られていることが確認できた。

�３ タイバック引き込み量と桁温変化に対する対
応およびケーブルに作用する張力の管理

図―６ 立体仮組立
図―７ グランドアンカー定着箇所

図―８ ノンプリズムトータルステーションを用いた測
量状況

図―９ 測量結果を用いたアンカー計画図
（上：側面図 下：断面図）
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問題点・課題で述べたように、本工法はタイバ
ック設備の張力や桁温の変化により桁先端が変位
し計画値が変化するため、現状に即した計画値を
瞬時に算出する必要があった。計画値の算出に当
たっては桁温度や引き込み量を集中的に管理し、
その時々の条件に合う計画値を瞬時に算出するシ
ステムを構築し、架設ステップ毎に３次元の座標
管理を行いながら架設を進めた。その結果、架設
完了後の出来形標高についても図―１２に示すよう
な結果となり、規格値の５０％以内の良好な出来形
であった。PC鋼線はセンターホールジャッキに
て張力を調整する構造となっており、張力の測定
はジャッキの油圧ゲージにて行うことも可能であ
ったが、油圧ゲージのばらつきが大きく、鋼線の
微妙な引き込み量で桁先端の標高が変化する本工
法には適さないと判断し、張力測定の精度を高め
るため、図―１０に示すようにＰＣ鋼線のナット部
にロードセルを設置して張力を管理した。ロード
セルによって計測されたデーターは、図―１１に示
すように計測室で集中管理を行った。
タイバック工法を用いた架設において反力や鋼
桁に生じるひずみが設計値と合致しているかを確
認することは架設を安全に進めていくうえで重要
であったため、鋼桁に生じるひずみを計測する
ゲージを取り付け、図―１１のパソコンにて常時監
視を行いながら架設を進めた。結果、架設中の張

力はおおむね解析通りに推移し、閉合直前の張力
の誤差は図―１３に示すように１０％以内であったこ
とから、安全に架設作業を進めることができた。
また、橋台をアンカー代わりに架設する本工法で
は、橋台の異常な変位が無いことが架設を安全に
進める上の大前提であるため、架設ステップごと
にトータルステーステーションを用いて計測しな
がら架設を進めたが、橋台の異常な変位は確認さ
れず安全に架設を進めることができた。

４．おわりに

本橋は２０１３年１月より現場工事に着手し２０１４年
２月６日に無事閉合した。タイバック工法という
国内でも数少ない架設工法で架橋された本橋の事
例が今後の工事の参考になれば幸いである。
最後に本工事の施工にあたり奈良県県土マネジ
メント部、奈良県五條土木事務所の関係各位に適
切な助言、ご協力を頂き無事故で完工することが
できました。ここに深く感謝の意を表します。

図―１０ ロードセルとひずみゲージ

図―１１ 集中管理システムとモニター画面

図―１２ 架設完了後の出来形標高誤差（mm）
（規格値：±７３mm 最大誤差２１mm）

図―１３ 閉合直前の水平反力

図―１４ 閉合状況
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１．はじめに

本工事は、北広島市と札幌市をつなぐ主要幹線
道路の道道栗山北広島線で縦・横断クラックや、
わだちの発生した路面表層部の補修を行う維持舗
装工事である。
工区はクラック補修のみを「クラックカット
シール工法」で行う工区と表層の「切削・オーバー
レイ」を行う工区とに分かれ、本文は切削・オー
バーレイの施工区間に発生しているクラックの再
発防止のために行った、新たな試みについて記述
する。
工事概要
�１ 工 事 名：栗山北広島線 舗装補修工事（道

債）
�２ 発 注 者：北海道空知振興局札幌建設管理部

担当出張所 千歳出張所
�３ 工事場所：北海道北広島市
�４ 工 期：平成２４年３月９日～

平成２４年６月２０日
�５ 工事内容：
路面切削工 ７，１３０m２

クラック補修工（クラックカットシール）
１，０１６m
車道アスファルト舗装工 ７，１３０m２

クラック防止処理（クラックシート）２７m２

区画線工 １式 排水構造物修繕工 １式

２．現場における問題点

施工に先立って行った路面調査の結果、施工継
手や拡幅工事の際の継手に下層部まで達している
クラック（図―２）が多数発生していて周辺の路
面にもクラックや欠損など影響が広がっていた。
図―３に示すように過去に行われた拡幅工事の継
手跡などでは１０㎝前後の間隔で並行にクラックが
入り表層が溝状に剥離している箇所も数多く見ら
れた。このような箇所では図―１に示す当初設計
のクラック防止処理工法（クラックシート）のみ
では供用後、短期間の内に再びクラックが発生す
る恐れがあり、新たな再発防止の対策が求められ
た。
破損の状態から打換え工法や表層・基層打換え
工法が適当と思われた。しかし、本工事は表層の
路面機能回復を目的としていることから、打換え
工法や表層・基層打換え工法をたとえ局部的に行
うにしても、これらの工法は費用が嵩むため採用
を見送らざるを得ず、機能回復に有効で経済的な

（一社）北海道土木施工管理技士会
株式会社玉川組
現場代理人

石 川 俊 哉○

Toshiya Ishikawa

監理技術者

小 林 房 昭
Fusaaki Kobayashi

アスファルト舗装クラック補修方法の工夫

２８
品質管理

図―１ 設計断面図
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工法の創出が課題となった。

３．工夫・改善点と適用結果

３―１ 工夫・改善点
現在までクラック抑制工や補修工法は種々考案
され施工されてきたが抜本的な対策に至っていな
いのが現状である。
北海道のように著しく凍上の影響を受ける地域
では、凍結・融解が繰り返されることにより発生
するせん断力と、拡幅工事や既設舗装を切断して
行う埋設物設置工事の継手部などで起こる、支持
力の異なる隣り合った舗装体のひずみ量の相違で
発生するせん断力、これらのせん断力がクラック
発生の主な原因と考えられる。このせん断力に耐
え得る強度を有しかつ、せん断力を吸収あるいは
分散する構造であることを条件に、補修資材や補
修方法など文献やインターネットの最新の情報、
過去の施工経験から種々検討を行った結果、橋梁
継手部に敷設した瀝青シートで収縮やひずみを吸
収する「埋設ジョイント」の仕組みを取入れ応用
出来ないか、さらに検討を行った。
せん断力を吸収・分散する仕組みを本工事に取
入れ、さらに舗装体の強度を増すため、以下に示

す構造とした。
既設表層を全面切削したのち、クラック発生箇
所の既設基層を溝切削する、溝切削幅はクラック
防止シート（W＝３３cm）との組合せを考慮して
施工幅（W＝３５cm）とし、溝の中にクラック防
止シートを敷設して、その上に新設基層 t＝４cm
を舗設する（図―４）。
上記構造は破損の顕著な１６７mの区間に採用を
決め、他の軽微な破損箇所は設計通りクラック防
止処理工法（クラックシート）で行うこととした。

３―２ 適用結果
切削機は作業速度が３～４ｍ／min と十分な作業
能力を有しコストを低く抑えられることから廃材
を直接積込めるコンベア付の溝切切削機械（Wirt-
gen W３５DC）図―５を使用した。クラック防止シー
ト（W＝３３㎝）は当初設計の規格の製品をそのま
ま使用して切削溝の中に敷設した、粗粒度アスコ
ンは人力にて舗設して小型振動ローラ（０．８ｔ）、
タイヤローラ（８～１２ｔ）で転圧を行った。

図―２ 下層路盤まで達しているクラック

図―３ 路面状況

図―４ 施工断面図

図―５ 溝切り切削機械
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１日当たり施工量は溝切削後に人力で舗設する
粗粒度アスコンの施工速度に影響されるため１００
ｍ／日が妥当と判断する。本工事では１６７mを２
日間で完了した。
この補修方法を採用することにより構造上弱点
となる継手の位置がずれ、せん断力の作用点が分
散してひずみが抑制され、健全な基層でひずみに
対する復元力と強度を回復し、クラック抑制シー
トの持つ引張強度でせん断力を吸収・分散してク
ラックの発生メカニズムを遮断する仕組みを舗装
構造体の中に組込んだ。
前述のとおり本工事は表層を切削・オーバーレ
イする路面機能の回復を目的とするものであった
が構造に係わる耐久機能の低下を示すひび割れ、
変形、摩耗、剥離が顕著であり、交通の安全と快
適性が失われ、沿道環境へも影響を与えていた。
そのため耐久機能の回復・改善を図る必要性を発
注者に示し、補修工事の範囲の中で適用できる効
率的で経済的な工法を創出して提案を行った。
数度にわたる発注者との採用に至る協議を経て
了解を得、施工とその後の追跡調査を通じて、有
効性を示すことが出来た。
この工事が完成してから３年が経過したが図―

１２、１３に示す通り対策を行った路面にクラックの
兆候はまったく見られず、維持修繕の目的である
「舗装の耐久性確保」「路面の走行性確保」「沿道
環境の悪化防止」を果たすことが出来、この新た
なクラック防止の構造が適切に機能していると判
定出来る。
今回試みた技術は、破損原因が拡幅部分の継手
箇所や埋設物設置のため舗装を切断した継手箇所
などに発生する下層部まで達するクラックに有効
でかつ、予防処置として施工しても確実に効果を
発揮して、ライフサイクルコストの低減に寄与す
るものと確信する。

図―７ クラック部溝切削状況

図―８ クラックシート設置状況

図―６ 施工順序・施工状況写真
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４．おわりに

北海道の舗装道路は気候の温暖な地域に比べ舗
装の耐用年数が冬用タイヤの使用や、凍結・融解
で発生するポットホールやクラックが原因で短く

補修に係る費用も多い、そのため補修コストを削
減する技術が求められている。
ライフサイクルコストの低減に効果的な技術の提
唱は、アセットマネジメント運用プロセスの一端を
担う、舗装の維持修繕を生業とする事業者の責務
と考え、地域の現況を踏まえ、その特性に適合す
る技術を研鑽し、地域ニーズに適切な工法の蓄積
を行い、具体的な手法として活用を図らなければ
ならないと、本工事の施工を通じて痛切に感じた。
課題解決のため種々取組んだプロセスを奇貨と
とらえ、技術者として得た貴重な体験を今後担当
する工事で活かし、新たな技術にチャレンジし質
の高い製品の提供に役立てていきたい。
最後に、当技術にご理解をいただき、採用に当
たりご指導を賜りました札幌建設管理部 千歳出
張所の皆様にお礼申し上げます。

図―９ 基層舗装状況 図―１０ 作業前 L側（２０１２．３）

図―１１ 作業前R側（２０１２．３） 図―１２ ３年４カ月経過時 L側（２０１５．１０）

図―１３ ３年４カ月経過時R側（２０１５．１０）
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１．はじめに

本工事は、平成新山山頂に存在する溶岩ドーム
の崩壊に伴い発生する岩屑なだれ及び、崩壊後に
発生が予想される土石流の氾濫を防止することを
目的に、既設堰堤の嵩上改築を行うものである。

工事概要
�１ 工 事 名：水無川２号砂防堰堤右岸袖部改築

工事
�２ 発 注 者：国土交通省 九州地方整備局

雲仙復興事務所
�３ 工事場所：長崎県南島原市
�４ 工 期：平成２６年１２月１７日～

平成２７年５月３１日
�５ 工事概要：砂防堰堤工１式（SBウォール工法）
延長：１７０m 幅・高さ：４．５m 傾斜角：９０°
堤体内部（INSEM材）：２，８００m３ 他

２．現場における問題点

当工事で行う SBウォール工法は、水無川流域
では初めてであり、堤体内に INSEM材を使用し
た例も無かった。そのため、現地採取土に添加す
るセメント量や施工含水比の許容差等の情報が乏
しく、配合試験の段階から、要求性能の確保や施
工性を模索する必要があった。
以下、本工事で課題となった項目を施工順に示す。
１）配合計画及び含水比の計測、攪拌
INSEMは現場発生土を使用するため土質のバ
ラツキによる発生強度の低下や、撹拌作業時（設
計はバックホウ撹拌）の、オペレータ技量による
材料のバラツキ（強度のバラツキ）が懸念された。
また、作業性を考慮した配合含水比の調整や撹
拌時のセメント粉塵についても課題である。
２）配合含水比の調整及び敷均し、転圧
INSEMの敷均し作業時、材料の施工含水比に
よっては締固め不良を生じたり、端部（壁面際）
の転圧時に壁面材を押し出す可能性があった。
敷均し転圧作業においても、適切な転圧回数、
速度や仕上がり厚の管理方法の策定や、規格値以
上の締固め度を確保できているか、目標強度以上
を確保できているかという品質的課題があった。

長﨑土木施工管理技士会
株式会社 吉川組
現場代理人

満 尾 裕 也
Yuya Mitsuo

砂防ソイルセメント（INSEM材）の品質確保について

２９
品質管理

図―１ 完成写真
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３．工夫・改善点と適用結果

現場における問題点で述べた事項についての結
果を以下に示す。
２－１ セメントの添加量の決定
配合設計段階における割増係数（k）は、砂防
ソイルセメント設計・施工便覧に準拠し、一般的
な値の割増係数 k＝１．５を採用した。目標強度を
４．５N/mm２とし、設計セメント配合量の５０kg/m３

を基準に８０kg、１１０kgと３パターンで行った。
土質試験の結果から、採取土の自然含水比は、

８．７％であり、最適含水比は１０．３％である。
作業性や現地採取土の土質のバラツキを考慮し配
合含水比は、１０．３％±２％と設定する。
以上を踏まえ、図―２に示す結果から、最適含
水比であれば設計配合量５０kg/m３で満足できるが、
母材が降雨等の影響により含水比が高くなると強
度も不利になるため、最適含水比＋２％を満足で
きるセメント添加量を採用した。
上記条件を満足する配合計算上のセメント添加
量は、７０．８kg/m３であったが、現地採取土の変化
（細粒分の増加）による発生強度の低下に追従し
要求性能を確保するため、セメント添加量を８０．０
kg/m３とした。なお、この配合に伴う六価クロム
溶出試験結果は、０．００６mg／ℓであり、環境基準
を満足している。

図―２ 一軸圧縮試験結果相関図（σ２８）

２－２ 試験施工時の圧縮強度比較
試験施工時の標準供試体とコア供試体の圧縮強

度（σ２８）確認を行い、標準供試体を１とした時
の比率と割増係数を算出した（表―１）。
室内配合時（一般的値の k＝１．５）より試験施
工時の割増係数（k＝１．４１）の方が若干有利な結
果となった。
しかし、この圧縮強度による比較結果は最適含
水比で試験施工したコア供試体１回（３本）の値
であり、本施工での含水比の状態や材料特性によ
る強度のバラツキを考慮すると、１回の試験結果
のみでは要求強度を下回るリスクがあり安易に採
用できない。よって、発現強度にバラツキが発生
しても、要求強度を確保できるよう、配合計画時
と同じ k＝１．５をそのまま採用するのが妥当であ
ると判断した。
本施工時の強度については、後述する。

表―１ 割増係数の比較

２－３ INSEM材製造専用攪拌機の採用
前述した、撹拌作業時の懸念については、専用
の撹拌機を採用し、専用攪拌機へのセメントの供
給は粉塵防止のためサイロ式とした（図―３）。
撹拌を専用機械で行うことにより混合時のバラ
ツキが無く安定した品質を確保できた。また、セ
メントや水の計量等も人的でなく機械制御で行う
ため、練混ぜ後の含水状態も良好であった。
ただし機械の性能上、母材に１５０mmより大き
い石礫が混じる場合は別途粒径処理を行う必要が
あり注意すべき点である。
２－４ 母材含水比の測定

図―３ INSEM材製造専用攪拌機（作業状況）
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日々使用する INSEMの母材含水比の測定は、
室内配合試験に倣い直火法とした。通常、母材と
なる材料の質や気象条件が安定していれば、作業
開始前に１回程度で良いと考えられている。当現
場では施工性を考慮し混合撹拌時の含水比を１２％
に設定し、それを一定に保つには母材の含水状態
に左右されるので、最低でも午前と午後の作業開
始前に１回ずつ含水比測定し、撹拌時の水量調整
を行った。
また、使用する材料は既存仮置き土（ルーズ）
であり、特に降雨時は含水比が高まり撹拌時の含
水比が１２％を超える恐れがあった。INSEM作業
中止基準の時間雨量２mmを超える場合は２、３
日以内に使用する部分の母材をブルーシートで覆
い、含水比が上がらないよう対策をし、降雨後の
撹拌作業に支障を来たさないようにした。
２－５ 配合含水比の決定
INSEMの本施工開始当初は、試験施工事の配
合含水比と施工含水比の差が―１％以下であった
ので、練混ぜを最適含水比１０．３％で行い施工して
いたが、転圧作業時に若干の表面乾燥化が見られ
た。含水比を確認したところ、値が７％から８．５％
であった。この含水比低下は、現場特有でもある
山間部からの北風により水分が逸散したと考えら
れる。
そのまま施工を行っても設計強度以上を確保で
きるので問題ないが、より良い品質と施工性を確
保する為には、配合含水比を高める必要がある。
そこで、施工含水比は配合含水比と比べ、平均で
１．５％の低下がみられたことから、配合含水比を
やや高く調整し、最適含水比１０．３％＋１．７％の１２％
とした。
結果（図―４）、締固め時の含水比を９％から１１％
の間に収めることができ、転圧時においても表面
の乾燥やブリーディングは見受けられず良好な仕
上がり面であった。
２－６ オートレベルによる捲出し厚管理
敷均し箇所は、壁面材の内側に位置し、幅４．５
mと重機作業を行うには狭小な場所である。IN-

SEM材の捲出し厚の目安となる丁張などを設置
すると、施工的に支障となりやすい。また、壁面
材の内側に捲出し厚の墨付け（マーキング）を行
うにしても、壁面材の据付や通り等の調整から
INSEMの敷均しまでの施工サイクルが早いため
時間的に厳しかった。
MG（マシンガイダンス）の利用など、いくつ
かの比較検討を行った結果、コストが低く効率の
良いオートレベルを使用することにした。
オートレベルの受信機を重機操作室内に設置す
ることにより、オペレータが直接、高さ確認を行
えるので狭小箇所に補助作業員を配置する必要も
なく、安全に、かつ一定の厚さに捲出し作業を行
うことができた。施工状況を図―５に示す。
２－７ 転圧方法の工夫
転圧不足による品質のバラツキは、構造物の弱
点となりやすいので、オペレータの勘や見た目の
締り具合で判断せず確実に締固めを行うよう、IN-
SEMの締固め管理は工法規定方式（TSを用い
た盛土の締固め管理）を採用した。転圧回数や走

図―４ 施工含水比管理図

図―５ オートレベル使用状況
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行軌跡管理の他、締固め層厚の管理や、速度計に
よる締固め管理も同時に行えるので、管理面にお
ける省力化や締固め不足による品質の低下を防止
することが出来た。
壁面際の転圧は、コンバインドローラで行うと
壁面を押し出し、通りや立ちなどがずれて見栄え
を損なう恐れがあるので、試験施工の際に事前に
沈下量や転圧回数を検討した上で、壁面から幅５００
mmの範囲を、３００kg級の前後進プレート（転圧
アシスト機能付き）を使用し、締固めを行った。
転圧アシスト機能により締固め具合がランプ標示
されるので、作業者が視覚的に確認、判断できる
ため、端部施工においても均一な締固めを行うこ
とができた（図―６）。
この端部の締固め管理については、工法規定方
式でなく品質規定方式とした。詳細なデータは割
愛するが、RI にて計測し、締め固め度９０％以上
を満足している。
２－８ 圧縮強度
INSEM材の圧縮強度の確認は、可能であれば
コアを採取して確認するのが理想であるが、施工
サイクルが早いため、４週を待ってのコア採取は
難しい。１週でのコア採取も検討したが、発生強
度が低く正常に抜くことが出来ないため、施工中
のコア抜き取りは現実的に不可能であり、標準供
試体（封緘養生）σ２８の結果を１．５（割増係数）
で除して、実施工時の圧縮強度の参考とした。
本工事の INSEM材圧縮強度試験結果のヒスト

グラムを図―７に示す。

図―７ 強度試験結果（標準供試体 σ２８）

結果として、室内配合試験時の値（７．４N/mm２）
を最小値の１点（７．１N/mm２）以外全て上回る結
果となった。
思い当たる要因として、①室内配合試験は冬季
に行いセメント量を決定したのに対し、現場施工
期間は３月中旬頃～４月下旬であり、室内配合試
験時との気温差が１５度以上あった。② INSEM材
の混合状況や、施工含水比にバラツキが無くほぼ
一定であった。③封緘養生したので水分逸散等に
よる、水和反応の影響も考えにくい。よって、こ
の強度結果は、気温上昇による強度の伸びと考察
される。

４．おわりに

今回の工事は、冬場から春先にかけての施工で
あったため、このようなデータになっているが、
夏場から冬に向けて施工を行う場合は、強度の発
現が鈍化傾向にあるのではないかと予想され、室
内配合及び試験施工時の４週強度以上を確保する
には、施工時の養生の工夫やセメント添加量の補
正など、何かしらの対策が必要になると思われる。
また標準供試体とコア供試体の強度関係（比率）
を知るにはソイルセメントの性質上、複数のサン
プリングと検証が必要である。これらのデータを
得るまでにかなりの時間を要するが、工期的な事
情が許し、施工現場の管理に反映させることが出
来れば、精度の高い値が得られ品質向上につなが
るのではないかと考えている。図―６ 転圧状況
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１．はじめに

近年、鋼橋の床版には、鋼とコンクリートとの
特徴を生かした鋼・コンクリート合成床版（以下、
合成床版）が用いられることが多い。合成床版は、
一般的なRC床版よりも耐久性が高いが、コンク
リートが鋼材に覆われ、強い拘束を受けることか
ら体積膨張・収縮に起因するひび割れが発生し易
い特徴を有する。そのため、材齢初期の収縮によ
るひび割れ発生を防止する目的として、膨張コン
クリートを採用している。合成床版に使用する膨
張コンクリートの品質管理は、主に材齢２８日の圧
縮強度と JIS A６２０２A法による膨張性検査となり、
直接的に合成床版のひび割れ抵抗性までは管理し
ていない。
本稿では、コンクリートの品質管理に、ひび割
れ抵抗性を加えて、合成床版の品質管理を行った
事例を報告する。
工事概要
�１ 工 事 名：圏央道三坂新田高架橋上部その１

工事
�２ 発 注 者：国土交通省関東地方整備局
�３ 工事場所：茨城県常総市三坂新田町地先
�４ 橋梁形式：４径間連続鋼少数鈑桁橋
�５ 工 期：平成２６年１１月１８日～

平成２６年１月２２日

２．現場における問題点

合成床版は、材齢初期の収縮に起因する引張応
力度を相殺するために、膨張率が収縮補償範囲
（１５０×１０―６～２５０×１０―６）となるように膨張材を使
用する。なお、現在の膨張材は、低添加型が主流
であり、収縮補償範囲とするために、定量として
２０kg/m３使用している。しかし、昨今の橋梁は多
径間が多く、温度変化の影響やコンクリートの打
設順序などの外的要因により、コンクリート内に
材齢初期の収縮以外の引張応力度が発生し易い環
境にある。また、コンクリートの主要な材料であ
る骨材は地産地消であることから、コンクリート
の収縮性能にバラツキが生じやすく、膨張材を定
量（２０kg/m３）使用しても膨張率が低くなること
もあり、施工後にひび割れが発生する懸念がある。
特に本橋の場合、中間支点の支承条件が全て固
定であったため、材齢初期の収縮以外の要因によ
る引張応力度の増加が懸念された。本橋の合成床
版に対する中間支点上の発生応力度を表―１に示
す。
本橋の合成床版に発生する引張応力度を改善す

日本橋梁建設土木施工管理技士会
日本車輌製造株式会社
技術計画室

神頭 峰磯○

Mineki Kozu

監理技術者

和田 昌浩
Masahiro Wada

現場代理人

千葉 徳光
Norimitu Chiba

鋼・コンクリート合成床版のひび割れ抵抗性の管理方法

３０
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表―１ 合成床版の発生応力度
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る方法として、膨張材を増量することにより、合
成床版内に発生するケミカルプレストレスを増加
させて引張応力度を低減することを検討した。し
かし、床版下面が鋼板で覆われている合成床版は、
断面方向の拘束力が均一でなく、ひび割れに有効
な床版表面のケミカルプレストレスの定量評価が
課題となった。膨張コンクリートに作用するケミ
カルプレストレスの仕組みを図―２に示す。

図―２ ケミカルプレストレスの概要

３．工夫・改善点と適用結果

�１ ケミカルプレストレスの定量評価
合成床版のひび割れ抵抗性の検討を目的に、膨
張材によって合成床版内に導入されるケミカルプ
レストレスの定量評価方法を検討した。一般的な
膨張コンクリートでは、仕事量一定則の概念を用
いた積層断面解析により、管理供試体の膨張率を
使用して、コンクリート内のひずみ分布を算出し、
ケミカルプレストレスを推定できることが知られ
ている※１。この積層断面解析が、断面方向に拘束
度が大きく異なる合成床版に適用可能であるか、
合成床版を模した１．５m×１．５mの大型試験体によ
り確認を行った。実験の様子を図―３に示す。

図―３ 試験状況

図―４に示すように、実験では、大型試験体の
下面、中央、上面鉄筋位置にひずみ計を設置して、

３ヶ月以上ひずみの挙動を計測した。また、打設
コンクリートから供試体を作製し、JIS A６２０２B
法によりコンクリートのひずみを計測し、積層断
面解析を行い、各位置でのひずみの推定を行った。
実験結果のひずみと解析結果のひずみの整合性を
確認し、解析により、合成床版のケミカルプレス
トレスの推定が可能か検証を行った。

図―４ 試験体のひずみ計測位置

図―５に示すように、積層断面解析結果は、概
ね実験結果と整合した。これにより、仕事量一定
則の概念を利用した積層断面解析によって、管理
供試体の膨張率から合成床版内のひずみ分布とケ
ミカルプレストレス分布が推定できることになる。

図―５ 実験と積層断面解析結果との整合性

積層断面解析から得られた合成床版の断面方向
に対するひずみ分布とケミカルプレストレス分布
を図―６に示す。床版下面は拘束が強いため、上
面に向かいひずみが大きくなり、ケミカルプレス

図―６ ひずみとケミカルプレストレス分布
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トレスは、上面に向かい小さくなっている。合成
床版のひび割れは、表面で発生するため、床版表
面のケミカルプレストレスをコントロールできれ
ば、ひび割れが抑制できる。

�２ ひび割れ抵抗性の検討
仕事量一定則の概念を用いた積層断面解析によ
り、合成床版上面のケミカルプレストレスが定量
評価できることを実験で確認した。この技術を用
いることにより、図―７に示すように、膨張率に
対する合成床版表面のケミカルプレストレスが算
出できるため、ひび割れを抑制できる膨張率を算
出することができる。なお、ケミカルプレストレ
スの算出では、膨張率の上限を収縮補償範囲であ
る２５０×１０―６として検討を行うことも、それ以上の
膨張率に対して検討を行うことも可能である。

図―７ 膨張率とケミカルプレストレスの関係

図―７の検討を行う際は、あらかじめ膨張材の
標準使用量（２０kg/m３）に対する膨張率の測定が
必要となる。本橋で実施した検討方法を図―８に
示す。本橋では、合成床版の設計完了後に積層断
面解析を行い、図―９に示すようなケミカルプレ
ストレス算出グラフを作成した（①）。本橋の配
合では、膨張材の標準使用量（２０kg/m３）に対す
る膨張率が不明であったため、標準使用量と標準
使用量から５kg/m３と１０kg/m３に増量した配合で
試験練りを行った（②）。各配合に対してフレッ
シュ性状の確認と膨張性検査（JIS A６２０２A法）
により膨張率の測定を行った（③④）。その後、
材齢７日および２８日の圧縮強度と膨張率を確認す
る（⑤）。本橋の場合、膨張率の上限を収縮補償

範囲の上限（２５０×１０―６）としたため、これを超え
る配合は適用しないこととした。圧縮強度および
膨張率の上限を満足する配合から最も膨張率が上
限に近い配合に対して、ケミカルプレストレス算
出グラフより改善効果を確認する（⑥）。改善効
果が品質向上に寄与できるレベルであれば、その
配合に決定する。
なお、本橋の場合、膨張材を２０kg/m３使用した
標準施工のひび割れ発生確率を１０％程度低減でき
る合成床版とすることを目標とした。
次に、圧縮強度と膨張率の結果を表―２に示す。
膨張材を増量した場合、圧縮強度が低下すること
があるため、留意が必要である。しかし、今回の
コンクリートでは、著しい圧縮強度の低下がみら
れず、３０kg/m３の膨張材の使用も可能であった。
しかし、３０kg/m３の場合の膨張率が収縮補償範囲
の上限である２５０×１０―６を超えたため、３０kg/m３の
使用は見送ることとした。

図―８ 施工方法
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表―２に示す膨張率と図―９のケミカルプレスト
レス算出グラフから、膨張材の増加による効果を
定量評価できる。表―３に今回の膨張材の使用量
に対する検討結果を示す。膨張材２０kg/m３のケミ
カルプレストレスは、―０．４１N/mm２であり、２５kg
/m３の場合は、―０．５３N/mm２と約３０％向上した。
これをひび割れ指数に反映すると、今回の効果は
ひび割れ発生確率で約８％向上する結果が得られ
た。これらの検討結果から本橋の膨張材の使用量
は２５kg/m３を採用した。
以上により、合成床版のひび割れ抵抗性を定量
化して、対策を講じることにより、合成床版のひ
び割れ発生リスクを低減することができた。今回
は、膨張率の上限を収縮補償範囲の上限に設定し
たが、圧縮強度の低下に配慮すれば、それを超え

る膨張率での採用も可能となり、より一層ひび割
れを低減することができる。また、膨張率の上限
を収縮補償範囲の上限に設定し、膨張材の標準使
用量に対する膨張率が、上限付近となるようなコ
ンクリートの場合でも、鉄筋量の増加など合成床
版の拘束度を高めることにより、膨張材の効果で
あるケミカルプレストレスの増強を図ることもで
きる。

４．おわりに

合成床版に使用するコンクリートのひび割れ抵
抗性は、合成床版の剛性やコンクリートの材料依
存性が高く、容易に管理できない。本技術を用い
て、合成床版のひび割れ抵抗性を定量評価してコ
ントロールすることにより、より信頼性の高い合
成床版が提供できる。本手法がコンクリート工事
の品質向上の一助になれば幸いである。

参考文献
※１ 辻幸和，ケミカルプレストレスおよび膨張
分布の推定方法，コンクリート工学，Vol．１９，
No．６，pp．９９―１０５，１９８１．６

表―２ 圧縮強度と膨張率の結果

図―９ 本橋のケミカルプレストレス算出グラフ

表―３ 膨張材を増量した効果
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１．はじめに

宇和島港の入口に位置する九島と本土をつなぐ
九島大橋は、橋長４６８mの鋼３径間連続鋼床版箱
桁橋である（図―１、２）。
本橋は、側径間大ブロックと中央径間大ブロッ
クとをそれぞれを共同企業体内の２工場で地組立
を行い、大型起重機船による大ブロック架設を３
回行った。ここでは、本橋の中央径間大ブロック
の工場製作から地組立および浜出し輸送について
報告する。
工事概要
�１ 工 事 名：市道坂下津１号線九島大橋（上部

工）建設工事
�２ 発 注 者：愛媛県南予地方局
�３ 工事場所：愛媛県宇和島市坂下津から蛤
�４ 工 期：平成２６年２月１４日～

平成２８年１月３１日
�５ 橋梁形式：鋼３径間連続鋼床版箱桁橋
橋 長：４６８．００m
桁 長：４６７．００m
径 間 長：１４０．２５m＋１８５．０m＋１４０．２５m
有効幅員：全幅員：８．２５m
桁 高：５．００m（中間支点部７．５０m）
総 重 量：２，８５０t

２．工場製作における問題点

本工事にあたっては、下記の問題点があった。
�１ 大型断面ブロックの製作検討
断面構成が鋼床版幅員８．２５m、腹板高さが５．０
m～７．５m（最大）、単ブロック重量が７２t～１２４t（最
大）という大型ブロックであり、このような大型
ブロックの製作方法はもとより製作工場、塗装工
場の検討が必要であった。また、工程管理におい
ては、大きな滞貨が予想され、工場操業の観点か

日本橋梁建設土木施工管理技士会
宮地エンジニアリング株式会社
主任技術者

矢部 泰彦○

Yasuhiko Yabe

主任技術者

川崎 順永
Norinaga Kawasaki

市道坂下津１号線九島大橋（上部工）建設工事の製作、
地組立について

３１
品質管理

図―１ 構造一般図

図―２ 完成写真（九島より撮影）
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ら合わせて検討が必要であった。
�２ 共同企業体製作区分の検討
共同企業体工事ということで、ブロック製作お
よび地組立工場が２工場となり、工区境の精度管
理方法の検討が必要であった。
�３ 高力ボルト摩擦接合継手の検討
大ブロック継手の高力ボルト摩擦接合面処理と
して溶射継手が当初計画されており、実績の少な
い接触面処理であることから検討が必要であった。
�４ 製作工程と地組立工程の検討
大型ブロックの製作工程と地組立工程のバラン
ス、地組立ブロックの保管場所および横持方法な
どを検討する必要があった。
�５ 台風時期の浜出し輸送の検討
浜出し時期が台風時期と重なるため、余裕を持
った輸送工程計画と荒天時の寄港地の検討が必要
であった。
�６ 地元住民へのイメージアップ
九島住民待望の架橋あることと、大ブロック架
設という注目される架設工法ということで、通常
以上のイメージアップの検討が必要であった。

３．対応策と適用結果

先の問題点に対し、下記に示す対策を実施した。
�１ 製作ブロックの大型化
発注段階ではデッキプレート、腹板、下フラン
ジのシーム方向にヤード溶接継手があったが、こ
れを工場製作時に一体パネル化し、大型ブロック
化することにより、製作工程の短縮と製作工数の
軽減を図った。材料は最大ロール幅（５．５m）以
内のパネル部材を材料発注時に幅広材で発注し継
手を省略した（図―３）。
工場溶接は下向き溶接とするために、ブロック
を工場内で反転する必要があった。本工事ではブ
ロック重量が非常に大きいため、反転作業の吊り
点の補強を検討し、吊り点位置に仮対傾構を追加
設置した（図―４）。
また、製作ブロックの大型化に伴う工場内の部
材移動の効率化および工場操業向上の観点から、

工場塗装も同一製作工場内で行うことが最良と考
え、製作工場および塗装工場を弊社大型工場に固
定することにした。工場製作のロット区分につい
ては工場設備能力と地組立までの全体工程を考慮
して、２～３ブロックを１シリーズとする製作ロ
ットで、製作から塗装（金属溶射）まで行う製作
工程を策定した。
仮組立作業については単ブロックの完成後、工
場塗装前にデジタルカメラでの３次元計測でシミ
ュレーション仮組立を行うことにより、全体ブロ

図―３ 工場製作フロー

図―４ 大型ブロック化

図―５ デジタルカメラ撮影
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ックの完成を待たずして、次ロットの工程に進む
ことができ、工程の短縮ができた。単ブロックの
計測にはデジタルカメラ三次元部材計測（PIXXIS
：NETIS 登録番号KT―０７００５３―V）を用いた（図
―５）。
本橋は金属溶射＋塗装という仕様であった。金
属溶射の品質安定と作業工程の効率化の観点から、
可能な範囲に自動溶射を適用した（図―６）。

図―６ 自動溶射状況

�２ 共同企業体内重複仮組立確認作業の効率化
共同企業体内の製作分担を大ブロック継手で分
けるのではなく、大ブロック継手を跨ぐ範囲で製
作区分を決めた（図―７）。大ブロック継手を同一
工場で製作することにより、大ブロック継手の精
度が向上した。通常の重複仮組立は部材の移送が
１往復となるが、今回の製作区分により、大ブロ
ック継手の重複確認を行った完成ブロックを共同
企業体構成会社に移送することにより、工場間横
持ち作業を片道で済ますことができた（図―８）。
�３ 高力ボルト摩擦接合面の検討
道路橋示方書・同解説Ⅱ鋼橋編，平成２４年３月
（日本道路協会）における高力ボルト摩擦接合継
手の許容力は、摩擦接触面に無機ジンクリッチペ
イントを塗布しない場合は０．４０、無機ジンクリッ
チペイントを塗布する場合は０．４５のすべり係数が
確保されるものとして許容力が設定されている。
本工事では、接合面処理として溶射継手が当初計
画されており、実績の少ない接触面処理であるこ
とから、すべり試験を実施し，最適な接触面処理
について検討を行った（図―９）。

試験結果から、溶射施工側の接触面には封孔処
理を施さない継手仕様に見直しを図った。なお、
接触面に封孔処理を行わないことで、表面を保護
する機能がなくなるため、溶射施工後の添接板は
原則屋内工場に保管することとし、屋外ではシー
ト養生するなど施工上の配慮を行った。

図―７ JV製作分担

図―８ 大ブロック継手の確認状況

図―９ すべり試験状況

�４ 地組立方法の検討
製作ブロックの大型化により、工場製作および
工場塗装の工場が固定されることにより、通常の
地組立よりも部材供給工程が遅くなった。これに
より地組立クレーンと大型ブロック横持ち重機に
待ち時間などの無駄が生じる。これを解消するた
めに特殊運搬車両（ユニットキャリア）を用いて
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工場内移動と地組立作業を連続作業としたが、重
機費用はもとより工程の短縮も図れた（図―１０、
図―１１）。
地組立継手は溶接継手であった。デッキプレー
ト継手は初層をCO２自動溶接、２層目以降をサブ
マージアーク溶接で施工した。腹板および下フラ
ンジ継手についてはCO２自動溶接で施工した。い
ずれも片面裏波溶接で施工した。
�５ 浜出し輸送
架設時期から逆算した浜出し時期が台風時期と
重なるために、余裕を持った浜出し時期の計画と、
寄港地の検討を行った。基本は潮岬から室戸岬、

足摺岬という外洋航路で計画したが、予備経路と
して瀬戸内海周りの経路を設定した。輸送台船は
１２，８００t 積み台船を使用し、起重機船は３，０００t 吊
り起重機船を使用した。
�６ 大ブロック継手開口部のオーニング
海上台船輸送時の大ブロック継手開口部の養生
にはオーニング養生を行った。大ブロックの輸送
時も地元住民に注目されることを想定し検討した
結果、オーニングには愛媛県イメージキャラク
ターの「みきゃん」をプリントしたものを使用し
地元住民の好評を得た（図―１２）。

４．おわりに

本工事は九島住民の待望の架け橋ということで、
架設当日には多くの見学者が訪れました。見学者
の皆様からの本橋への期待と、本土と繋がったこ
とによる喜びの声を多数聞きました。本橋が地元
活性化に役立つことが出来れば幸いです。
最後に発注者である愛媛県南予地方局の関係者、
共同企業体構成員であるエム・エム ブリッジ㈱
の関係各位に適切な助言、協力を頂きました。こ
こに深く感謝の意を表します。

図―１０ ユニットキャリアによる横持ち状況

図―１１ ユニットキャリアによる地組立状況

図―１２ オーニング状況
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１．はじめに

近畿地方では、近い将来に南海トラフ巨大地震
の発生が予想されている。東日本大震災後の道路
啓開・復旧は、東北自動車道及び国道４号を主軸
とした三陸沿岸部から実施されたが、紀伊半島の
地域では主軸となる幹線道路が未整備もしくは存
在しない（図―１）。
特に串本町以東については、高速道路の事業着
手化に至っていない区間もあり、全線開通にはし
ばらく時間を要することから、主軸となる幹線道
路が国道４２号のみであり、橋梁が１橋でも流失す
ると救出・救援に向かう車両が通行できず、孤立
する地域の発生が予想される。
このため、近畿地方整備局では巨大地震等の災
害に備えて、国道４２号の道路啓開・復旧が早期に

できるよう短期間で架設が可能な「緊急仮設橋」
の開発を目指し、２０１１年１１月に近畿地方整備局及
び有識者から構成される「緊急仮設橋に関する検
討委員会」が設置された。
当社は、この緊急仮設橋の製作工事を２０１４年３
月に受注し、様々な検討を行い施行した。本稿で
は、本工事で実施した検討概要を報告する。

工事概要
�１ 工 事 名：緊急仮設橋製作工事
�２ 発 注 者：近畿地方整備局 近畿技術事務所
�３ 工事箇所：和歌山県西牟婁郡すさみ町周参見
�４ 工 期：平成２６年３月４日～

平成２７年３月３０日

２．本工事における課題

これまでの応急組立橋は、組立て及び架設に時
間を要し、交通開放するまでに１～２ヶ月の日数
を必要とする場合が多い。
これに対し、災害時の人命救助には７２時間を目
安としていることから、災害により流失した橋梁
の場合、発災後３日以内には緊急車両が通行可能
となる仮橋等を準備しておくことが有効であると
考えられた。

日本橋梁建設土木施工管理技士会
株式会社駒井ハルテック
橋梁設計部

東 博 年
Hirotoshi Azuma

橋梁工事部

森 川 友 記○

Tomoki Morikawa

緊急仮設橋の製作工事について

３２
品質管理

図―１ 幹線道路の整備状況と啓開ルート

－１２５－



３．課題に対する工夫点

このような背景から、以下のような開発コンセ
プトが設定された。
①緊急路構築が最も困難な条件を勘案した計画。
②緊急車両の通行を優先した設計荷重の採用。
③運搬・作業性に優れ、組立て時間が短縮可能な
構造形式。
④災害時の混乱状況を勘案し、経験の少ない作業
員でも組立が容易に行える構造の選定。
⑤被災した現地状況に合わせた順応性のある構造
と架設工法の採用。

３―１．設計概要
以下に、開発コンセプトの各項目に対する設計
条件を示す。
�１ 橋長の設定
国道４２号の橋梁をモデルとして橋長を最大６０m
級（可変）に設定し、１スパンの単純形式とした
（図―２）。
�２ 活荷重の設定
災害時の通行が想定される車両の一覧を表―１
に示す。このうち、最も重量の大きい２５t 吊ラフ
テレーンクレーンの車両重量を設計活荷重とし、
総重量２７０kNとした。
幅員については、緊急車両の車幅が大きい、ブ
ルドーザーやラフテレーンクレーンが余裕をもっ
て走行できる幅員とし、工事用道路の標準幅員４．０
m以上の確保と床版パネルの製品寸法から、４．３８
mとした。

�３ 主桁形式の選定概要
橋梁形式は、設計、製作が容易で、鋼重が小さ
く、架設が容易な「鈑桁形式」を選定した。
主桁本数は、組立時間が最小となる２主桁とし、
現地盤との高さの擦り付けアプローチ部の土工作
業時間を短縮するため、下路式構造を採用した。
�４ 部材寸法の設定
一般的な車両である１０t トラックでの輸送を可
能とするため、主桁ブロック長を１０m以下に統
一した。
�５ 主桁の継手構造
主桁の現場継手は、架設時間短縮のためにボル
ト本数を大幅に削減したEnd．PLによる高力ボ
ルト引張接合と、緊急時の施工の簡便さに配慮し
た載せかけ方式の切り欠き構造を併用した新たな
接合形式を採用し、弾塑性FEM解析に加え、実
物大模型実験により性能確認を行った。
３―２．架設概要
現地条件に合わせた順応性のある構造を目指し、
以下に留意して検討を行った。
・多様な支間長に対応できる構造の選定
・作業の特殊性が低く、時間が短い工法の選定

図―２ 構造一般図

表―１ 災害時の通行が想定される車両

－１２６－



・多様な架設工法・順序に対応した構造への配慮
これらについて、以下に詳述する。
�１ 多様な支間長に対応できる構造の選定
主桁は断面と連結部構造を共通化するとともに
基本ブロック長を９．０mに統一した。これにより、
中間ブロックの個数を変化させることで、９．０m
単位に支間長を変更可能（１２．０m～５７．０mの範
囲）となり、６種類の支間長への対応が可能とな
った（図―３）。

図―３ 支間長１２．０m～５７．０mに対応

�２ 作業の特殊性が低く、施工時間が短い工法の
選定
架設工法の選定は、架設の容易性と採用頻度が
高いクレーン一括架設工法、クレーンベント工法、
送出し工法を採用し、各現場条件への対応を図っ
た。
�３ 多様な架設工法・順序に対応した構造への配
慮
架設工法・順序に応じ、主桁継手部の切欠き方
向を逆転させる必要が生じるため、各ブロックは
反転しての使用が可能な構造とし、中間ブロック
は前後反転、支点ブロックは前後反転および上下
反転に対応させる構造とした（図―４）。

図―４ 一般主桁ブロックの反転使用要領

一方、主桁継手部の切り欠きの存在により、架

設方向が２方向（両桁端）からクレーン架設を行
う場合、支間中央部での最終ブロックの落とし込
み架設が困難となる問題については、一般主桁ブ
ロックの切欠き形状の Z型に対し、落とし込み
ブロックのみ切欠き形状をT型とすることで対
応した（図―５）。

図―５ 落とし込みブロック（T型）

このブロックは送出し架設時において主桁後方
に連結し、カウンターウェイトを支持する架設桁
としても使用できる構造とした。
これにより、主桁ブロックは４種類に集約され、
有意な方向性を持つ構造となった。
また、本仮橋の架設時、各ブロックの種類と向
き、組合せを即座に認識可能とするため、ブロッ
クの種類は４色に塗り分けて分類し、方向性につ
いては腹板側面に矢印を明示して、各支間長の架
設工法別に主桁組合せ図を整理した（図―６）。

図―６ ６０m級緊急仮設橋主桁ブロック組合せ図

３―３．桁組立所要時間・桁組立精度・桁機能の検証
仮設橋本体の組立ては、６０m級の送出し架設
パターンの主桁組合せとし、災害時の緊急施工を
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想定してヨセポンチによる連結部の簡易な孔合わ
せで桁を組立て、高力ボルト本締まで行った。
後方のカウンター載荷桁部については、近接箇
所で仮組立てした（図―７）。
仮設橋架設完了後、設計活荷重（２５t 吊ラフテ
レーンクレーン）の走行試験を実施した（図―８）。
�１ 桁組立所要時間の検証
本体桁組立て、ボルト本締め、床版パネル設置
は、計画時間以内での施工が立証できた。しかし、
後方部のカウンター載荷桁部の組立てについては、
小物部材が多く、複雑な部材構成となっているた
め、簡素化の余地があるものと考えられる（表―
２）。
�２ 桁組立精度の結果
桁架設精度の初期不整として、FEM解析に想
定した桁の通り誤差（支間中央７０mm）及び主桁
の鉛直度（±５mm）に対し、通り誤差５mm、
主桁の鉛直度誤差は最大±４mmの結果が得られ
た。

また、主桁間隔や、橋長についても、国土交通
省が定める出来形管理規格を十分満たした。
これにより、緊急施工を想定した組立手順で桁
の組立精度を確保できることが立証できた。
�３ 桁機能の検証
支点支持状態における死荷重たわみ及び死荷重
＋活荷重（クレーン支間中央停止時）たわみを計
測した結果、それぞれ設計値の９０％程度となった。
この要因は、支点部における回転拘束と縦桁等の
剛性の影響であると考えられる。
クレーン走行中における仮設橋の状態を目視確
認した結果、主桁継手部の隙間発生や異音等は一
切なく、活荷重載荷前後における桁断面の変形状
態と、たわみ量を計測した結果、両者共前後の計
測値に差は生じず、死荷重状態の形状に戻ること
を確認した。
この走行試験により、仮橋としての機能を十分
保有することが確認できた。

４．おわりに

本稿の緊急仮設橋開発における概要について報
告した。現在、緊急仮設橋は近畿地方整備局で配
備が完了し、緊急時の対応に備えられている。
本工事期間中には、近畿地方整備局を主なメン
バーとした有識者から構成される「緊急仮設橋に
関する検討委員会」が開催され、各委員より種々
の業務において、貴重なご指導・ご助言をいただ
き、無事工事を完了することができた。
最後にこの場をお借りし、検討委員各位、なら
びに近畿地方整備局の方々に深く感謝の意を表し、
厚くお礼申し上げます。

図―７ 全橋組立て風景

図―８ 走行試験風景

表―２ 架設所要時間対比表
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１．はじめに

県道鳥取鹿野倉吉線は、鳥取県東部地区と中部
地区を結ぶ一般国道９号線の代替道路に位置付け
られ、第２次緊急輸送道路に指定された主要幹線
道路である（図―１）。

み とく

架設地点から約５kmと程近くに位置する三徳
さん

山投入堂は、山の断崖の窪みに建造された木製堂
で、平安密教建築の数少ない遺構であるため、国
宝に指定されている。
本橋を含む片柴バイパスの整備事業は、片柴集
落内を縦貫する交通量の多い幅員狭小な区間を整
備し、安全な通行を確保するものであり、三徳山
投入堂へのアクセス道としても、重要な役割を担
っている。

本稿では、本橋の特徴である道路線形に起因す
る変形挙動に対する実橋計測と、現場施工時に取
り組んだ工夫について報告する。
工事概要
�１ 工 事 名：県道鳥取鹿野倉吉線（片柴工区）

橋梁上部工事
�２ 工事箇所：鳥取県東伯郡三朝町片柴～余戸
�３ 形 式：２径間連続非合成細幅箱桁橋
�４ 工 期：平成２５年７月１２日～

平成２６年９月３０日
�５ 橋 長：７８．５m
�６ 支間長：２８．７m＋４８．２m
�７ 総重量：２４０t
�８ 施 主：鳥取県中部総合事務所

２．現場における問題点

本橋の平面図を図―２に示す。このように本橋
は、端支点部に斜角６０°、及び最小曲率半径R＝
１００mを有する曲線橋のため、出来形精度への影
響を踏まえて、以下の変形挙動に配慮する必要が
あると考えた。
①平面曲線に起因する変形挙動
【主構】支間中央における主桁のねじれ変形
②斜角に起因する変形挙動
【主構】主桁端支点部の回転方向
【床版】床版支間方向と内部鋼材配置に起因す

日本橋梁建設土木施工管理技士会
株式会社駒井ハルテック
監理技術者

武 島 厚 志
Atsushi Takeshima

斜角６０°の鋼桁曲線橋の現場施工管理について

３３
品質管理

図―１ 位置図
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る床版のたわみ
これらの変形挙動について、過去の施工実績か
ら机上での把握を試みたが、本橋のような平面形
状と合成床版を組み合せた採用実績は少なく、定
量的判断を行うまでのデータが蓄積できていなか
った。
そこで、本工事において実橋による計測を実施
し、今後に向けたデータ整理と対策検討を行った
ので、以下に詳述する。
２．１ 実橋計測要領
�１ 計測時荷重状態
計測は死荷重が最も大きい床版コンクリートに
よる変形に対して行い、同様の条件による解析値
と比較して、相互に妥当性の確認を行うこととした。
�２ 計測箇所及び計測内容
計測は、曲率・斜角とも大きい P１―A２支間
を対象とした。計測箇所を図―３に示す。
１）平面曲線に起因する変形挙動
主桁のねじれ変形を確認するため、C８位置の
主桁腹板に着目し、各主桁の傾きを計測した。
２）斜角に起因する変形挙動
①主桁端支点部の回転方向を確認するため、S２
位置の腹板に着目し、主桁の傾きを計測した。
②斜角により、床版支間、及び内部鋼材（リブ）
の配置方向が一般部に対し変化することから、
これによる床版たわみへの影響を確認するため、
C８、C１２位置の床版の鉛直変位を計測した。

２．２ 平面曲線に起因する変形挙動の確認
主桁のねじれに関する解析値・計測値を表―１、

図―４に示す。ここで、C８位置の値がおおむね
一致していることから、解析値、実測値とも妥当
であると考えられる。
２．３ 斜角に起因する変形挙動の確認
�１ 主桁端支点部の回転方向
主桁端支点部は荷重載荷により回転変位が生じ
るが、斜角を有する場合、この回転方向について
は、以下の２通りが想定される（図―５）。
①主桁直角軸回りの回転
②支承線（斜角）軸回りの回転
表―１より、S２位置の計測値は解析値とおお
むね一致しているため、端支点部の回転方向は支
承線（斜角）方向であると考えられる。
�２ 合成床版のたわみ
本橋における合成床版（パイプスラブ）の床版
支間方向、及びリブ配置を図―６に示す。

図―２ 平面図

図―３ 計測箇所（★印部）

表―１ 解析値と計測値の比較

図―４ 主桁のねじれ方向
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一般部では、床版支間方向が主桁直角方向であ
るため、リブ配置もこれに合わせている。これに
対し、桁端部では床版支間を斜角方向とする必要
があるため、リブ配置方向をC１１付近から順次変
化させ、斜角方向に対応している。
床版の出来形に影響を及ぼす合成床版パネルの
たわみ量は、床版支間の影響を大きく受けるため、
解析値の妥当性を計測結果より確認することとし
た。
主桁上での合成床版パネルの支持状況、及び解
析モデルを図―７、図―８に、解析値、及び計測値
を表―２に示す。
１）一般部のたわみ
斜角部との比較用データとして、一般部（C８）
にて解析・計測を行った。整合性については、δ

１、δ２はおおむね一致したが、δ３は計測値が解
析値に対し、５割程度の値となった。
２）斜角部のたわみ

桁端部の床版は、巻き立てコンクリートで支持
されることにより変形挙動が異なるため、C１２位
置にて解析・計測を行った。整合性については、
δ１～δ３とも、計測値が解析値に対し４～６割程
度の値となった。
斜角部の支間長は一般部の約１．３倍であるが、

たわみ計測値は一般部の解析値に対し、８割程度
の値となった。
３）考察
以上の結果に対する考察を以下に示す。
①一般部における床版たわみは、解析値と計測値
でおおむね一致したことから、解析モデルの床
版支間、及び支点位置は妥当である。
②一般部において δ３のみ傾向が異なる点につい
ては、今後、計測データを蓄積して判断する必

図―５ 斜角による主桁端部の挙動イメージ

図―６ 床版の支間方向及びリブ配置

図―７ 合成床版パネルの支持状況と解析モデル

図―８ 合成床版の内部鋼材

表―２ 合成床版パネルのたわみ
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要がある。
③斜が想定と逆の傾向となった要因としては、巻
き立てコンクリート、パネル形状、リブの配置密
度等の影響が考えられ、今後の検証課題である。
以上より、一般部の挙動は、おおむね把握でき
たが、斜角部では、不明点が残ったため、引き続
き検証を行う予定である。

３．工夫・改善点と適用結果

３．１ 支承固定装置の設置
本橋には、機能分離型支承が採用されている。
桁架設時には曲線桁特有の温度変化による水平移
動が橋軸・橋軸直角方向共に生じるため、図―９、
１０に示す支承の水平移動を制限する固定装置を仮
設備として設置し、桁架設完了後に支承固定（グ
ラウト打設）を行い、本装置を撤去した。
固定装置の設置要領は、完成時の固定条件に合
わせることとし、固定支点となる P１橋脚鉛直支
承では橋軸・橋軸直角方向の水平移動を制限し、
橋軸方向のみ可動支点となるA１、A２橋台鉛直
支承に対しては、橋軸直角方向の水平移動を制限
することとした。
３．２ バランシング工法による桁架設

当初の計画では、A２橋台からA１橋台に向か
って桁架設を行う手順となっていたが、この手順
では新設改良の高水敷き水路上にベント設備を設
置することになるため、水路の損傷等、構造物へ
の影響が懸念された。
そこで、架設順序を再検討し、中間支点である
P１橋脚から両橋台に向かって桁架設を行うバラ
ンシング架設を採用した（図―１１）。
変更後の架設計画では、高水敷き水路上のベン
ト設備を省略可能とした一方で、桁本体のたわみ
や河床内のベント設備に作用する反力が大きくな
る問題があった。そのため、安全に架設が行える
よう各ステップに対する構造解析を行い、たわみ
量や反力バランスを確認し、架設順序を決定した。
本工法変更により、新設構造物へのベント設置
を回避し、問題なく架設を完了することができた。

４．おわりに

本橋は２径間の橋梁ではあるが、本稿のとおり、
特別なエッセンスが詰まった橋梁であった。この
ような橋梁を題材に、実測による挙動確認ができ
たことは、今後の類似橋梁に対して有益であった
と考えられる。現場施工においては、支承固定装
置の設置や架設順序の変更をはじめ、多くの工夫
により、品質確保の上、無事故にて完成させるこ
とができた。
最後に、本橋の施工にあたり御指導を賜りまし
た鳥取県中部総合事務所殿、及び御協力いただい
た関係各位に深く感謝の意を表します。

図―９ P１橋脚固定装置

図―１０ A１橋台固定装置

図―１１ 変更架設計画
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１．はじめに

岐阜県岐阜市と富山県高岡市を結ぶ一般国道
１５６号は、第１次緊急通行確保路線に位置付けら
れており、平行路線としては東海北陸自動車道の
みとなっている。
湯出島橋（図―１）が掛かる南砺市上梨地内は、
世界文化遺産に登録されている飛騨白川郷や五箇
山合掌集落を結ぶ間に位置し、同国道は主要観光
路線になっている。
平成１６年１０月に発生した新潟県中越地震を機に
「緊急輸送道路の耐震補強３箇年プログラム」が
策定されたが、湯出島橋は特殊な構造を有する橋
梁に該当し、このプログラムでは耐震補強を行う
ことが出来なかった。
近年、耐震補強工法は著しく進歩しており、新
たな制震デバイスが研究開発・商品化されている。

本稿では、これら製品を用いた湯出島橋の耐震
補強工事の内、主に制震ダンパーの設置および
アーチ支承部のコンクリートヒンジ化について、
その施工概要と品質確保のために行った創意工夫
について報告する。
工事概要
�１ 工 事 名：一般国道１５６号湯出島橋耐震補強

工事
�２ 発 注 者：富山県砺波土木センター
�３ 工事場所：富山県南砺市上梨地内
�４ 工 期：平成２６年４月１日～

平成２６年１２月１２日
�５ 橋梁形式：鋼上路式ローゼ橋，鋼単純合成桁橋他
�６ 橋 長：４５３．９m（内、工事対象は２０２．６m）
�７ 有効幅員：〔車道〕８．０m，〔歩道〕１．５m
�８ 完 成 年：昭和５０年（平成２７年現在、橋齢４０歳）
湯出島橋は、前年度に一部の耐震補強工事が施
工済みであり、該当するアーチリブ横構および支
柱対傾構が、座屈拘束ブレースに取り替えられて
いる。
本橋の耐震補強として、アーチ径間と側径間が
一体として挙動させた方が、A１橋台および P３
橋脚に設置する制震装置が効果的に働くことから、
本工事では、P１，P２橋脚における橋軸方向固
定装置の設置、A１橋台および P３橋脚における
支承加工も一緒に行っている（図―２）。

日本橋梁建設土木施工管理技士会
川田工業株式会社
北陸事業部工事課総括工事長

額 谷 啓 司○

Keiji Nukatani

北陸事業部構造技術課係長

泉 谷 智 之
Tomoyuki Izumiya

鋼上路式ローゼ橋における制震ダンパーの設置および
アーチ支承部のコンクリートヒンジ化施工について

３４
品質管理

図―１ 着工前全景写真
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２．制震装置設置工

A１橋台，P３橋脚に設置される変位拘束型ダ
ンパー（以降，制震ダンパー）は、シリコーン系
粘性材の流動抵抗により地震時の大きな衝撃力を
受け止め、入力エネルギーを効率良く吸収・逸散
し応答加速度や変位を効果的に抑制する製品が採
用された（図―３）。

図―３ 変位拘束型ダンパー（KVダンパー）

�１ 現場における問題点
制震ダンパーの設置にあたっては、設置箇所に
おける桁温度による挙動が問題であった。アーチ
径間部に側径間を一体化させて、支承の固定可動
条件を変更させる本工事では、温度による桁の移
動方向が変更前後では異なるからである。
�２ 対応策と適用効果
そこで、他工種を含めた施工手順を整理すると
共に、それを踏まえた温度管理表を作成して、制
震ダンパーの設置を行った（図―４，５）。
制震ダンパーは、ある程度速度をもった外力に
対しては剛性が非常に高いため、現場でストロー
ク調整することは困難となる。そこで、制震ダン
パー取付時の温度を想定して、取付時設計長より
も２０mm短いストローク長で両端クレビスを仮固

定して、現地搬入・設置を行った。
また、シリンダーの太くなっているところは保
護パイプ（カバー）であり、玉掛け索が掛からない
様に仮固定材を吊って設置作業を行った（図―６）。
以上の配慮から、取付時に想定した製品長に対
して、適切な取付間隔の元、制震ダンパーを設置
することができた（図―７）。

図―２ 補強一般図（側面図）

図―４ 制震ダンパー取り付けフローチャート

図―５ 取付時温度とダンパー長
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３．アーチ支承部補強工

湯出島橋は上路式ローゼ形式であり、アーチ支
点部はヒンジ構造となっている。ただし、ヒンジ
部はレベル２地震動を想定した設計が行われてい
ないことから、従来のタイプA支承（支承単体
ではレベル２地震動の耐力を有していない）と見
なされる。
ヒンジ部はアーチ構造を支える重要部材であり、
レベル２地震動に対する耐力を有する必要がある
が、支承本体を取り替えるのは困難なため、タイ
プB相当の支承として耐力を有し、橋軸直角方
向の地震力に対して負反力が生じない様な構造が

求められた。
そこで、最下段水平支材をコンクリートで巻き
立て、メナーゼ鉄筋で下部工と一体化する案が採
用された（図―８）。
�１ 現場における問題点
メナーゼヒンジの施工は、既設下部工に接する
３面を拘束されたマスコンクリート施工となるた
め、熱影響によるひび割れの発生が懸念された
（図―９）。
マスコンクリートとは、部材断面の最小寸法が
大きく、かつセメントの水和熱による温度上昇で
有害なひび割れが入るおそれがある部位のコンク
リートである。
�２ 対応策と適用効果
そこで、現設計におけるひび割れ発生の可能性
とセメント特性や誘発目地に着目したひび割れ抑
制効果を検証するため、温度応力解析を実施した。
温度解析は、３次元の解析モデルを用いて、当
初設計の配合を含む、セメント、打込み温度、目
地箇所数に着目した計６ケースについて行った
（図―１０）。

図―６ 制震ダンパー設置状況

図―７ 制震ダンパー設置完了

図―８ アーチ基部メナーゼヒンジ構造

図―９ 下部工全体図（P１基部）

図―１０ ３次元１／２モデルおよび解析ケース
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解析より、普通ポルトランドセメントから中庸
熱ポルトランドセメントへ変更することで、コン
クリート内部で発生する水和熱を７℃程下げられ
ることが判った（図―１１）。また、当初計画されて
なかった目地を４箇所併用することで、橋軸直角
方向の応力を２．５N/mm２程低減できることが判っ
た（図―１２）。
図―１３に使用セメント毎の目地間隔と最小ひび
割れ指数の関係を示す。ひび割れ指数とは、コン
クリートに発生する引張応力に対する引張強度の
比と定義されており、その値が大きいほどひび割
れ発生のリスクは小さい。一般に、ひび割れの発
生を許容するが、ひび割れ幅が過大とならない様
に制限したい場合、ひび割れ指数は１．０以上とし

ている。
当初設計（普通ポルトランドセメント／目地０箇
所）では０．７程度であったひび割れ指数が、中庸熱
ポルトランドセメントおよび目地４箇所に変える
ことによって、１．０以上となることが判明した。
本結果は発注者へ報告し、提案の上、実施工へ
反映させて、有害なひび割れを一切発生させるこ
と無く、アーチ基部コンクリートの施工を完了す
ることができた（図―１４）。

４．おわりに

湯出島橋の耐震補強工事は、アーチ基部コンク
リートの施工を終え、平成２６年１２月に無事竣工を
迎えることができた（図―１５）。
最後に、本工事の施工にあたり、発注者である
富山県砺波土木センター並びに関係機関の皆様に
は、多大なるご指導・ご協力を賜りました。また、
工事期間中は、地元の皆様にご迷惑をお掛けしつ
つ、多大なるご理解とご協力を頂戴しました。本
紙を借りて厚くお礼申し上げます。

図―１１ 温度分布（打込み温度３０℃）

図―１２ 目地間隔と発生応力の関係

図―１３ 目地間隔と最小ひび割れ指数の関係

図―１４ アーチ基部コンクリート施工完了

図―１５ 完成写真（左岸上流側より）
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１．はじめに

近年、建設事業において ICT（情報通信技術）
を導入して品質や出来形の向上を目指す情報化施
工が注目されている。情報化施工は、大規模な土
工事における建設機械の自動制御や出来形管理等
の分野で先行導入されてきた。コンクリート工事
においても、ICタグとタブレットを組み合わせ
た生コンの打込み管理や、無線温度センサーを活
用した養生管理等、採用事例が増えつつある。こ
こでは、情報化施工の一つとして行った、多点同
時変位計測システムを用いたコンクリート打込み
時のトラス梁式支保工変位モニタリングによる橋
面高さの出来形精度向上及び安全性向上への取り

組みを報告する。
工事概要
�１ 工 事 名：高徳線阿波大宮・板野間吹田こ線

橋上り線上部工新設工事
�２ 発 注 者：四国旅客鉄道株式会社
�３ 工事場所：徳島県板野郡板野町吹田
�４ 工 期：平成２７年５月１５日～

平成２８年６月３０日
�５ 工事内容（図―１）
施工延長：６２．０m
※高松自動車道（四車線化）の吹田高架橋（PRC
１０径間連続ラーメン箱桁橋、橋長 L＝４１５m）
の第１施工区間（P４―P５径間、JR高徳線
こ線部分）
有効幅員：９．８１０m

広島県土木施工管理技士会
株式会社ビーアールホールディングス

現場代理人

向 井 寿 一○

Toshikazu Mukai

極東興和株式会社
監理技術者

寄 井 治
Osamu Yorii

極東興和株式会社

河 金 甲
Hajime Kawakane

多点同時変位計測システムを用いたこ線橋の
支保工変位モニタリング

３５
品質管理

図―１ 橋梁概要図
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２．現場における問題点

本工事の主桁は、図―２に示すように固定支保
工架設工法を用いて、１リフト目に下床版とウェ
ブ、２リフト目に上床版のコンクリート打込みを
行うことにより製作した。施工区間中にある JR
高徳線を跨ぐため、支保工には長支間化が可能な
トラス梁式支保工を採用した（図―２、図―３）。
このトラス梁式支保工を用いた本橋の施工にあた
り以下の問題点があった。
�１ トラス梁式支保工のたわみ
トラス梁式支保工を用いて支保工の長支間化を
図ると、コンクリート打込み時の梁材のたわみ量
は大きくなる。打込み時の梁材のたわみ分はあら
かじめ上げ越して施工するため、橋面高さの出来
形精度向上にはトラス梁のたわみ予測が重要であ
る。
一方、本橋に用いた支間長が３１．７mもあるト
ラス梁式支保工の使用実績は少なく、たわみ予測
に関するデータの蓄積が十分ではなかった。さら
に、２リフト目のコンクリート打込み時には、ト
ラス梁と１リフト目の施工部分（下床版とウェブ）
が抵抗して複雑な挙動となることが考えられた。
�２ たわみ量計測方法
上記のようなたわみ予測の妥当性を確認するに
は、コンクリート打込み時にトラス梁式支保工の
たわみ量を計測する必要がある。一般的なたわみ
量計測手法として、図―４に示すような計測対象
物に下げ振りを設置して、その変位量を計測する
手法がある。しかしながら、トラス梁直下に JR

高徳線が通過している本橋では用いることができ
なかった。
�３ 安全対策
コンクリート打込み作業は昼間に行うため、JR
高徳線が通過する中での作業となり、安全に十分
配慮した施工が不可欠であった。このため、コン
クリート打込み作業中に支保工に異常があれば早
期に察知して対策を講じる、または作業を中断す
る必要があった。

３．工夫・改善点と適用結果

�１ 多点同時変位計測システムの概要

図―２ 架設図および計測位置

図―３ 施工状況

図―４ たわみ量計測手法の一例
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コンクリート打込み作業時に、トラス梁直下か
ら離れた位置でも多数の測点を同時に計測可能な
多点同時変位計測システム１）を適用した。このシ
ステムは、山岳トンネル施工時の切羽監視のため
に開発されたものである。多点同時変位計測シス
テムの主な特徴を以下に示す。
①Bluetooth 通信機能によりワイヤレスで複数台
のレーザー距離計（図―５）を同時にリモート
制御して、距離（計測可能距離１００m、精度±
１mm）と角度計測（精度±０．０５°）を行う。
②連続計測機能（最小計測間隔：１秒）により、
各レーザー距離計で計測したデータをあらかじ
め設定したしきい値内であるか常時比較してス
テータス表示が可能である（図―６）。
③計測対象へのターゲットプレートやプリズムを
設置しなくても計測可能であり、人が立ち入る
ことができない箇所の計測が可能である。
�２ 本施工への適用方法
コンクリート打込み時における支保工変位計測
位置を図―２に、計測状況を図―７と図―８に示す。
トラス梁の支間中央変位を３箇所（中央とウェブ
直下付近）と、トラス梁支点部のＨ鋼の変位量を
計測した。なお、計測間隔は１分とした。

モニタリング中、たわみ量の計算値が最大で―
９mmであることを考慮し、計算値からの差に応
じて以下の対処を行うこととした。
①計算値―５mmを超えた場合（警告）
計測間隔を短くして、継続的に変位が増加する
か経過観察するとともに、支保工の点検を実施
する。
②計算値―２０mmを越えた場合（異常）
作業を中断して原因を究明する。
�３ 適用結果
打込み開始から完了までの支間中央におけるト
ラス梁たわみ量の推移を図―９に、打込み完了時
の実測値と計算値との比較を表―１に示す。トラ
ス梁のたわみ量は、トラス梁の支間中央変位量の
実測値から支点変位量の実測値を引くことにより
求めた。なお、支点位置の変位量は最大でも―２
mmと小さかった。
主桁自重によるトラス梁のたわみ量の計算値は、
２次元フレーム解析により求めた。本橋で採用し
たトラス梁は横方向を密に連結した構造であった

図―５ レーザー距離計

図―６ 計測画面（ステータス表示例）

図―７ 変位計測状況

図―８ レーザー距離計設置状況
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ため、主桁自重を全てのトラス梁で均等に負担す
ると仮定してたわみ量を算出した。また、２リフ
トのたわみ量の計算には１リフトの主桁剛性をト
ラス梁との重ね梁として考慮した。
図―９に示すように、１リフトは１１時頃、２リ
フトは１０時半頃からトラス梁支保工上の箇所のコ
ンクリート打込み作業となり、トラス梁のたわみ
量が増加し始めた。その後、コンクリート打込み
作業中にたわみ量が急激に増加することはなかっ
た。図―９からもわかるように、作業中の「警告」
のしきい値とした計算値から―５mmを越えるた
わみ量になることはなく、無事に作業を終えるこ
とができた。
表―１に示す実測値をみると、１リフトと２リ
フトともにウェブ直下の「L側」と「R側」が「中
央」よりも大きなたわみ量となる傾向があった。
しかし、その差は最大でも３mm程度と橋面高さ
の出来形管理の範囲である５０mm（＋５～―４５
mm）に対して大きくなく、平均するとほぼ計算
値に近い値であった。このため、本施工で用いた
トラス梁式支保工において、今回と同様の計算手
法によりたわみ予測を行い、たわみ分を上げ越し
て施工すれば、トラス梁のたわみが出来形に及ぼ
す影響は考慮できると考えられる。

４．おわりに

本橋は JR高徳線上の施工ということで、特に
コンクリート打込み作業は慎重に行う必要があっ
た。今回、山岳トンネル施工時の切羽監視に用い
られていたシステムを本施工に適用することで、
レーザー距離計のリモート制御によりリアルタイ
ムに支保工変位をモニタリングして、安全性を高
めたコンクリート打込み作業を行うことができた。
多点同時変位計測システムは、計測対象への
ターゲットを必要とせず、複数の計測対象の距離
変動を簡易にモニタリングできる技術である。今
回のようなトラス梁式支保工の変位計測だけでは

なく、例えば、門型クレーンを用いた主桁架設時
の架設機材変位モニタリングによる安全対策等、
PC橋施工時に今後も活用していきたい。
参考文献
１）寺島佳宏他：多点同時変位計測による切羽安
全監視システムの開発と不良地山における試験
適用，トンネル工学報告集第２０巻，pp．２１９―２２３，
２０１０．１１

図―９ トラス梁たわみ量の推移

表―１ 実測値と計算値の比較
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１．はじめに

工事概要
�１ 工 事 名：東京国際空港Ｄ滑走路建設外工事
�２ 発 注 者：国土交通省関東地方整備局
�３ 工事場所：東京都大田区羽田空港内
�４ 工 期：平成１９年３月～平成２２年８月
東京国際空港Ｄ滑走路建設外工事（以下、Ｄ滑
走路工事）は、既存の羽田空港沖５００mに新たに
Ｄ滑走路を建設するものである。滑走路の延長は、
３，１２０mで多摩川側が桟橋構造、第一航路側は埋
立構造となっている。図―１に滑走路の平面図を
示す。
本工事の特徴として
・滑走路の標高が既存の空港に比較して高い。
滑走路が第一航路に隣接しており、航行する船

舶と滑走路に進入する航空機の制限表面の関係か
ら、滑走路面はT．P１０～１３mと既存の空港（T．
P＋４ｍ）と比較して高くなっている。
・原地盤が深く、軟弱であるため、埋立土量が多い。
埋立の原地盤がT．P―１９mと深く埋立工事とし
ても困難な工事で有る事に加え、軟弱層が１８ｍと
厚く堆積しているため、８ｍ程度の沈下が生じる。
そのため、埋立・盛土厚が２７ｍに達するものとな
った。滑走路を建設する全土量は、水中の埋立分
が約２，０００万m３、気中の盛土分が１，０００万m３とな
った。
・施工期間が３．５年と短い。
供用開始が平成２２年１０月に予定されている中で、
工期が設定されていたため、施工期間が３．５年と
同様の空港工事の中では極めて短い。

２．現場における問題点

短い施工期間と空港の重要性から、施工の効率
化を進めながら、所定より高規格の品質を確保す
る必要があった。この問題の中で課題の一つが盛
土の転圧であった。盛土の転圧は、一層の盛土厚
を２０～３０cmの薄層でまき出して転圧する事が一
般的な施工法である。薄層で転圧する施工方法は、
長く変わる事はなかったが、近年土木機械の大型
化、高性能化が進んでおり、従来の転圧機が１００
kN級であることに対して、４７０kN級の大型転圧

東京土木施工管理技士会
東亜建設工業株式会社
技術課長

堺 谷 常 廣○

T．Sakaiya

主任技術者

大和屋 隆 司
R．Yamatoya

工事担当

青 木 雅 俊
M．Aoki

ポータブル１孔式RI 密度・水分計 SPITER（スピッタ）
の開発

３６
品質管理

図―１ Ｄ滑走路の全体平面図
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機械が開発させるなど、盛土の厚層化が進んでい
た。例えば、関西国際空港二期工事では、路体の
盛土厚が６０cmとなり、東日本・中日本・西日本
高速道路株式会社では、「土工施工管理基準」に
「大型締固機械による厚層盛土の品質管理」を定
めて６０cm盛土の施工の普及を進めていた。盛土
を厚層化する事は、施工の効率化による工程の短
縮につながるため、Ｄ滑走路工事でも、大型転圧
機械による転圧効果の確認を行い最適な品質管理
方法、厚層化用計測計器の開発を行い、盛土の効
率化により工期短縮を図るものとした。
大型転圧機は、酒井重工業の SV９００D（起振力

４７０kN級）を採用した。盛土材料は、千葉県で
産出する山砂であり、全土源（３０か所）の最大乾

燥密度を求めて、最大値、最小値、平均値に近い
材料を用いて、実機により試験施工を行った。試
験より深度９０cmで締固め度Dc≧９０％を満たす
結果を得た（図―２）。この結果より、盛土厚９０cm
で日常的に品質管理が可能な計測計器を開発する
事となった。

３．工夫・改善点と適用結果

３―１ 厚層盛土用計測計器の比較
厚層化計測用の計器として代表的なものを、表

―１に示す。試験施工では、５cm毎に計測でき
る２孔式RI 密度計を用いる事が多いが、計測項
目が湿潤密度だけであるため、乾燥密度を求める
には、試験後盛土を掘り起こし、盛土内の水分量
を別に計測する必要があるため、日常管理には不
向きであった。
表面型透過型RI 密度水分計は薄層盛土用であ
り、厚層盛土に使用する場合は、盛土内の湿潤密
度の分布が一様であると仮定して、表層の密度か
ら深層部の密度を推測し品質管理を行うものであ
る。６０cmまでは実績があるが、それより厚い場
合は、信頼性が確認できなかった。そのため、直
接盛土の深部を計測できる計器として１孔式RI
密度水分計 SPITERの開発を行った。
３―２ １孔式RI 密度・水分計 SPITERの概要
SPITERは図―３のように、転圧完了後にガイ

図―２ 盛土内の密度分布

表―１ RI 計測計器の比較
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ドパイプを削孔・挿入し、ガイドパイプ内に計測
プローブを挿入する事により盛土中の密度、水分
量を計測する。１本のガイドパイプにより複数の
計測を行うため１孔式と称している。計測深度は
１２０cmまでで、盛土を上中下の３層に分けて各
層３０cmごとの湿潤密度、水分量の平均値を計測
する。ガイドパイプは任意の場所に挿入できる。
また、計測終了時に撤去できるため、日常管理に
適している。
３―３ RI 密度水分計の計測原理
SPRITRは、３本の計測プローブからなり、そ
れぞれ γ線密度計、BG計、RI 水分計と呼ぶ。

γ線密度計は、線源部に装着された１３７Cs（セシ
ウム１３７）から放出される γ線と物質との相互作
用を利用している。γ線が物質中を通過する際に、
原子の軌道電子との間に相互作用が起こり、エネ
ルギーの一部を軌道電子に与え、自らは小さなエ
ネルギーになって進行方向を変える。測定対象と
なる物質を構成する原子の軌道電子の総数は、陽

子と同数であることから、電子の数は、その物質
の密度と一意的な関係で表すことができる。
また、γ線を放射する物質はわずかながら地盤
中にも存在し、これらから放出される γ線をBG
（Back Ground の意）と呼んでいる。BGの存在
は密度計の測定にとってノイズ成分となるため、
補正が必要となる。線源が装着されていないBG
計を用いて自然放射線測定（BG測定）を行い、
測定値からBGの影響を除去する。
RI 水分計は、中性子と物質を構成する原子の
原子核との相互作用を利用している。中性子線源
には、２５２Cf（カリホルニウム２５２）を使用する。２５２Cf
からは、速中性子と呼ばれるエネルギーの大きい
（一般に０．５MeV以上）中性子が放出されている
が、速中性子が物質中の原子核と衝突すると、次
第にその運動エネルギーを失い、熱中性子と呼ば
れるエネルギーの低い（およそ０．０２５eV）状態に
なる。速中性子を熱中性子に変換させる能力を減
速能と呼び、水素原子の減速能は、他の原子と比
較して非常に大きい。物質中に水素原子が多く存
在するほど、速中性子は水素原子との衝突を繰り
返すことによってエネルギーを失う。水素原子が

図―３ SPRIER の概要（計測） 図―４ SPRIER の計測プローブ
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多い物質ほど、速中性子から熱中性子へと変換さ
れる機会が多くなる。地盤中の水素原子は、その
ほとんどが水を構成する元素として存在しており、
熱中性子を計数することによって、地盤中の水分
量を測定することができる。表―２は、SPITER
の仕様、図―５は計測状況である。
３―４ 盛土の品質管理と SPRITRによる計測
盛土の品質管理は、一般的に転圧機と盛土厚と
転圧回数を工法管理と転圧後の盛土の密度を計測
による品質管理を組み合わせる手法をとる事が多
い。そのため、本工事でも、転圧機（SV９００D）
に GPS転圧管理システムを設置して、盛土厚（９０
cm）転圧回数（８回）をリアルタイムで管理を行
った。転圧後、SPRITRを使って１日／箇所の頻
度で土中の密度を計測し締固め度Dcを確認した。
３―５ 盛土の圧縮量の計測

施工中から供用開始まで１年間の盛土の圧縮量
を計測するため、クロスアーム式沈下計を設置し
て圧縮量の計測を行った。一般的に盛土の圧縮量
は、施工中は１％、供用開始後のクリープ量は、
０．３～１％程度である。締固めが適正に行われて
いない場合、クリープ量が大きくなり、供用中の
盛土の変形が生じて滑走路の不陸の発生など有害
な沈下につながっていく。図―６が実際の計測結
果である。転圧中の盛土の圧縮量は ε≒０．６％と
なった。また、盛土完了後のクリープ量 ε≒０．２％
と従来の盛土のクリープ量より小さなものとなっ
た事が確認された。

４．おわりに

圧層盛土の採用により施工の効率化が図られて、
盛土量が約８万ｍ３／日に及び、従来の薄層施工と
比較して約半年の工期の短縮となった。この結果、
無事に平成２２年１０月の供用開始を迎える事ができ
た。今後、盛土の施工は盛土の厚層化の方向に向
かうものと考えられるが SPRITRは、品質管理
に有効な計測計器になるものと考えている。

表―２ SPRITR の仕様

図―５ 計測状況

図―６ クロスアーム式沈下計の計測結果
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１．はじめに

本工事は、平成７年の７・１１豪雨災害による姫
川の増水により侵食を受けた、姫川本川の葛葉地
区の山腹斜面工事である。葛葉下流地域は地形や
地質により、ブロック毎に対策方法が検討されて
いるが、本工事は県道下斜面の頭部が、非常に緩
んだ珪質頁岩の強風化帯と中風化帯が分布する斜
面である。そのうち、今回施工する箇所は、施工
面積は約３２００㎡、法長も１００m近くある長大法面
が対象となる（図―１）。

工事概要
�１ 工 事 名：葛葉下流山腹工その７工事
�２ 発 注 者：国土交通省 北陸地方整備局

松本砂防事務所
�３ 工事場所：新潟県糸魚川市大所地先
�４ 工 期：平成２７年３月２６日～

平成２７年１２月１０日
�５ 主な工事内容：（施工範囲は図―１二重線内）
砂防土工 斜面掘削 V＝５０００m３

（無人化機械施工）
法枠工�１（梁形状３００×３００―１５００×１５００）

A＝１，３６２m２（枠内植生基材吹付）
法枠工�２（梁形状３００×３００―２０００×１５００）

A＝１，８６５m２（枠内植生基材吹付）

鉄筋挿入工 D１９×３４００ N＝７１７本
仮設足場工 V＝４，４６０空m３

残土処理工 １式 、法面補修工 １式
急峻な長大法面の斜面掘削や法面工を進める上
で、前年度施工時（写真点線内）より現場状況の
把握や監視をするためにWEBカメラの活用を考
えていた。しかし、当地区は旧国道１４８号付近で
あるものの、現場周辺は携帯電話通信圏外となる
箇所も多く、通信技術を活用するには環境的に問
題があった。
そこで、この現場条件の下で、容易に通信環境
の構築やWEBカメラによる監視体制が整えば、
現場作業に潜む危険を察知することができ、より
安全性の高い作業環境づくりが可能になると思わ
れた。

長野県土木施工管理技士会
北陽建設株式会社
現場代理人

小 林 信 敬
Nobuyuki Kobayashi

長大法面施工における安全性向上の取り組み

３７
安全管理

図―１ 着手前 ※点線内は前年度施工箇所
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また、上記の技術活用と共に、実際の作業にお
ける安全意識向上のために、現場作業に潜む危険
性に、気付くことのできる環境を作ることを重点
に取り組んだ。

２．現場における問題点

①通信圏外におけるWEB技術の活用
前述した通り、当現場は通信環境が不安定であ
り、撮影している画像をWEB上に安定して送信
する手段が必要であった。通常、通信圏外の情報
をWEB上で確認を出来るようにするためには、
通信圏内まで LANケーブル等の敷設を行う必要
がある。
しかし、ケーブル敷設や中継器設置および電源
確保等の仮設作業を実施した場合には、設置に伴
うコスト面や、工事完成後に使用したケーブル等
の資材転用などを考えた場合に不経済となる。
②長大法面上での作業における安全意識の向上
当現場は、急峻かつ長大法面であり、法面や足
場上からの転落災害は、重大災害に直結する。同
時に、クレーンを使用した仮設足場組立において
も、隣接した作業エリア内で各施工を進める必要
があった（図―２）。
このことから、作業環境における危険に対して
察知できるように、安全意識の向上を図っていく
ことが重要と考えた。更に、現場を安全に運営し
ていくために、安全管理体制の充実が必要と考え

ていた。
③社内での取り組み・協力体制
当現場の施工は、施工箇所の大半を強風化部で
緩んだ斜面を掘削するため、法面処理における技
術的課題が多い。そこで、安全かつ効果的に施工
を進める上で、現場担当者としての施工管理に加
えて、社内での協力体制が不可欠であった。

３．工夫・改善点と適用結果

①通信圏外におけるWEB技術の活用
通信圏外の情報をWEB上に伝送する事が可能
な、長距離無線 LANシステム（Falcon WAVE
NETIS : KT―１４００４７―A）を活用することにした。
この技術は、取得したデータ（カメラ映像等）
を無線で伝送するものだが、たとえ送信機側が通
信環境圏外であっても、受信機側が圏内にあれば、
取得したデータをWEB上に伝送することが可能
である（図―３）。
今回使用した２．４GHz 周波数帯の機種では、送
受信間約６kmを無線でデータ伝送することが可
能な上に、以下の点で有用であった。
イ）無線使用に伴う申請手続きが不要で、誰でも
簡単に自営無線通信環境を構築可能
ロ）軽量かつ省電力であり、太陽光パネルの電力
で起動できることから、設置や電源供給の面で

図―２ 法面工 施工状況 図―３ 長距離無線 LANシステム概要
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も非常に容易
ハ）Falcon WAVE自体がWi―Fi アクセスポイ
ントとしての機能を実装しているため、無人化
施工機械に搭載したカメラ映像を無線 LAN経
由にて中継する事が可能
（適用結果）
長距離無線 LANシステム活用に伴う機器の設
置については、調整を含めても１日で完了し、す
ぐに映像確認が出来る状態となった。本システム
を設置した６ケ月の間、通信不良等の不具合もな
く、カメラ映像での現場監視が可能であった。特
に、斜面掘削後の降雨時などに、全景を現場以外
の場所で確認・把握できる点は、非常に有用であ
った。また、カメラ映像を見ながら現場事務所で
打合せができた事は、説明性の向上という点で、
施工の効率化が図られたと感じた（図―４）。
②長大法面上での作業における安全意識の向上
本工事のように、急峻な長大法面での作業にお
いて、労働災害を予防するためには、現場に携わ
る作業員の安全意識向上が重要であり、更に安全
管理体制の充実が必要と考え、以下の取り組みを
行った。
イ）安全ミーティング・KY活動の工夫
KY活動を行う際に、安全掲示板にて作業する
上で最低限確認して欲しい点を順序立てて掲示し
た。気温や湿度などの作業環境、ワイヤーや安全
帯等の点検方法、そして各作業の作業主任者を確
認してから作業に臨むように工夫した（図―５）。

特に、この現場では安全帯は常に良好な状態が
保たれなくてはならない。そこで、掲示板には、
この現場に実際にあった不良な安全帯の写真を掲
示することで、各作業員の注意を引くように図っ
た（図―６）。
ロ）標識による注意喚起
作業所入口には、スイング開閉式の標識看板に
て、注意喚起を促した。バネで開閉するため通行
には支障がない物だが、通常時は閉まった状態で
ある点と、通行時に多少は体に触れることから、
必ず目を向けるのではないかと設置をした（図―
７）。
ハ）音声による危険周知
仮設足場組立作業では、クレーンでの吊荷作業
を行うが、法面上の他の作業員に対して、吊り荷
の通過を音声で知らせる吊荷警報器を活用した。
玉掛した資機材にぶら下げ、スイッチを押すだけ
でブザー音を発する簡単なものである。図―４ カメラ映像での打合せ状況

図―５ 安全掲示板

図―６ 安全帯 注意用掲示写真

図―７ 開閉式 注意看板
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ニ）外部安全コンサルタントの参画
安全管理体制の充実として、外部より労働安全
コンサルタント有資格者に参画を依頼した。月２
回実施している店社安全パトロールに同行しても
らい、社内と外部からの二重チェックの体制を取
った。パトロール後には、指摘および指導内容等
を記載した安全診断結果表を元に、是正処置に取
り組んだ。
（適用結果）
掲示物の見え方を工夫することで、自然と目線
や意識が安全帯の着用に向かい、当現場での転落
災害を予防する一助となった。また外部の安全コ
ンサルタントの参画では、現場にて実演指導を行
うなど、パトロールも然ることながら、学ぶべき
点が多く、管理している立場からの意識向上とい
う点で、大変効果的であった（図―８）。
③社内での取り組み・協力体制
不安定な法面掘削を進める上で、技術的問題点
を解消するために、現場担当者および弊社工事部
門、設計・積算部門参加の元で施工検討会を実施
し、施工方法や問題点の抽出を進めた。
そこで、掘削後の斜面状態の判断が重要という
意見があり、弊社社員の『斜面判定士』が、掘削
後の斜面状態を確認した箇所から法面工に着手す
ることにした。

４．まとめ

今回、試験的に長距離無線 LANシステムを活
用したWEBカメラによる現場監視を試みたが、
機材設置や、稼働時のメンテナンス、また撤去も

容易であった。これらは、初期投資を考慮しても、
通信圏外及び電力供給不能な山間地工事や災害発
生地域での活用等を想定した場合に、十分効果的
と考えられる。さらに、国立公園内などケーブル
敷設等に問題がある箇所でも、見通しと受信側の
通信環境が整えば、無線でカメラ映像を送信でき
る点でも優位である。
そして、当現場のように施工範囲が広範囲に及
ぶにつれ、各作業員の安全意識向上の工夫が求め
られてくる。日常のKY活動や点検実施の積み
重ねは当然だが、現場の注意点が『目で見える・
耳で聞こえる』作業環境は、安全意識の向上およ
び活性化につながったのではと感じている。それ
に加えて、外部より労働安全コンサルタントに協
力願ったことにより、現場のみならず、会社全体
としての安全管理体制の充実が図られた。

５．おわりに

葛葉峠は、かつて塩の道の難所と言われていま
したが、工事期間中にも街道巡りを楽しむ人々が
多く訪れました。現場事務所脇に設置した東屋に
は休憩される方も多く、工事内容について質問し
ていただけるなど、工事に携わる者の励みとなり
ました。
最後となりましたが、発注関係者をはじめ工事
関連機関及び地元の皆様方の御指導並びに御鞭撻
いただいた事に感謝を申し上げます。

図―８ 労働安全コンサルタント 巡回指導

図―９ 休憩施設 利用状況
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１．はじめに

昭和１１年に建設された鶴岡橋は、兵庫県北部の
一級河川円山川に渡河する３径間連続RCT桁４
連と単径間FRCT桁２連からなるコンクリート
橋である。地元住民の原風景として親しまれ、国
道４８２号線の要所として約８０年間の役目を終える。
老朽化と過去の台風で河道を阻害し災害を招いた
こともあり、平成２５年に新鶴岡橋の供用開始に伴
い撤去されることとなった（図―１）。
本工事では、河川の非出水期に上部工をブロッ
ク状に切断し吊込撤去するものである。
工事概要
�１ 工 事 名：（国）４８２号鶴岡道路

旧橋撤去その１工事
�２ 発 注 者：兵庫県但馬県民局 豊岡土木事務所
�３ 工事場所：兵庫県豊岡市日高町鶴岡
�４ 工 期：平成２６年１１月１７日～

平成２７年６月３０日
（河川区域内は、５月３１日まで）

�５ 工事諸元
幅員＝５．５m 橋長＝１７１．２m １４径間
カッター切断 ６６３m
コンクリート削孔 ６４０孔
ワイヤーソー切断 １００m２

コンクリート殻処分 ６８３m３

本工事は、該当構造物が年月の経過により詳細
な構造計算等もなく、新橋を計画時に設計された
ものであり、付近の地形も変化していることが予
想されたので、新たに音響測深器による河床の測
量および陸上部の地形測量を行った。また、右岸
側の陸上部で１径間１桁を実際に切断し、使用予
定である９０t クローラクレーンで吊込撤去する試
験施工を行い、抜取コアの強度試験、中性化試験、
配筋状況の確認、吊り荷等の安全性を確認して水
上部の施工に臨んだ。
なお、当初設計は仮設工として旧橋下流に仮桟
橋を設置し作業足場を確保する計画であったこと
を前述し問題点を提起する。

兵庫県土木施工管理技士会
株式会社谷垣組
工務部工務課長

清 水 克 浩○

Katsuhiro Shimizu

工務部工務係長

岡 田 大 作
Daisaku Okada

旧橋撤去工事における組立台船工法を採用した
工期短縮と環境対策について

３８
環境管理

図―１ 平面図
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２．現場における問題点

① 工程管理
河川占用から非出水期である５月３１日までに仮
設物含め河川区域から全ての工事を完了しなけれ
ばならない必須の条件がある。仮設工として設置
した仮桟橋においても旧橋の撤去が完了しなくて
も撤去を余儀なくされていた。
仮桟橋は、幅＝８．０m 延長＝１２０m ２０径間
支持杭数＝１０５本を設置するものでありかつ、支
持杭の打設予定箇所には河床ブロックが施されて
おり、安定した工程進捗が困難であることが予想
された（図―２）。
仮桟橋の１径間設置に要するサイクルを考慮した、
支持杭打設＋下部工部材設置＝３日

主桁設置＋上部工部材設置＝１．５日
計 ４．５日／１径間
全体 ４．５×２０径間＝９０日（実働）

撤去に関しては１日に１径間とし２０日とする。
主目的である旧橋を解体に費やす期間は、順調
な仮桟橋設置で１ヶ月しか見込めず、まったく余
裕が無いため安全面と労務管理の観点からも工法
と工程の改善検討を行った。

② 環境対策
解体にあたり、コンクリート片の水中への落下
はもとより、ワイヤーソー切断、カッター切断、
コア削孔で発生する汚濁水を集水し処理する必要
がある。切断に必要な水は２６５m３となり、当初設
計ではワイヤーブリッジ足場とシート張りで集水
→炭酸ガス処理 pH調整→放流であったが、切断
水の発生量と処理能力および集水方法に工夫が必
要であると判断し検討を行った。
また、円山川漁協と協議を行い、切断水を極力
集水し処理する。切断時の振動・音は、魚類の遡
上に影響があることから左岸側の水深の深い箇所
を優先して撤去し、水温が上昇する頃は右岸側の
浅瀬で施工をする協議結果を得ていた。

図―２ 仮桟橋標準断面図

図―３ 着手前

図―４ 着手前
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吊具の工夫

３．工夫・改善点と適用結果

① 工程管理
工程の大半を占め、支持杭の打設に不確定要素
の多い仮桟橋に代わる工法としてクレーン台船を
検討した。台船を日本海から円山川を経由して現
場への搬入は、搬入経路の水深等から不可能であ
ったため、１隻４tのフロートを陸上運搬し現地
で組み立てる組立台船による施工を採用した。
施工現地の状況が下記のとおり台船施工に適し
ていたことが事前に音響測深器等を使用した測量
によって確認できた。
・３００m程度下流に扉門があり、水位が一定以下
に下がらない。（開閉確認有り）
・水深が左岸側で３．５m程度有り、右岸側河床を
１３００m３掘削することで台船稼働の水深（１．５m）
を確保できる。
・通常の流速は１m／秒程度以下で穏やかである。
・河床に障害物が無く、台船が水上で移動に要す
る作業範囲を確保できる（図―３、図―４）。
陸上で試験施工時に確認した圧縮強度は３１．１N
/mm２、中性化深度２２．８５mm、鉄筋の状態は良好、
剥離・剥奪はなし等の高結果をふまえ、旧橋をど
のようにブロック切断するか検討した。
最大吊荷重量は、主桁が１径間１本当たり吊り
具を含め１５．４t となる。
また、床版・横桁等の部材はH型鋼等を加工
した補講材を工夫して各主桁間の１径間１０．５t を
１度に撤去することによって切断数量の減、工期
の短縮に努めた（図―６）。
同時にクレーン変更届に使用する安定計算を基
に台船の大きさを吊り荷の重量とクレーン能力か
ら９０t クローラクレーンとし、台船は単体３６隻を
組立て２１．４９m×２１．１４mとした（図―５）。
施工中は、降雨・融雪による水位の上昇、流量
の増大によって、台船が流される災害が最も懸念
されるところである。過去の水文データを調査し、
水位に応じて５段階の台船係留措置とクレーンの
退避方法を策定した。気温、降水量、水位を日々

観測記録し、グラフ化して掲示した。既設橋脚に
水位レベルをマーキングして作業員に周知する安
全措置を講じた。
結果、水上の上部工撤去工に着手するまでの期
間を１．５カ月間短縮でき、水位の上昇も最大６０cm
であったため撤去作業は順調に進捗し、追加変更
として陸上部の橋脚６基の撤去も行うことができ、
工期内に無事故で余裕をもって完了することがで
きた（表―１）。

表―１ 実施工程表（実線は実施）

図―５ ９０t クローラクレーン台船荷重図

図―６ 床版・横桁の一括撤去
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② 環境対策
切断水の集水を効率的に行うために、作業足場
を兼ねた台船１基をクレーン台船と別に設置した。
大型の組立台船（８t／隻）を４隻組で８．６m×８．２
mの大きさで、旧橋を１径間毎に移動して上部
からの落下物を捕捉するものとした。
構造は、台船上に足場を設置し作業床はジャッ
キによって中央に切断水が集まるよう緩やかな勾
配を設け全面にシートを張る。作業床中央からパ
イプで台船上に設置した集水用の１３m３ノッチタ
ンクに自然落水する。
浮遊物の沈降を待って、上澄み水をポンプで同
じく台船に設置した９m３ノッチタンクに移し、
切断水として再利用を行った（図―８）。
なお、浮遊物の沈降を促進するため、NETIS
登録されている“水澄マイル”を採用したことも
あり、切断水の供給には９０％を再利用でまかない、
最終的に沈降物の汚泥として９tを廃棄物処理し
た。
作業中には降雨もあり徐々に増加する切断水は、

上澄み水用ノッチタンクから処理能力０．８m３／hr
の炭酸ガス中和装置１台でまかなうことができた。
本工夫により削孔コア等が落下しても水中には
落水せず、切断水も満足できる回収ができた。
当該水域は、兵庫県の環境基準 河川A類型
に該当するので、水質試験で確認後に放流した（表
―２）。
本とりくみは、平成２７年４月に“周辺の生態系
を守る”と新聞掲載され、掲載文には円山川漁協
関係者の賞賛のコメントも記載されており、問題
点を克服できたものと自負している。

４．おわりに

旧鶴岡橋が築造された年代から鉄筋の代わりに
竹を使用する竹筋コンクリートも考えられ、調査
を行ったが確認に至らなかった。しかしながら８０
年近く経過し、締固め機具すらも現代より劣る時
代に今でも３０N/mm２以上の圧縮強度を誇る密実
で美しいコンクリート構造物を建造された先人の
技術力と努力に土木技術者として誇りに思い、敬
意を保って履行する工事であった。
最後に、協力業社の支援と地域住民にもご協力
をいただき無事に完工できたこと、発注者豊岡土
木事務所 道路第１課各位には、工法の大きな変
更提案に対し前向きに応じていただき、ご指導を
いただきましたこと感謝申し上げます。

図―７ 台船による撤去状況 図―８ 足場兼集水台船

表―２ 水質試験結果
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１．はじめに

工事概要
�１ 工 事 名：砺波樋門遠隔操作制御設備更新工事

局所集中豪雨対策自動制御確認試験
�２ 発 注 者：北海道開発局 旭川開発建設部
�３ 工事場所：北海道名寄市砺波地区（砺波樋門）
�４ 工 期：平成２７年８月２４日～

平成２７年９月４日

近年、頻発する異常気象のなかに局所での集中
的な豪雨（ゲリラ豪雨）の被害が各地で報告され
ている。深夜等操作員不在時での急激な河川水位
の上昇に伴い、樋門操作の遅れによる田畑や市街
地等の浸水被害が懸念される。
砺波樋門遠隔監視制御システムでは、汎用品の
ドームカメラを用いた、画像解析による水面検知
を実現した。設定した水位（水面）を検知するこ
とでゲートの自動制御を行い、操作員不在時の操
作遅れの補助を行うものである。
今回の試験は、本システムの有効性を確認する
ため、水路を堰き止めて（仮締切り）樋門付近の
水位を上昇させ実際に近い条件（実水面）を再現
し、画像解析からなる自動制御動作確認を目的と
したフィールド実験である。

２．現場における問題点

２―１．画像解析水位検知の概要
画像解析の概要は、ドームカメラで撮影された
水路量水標部分の画像を画像処理ソフトにより、
「ノイズ除去処理」及び「画像補正処理」を行い
水面を検知する。一定周期に複数枚の画像処理を
行い不要な要素の映り込みの除去、波浪等のバラ
ツキを平均化、画像の形状補正等を行い、１枚の

（公社）高知県土木施工管理技士会
西田鉄工株式会社
現場代理人

加 藤 充 城○

Mitsuki Kato

技術主任

吉 川 隆 宏
Takahiro Yoshikawa

技術主任

久木田 利 彦
Toshihiko Kukita

天塩川砺波樋門における局所集中豪雨対策自動制御に伴う
画像解析フィールド試験

３９
IT マネジメント

図―１ 機器（カメラ等）概要図
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画像にする。
水位（水面）の判定は、その処理された画像を
もとに量水標の両端２か所に監視エリアを設けて、
水面の有無に伴う画像の濃淡を検出することで判
断するものである。

 

 

 

 
 

 

図―２ 画像処理の概要図

２―２．条件変化による画像解析の可否
自動制御を必要とする場面は、天候や昼夜を問
わず求められる。樋門水路に仮締切りを設けるこ
とで任意の水位に実水面を形成し、画像解析水位
検出に至るあらゆる条件を検証することでシステ
ムの有効性を確認した。
１）水位検知精度の確認…徐々に水面を上昇させ
水位検知精度を確認した。検出に４０mm程度のバ
ラツキを認めたが監視エリアを３００mm程度に設
定しているので制御の支障には至らない。

２）悪天候（雨＋波浪）での確認…降雨（１００mm
/h程度）と波浪（５０mm程度の波）を発生させ
て水位検知精度を確認した。水位検出に支障がな
く、画像処理ソフトが有効に機能していることが
確認できた。
３）漂流物での確認…流速を変えて（０．０２～０．１
m/S）漂流物を再現した。水位検出に支障がなく、
画像処理ソフトが非連続の水面をうまく補正して
いることが確認できた。

図―４ 漂流物での確認

４）障害物での確認…画像の一部を障害物で連続
して遮る。監視エリアの一部にでも連続した障害
物が存在すると検出不可となる。
５）量水標の汚れ度合いによる確認…量水標に黒
色斜線（透明フィルム）で汚れを再現した。斜線
の太さや間隔で検知度合いを確認する。７％：検
知、１０％：検知、１４％：検知不可。

図―３ 悪天候（雨＋波浪）の確認
図―５ 量水標の汚れを再現
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６）カメラレンズの曇りでの確認…暴風時のカメ
ラレンズへの飛沫を霧吹きで再現した。霧吹きの
度合いにより一時検出不可となるが、カメラレン
ズに施した親水性処理の効果により１分程で検出
を再開した。

図―６ ドームカメラ

７）夜間（月明り１０ルクス以下：明るさの目安参
照）赤外線ライトでの確認…前項１）～６）を夜
間確認した。１）～４）項は昼間と同様の成果を
得たが、５）量水標の汚れ度合いによる確認では、
７％で検知不可の結果であった。６）カメラレン
ズの曇りでは、検出再開に３分程を要した。また、
赤外線ライトの発光面の一部を遮光して、検出度
合いを確認した。５０％の遮光を超えると検知が不
安定となり７０％では完全に検知不可となる。
８）LED投光器（街灯下１００～２００ルクス：明る
さの目安参照）での確認…前項１）～６）を夜間
確認し、昼間と同様の結果を得た。
９）河川の濁度確認
水面の有無に伴う画像の濃淡を検出するうえで、
河川水の濁度と検出度合いの関係を確認した。
検出に際しては濁度が高い（汚れている）ほど
濃淡が顕著になるので検出に有利となる。
試験期間中を通しての樋門河川濁度（カオリン
mg／㍑）は、最高値：１１mg／㍑ 最低値：２mg／
㍑ を記録している。何れも昼夜共に水面の検出
を確認した。
濁度の目安としては、プールの水で４mg／㍑以
内、上水道では２mg／㍑以内等の基準が定められ

ており、現地で記録した最低値：２mg／㍑は、上
水道並みの濁度（透明度）であることになる。

図―７ 河川濁度の測定状況

２―３．画像解析に係る問題点
条件変化による実験結果から画像解析に至る脆
弱項目を整理する。
１）昼間
①障害物（樹木等）により量水標監視エリアの一
部にでも連続して障害物が存在すると、監視エリ
アを認識特定（探しても見つからない状態）する
ことが出来ない為、昼夜を問わず検出不可となる。
②量水標の汚れが１０％程度を超えると検出不可と
なる。汚れにより監視エリアを認識特定すること
が出来ずに検出不可となる。
２）夜間（月明り１０ルクス以下：明るさの目安参
照）赤外線ライト使用時
画像解析には、一定以上の照度（街灯下：１００
～２００ルクス）が必要であることから照度の低下
に伴い検出感度も低下する。
③量水標の汚れが７％でも検出不可となり、ほと
んど許容しない結果である。照度低下が汚れの度
合いを助長した結果である。
④赤外線ライトの遮光は照度の低下となる為、必
然的に検出感度は低下する。
画像解析感度を左右する要素のまとめ
Ⅰ．障害物の除去
Ⅱ．量水標の汚れ防止
Ⅲ．明るさ（照度）の確保
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３．工夫・改善点と適用結果

前項現場における問題点のまとめから改善点等
を検討する。

LED

図―８ 機器配置図

３―１．障害物の除去
障害物になりうる要素として樹木や漂流物の停
滞が考えられる。設備保守管理により障害物の除
去に留意すると共に定期的な除草等が効果的であ
る。
３―２．量水標の汚れ防止
設備保守管理により量水標の汚れに留意する。
（定期的な清掃が望ましい）また、耐候性等に優
れた量水標を選択することで変色や腐食の低減が
期待できる。
３―３．明るさの確保
１）赤外線ライトについて
赤外線ライト使用の経緯（利点）は、市街地等
に在する設備の場合、夜間照明による近隣住民へ
の影響に配慮したものである。
赤外線は不可視光線であり、肉眼では明るさを
感じられない。ドームカメラの夜間モードを利用
することで赤外線ライトの照射を光源として撮影

している。
２）明るさの確保について
夜間の明るさの確保については、投光器の使用
がポピュラーであり、今回の試験においても付属
の LED投光器の使用により昼間と同様の検知感
度を確認している。赤外線ライトの使用に際して
は、一般的な投光器（LED投光器等）に比べ照
度が期待できない一面がある。しかし、画像解析
監視エリア部分のみを照明対象とするので赤外線
ライトの設置位置等を検討することで効果的に必
要な照度を得られると考える。
以上の改善点等の検討により、現場条件の変化
に対する画像解析検知の精度向上と安定が期待で
きる。

４．おわりに

昨今、画像解析は工場製作ライン等において、
不良品（変形や欠品等）の検出に利用されるなど
多彩な用途で利便性を発揮している。
今回の実験は、汎用ドームカメラに画像解析機
能を付加し、水面検知を条件とした樋門自動制御
の動作確認を目的としていましたが、同時に樋門
設備などでの画像解析の可能性を図る有効な資料
採取の機会となった。
現在、防災を目的に多くの樋門設備で遠方監視
遠隔制御化が進められ、多数の樋門で汎用ドーム
カメラが利用されている。
そのドームカメラに画像解析機能を付加するこ
とで水面検知だけでなく扉体の状態監視、または
防犯対策等々新たな付加価値が期待できる。

図―９ 画像解析装置

表―１ 明るさの目安
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１．はじめに

本工事は、一般国道３００号本栖湖畔線道路の山
側上方斜面の崩壊と落石が予想される部分につい
て、片側交互通行の条件により法面崩壊防止対策
を行う工事である。また、施工範囲は、平成２６年
２月１４・１５日の大雪による影響を受けているため、
早急な施工により一般通行者の安全を確保するも
のである。
工事概要
�１ 工 事 名：一般国道３００号災害防除工事
�２ 発 注 者：山梨県
�３ 工事場所：山梨県南都留郡富士河口湖町本栖
�４ 工 期：平成２６年７月４日（着手１１月）～

平成２７年３月２６日
�５ 工事内容：現場打法枠工A＝１，４２３ｍ

鉄筋挿入工N＝６０７本
落石防止網工A＝１，２５０ｍ２

２．現場における問題点

施工箇所（図―１）は、山側の法尻にある電柱・
電線を移設しなければ施工ができない場所である。
しかし、本栖湖側は崖で、立木と生い茂る枝によ
り簡単に移設ができない状況のため、東京電力に
よる電柱の移設方法の検討と設計施工に不足の日
数を要することが判明した。そのため、鉄筋挿入
工（ロックボルト工）について、当初の工法であ

る単管足場による作業台の上に削孔機（ボーリン
グマシン）を設置して削孔する方法では、鉄筋挿
入工の施工の前に、足場設置（６，３００空m２、高さ
２８ｍ、２１段）に５週間（実働３０日）程度がかかる。
また、各段施工途中での足場取外しと作業台設置
（段下げ）による作業効率の低下により工期内で
の施工が不可能であった。更に、高所作業車（ス
カイステーション）の機械設置ヤード（図―１）
が両端部だけで施工スペースも狭隘なために、
①機械の移動ができない。
②大きく能力の高い機械が設置できない。
③施工の範囲が限られる。
以上により、高所作業車による足場機械だけで
は、設計図書による施工範囲の全てについて施工
ができないことも判明した。そのため、当初設計
の目的や安全、コストを十分に考慮して工期短縮
を図れる施工方法を検討する必要があった。

工事主任

西 村 幸 雄
Yukio Nishimura

株式会社大森工務所

SD工法とスカイステーション併用による施工計画

１
施工計画

図―１ 施工箇所平面図
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３．工夫・改善点と適用結果

鉄筋挿入工の削孔を行うためには、単管足場の
作業台に替わる足場機械が必要である。施工ス
ペース、機械設置ヤードが狭隘な条件と、ボーリ
ングマシンMSD１４０（１，８００kg）＋他ツールス＋
作業員の重量を考慮した場合、最大積載量２，５００
kgのスカイステーションAT２５０S（L）３０ｍの設
置が限界となる。能力図から判断すると、最も条
件が良い角度の場合に１０段目（H１３．０ｍ）までの
施工が可能となり、条件が悪い場合の角度（スカ
イステーションの設置が両端部だけで移動できな
い）では２段目（H２．０ｍ）となり、施工範囲は
２～１０段目に変化していく、スカイステーション
の旋回伸縮による範囲（図―２）の２５０～３００本が
限界と考えられた。そのことから、スカイステー
ションが届かない部分、届いても現場条件が悪く
施工できない部分について、無足場の施工が可能
で独自のワイヤリングにより削孔機の設置と移動
を行う SD工法（図―３）の採用を検討するため
に、施工範囲の土質条件が異なる２箇所について、
SD削孔機による試験削孔を実施して、１０分／ｍ

の削孔が可能であることを確認した。その結果、
今回の削孔長３．０ｍでは、SD削孔機設置と削孔
に、他の作業（鉄筋挿入・グラウト注入・頭部処
理）を考慮すると、１本当りの施工時間は６０分前
後となり SD工法による施工能力は４～８本／日
と推測した。
結論として、２～２１段目は SD工法（能力６本

／日）とスカイステーション（能力８本／日）の併
用により、上下に干渉しないように施工範囲を計
画して行い、１段目については最後にクローラー
式削孔機（能力１５本／日）で行う施工計画により
施工した結果、２箇月間の工期短縮をして当初の
工期内で完成させることができた（表―１）。

４．おわりに

鉄筋挿入工の施工計画は、施工ヤードの狭隘に
より機械の移動や旋回ができない場合でも、設計
による足場での施工を安易に行うより、足場に替
わる機械設置ヤード、旋回範囲、試験削孔等によ
る施工能力を十分に検討した施工方法で行うこと
により工期短縮ができることがわかった。しかし、
スカイステーション（熟練のオペレーター共）の
手配については、取扱の主流が東北方面で台数が
少ないため、施工時期、リースの期間とコストに
ついて注意が必要である。

図―２ 施工可能範囲

図―３ SD工法（本現場施工状況）

表―１ 鉄筋挿入工の工程比較

図―４ スカイステーションによる施工状況
１０段目 ２段目
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１．はじめに

本工事は、延岡市浦城地区で、国道３８８号線と
県道浦城東海線の分岐場所に架かる飛川橋の架け
替え工事の一貫である、橋梁下部工事である。
工事概要
�１ 工 事 名：浦尻川飛川橋橋梁下部工工事（左岸）
�２ 発 注 者：宮崎県延岡土木事務所
�３ 工事場所：宮崎県延岡市浦城町地内
�４ 工 期：平成２６年９月３０日～

平成２７年５月３１日

２．現場における問題点

断面図に標記されている様に、フーチングの床

面の高さと、橋台前面保護工の擁壁床面の高さに
４４cmの高低差があった。
一般的な考え方では、深い方からの施工となる
のだろうが、重要性、出来形精度の観点からフー
チングの施工を優先させることとした。

３．工夫・改善点と適用結果

まず、フーチング完了後に、前面保護工の作業
土工を行うと、均しコンの張出部（W＝１００mm）
の取壊し、搬出、産廃処理の追加、また、腹起し、
切梁の影響を受ける為、人力による床掘、残土搬
出を行わないといけなかった。
このため、協力業者の方々とも協議した結果、
フーチングの床掘と、前面保護工の床掘を同時に
行い、同じ様に均しコンも同時に打設した。

現場代理人

工 藤 太 一
Taichi Kudo

宮崎県土木施工管理技士会

日新興業株式会社

橋梁下部工フーチングと前面保護工（擁壁）の段差対応と
仮埋戻し時の躯体養生の工夫について

２
施工計画

図―１ 断面図

図―２ 均しコン打設完了
（杭通りがフーチング外面より１５cm内通り）
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鉄筋組立時は、前面保護工側の端部が浮いた状
態になるので、１００cmピッチに補強筋（D１９）を
設け、均しコンからの支えとし、鉄筋の沈下、変
形防止とした。

図―３ フーチング鉄筋組立完了

型枠面積にして約５㎡、生コンの喰い込み量は、
約１．２m３と、設計に対して手間、材料ロスは発生
したが、フーチングの工程に遅延支障は出なかっ
た。また、生コン打設時は、鉄筋のズレなどの影
響が出ないように、型枠際を丁寧に先行打設した。

図―４ フーチング型枠及び完了

フーチング型枠脱枠後、そのまま前面保護工の
型枠建込を行うことができた。
フーチング完了後に前面保護工の床掘を行う工
程に比べ、約１週間の工期短縮に繋がった。

図―５ 前面保護工型枠建込・前面保護工完了

前面保護工完了後、山留材を撤去する為に、土

留め鋼矢板を引き抜くまでの間、一時的ではある
が、仮埋戻しを行う必要があった。
このため躯体を保護する為、梱包用衝撃吸収材
を、完成時露出する面に張り付け、その後ブルー
シートにて汚れ付着防止を実施した。

図―６ 梱包用衝撃吸収材設置・ブルーシート設置完了

仮設盛土撤去時に、梱包用衝撃吸収材及びにブ
ルーシートの撤去も同時におこなった。結果、前
面保護工の擁壁本体に損傷は確認されなかった。

図―７ 前面保護工土砂撤去状況

４．おわりに

すべての工事において、工期短縮することは、
メリットがあることです。今回の河川工事におい
ては、鋼矢板損料、水替え工などの仮設費、現場
経費のコストダウンに繋がり（原価ロスが多くな
れば問題ですけど…）また発電機の使用を減らす
ことで、温暖化対策にも微力ながら貢献できたと
思っています。これからも現場員、協力業者と力
を合わせて工期短縮、さらに良いものを作るため
の努力、工夫を行っていきたいと思っています。
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１．はじめに

工事概要
�１ 工 事 名：国道２５号杭全横断歩道橋架替工事
�２ 発 注 者：国土交通省 近畿地方整備局
�３ 工事場所：大阪市東住吉区杭全１丁目～６丁目
�４ 工 期：平成２５年１月２２日～

平成２６年１１月１５日
本橋は、国道２５号と主要地方道大阪環状線（今
里筋）および市道東住吉１８５７号線が交差する五叉
路に架かる環状の歩道橋である。この交差点付近
には横断歩道が設置されていないため、歩行者の
通行を確保しながら新設桁の架設と既設桁の撤去
を行うことが必須条件の工事であった。

２．現場における問題点

２―１ 架設計画
当初、通路桁の撤去・架設は、主要路線を夜間
全面通行止めにして施工する計画であった。特に
架設に関しては、１径間ごとに地組立を行った後
一括架設を行うことになっていた。
しかし、現場付近では一括架設に必要な地組立
ヤードが確保できなかった。さらに、交通規制の
協議においては、５万台／日の交通量がある幹線
道路を長時間通行止めにする規制はなかなか許可
されない状況であった。

２―２ 通路桁の閉合
通路桁の架設順序としては、新設橋脚位置に既
設の上部工が架かっている P３～P４間を初めに
撤去・架設することが決まっていたが、それ以外
には特に制約条件はなかった。そこで、架設時間
に余裕が取れるように交通量が最も少ない市道上
の P４～P５間を最後の架設箇所とすることを決
定し、架設計画や交通規制計画の前提条件とした。
環状の通路桁は通常の橋桁とは異なり、架設を
続けていった最後に最初に架けた桁の断面と接続
しなければならない構造である。製作誤差、架設
誤差を集積していった最後に、閉合するための落
とし込みブロックが正確に無理なく収まるように
管理する必要があった。

監理技術者

工 藤 彰 裕○

Akihiro Kudo

現場代理人

小 川 賢 一
Kenichi Ogawa

設計担当

高 田 孝史朗
Koshiro Takata

日本橋梁建設土木施工管理技士会

三井造船鉄構エンジニアリング株式会社

五叉路に架かる五角形の歩道橋の架け替え

３
施工計画

図―１ 架け替え後の杭全横断歩道橋
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３．工夫・改善点と適用結果

３―１ 架設計画
地組立を行わず、大型クレーンをできるだけ使
用しない施工方法を検討した。
可能なところは道路中央車線にベントを設置す
ることとした。これにより単材架設が可能となる
ので１２０ｔ吊ACを１０回使用する計画であったと
ころを撤去時の２回のみの使用とした。架設は７０
t～２５t 吊 RCを使用して行ったので架設重機を最
小限に抑えることができた。ベントを使用するこ
とにより、架設後に高さ調整が可能となり、また、
支柱間の取り合いも通りを視準しながら微調整す
ることができた。
歩行者の通行を確保しながら架け替え工事を実
施するために、以下の順序で架設した。今里筋上
に位置する P３～P４間の既設桁を最初に撤去し
た。撤去後は P３～P４間の既設通路桁の通行は
できなくなるが、利用者に残った既設桁を迂回し
てもらうことにより全ての階段への通行を確保し
た。
その後、まず既設桁撤去済の P３～P４間に新
設の橋脚を建設し、その上に通路桁を架設した。
橋面舗装・高欄を施工して新設通路桁上を通行で
きるようにし、P３～P４間は新設桁上を、その
他は従来どおり既設桁上を通行帯として環状の通
行路を確保した。その上で、残りの通路桁の架設

を行い、新設桁の橋面部を施工して通行可能とし
たのちに既設通路桁を撤去した。図―２に新設桁
架設完了後、既設桁撤去前の状況を示す。内側の
五角形の歩廊が新設桁、それを取り囲む外側の歩
廊が既設桁である。
３―２ 通路桁の閉合
通路桁の閉合をスムーズに行うために製作段階
の対策として、一般部は５㎜としていた連結部主
桁腹板間の隙間を P４～P５間のブロックでは１０
㎜とした。また、落とし込みの作業をしやすくす
るため、上フランジ側を下フランジ側より広く「逆
ハの字」形に製作することとした。
架設中の変形を考慮するため、架設ステップご
との変位を算出し、累積の変形量を求めた。計算
では P４～P５間が円環形状の内側へ倒れ込むと
の結果であった。別途算出した、現場溶接による
たわみ量と合わせて製作に反映し、また、架設時
の形状を管理した。落とし込み前の最終の現場計
測では２㎜程度隙間が小さいという結果であった
ので、架設には問題ないと判断して調整なしで落
とし込み架設を行い、問題なく閉合した。

４．おわりに

本工事の特徴は、歩行者の通行を確保しながら
新設桁の架設と既設桁の撤去を行うことであった。
警察からの指導も受け、主に夜間一時通行止め
（５分間）の繰り返しにより架設した。歩道橋の
工事は桁の架設以外にも杭・下部工の建設、信号
機・電線の移設などの施工があり、交通規制は常
に制約条件となっていた。このような状況に対し、
１ヶ月前に関係機関や近隣住民へチラシを配布し
たり横断幕や看板による予告等の広報を行った。
その結果、地元の皆様の協力も得られ、無事故で
完工できた。
また、他工事ではあるが、エレベーター塔・本
体工事、通信設備工事、照明設備工事が同時に進
行しており、毎週の会議によりこれらの工事との
調整を行って工程を維持することができた。

図―２ 新設桁架設完了・既設桁撤去前
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１．はじめに

工事概要
�１ 工 事 名：避難道路市道中沢２号線（仮称）

道路改良舗装その３工事
�２ 工事施工場所：岩手県久慈市宇部町久喜地内
�３ 工 期：平成２７年３月３０日～

平成２７年１０月３０日
�４ 発 注 者：岩手県久慈市
�５ 施工内容：
型式 ＰＣ単純ポストテンション方式コンポ橋
橋長 Ｌ＝４３．０００ｍ
巾員 Ｗ＝５．２００ｍ
主桁本数 Ｎ＝２本 Ｗ＝１１４．１ｔ
ＰＣ版製作Ｌ＝１．７８ｍ Ｎ＝４２枚
本工事は、４年前の東日本大震災を受け久慈市
が緊急避難道路として整備を計画したものである。
三陸は、リアス式海岸となっており、平地が少
なく津波発生時は急な斜面を登りながら避難する
ことが必要であり、当現場も避難道路整備事業の
一環として計画された山間の橋梁工事である。

２．現場における問題点

当現場は、久慈市内から３０分ほどの山間部に位
置している。山間部ゆえに道路線形はカーブの連
続で幅員も４ｍと架設ヤードが特に狭い現場であ

った。橋梁の構造は、２主桁のＰＣコンポ桁で当
社の亘理ＰＣ工場で７分割にて製作し、現場まで
トレーラーにて運搬するプレキャストセグメント
工法でした。
受注後現地調査を行ったが、搬入路に障害物や
急なカーブ等がありそのままではセグメント運搬
のトレーラーが進入出来ない状況であった。
またクレーンの配置や架設機材を組み立てるス
ペースが限られるので、現地にあった架設計画の
立案が必要だった。セグメント数が７ブロックあ
り、運搬距離も４００km近くあり、架設日程につ
いても検討が必要であった。

３．工夫・改善点と適用結果

最初に、架設するためのヤードについて検討し

監理技術者

岡 本 直 人○

Naoto Okamoto
佐 藤 康 栄
Kouei Sato

三 島 一 彦
Kazuhiko Mishima

東日本コンクリート株式会社

ＰＣコンポ橋の架設工事

４
施工計画

図―１ 工事施工前
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た。架設桁全長が７２ｍあり、橋台背面のヤード長
も３０ｍは必要であったが、現場はカーブしていて
組立ヤードとしては１０ｍほど不足していた。そこ
で市役所の担当者と協議して組立ヤードの背面に
ある民家の庭先を借地して整地・養生を行い、架
設桁を組み立て径間内に送り出すこととした。
次に架設用の門構の設置については、片側の橋
台背面まで大型トラックが入れないため様々な検
討をしたが、脚を切断加工して運搬することで対
応した。
通常門構架設の場合１日１本の架設が可能だが
今回の主桁は桁長が長く、７ブロックあるために
２日で１本の工程とした。
１日目は緊張作業後、転倒防止のため主桁を門

構で加える形で終了とした。２日目に主桁を吊り
上げ所定の位置に据え付けた。道路幅が狭く、か
つ取り付け道路にカーブが入り施工条件としては
非常に厳しい状況の中、無事故で架設作業を終え
ることができた。

４．おわりに

最初に現場を見た時の感想は、『ここの架設は
無理！』であった。幅員の狭い橋梁工事の経験は
あったが、ここまで架設ヤードが狭い現場はなか
った。自分一人で考えず社内の施工検討会を重ね、
協力業者の職長にも意見を求めたが、架設作業の
できる協力業者の職長の高齢化が進みなかなか意
見を聞ける人が減少している。社内でもこうした
社会的傾向を受けて、今後は施工検討会の他に架
設作業に関しては協力業者の経営者や職長の参加
を依頼して架設作業検討会を開催することにした。
我々元請け業者と協力業者と一体となって技術の
継承をしていかなければならないと思っている。
また、こうした架設の計画を記録に残すことで、
後輩たちに伝えることが現在の私の使命と感じて
いる。微力ながら東日本大震災からの東北の復興
と技術の継承の一助とならなければならないと思
っており、技術の継承とともに、無事故、無災害
で現場を完成させることの喜び、使命を若い人た
ちに伝えていければとも思っている。

図―２ 架設桁組立状況

図―３ 門構組立完了

図―４ 架設完了
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１．はじめに

本工事は、盛土造成に先立ち変位低減型深層混
合処理工法によって地盤改良を行う工事である。
事前の試掘調査で確認されたタイロッド式の旧
護岸が地盤改良工事の支障となるため、その撤去
を行う必要があった。旧護岸の形状から擁壁部は
全旋回掘削機で撤去し、タイロッドは開削にて撤
去することとなった（図―１、２参照）。
工事概要
�１ 工 事 名：地盤改良工事（２５豊－５）
�２ 発 注 者：東京都都市整備局
�３ 工事場所：東京都江東区豊洲六丁目地内
�４ 工 期：平成２５年１０月８日～

平成２６年７月１５日
�５ 工事内容：変位低減型深層混合処理工

φ１６００２軸 L＝３６．３ｍN＝４６２本
本報告ではタイロッド撤去時の土留め工につい
て、工法の選定や工夫した点について述べる。

２．現場における課題・問題点

現場の土質は埋土で、タイロッドはGL―４．５m
に０．８m間隔で配置されていた。これらは試掘結
果と古い図面から得られた情報であり詳細は不明
であった。
タイロッドの撤去は、人力でのガス切断となる

ことから土留め方法が課題となった。

３．工夫・改善点と適用結果

�１ 土留め工法の選定
湧水が少ない地下埋設のある場所での土留め工
法は、H形鋼を親杭として木矢板を設置する親杭

現場代理人

松 元 拓 麿○

Takuma Matsumoto

担当技術者

坂 口 信 昭
Nobuaki Sakaguchi

担当技術者

河 野 哲 也
Tetsuya Kouno

東京土木施工管理技士会

あおみ建設株式会社

タイロッド撤去時の土留め工について

５
施工計画

図―１ 障害物位置断面図

図―２ 障害物（擁壁・タイロッド）
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横矢板工法が一般的である。この工法の利点は横
矢板の寸法を調整することで地下埋設物を損傷さ
せずに親杭を打設することができることにある。
計画段階ではこの方式での土留め工法を採用する
ことから検討した。
しかし、地下水位が高いことが判明し木矢板設
置作業が地山を露出させて施工することから、湧
水を伴う土砂崩壊を招く危険性が生じた。
そこで、現場で実施した工夫は、親杭を鋼矢板
とし、横矢板（木製）に鋼矢板を使用したことに
ある（リース品のためⅡ型 L＝４．５m）。
土留め検討結果より、親杭は鋼矢板Ⅲ型（根入
れ長 L＝１０．０m）で、腹起し・切梁（H―４００）を
１段設置した（図―３、４参照）。
�２施工方法
鋼矢板の打設は油圧式杭圧入引抜機で行った。
ここで、タイロッドの間隔はバラツキがあると想

定されたことから、Ⅲ型及びⅡ型鋼矢板の枚数は
予備を含めて搬入した。
圧入作業はGL―４．５m付近で圧入不可となった
場合、タイロッドに接触したと判断し、Ⅱ型 L＝
４．５mで再圧入を行うなどして施工した。またこ
の時、圧入した鋼矢板の下端がタイロッドに接触
してテンションを与えてしまうと、タイロッド切
断の際に、思わぬ破断やハネを起こすことが懸念
されるため、タイロッドに接触した場合、テンシ
ョンを与えない位置で打設完了とした。
タイロッドの撤去作業は湧水の浸入を最小限に
とどめるため、切梁１スパンの範囲を１日の施工
サイクルとして定め、掘削、タイロッドの撤去、
埋戻しを当日の内に終えるように実施した。
これによって掘削作業は、地山を露出させて横
矢板を設置する作業が無くなり、湧水の遮水性向
上とともに、土砂崩壊の危険性を取り除くことと
なり、掘削作業の効率化となった。

４．おわりに

本現場は、エネルギー関連施設の跡地というこ
とから、事前に地盤改良施工の全範囲を試掘して
障害物の有無を確認し、障害物を撤去した。
タイロッド撤去後、全旋回掘削機によって擁壁
部の撤去を実施し、無事に地盤改良工事を完了す
ることができた。
施工計画立案に際しては、現場立地条件などの
現場特性についても十分に考慮する必要性を感じ
させる現場であった。

図―３ タイロッド部の土留め鋼矢板

図―４ タイロッド部の山留め

図―５ タイロッド切断状況
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１．はじめに

工事概要
�１ 工 事 名：雨水排水工事（模擬工事）
�２ 発 注 者：日新興業㈱土木部
�３ 工事場所：日新興業㈱ 会議室
�４ 工 期：平成２７年１１月５日～

平成２７年１２月１５日（検討期間）
本工事は自社土木部での勉強会で行われた、雨
水排水工事の模擬工事である。課題は、敷地内で
の重機作業やアスファルト合材による油類が降雨
時に雨水と共に河川に流れでないようにすること
だ。また、いかに安価で効率の良い対策がとれる
かも課題の一つとなった。それについて部署内で
討議し結果を発表するという内容であった。その
ため、実際に施工は行われない模擬工事である。

２．現場における問題点

課題に対し、まず考えたことは降雨等による表
面排水を集水する桝を設置することで、雨は全体
に降るため油の流出を防ぐには桝で処理した方が
効率的だと考えた。次に考えたのは水に溶解せず
表面に浮く油の性質を利用し、２次製品の桝を２
基設け油分を表面に滞留させ雨水だけを流す方法
（図―１）である。また、隣り合わせた２基の桝
も、下流側の桝は上流側の桝より１０cm高く設置

し、そこに直接油が混ざった雨水が入らないよう
に計画した。
先の案を１回目の勉強会で提案したところ、最
初の桝に流下する際に渦を巻き滞留している油が
混ざり一緒に流れださないだろうかとの指摘があ
った（図―２）。少量の流入量であれば問題はないが、
指摘のとおり通常の雨でも、桝周辺の表面水が流
れ込むため流入量は多くなると予想されこのまま
では不十分であり再検討となった。

工事主任

児 玉 大 佑
Daisuke Kodama

宮崎県土木施工管理技士会

日新興業株式会社

模型での実演による理解
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図―１

図―２
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３．工夫・改善点と適用結果

検討した結果は、①桝の深さを深くし流入時に
発生する渦に影響のない深さで流下させる方法と、
②単純に当初計画した桝の隣に、更に２基桝を追
加する方法の二通り案であった。①は、桝が２基
で済むが、桝自体の形状が大きくなるため②に比
べ高額となった。そのため、課題の一つとなって
いる安価な②の方法（図―３）で進めることとな
った。

図―３

しかし、あくまで構想上の話であり実際はどう
なのか不確かで、自分自身もこの方法で果たして
大丈夫なのか半信半疑であった。半信半疑の状況
で勉強会での発表が上手くいくとは思われず、果
たしてただ単純に桝を２基増やすだけで大丈夫な
のか、どうにか確認できないかと模索した。以前
土木雑誌に掲載されていた「模型による実験」の
ことが頭をよぎり、私も模型を造ろうと考えた。
材料は近くの１００円均一で、半透明の下敷きと瞬
間接着剤を購入、下敷きを桝の形に切断し瞬間接
着剤で四角形に組立で１／２０スケール制作した。制
作時間は思ったほどかからず、１時間程度で完成
した。
模型での流出実験をするにあたり、油は視認性
が良い物をと考え、色のついたラー油を使用した。
実際に模型で実験してみると、（図―４、５）のと
おり確かに当初の桝２基では注いだ勢いで１番目
の桝内で油と水が撹拌され２番目の桝に流れこむ
ことがわかり当初の計画では不十分だと実感でき
た。それと同時に桝を２基追加し４基設置するこ
とで油の流出が抑えられることを目で見て確認す
ることができた。

実際に２回目の勉強会で同僚の前でも模型を使
用し、油の流れを確認してもらった。模型を使用
したことで容易に理解してもらえ、勉強会ではい
い評価を頂くことができた。

４．おわりに

今回、自分自身も半信半疑であった油分離桝の
計画だったが、１００円均一での安価な材料と１時間
程度のちょっとした手間で模型を製作し実験した
ことで、自分自身もこの計画の信憑性に確信が持
てた。勉強会に出席していた同僚の方々にも容易
に理解していただけ満足な結果となった。ちょっ
とした工夫でも、有益な結果が得られることがわ
かり、今回の勉強会では自分自身貴重な体験にな
った。この経験を踏まえ常に創意工夫を意識し、
今後の仕事に生かせればと思います。

図―４

図―５
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１．はじめに

工事概要
�１ 工 事 名：導水路サイホン上下流取付工事
�２ 発 注 者：農林水産省東海農政局
�３ 工事場所：愛知県江南市および丹羽郡扶桑町
�４ 工 期：平成２６年３月～平成２７年３月
本工事は、老朽化に加え雑排水流入による水質
悪化、ゴミ・土砂流入による管理費増加等の諸問
題が顕在化している農業用開水路を改修するもの
で、渇水期間中に既存水路を取壊し同位置に暗渠
水路を２本構築して用排水の分離を図ると共に整
備済の水路サイホントンネルの上下流部へ取付け
るものである。
本稿は、FEM解析を用いた土留掘削における
近接構造物変状対策の一事例について報告する。

２．現場における課題

土留掘削において、工事用地に近接して点在す
る店舗や民家を保全することが課題であった。土
留方式は、元設計において全区域で自立式親杭横
矢板（親杭H３５０、木矢板 t＝６cm）が採用され、
土留壁自体の安全性は、慣用法による構造計算に
より担保されている。一方、事前に行った設計照
査では、土留壁の頭部変位が約５cm程度予測さ
れ土留変位に伴う周辺地盤の挙動が近接構造物に
影響を及ぼす恐れがあった。

３．工夫・改善点と適用結果

�１ 土留方式
最初に、近接構造物の傾斜と沈下の許容値を建
築基礎構造指針に基づき決定した（表―１）。

表―１ 傾斜量と沈下量の許容値

次に、地盤変位と土留変位は同調することより、
FEM解析の手法を用いて土留壁の強制変位によ
る周辺地盤の挙動を①元設計の場合と②切梁を設
置した場合（腹起しH３００、切梁H２５０）について
照査した（図―１、図―２、表―２）。
なお、土留壁の変位量は弾塑性法により求めた。
以上の結果より、②切梁支保工式土留を採用した。
�２ 計測管理
計測管理は、鉛直変位に比べ安全側の管理とな
る傾斜角を直接測定できないため、FEM解析を

監理技術者

冨 田 陽 一○

Yoichi Tomida

現場代理人

尾 畑 太 志
Futoshi Obata

東京土木施工管理技士会

日本国土開発株式会社

FEM解析による土留掘削における
近接構造物変状対策の一事例

７
施工計画

図―１ 土留方式
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用いて傾斜角が許容値（１．０×１０―３rad）に達し
た時点の土留頭部変位を算定し管理基準値とした
（表―３）。土留頭部変位の計測は、測量用シート
プリズムを設置し光波測距儀を用いて行い、合わ
せて基礎周辺に鉄鋲を設置して沈下計測を行った
（図―３、図―４）。
�３ 計測結果
計測結果を以下に示す（表―４）。
土留変位は、管理基準値の半分程度であり傾斜
角も許容値内であると判断できた。また、この値
は弾塑性法による土留壁の構造計算結果とほぼ同
じ値であり計算手法の妥当性も同時に確認された。

沈下量は、FEM解析結果（表―２）より２．８mm
大きな値を示したが、土留変位が管理基準値の半
分程度であり、近接構造物への影響は無視できる
範囲と判断した。

４．おわりに

高度成長期に整備された社会資本の改修工事は、
今後益々増加すると思われる。それらの工事は、
周辺の都市化の進行等により現場条件が複雑化し
ている場合、施工段階での検討も重要である。
本稿で報告した施工現場では、土留掘削におけ
る近接構造物の変状対策について、FEM解析の
手法を用いて合理的に対策を立案し発注者や地元
住民との相互理解も円滑に行うことができた結果、
近接構造物への影響を回避して無災害で竣工する
ことができた。

表―２ 判定結果

表―３ 管理基準値

図―３ 土留頭部変位計測位置（シートプリズム）

図―４ 沈下計測位置（鉄鋲）

表―４ 計測結果

図―５ 着手前状況

図―６ 山留支保工架設状況

図―２ 変形図
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１．はじめに

工事概要
�１ 工 事 名：淵野辺調整池耐震補強工事
�２ 発 注 者：神奈川県内広域水道企業団
�３ 工事場所：神奈川県相模原市中央区高根２丁目
�４ 工 期：平成２５年４月１２日～

平成２７年９月３０日

本工事は、レベル２地震動に対する耐震性能の
確保を目的とし、淵野辺調整池の耐震補強工事を
行うものである。調整池は１号池、２号池と別れ
ており、片方を運用しながら施工を行う必要があ
り、耐震補強の方法は、底版、側壁、中壁、柱及
び頂版の一部をコンクリートによる増厚工法であ
った。
本報告は、底版、側壁及び中壁はせん断補強筋
が密に配筋されており、コンクリートの充填及び
品質を確保するために工夫した点について述べる。

２．現場における問題点

側壁及び中壁の耐震補強はせん断補強を目的と
し、コンクリートの設計増厚は３００mmであった。
鉄筋はせん断補強筋が密に配筋されており、コン
クリート打設の先端ホースを鉄筋の中に入れるこ
とができないこと、型枠上部からのバイブレー

ターの挿入が困難であること、また、既存設備内
で配管を使ってのコンクリート打設のため、ポン
プ車のブームによる打設の様にフレキシブルに打
設口を移動することが出来ず、通常の壁の打設の
様に各リフトを数回に分けて打設することが困難
であった。

工事主任

炭 谷 高 明○

Takaaki Sumitani

現場代理人

井 西 浩 二
Koji Inishi

工事主任

仙 波 勇 人
Hayato Senba

東京土木施工管理技士会

日本国土開発株式会社

淵野辺調整池耐震補強工事施工実績

８
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図―１ 側壁鉄筋組立状況

図―２ 側壁・中壁リフト図
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３．工夫・改善点と適用結果

３―１ コンクリートの選定
型枠の外から締固めができ、流動性に優れかつ
材料分離に対する抵抗が大きく、コンクリートの
品質が確保できる中流動コンクリートを選定した。
また、クラック補修については、上水の設備であ
るため、使用材料は、JWWAの規格に適合して
いる必要があり、使用できる材料は限られている
ため、クラック発生抑制のため膨張材（２０kg／㎥）
も使用した。

３―２ 打設方法
打設は各リフト毎に１度に型枠天端までコンク
リートを打設し順次横へ移動した。コンクリート
配管は開口部から打設箇所までの横配管を底版上
に配置し、打設箇所で縦配管を接続し、先端にゴ
ムホースを取付け、打設を行った。打設箇所の横
への移動は、その都度横配管と縦配管を切り離し
て、縦配管を移動し、再度縦配管を接続する作業

を行った。この作業はすべて人力であり、時間を
要するため、１日の打設量に大きく影響した。
コンクリートの締固めには、型枠バイブレー
ターを使用した。作業員と型枠バイブレーターを
１．８m毎に横一列に配置し、コンクリートの充填
が確認できた箇所から順次型枠バイブレーターを
かけ、締固めを行った。また、コンクリートの充
填高さに合わせ、型枠バイブレーターを上部へ移
動し締固めを行った。

４．おわりに

トンネル工事の覆工で使用されている中流動コ
ンクリートが、型枠内部へ先端ホースが入れるこ
とができず、棒バイブレーターも十分にかけられ
ない、この様な耐震補強工事でも使用は有効であ
ることが分かった。事後のクラック調査ではクラ
ックは発生しておらず密実なコンクリートを打設
できたことが確認できた。

図―３ フロー試験（加振前）４０．０×３７．０cm
規格値：３５～５０cm

図―４ フロー試験（加振後）５０．０×４７．５cm
規格値：１０秒加振後の広がり１０±３cm

図―５ 側壁打設図（正面）

図―６ 側壁打設図（断面）
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１．はじめに

本工事は、国道１号小田原箱根道路建設工事の
うち、箱根町山崎地区において橋梁の架設を行う
工事である。
国道１号小田原箱根道路は国道１号の神奈川県
小田原市風祭から足柄下郡箱根町湯本までの間の
慢性的な交通混雑の解消を目的とした道路であり、
延長２．２kmの内、２．０kmの区間は平成１７年３月
に２車線にて開通している。
工事概要
�１ 工 事 名：山崎高架橋上部（その１）工事
�２ 発 注 者：関東地方整備局 横浜国道事務所
�３ 工事場所：神奈川県足柄下郡箱根町山崎地先
�４ 工 期：平成２５年５月３１日～

平成２６年３月２０日
�５ 工事内容
橋梁形式：鋼３径間連続非合成開断面箱桁橋

（この内、施工範囲は１径間）
橋長：１１４．０m（この内、施工範囲は４５．６m）
有効幅員：１０．０m
架設工（クレーン架設）：１２８．１t
架設工（一括架設）：１回
床版架設（グレーティング床版）：４７９㎡
現場継手工（本締めボルト）：４，４３６本
現場塗装工（F１１）：３０㎡、（F１２）：４４㎡

２．現場施工における課題

本橋梁は国道１号を跨道する橋梁であるため、
架設工法を選定する際に一般交通へ与える影響を
極力少なくすることが地元自治体より求められた。
鋼橋の架設工法で一般的に多く採用されている
クレーンベント工法では国道１号上にベント設備
を長期間にわたって設置することになり、片側交
互通行を昼夜連続で３８日間、また全面通行止めを
１日８時間の施工として１１日間必要であったため、
交通規制時間を短縮することが課題であった。
また、近くに民家も近接しているため工事期間中

監理技術者

西 川 岳 志
Takeshi Nishikawa

日本橋梁建設土木施工管理技士会

日本橋梁株式会社

架設工法の工夫による交通規制の短縮について

９
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図―１ 構造一般図

－１７５－



の発生騒音に対する騒音対策も行う必要があった。

３．課題に対する工夫・改善点と適用
結果

架設工法として多軸特殊台車を用いた一括架設
工法を採用した。
一括架設を行う橋体は架設地点より約１００m離
れた位置に設けた地組ヤード内で１６０t 吊トラッ
ククレーンにて地組立を行い、多軸特殊台車に搭
載して一括架設を行った。
一括架設後の交通規制を削減するため、地組立
時に高力ボルトの本締めおよび現場塗装工を完了
させ、またグレーティング床版パネルも地組立時
に架設を行い、一括架設桁と一体にして架設を行
った（図―２）。

図―２

これにより昼夜連続で３８日間必要であった片側
交互通行規制を１夜間のみの５時間で行うことが
でき、１１日間必要であった全面通行止めを１時間
（上記５時間の片側交互通行規制時間内）で行う
ことができた。
多軸特殊台車は車輪の向きを自在に変えること
ができるため、前後左右自在に走行することが可
能であり、また台車自体の高さも±３００mmで上
下することができるため、規制時間内に支承のセ
ットボルトへ一括架設桁を収めるためのミリ単位
の調整が可能であった。
もう一つの課題であった騒音対策については定
期的に工事内容を理解していただくためのビラを

配布したほか、積極的にコミュニケーションをと
ることを心掛け、作業員全員に教育して実践した。
また、作業ヤード境界の民家側に防音シートを
設置して、工事期間中に発生する騒音の低減を図
り（図―３）、比較的大きな騒音を発生するクレー
ンのエンジン部へ防音シートを設置する対策を行
った（図―４）。
これらの対策を行うことにより周辺住民と良好
な関係を築くことができ、工事をスムーズに行う
ことができた。

４．おわりに

最後に、本工事期間中に多くのご指導をいただ
いた発注者である横浜国道事務所小田原出張所の
方々をはじめ、各関係機関の皆様、そして多大な
ご迷惑をおかけする中、ご理解とご協力をいただ
いた住民の皆様に対して、無事工事を完了できた
ことに感謝申し上げます。

図―３

図―４
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１．はじめに

本工事は、岐阜県～福井県を結ぶ一般国道４１７
号の横山鶴見バイパス事業のうち、一級河川・揖
斐川を跨ぐ橋梁の製作・架設工事である。
架設は、ユニフロート台船を用いたクローラク
レーンベント工法により行い、施工ヤードとして
揖斐川左岸側に仮設構台を構築した（LIBRA工
法※採用）。
架橋位置は上流に徳山ダム、下流に横山ダムを
有する特性上、河川の水位変動が大きく、施工時
最低位▽１８７．５mに対して最高水位は▽２０７．５m
と約２０mの増減に対応する必要があった。
工事概要
�１ 工 事 名：（仮称）新川尻橋 上部工工事
�２ 発 注 者：岐阜県 揖斐土木事務所
�３ 受 注 者：篠田・横河特定建設工事共同企業体
�４ 工事場所：国道４１７号揖斐川町東横山～西横山
�５ 工 期：平成２５年１０月１０日～

平成２８年３月１８日
�６ 橋梁形式：３径間連続鋼非合成箱桁橋
�７ 橋長（支間長）：１９１．５m（６３．９＋７１．５＋５３．９m）

２．現場における課題・問題点

本橋は河川を横断する橋梁であり、非出水期（１０
／１６～６／１５）内での架設が前提であるが、同時に

ユニフロート台船の吃水確保も必要であった。架
橋位置の河川水位はダム利水（中部電力による水
力発電）等の関係上、年度ごとに策定される「貯
水池運用計画」にもとづき水位管理が行われてい
る。しかし、本工事の施工年度は例年よりも低水
位（台船吃水が不足する）期間が長くなることが
工事着工後に決定した。したがって、水位が日々

橋梁工事本部工事第二部主査

鈴 木 信 幸○

Nobuyuki Suzuki

橋梁工事本部計画第二部課長補佐

小永吉 知 華
Chiharu Konagayoshi

日本橋梁建設土木施工管理技士会

株式会社横河ブリッジ

水位が大きく変動する河川での
台船上クレーンによる橋梁架設

１０
施工計画

図―１ 施工ステップ（架設完了まで）
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変動する河川内で安全に架設を行うだけではなく、
当初予定よりもさらに工期を短縮することが、施
工にあたっての重要な課題となった。

３．課題に対する工夫と適用結果

水位の影響を最小限に抑え、確実に施工を行う
ために、以下の工夫を行った。
�１ 仮設構台の変更
施工に先立ち、仮設構台先端を１パネル分延長
することで当初計画よりも河床高が５．５m低い場
所で台船組立を行う計画に変更した（図―２）。こ
れにより、当初計画より低水位の時期でも台船の
使用ができるようになった。
また、構台上クレーンにより P１橋脚上ブロッ
クまで桁架設を行うことで、台船作業を減らして
工程短縮を図った。このため、構台幅は作業可能
な必要最低限まで縮小し、構台施工にかかる日数
が増えないよう配慮した。

 

 
 

 

 

 

 

図―２ 仮設構台の変更による吃水確保

�２ 河川の状況に応じた工程管理
施工年度における水位は、非出水期に入る１０月
中旬に一旦急激に低下（▽１８２．５m）し、その後
１ヶ月程度で通常の半分程の水位（▽１９４．５m）
まで上昇、１２月末よりまた上昇して１月中旬に
ピーク（▽２０３m）に達した後、下降していくと
いう運用計画であった。
図―３に示すように、台船組立が可能な水位に
達する１１月上旬から確実に開始できるよう、逆算
して土工（仮設構台へのアクセス道路）を７月上
旬から開始した。杭施工は現地の地盤状況により
作業の進捗度合が影響されやすいため、仮設構台

の施工日数は通常より余裕を持たせ、７月中旬か
ら昼夜２交代により構築して２基分のベント基礎
と合わせて９月末には完了させた。また、第１径
間（A１～P１）の架設は１０月中旬に完了させた。
台船組立は変更工程通り、１１月初旬より開始し
て河川上での作業床となる資材台船、仮設構台か
ら部材を運ぶ運搬台船を含めて約２週間で完成、
クレーン落成検査を受けた後、河川内ベント施工、
桁架設を行った。A２橋台近傍は河床高が急に高
くなるため、河川水位がピークに近づく１月中旬
頃に第３径間の架設が行えるよう、入念な工程管
理を行った。

図―４ 完了時全景（終点側・国道４１７号より）

４．おわりに

水位が大きく変動する特殊な条件下でのユニフ
ロート台船上のクレーンによる架設であり、台船の
一時退避が生じる等スムーズな施工ができずに苦
慮したこともあったが、結果的には大きな問題も
なく、無事に工事を完了することができた（図―４）。
最後になりましたが、施工にあたってご協力い
ただきました発注者の揖斐土木事務所および河川
管理者、JV構成会社その他関係各位の皆様に厚
く御礼申し上げます。

図―３ 計画工程表（抜粋）

※ LIBRA工法（仮橋仮桟橋斜吊式架設工法）
（NETIS：KT-990222-VE）
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１．はじめに

本工事は、愛知県名古屋市の西側を通り西名阪
と伊勢湾岸道路を結ぶ名古屋第二環状自動車道
（名二環）の事業であり、Ｔ形鋼製橋脚の製作お
よび架設を行なうものである。国道３０２号に近接
しており、非常に狭いヤードでの作業となった。
本報告では、これら様々な制約条件下の施工に
おける問題点とそれに対する解決方法について記
述する。
工事概要
�１ 工 事 名：平成２５年度名二環大西北２高架橋

北鋼橋脚工事
�２ 発 注 者：国土交通省 中部地方整備局

愛知国道事務所
�３ 工事場所：愛知県名古屋市港区大西地先
�４ 工 期：平成２６年３月２１日～

平成２７年３月２８日

２．現場における問題点

１）狭いヤード内で輻輳する作業
基礎工と発注がほぼ同じであり、工期内に施工
を完成させるためには基礎工の施工中に、鋼製橋
脚の架設を開始する必要があった。それに伴い、
施工ヤードが非常に狭隘のなか、工事車両等の動
線が競合する状況での施工となった。

２）国道３０２号上の横梁架設作業
国道３０２号上に張り出した横梁を架設するには、

日中および夜間と非常に交通量が多い道路上で、
安全でさらに交通阻害を最小限にする施工計画の
立案が必要であった。

３．工夫・改善点と適用結果

１）工程の厳守
基礎工終了を待っての施工開始では、工期が間
に合わない恐れが大きく、基礎工と並行して橋脚
架設を進める施工計画を立案した。
①基礎工施工ヤードから離れた場所で橋脚部材を
地組、現場溶接、塗装（外面）作業を実施
②５００t 吊油圧クレーンを地組部材が所定場所へ
架設可能な位置に据付・組立
③基礎工が終わると同時に地組部材を架設

現場代理人

大 林 茂○

Shigeru Obayashi

監理技術者

木 下 雅 裕
Masahiro Kinoshita

日本橋梁建設土木施工管理技士会

株式会社横河ブリッジ

狭隘な施工条件下での効率的な鋼製橋脚の施工について

１１
施工計画

図―１ 架設要領
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この施工方法により、基礎工と並行して橋脚架
設を進める事ができ、施工ロスを最小限に抑え効
率の良い施工ができた。
２）施工に必要な動線の確保
ヤードが非常に狭く、当初計画の架設用ベント
設備は、動線が阻害されるため、ベントの構造を
下記の条件で検討した。
①大型重機が通行できるように、通行車両幅を３．５
m確保すること。
②橋脚梁の支点間距離が大きくなるため、架設時
の作用力に耐えられること（構造計算により受
梁にH４００を採用）。
これらの条件から、門形のベント設備とし、工
事車両や重機の往来を可能にした（他業者や自社
施工に対し動線が確保できた）。

302   

H400 

図―２ ベント構造（門形）

３）道路上施工および施工時間の対策
道路上の架設の条件は、夜間（午前１：００頃）
の１０分間通行止めによる作業とされた。これを踏
まえて以下の対策を実施した。
①交通規制予告：一般の通行車両へ周知するため、
広域に配置する規制予告看板等の設置箇所や記
述内容を発注者も交えて調整した。
②道路上の梁を架設する際、通行止めが１０分とな
り、効率よく安全に作業を進めるため、以下の
フローで施工した。
�１架設部材を架設予定時間までに玉掛けおよび所
定位置の近傍まで部材を巻上げ

↓
�２通行止め開始の合図と同時に架設位置に旋回

↓
�３架設にエレクションピースを用いて支持するた
めに必要最小限の本数のドリフトピンおよびボ
ルトを締付け

↓
�４安全な状態になったら、すぐに交通規制を解除
（１０分以内、クレーンで吊っている状態である
が、片側交互通行により、作業クレーン開放ま
で吊荷の真下に車両が通る状態ではない。）
以上の手順で、道路上を１０分以内で安全に効率
良く施工することができた。

500t  

302  

図―３ 夜間架設状況写真

４．おわりに

国道沿いで、施工時期やヤードに制約があり、
また近隣には住宅や保育園等がある条件の中で、
安全で効率よく、第三者に対する影響を少なくす
る施工計画を立案することが大きなテーマであっ
た。
施工中も近隣へ配慮を心がけ、保育園に対して
理解を得るためと園児に対して仕事への興味を持
ってもらうために、見学会を実施した。
結果として、近隣からの苦情もなく、無事故無
災害で工期内に完成させることができた。
最後に、施工に関してご助言、ご指導頂いた発
注者の皆様、および工事に携わったその他関係各
位に厚く御礼を申し上げます。
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１．はじめに

中央町金矢線橋梁（三沢大橋）は、青森県三沢
市の青い森鉄道三沢駅の南に位置する９径間連続
鋼少数鈑桁橋（３主鈑桁・合成床版構造）である。
このうち、青い森鉄道および古間木川を跨ぐ２径
間を手延べ式送出し工法により架設した（図―１）。
本工事の特徴は、①既に架設された桁（以下、
既設桁）を軌条として送出しを行ったが、架設す
る桁の平面線形が直線であるのに対し、軌条とす
る２径間のうち１径間はＲ＝２００ｍの曲率を有し、
残り１径間は直線の線形であったこと、②短期間
で、送り出した２径間の桁を約５ｍ降下する必要
があったことである。
ここでは、上記の特徴による２つの課題とその
対応について報告する。

工事概要
�１ 工 事 名：中央町金矢線橋梁整備

（三沢大橋）工事
�２ 発 注 者：青森県 上北地域県民局
�３ 施 工 者：横河工事・横河ブリッジ JV
�４ 工事場所：青森県三沢市字古間木山地内
�５ 工 期：平成２６年３月１日～

平成２７年３月２０日

２．現場施工における課題

�１ 課題１
直線桁の送出し架設は直線で行うことが基本で
あり、送出し軌条は当初、曲線区間の主桁間にベ
ントを設置し、直線とする計画であった。しかし、
曲線区間の主桁には下横構や横桁が配置されてい
るため、これを避けてベントを構築し、直線の軌
条を設けるには複雑かつ大規模な設備が必要とな
る。このことから、軌条の構造および送出し方法
の再検討が必要とされた。

�２ 課題２
降下は当初、架設する２径間の両端支点は油圧
ジャッキとロッド材で桁を吊下げて一括で降下す
る吊下げ降下、中間支点はサンドル降下で行う計
画であった。しかし、吊下げ降下に比べ、サンド
ル降下は１回の降下量が少ないため、降下に要す

現場代理人・監理技術者

秋田 友久
Tomohisa Akita

工事部

岩本 隆行
Takayuki Iwamoto

計画担当

小泉 敬太○

Keita Koizumi

日本橋梁建設土木施工管理技士会

株式会社横河ブリッジ

曲率が変化する既設桁を軌条とした
直線桁の旋回送出し架設について

１２
施工計画

図―１ 送出し架設状況
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る日数がサンドル降下作業により決まる。しかし、
青い森鉄道の営業線上での作業であることから、
短期間での降下の完了が求められた。

３．工夫・改善点と適用結果

�１ 課題１への対応
送出し軌条を直線配置とすることは困難なこと
から、既設桁の曲率線形なりに軌条を設置して、
架設する直線の桁（以下、送出し桁）を旋回させ
ながら送出しを行う工法を採用した。図―２に、
旋回送出しの概要を示す。
送出しは、２台の台車で桁を支持して行った。
曲率が変化する区間では、桁の縦移動に伴い、送
出し桁の軸（以下、送出し桁軸）は旋回する。こ
のとき、台車構造軸と軌条ラインは常に直角とな
るため、台車上で３主桁のうち中央の主桁受点を
旋回中心として外側の主桁受点が移動しながら回
転する構造とし、桁の旋回に対応させた。
以上により、送出し軌条の梁を既設桁上に配置
するシンプルな構造とでき、ベント数量の低減お
よび工程短縮が図れた。

�２ 課題２への対応
降下日数を短縮するため、中間支点部も吊下げ
降下とした。中間支点部の合成床版を後から設置
することで、降下設備の組立スペースを確保し、
３主桁の間を突き抜ける門形構造の降下設備を構
築した（図―３）。門形とするため、横桁のある支
点部を避け中間橋脚前面に設けたベント上に降下
設備を配置し、橋脚上には吊下げ降下時の仮受け
点を設けた。
降下日数は、中間支点がサンドル降下であった
場合、１０日必要であったが、全支点を吊下げ降下
とすることで７日間短縮し３日にできた。また、
吊下げ降下設備と別に仮受け点を設けることで、
安全性も高められた。

４．おわりに

送出し架設は、さまざまな制約条件下で選定さ

れる工法であり、適用される橋梁形式もまた様々
である。設備構造や配置により施工性、工程、安
全性など左右されるところが大きく、綿密な計画
が重要となる。計画を工夫すれば、既設桁に曲率
があっても送出し架設が可能であることや、降下
日数を短縮できることを示した。本報告が今後の
架設工事の中で参考になれば幸いである。
最後に、施工に関して御助言、御指導頂いた発
注者の皆様、および工事に携わったその他の関係
各位に厚く御礼を申し上げます。

図―２ 旋回送出し概要図

図―３ 中間支点部の門形降下設備
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１．はじめに

工事概要
�１ 工 事 名：玉津５１号雨水幹線築造工事
�２ 発 注 者：神戸市
�３ 工事場所：神戸市西区玉津町西河原
�４ 工 期：平成２５年１０月２４日～

平成２６年３月３１日
本工事は、新興住宅と古来民家の共存する第一
種低層住居専用地域付近での工事であった。
このことから、整備された広い道路から農道を
拡幅した未整備の市道で、限られたスペースでの
工事であり、また地下埋設物、架空線の存在も施
工時において支障となるなど難しい工事であった。
既存の水路（用水排水兼用）を取壊し、新たに
整備する工事の計画は、現場打ちの函渠と、プレ
キャストボックスカルバートを布設するものであ
った。
工事を遂行するにあたり問題山積の中、発注者
と協議を繰り返し、また地域住民との懇話を重ね、
随所に創意工夫をもって完成した思い入れのある
工事である。

２．現場における問題点とその解決

２―１
現場打ちの函渠は、最大掘削深が３．３２ｍとなり

鋼矢板Ⅲ型による土留め工法によるものとなって
いた。当初計画では、鋼矢板建込の上部に覆工板
を設け作業時以外は、交通解放をする工法であっ
たが、当初設計では、躯体に受桁が干渉し、構造
上盛り替えも不可能であった（図―１）。これの解
決方法として、車両通行止めによる道路占用を採
択した。まず迂回路の設置を行い、車両の通行を
確保した。続いて歩行者は、隣地のフェンスを取
り外し、用地の一部を地主から借用することで通
路の確保を行った。
鋼矢板圧入工法は、溝掘削（GL―８０cm）によ
り、サイレントパイラーの掴み代を設けなくては
ならない。しかし、近接する浅埋の水道管、ガス
管の存在がこれを阻害した。よって鋼矢板の天端
を地上から５０cm突き出しすることでこれに対応

工事長
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Shuichi Kita

工事長

田 中 信 也
Shinya Tanaka

工事長

佐 川 公 一
Koichi Sagawa

兵庫県土木施工管理技士会

安場建設株式会社

市街地における雨水管渠布設工事の問題点とその解決

１３
施工計画

図―１ 当初設計図
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した。ここで、鋼矢板の長さが最長７．０ｍになる
ことで問題が露呈した。レッカーによる吊り込み
で、地上高１０ｍ以上のクリアランスが必要であっ
たが、くしくも真上５ｍの高さでＮＴＴ光ファイ
バー，ケーブルテレビ等の架空線が、張り巡らさ
れていた。
しかし、工期、費用面で不利となるが、鋼矢板
継ぎ工法の採用で、２．５ｍに切断した鋼矢板を継
ぎながら所定の深さまで施工する方法で事なきを
得た。
図―２は、現場打ち函渠をプレキャストボック
スカルバートにすることで、直下にある支障とな
る高さにあった汚水管 φ２５０との離隔を確保する
という手法に基づく変更図である。

２―２
プレキャストボックスカルバート設置工におい
て、狭隘な現場条件からレッカー車での据え付け
ができないことから、当初計画のとおり特殊な工
法（リフトローラー工法（図―４））での作業とな
った。
これは、荷卸し場所から製品をリフトローラー
が抱え込むように持ち上げ、そのまま自走して据
え付け連結させていく工法である。
ここで、掘削深と切梁の高さの関係上、上段の
切梁は進行に合わせ盛り替えできるが、下段のそ

れは長さ４ｍほどの機械によって物理的に切梁の
許容最大スパン長２．５ｍを超えることとなる。そ
こで、下段の切梁を無くす工法として基礎コンク
リートを軽量鋼矢板いっぱいに打設し、切梁を撤
去することとした（図―３）。これらは手間がかか
るため作業員が面倒臭がる場面もあるが、安全管
理において強固な姿勢で臨み十分に安全性を確保
しながら施工することができた。

３．終わりに

当初設計のままでは、工事を全うすることはま
ず不可能であったが、入札により受注した設計条
件は、ある意味絶対的である。しかしながら監督
員、関係者と協議を重ね、相互の理解のもと設計
の見直しを図ることができた。その上で尽力した
甲斐もあり、完成できたことは誇りにさえ思う。
私儀、稚拙ながら数ある工事経験の中でも難易度
の高い部類の筆頭であると思う。前記の事柄のみ
ならず数々の困難にめげそうな現場ではあったが、
少し高度なノウハウを学んだ気がするのは私だけ
ではなかったと思う。
これを糧とし、今後も起こるであろう問題に打
ち勝ち、日々邁進していく所存である。

図―２ 函渠工設計変更後の断面図

図―３ 変更計画図

図―４ リフトローラー工法
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１．はじめに

神奈川県横浜市中区本牧ふ頭に位置する本牧高
架橋５号（図―１）は、首都高速湾岸線とダブル
デッキ構造であり、一般国道３５７号東京湾岸道路
の本牧ふ頭から錦町までの総延長約２．３km区間
を結ぶ道路の一部を担う。本橋の上部工は、P３，
P４，P６橋脚３基の横梁上に架設される３径間連
続鋼床版箱桁橋で、P５橋脚の横梁とは剛結構造
である。本稿では、本橋の橋桁架設工法について
報告する。
工事概要
�１ 工 事 名：湾岸道路本牧地区５号橋工事
�２ 発 注 者：国土交通省関東地方整備局

横浜国道事務所
�３ 工事場所：神奈川県横浜市中区本牧ふ頭
�４ 工 期：平成２５年９月２０日～

平成２７年１０月３０日
�５ 形 式：３径間連続鋼床版箱桁橋
�６ 橋 長：２８７m（８９m＋１１０m＋８８m）

２．架設条件

本工事の架設を行う上での主な制約は以下の２
点である。
�１ 本橋の P３―P５橋脚間の約２００mは横浜港を
跨いだ条件で架設作業を行う必要があり（図―
２）、また、陸上部の施工ヤードにおいて大型
トレーラーの駐車場等が隣接し、使用できる
ヤードに制約があった。
�２ 本橋は現在供用している首都高速湾岸線の直
下に位置し、既設隣接桁との接触に配慮するた
め上空制限が生じた状態で架設作業を行う必要
があり、クレーンのブームや作業半径に制約が
あった。

図―２ 本牧５号橋架設位置（架設前）

３．架設工法の工夫

�１ 送り出し架設（P３―P５橋脚間）
横浜港直上に位置する P３―P５橋脚間の桁架設
は、送り出し架設工法を採用した。上空とヤード
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の制限を回避するため、自由にクレーンの使用が
できる唯一のヤードで地組を行い（図―３）、そこ
から所定の位置まで桁を移動させる L字型搬入
ラインを設営した（図―４）。桁下に敷いたレール
と油圧ジャッキにより、所定の位置までレール上
縦横の方向に桁を移動させ、送り出し桁の組立作
業を行った。
また、工場の仮組立時に、現場での架設精度確
保のため、予め上下フランジにマーキングを施した。
フランジに施したマーキングの位置は、ジョイン
トラインを基準に上フランジ側で３００mm、下フラ
ンジ側で６００mm離れた添接板を避けた位置とし
た（図―５）。これにより、現場では桁を連結した
際にマーキング間隔を計測することで、容易に桁
の架設精度を確認することができた。以上の手順
を繰り返し行い、送り出しブロックの架設および
桁架設精度の確認までをスムーズにし、滞りなく
送り出し架設を行うことを可能にした（図―６）。

�２ 特殊吊天秤による架設（P３―P５橋脚間）
陸上部に位置する P５―P６橋脚間の桁架設は、
トラッククレーン・ベント架設工法を採用した。
しかし、使用可能な施工ヤードは全て首都高速湾
岸線下にあり、ヤード内は常に上空制限されてい
る状態であった。そのため、クレーンのブームを
自由に伸ばすことができず、桁を巻き上げる際の
クレーンのブームと隣接桁との接触を防ぐことが
必要であった。そこで、ブームの巻取り量を十分
に確保できる特殊吊天秤（図―７）を使用して、
桁架設を行った。さらに、近接物と一定の離間を
確保するアラーム装置を設置する等、既設隣接桁
との接触に対して細心の注意を払った（図―８）。

４．おわりに

本橋は、港直上および供用中の高速道路直下で
架設作業を行う工事であり、種々の制約条件を考
慮し架設計画を行った今回の架設工法が、今後類
似する工事の参考になれば幸いである。
国土交通省関東地方整備局横浜国道事務所の皆
様には、現場の工事特殊性、施工条件を十分に理
解、適切な助言と協力をいただいた。その結果、
本工事を無事故・無災害で完了することができた。
ここに深く感謝の意を表します。

図―４ L字型搬入ライン計画図

図―３ 地組状 図―５ マーキング位置

図―６ 送り出し架設状況

図―７ 特殊吊天秤

図―８ 上空制限下での架設状況
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１．はじめに

圏央道（首都圏中央連絡自動車道）は、都心か
ら半径およそ４０km～６０kmの位置に計画された、
延長約３００kmの高規格幹線道路である。
本工事では、平成２７年３月２９日に開通した、久
喜白岡 JCTから境古河 ICのうち、五霞 ICの一
部を構成する、５号橋、７号橋、Dランプ橋の３
橋の施工を行った。このうち、本稿ではDラン
プ橋を中心に報告する。
工事概要
�１ 工 事 名：圏央道五霞地区高架橋

上部その１工事
�２ 発 注 者：国土交通省 関東地方整備局
�３ 工事場所：茨城県猿島郡五霞町幸主～江川
�４ 工 期：平成２５年２月８日～

平成２６年６月３０日
�５ 橋梁形式：５径間連続鋼３主桁橋（５・７号橋）

６径間連続箱桁橋（Dランプ橋）
�６ 橋 長：２０１．０m（５号橋）

２１２．５m（７号橋）
２６５．０m（Dランプ橋）

�７ 支 間 長：３６．８＋２＠４４．０＋４６．０＋２８．８（５号橋）
４１．８＋３＠４２．５＋４１．８（７号橋）
４５．２＋５６．５＋２＠４３．０＋４２．５＋３３．２
（Dランプ橋）

２．現場における問題点

Dランプ橋の特徴として、R＝５０mの曲率を有
している１Box 桁であることと、河川改修中の五
霞落川を渡河していることがあげられる。このた
め、本工事の施工にあたり、以下の課題があった。
�１ Dランプ橋の架設途中は、曲率の影響により
左右の反力の違いが発生し、主桁が転倒する恐
れがある。また、主桁のねじれが発生し、完成
時の精度への影響も考えられる。
�２ 渡河箇所については、当初、杭基礎構造のベ
ント設備が検討されていた。しかし、河川改修
や他工事の工程調整のため、杭基礎の施工が困
難となり、河川内を使用しない構造の見直しが
必要となった。
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３．工夫・改善点と適用結果

�１ 曲線桁への対応
本工事の架設途中のステップを検討したところ、
曲率の外側に倒れていくような変形が発生するこ
とから、その変形を抑えるために、形状保持用の
ベント設備の追加（図―２）を行った。設置位置
については、左右の反力がバランス良くなる位置
を検討し、仮設道路を配慮しながら決定した。
また、中間橋脚であるDP２～DP５について
は、図―３のとおり１支承であるが、ウェブ幅と
橋脚幅が同一のため、橋脚上で回転変形を抑える
仮受けやジャッキアップ等の対応が困難であった。

このため、橋脚の周囲を巻くようにベント設備
を構築し（図―４）、ジャッキアップスペースを設
け、調整を行った。
�２ 工事桁基礎ベント構造の採用
渡河区間を一括架設する工法も検討したが、支
間長が５６．５mあり、ブロック重量も１００t を超える
ため、クレーンのスペースや地組立ヤードを確保す
ることは困難であった。このため、河川に影響を
与えないように渡河する工事桁を基礎構造とした
ベント設備（図―５）を設置した。なお、工事桁の
支間長は３３mあり、大きくたわむことが予想さ
れたため、L／６００をたわみの許容値として断面を
決定し、支点部には仮支承を設置した。また、組
立解体は横倒れ座屈を考慮し２主構毎に実施した。
�３ 適用結果
以上により、細かな桁高さの調整が可能となり、
また、河川に影響を与えることなく架設を行うこ
とができた。この結果、精度を向上させ、かつ安
全に施工を実施することが可能となった。

４．おわりに

インターチェンジやジャンクションでは曲率の
小さな橋梁を採用することが多く、また、狭隘な
作業スペースの中で競合する工事が多い。本稿の
報告が類似作業の参考になれば幸いである。
最後に本工事の施工にあたりご指導いただきま
した国土交通省 関東地方整備局 北首都国道事
務所の方々に深く感謝し、誌上を借りてお礼申し
上げます。

図―２ 形状保持ベント

図―３ 橋脚一般図

図―４ 脚回りベント設備

図―５ 工事桁基礎ベント構造
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１．はじめに

本工事は、平成２３年７月の新潟・福島豪雨によ
り発生した阿賀野川水系阿賀川および只見川の護
岸決壊と国道２５２号二本木橋の落橋災害の内、後
者に対して新設橋を建設するものである。
本稿では、Ｓ字曲線を描く鋼３径間連続非合成
細幅箱桁の架設工事について報告する（図―１）。
工事概要
�１ 工 事 名：国道２５２号二本木橋災害復旧工事
�２ 発 注 者：国土交通省北陸地方整備局
�３ 工事場所：福島県大沼郡金山町大字大塩地先
�４ 工 期：平成２４年３月２２日～

平成２５年１０月３１日
�５ 橋 長：１７５．０ｍ
�６ 支 間 割：４４．０ｍ＋８５．０ｍ＋４４．０ｍ

２．現場における問題点

鋼桁架設工事において、下記の問題点があった。
�１ 本橋の架橋位置は只見川上に位置し、鋼桁架
設については河川内での架設であったが、施工
条件として流水部となる中央径間部にベント等
の仮設備の設置は不可能であり、ベント架設に
替わる安全で確実な鋼桁補強を含めた架設方法
を検討・決定する必要があった。
�２ 本橋の側径間部は、河川内ではあるものの流
水部から外れており、鋼桁はベント架設が可能
であったが、地形的に複数のベント設置は困難
であり、ベント数を最小とする施工が求められた。
�３ 前述したように、本工事は災害復旧工事であ
ることから、工程短縮が求められ、鋼桁架にお
いて工程短縮のための工夫が必要とされた。

３．工夫・改善点と適用結果

河川敷に位置する側径間部に仮桟橋（クレーン
構台）を設置した上で、鋼桁の架設は、側径間部
についてはクレーンベント架設（図―２）、中央径
間部については張り出し架設を採用した。加えて、
工程短縮のため、左岸右岸の同時並行作業で鋼桁
架設を実施した。
前述したように側径間ヤードは地形的に複数の
ベント設置が困難であったため、鋼桁３ブロック
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を地上で先行地組立し、３５０ｔ吊クローラークレー
ンによりブロック架設することで、ベント設置数
を最小とした。
一方、中央径間部は同クレーンによる両岸部か
らの張り出し架設を採用したが、その際、下記の
検討が必要となった。
①鋼桁断面の照査
張り出し架設時、鋼桁には完成時と異なる断面
力が作用するため、平面骨組解析を行い、鋼桁断
面の照査を行った結果、完成系の鋼桁断面で問題
ないことを確認できた。
②鋼桁の形状管理
両岸部からの張り出し架設においては、鉛直方
向のたわみが発生するため、本状態では最終閉合
ブロックの連結ボルトをとることができない。ま
た、中央径間部における鋼桁平面形状は S字形
であり（図―１）、ねじり変形も発生することから
平面骨組解析を実施し、その影響を検討した上で、
中央径間部閉合ブロックのモーメント連結を行う
ための両橋脚の支承高の上げ越し量を決定した
（図―３）。
③側径間部アップリフト設備
側径間長４４mに対して中央径間長は８５mと大
きいため、中央径間部の張り出し架設の進捗に伴
い、A１、A２橋台支点部にはアップリフトが発
生することから、カウンターウエイト等を設置し、
アップリフト対策とした。
④鋼桁閉合時の桁調整治具
鋼桁閉合時（図―４）の鋼桁相互の段差の仕口

調整方法として調整治具を検討した。鋼桁相互の
段差は、平面骨組解析の結果を踏まえ１６０mmと
し、鋼桁剛性から作用力を逆算した。
⑤モーメント導入設備
中央径間部の閉合は無応力状態で行う必要があ
ることから、上げ越していた P１および P２橋脚
のサンドル（図―３）を撤去することで、設計曲
げモーメントを導入した。

４．おわりに

本工事では、発注者や関係機関の皆様のご指導
のもと、流水部となる中央径間部にベントを設置
しない両岸部からのクレーンによる張り出し架設
を採用するとともに、本工法に伴う鋼桁の断面照
査、形状管理および安全対策を講じることで、各
種の問題点を解決し、無事、工事を完了すること
が出来た。
本稿が今後の同種工事において参考となれば幸
いである。

図―２ 側径間部のクレーンベント架設 図―３ P１、P２橋脚支承高の上げ越し

図―４ 閉合ブロック調整治具
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１．はじめに

工事概要
�１ 工 事 名：国道３７１号（仮称小原田高架橋上

部その３）道路改良工事
�２ 発 注 者：和歌山県 伊都振興局

建設部 国道橋本建設事務所
�３ 工事場所：和歌山県橋本市小原田地内
�４ 工 期：平成２４年３月１７日～

平成２６年３月１４日
国道３７１号橋本バイパスは、通勤通学時間帯に
発生する慢性的な渋滞を緩和させるために計画さ
れた、和歌山県橋本市柱本～同市市脇を結ぶ延長
５．５kmの道路である。
本橋は、Aライン、Bラインそれぞれ単純鋼床
版箱桁と３径間連続グレーティング床版少数 I桁

で構成されている。
施工順序は、先ず鋼床版箱桁を先行架設し、桁
上を地組ヤードとして使用し I桁橋を施工した。
ここでは P１～A２間の連続少数 I桁の架設に
ついて報告する（図―１）。

２．現場における問題点

�１P１～P３間は市道、駐車場、ため池で架設ヤー
ドが確保できないため、当初 P１～A２全区間を
送り出し架設する計画であったが、P３～A２間
の直下に県道御幸辻吉原線が通っているため、送
り出し架設を行うと上空を通過する時の通行止め
期間が１０日程度必要となり、県道交通への影響が
大きいことがわかった。
�２当初は、Aライン桁を先行して送出し、その
後Bライン桁をAライン桁上で縦送りし、横取
り・降下する架設計画であったが、Aライン桁

監理技術者

田 伏 康 彦
Yasuhiko Tabuse

日本橋梁建設土木施工管理技士会

高田機工株式会社

小原田高架橋の架設
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図―１ 一般図
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の占有期間が長くなるため、床版の工程を考慮す
ると工期厳守が困難なことが分かった。
�３直下にセレモニーホールの駐車場やため池があ
り、足場組立時の高所作業車の配置に制約があっ
た。

３．工夫・改善点と適用結果

�１P３～A２の県道上は、大型クレーンによる夜
間架設に変更することにより、通行止め期間を２
日に短縮し交通への影響を低減した。このとき、
Bライン位置の県道には５％の勾配がついている
ため、クレーンの設置・撤去に時間がかかること
が予想された。そこで、路面勾配への対処として、
前もってアトリガー位置に鉄板や枕木等を準備し、
作業前にタイムスケジュールと作業手順を十分確
認したのち架設作業を行った。その結果２１：００架
設開始、５：００通行止め解除の制限に遅れること
なく架設作業を完了することができた（図―２）。

図―２ Bライン P３～A２夜間架設

�２送出し架設は、Aライン上に送り出しライン
を設定し、既設の鋼床版箱桁上で地組を行い、先
にBライン桁の P１～P３間を送り出し、Aライ
ンの位置からBラインの位置まで１２mの横取り
を行った。このとき横取り梁の支間が１０mと長
くなるため、支間８mのところに斜ベントを設
置し、横取り梁支間を出来るだけ短くし横取りを
行うこととした。横取りは、スライデイングシッ
プにスライディングジャッキを使用し、横取り梁
からのずれを適時修正しながら行った。しかし、

横取りだけではAラインよりBラインの橋脚が
A１側に２mずれているため、Bラインの桁は横
取り後、正規の位置に合わせるため P１側に縦送
りを行った（図―３）。
その後、Aラインの P１～P３間を送り出し架
設した。これにより、Bラインの床版作業とA
ラインの送出し架設作業を、並行作業とすること
ができ工期を厳守できた（図―４）。
�３駐車場およびため池は P１～P３上の送出し架
設範囲に位置するため、主桁に主体足場を事前に
設置して送り出し架設を行うことで、駐車場やた
め池上空での送出し架設後の足場組立作業を低減
することができた。

４．おわりに

今回の工事では、無事無災害で工事を竣工する
ことが出来ました。施工にあたりご指導、ご協力
いただきました、国道橋本建設事務所の皆様をは
じめ、関係者の方々に厚く御礼申し上げます。

図―３ P２上 Bライン横取り設備

図―４ Aライン送出し，Bライン床版作業状況
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１．はじめに

工事概要
�１ 工 事 名：東北自動車道 福島ジャンクショ

ン ランプ橋（鋼上部工）工事
�２ 発 注 者：東日本高速道路㈱ 東北支社

福島管理事務所
�３ 工事場所：福島市笹谷地先
�４ 工 期：平成２６年３月６日～

平成２７年９月２６日
本工事は、東北自動車道と東北中央自動車道の
交差部にあたり、１日約４０，０００台の車両が通行す
る東北自動車道上に架かる鋼ランプ橋２連の工事
である。
橋桁の架設は、平成２６年１１月１７日、１９日に東北

自動車道の夜間通行止め（２１：００～６：００）をお
こない、多軸式特殊台車による一括架設工法によ
り施工した。この工法は東北地方の高速道路工事
においては初めて採用された（図―１）。

２．現場における問題点

本橋はジャンクション内のランプ橋のため、平
面線形が最小曲線R＝６０m、縦断勾配５％と、急
で複雑な形状をしている。このような橋梁を多軸
式特殊台車に搭載して地組立ヤードから架設地点
まで約１１０ｍ直進及び旋回移動し、リフトアップ
装置で約４ｍ持ち上げて桁を据付ける必要があっ
た。事前の準備も含め、限られた期間内、時間内
にいかに安全かつ迅速にまた精度よく施工するか
が本工事の最重要課題であった。以下に主な問題

現場代理人

山 村 雄 二○

Yuji Yamamura

監理技術者

佐 藤 和 重
Kazushige Sato

日本橋梁建設土木施工管理技士会

高田機工株式会社

多軸式特殊台車による東北自動車道上の夜間一括架設
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図―１ 架設後全体状況、支点部断面図
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点を示す。
①夜間一括架設時期が固定されているため、製作
～架設の工程が非常にタイトである。
②本橋は複雑な線形によりキャンバー等の形状管
理を慎重に行う必要があるが、多軸式特殊台車
による一括架設のため、桁はあらかじめ地組立
ヤードで組立てる。そのため、定位置での最終
的なキャンバー調整ができない。
③複雑な線形を有する橋桁を多軸式特殊台車に搭
載して、通行止めの限られた時間内で、移動及
び既設橋台上を旋回する必要が有り不安な要素
が多い。

３．工夫・改善点と適用結果

上記の問題点に対し、以下のように対処した結
果、工程、精度、移動・旋回架設とも大きな問題
もなく安全に施工することができた。
①工程確保に必要な資機材及び労務が、東北地方、
特に福島県は不足していたため、特に必要なこ
とは早目、早目の調達で対処した（敷鉄板８００
枚及び運搬トレーラ、ヤード造成用ダンプトラ
ック、ラフタークレーン、散水車、交通誘導員、
etc）。
②地組立ヤードに於いて、定位置と同じ状態に地
組立して形状管理を行った。
１）両端部の支点上ベント高さは縦横断勾配を
考慮して設定
２）地組立時のキャンバー管理は、通常と同様
に多点支持状態で確認し、高力ボルトを本締
め
３）締付完了後中間ベントをフリーにし、支点
支持状態でのキャンバーを確認
４）合成床版架設後の製作そりを算出し確認
③移動時の安定：本計画では多軸式特殊台車の１
台当たりの車軸数を、当初の４軸から５軸に増
やすことで積載能力をアップさせ、各支点反力
に対して余裕を持たせることで、移動時の衝撃
や偏荷重に対応させた。
旋回時の安定：架設位置での旋回方法はより安

定した施工方法とするため、下記の通り計画変
更した。
当初計画⇒リフトアップ後、橋台上で旋回して
位置調整（旋回は多軸台車自体のスピーンター
ンで行う）。
変更計画⇒低い位置で旋回し、リフトアップ後
橋台上へ直進移動（旋回はターンテーブルを使
用して行う）（図―２）。

４．おわりに

桁の支承仮固定には、位置調整を特殊台車で行
った後、橋台上に事前に準備した調整移動用ジャ
ッキ設備（鉛直用１００t ジャッキ×４台、水平用
５０t ジャッキ×４台）に桁を受け替えることで、
高速道路上の特殊台車設備を早期に撤退させ、復
旧作業に取りかかった。その間にジャッキ設備に
よりmm単位の最終調整を行い、支承にセット
することができた。その結果、全体の作業時間も
予定より３０分程度早く終え、無事に交通解放する
ことができた（図―３）。
最後に本工事の施工に際し多くのご指導とご助
言をいただきました、福島管理事務所の皆様をは
じめ関係者の方々に深く感謝しお礼申し上げます。

図―２ B２ランプ橋移動ルート図

図―３ A２ランプ橋夜間架設
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１．はじめに

本橋梁は、首都圏中央連絡自動車道（以下、圏
央道）の坂東 IC～つくば中央 IC間に位置した３
径間連続２主鈑桁橋である。完成時は、中央径間
は西仁連川、P１２―P１３間の側径間は県道猿島・常
総線を跨ぐ高架橋となる（図―１）。発注時の架設
方法は、通常のクレーンベント工法であったが、
堤防道路の建築限界を確保するため、ジャッキア
ップを併用した。その具体的内容を報告する。
工事概要
�１ 工 事 名：圏央道飯沼川高架橋上部その１工事
�２ 発 注 者：国土交通省関東地方整備局

常総国道事務所
�３ 工事場所：茨城県坂東市弓田～平八新田
�４ 工 期：平成２６年９月３０日～

平成２８年３月３１日
�５ 橋梁形式：鋼３径間連続非合成少数鈑桁橋
�６ 支 間 長：４３．６m＋５７．５m＋４８．６m

２．本工事における課題

県道猿島・常総線は、西仁連川の堤防道路とし
て供用していたが（図―１、図―２）、主桁架設に
より建築限界を侵すことが分かっていたため、主
桁架設前に別工事にて側径間への切回しが完了す
る予定であった。しかし、同工事の着工が遅れた
ため、切回し工事と当社の架設工事が重複するこ
ととなった。そのため、切回しが完了するまでの
間は堤防道路を供用しつつ、平成２７年度内の開通
目標（当初）に合わせ、２月中旬の橋面引渡しが
絶対条件となり、架設工程を先延ばしにすること
ができず、同道路を供用しながら施工を進めるこ
ととなった。

現場代理人

小 川 祐 介○

Yusuke Ogawa

監理技術者
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飯沼第３高架橋のジャッキアップ架設について
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図―１ 飯沼第３高架橋（側面図）

図―２ 堤防道路（P１２―P１３側径間架設中）
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３．ジャッキアップ架設と各種対応策

橋面引渡し期限に対し、道路切回し工事完了が
１２月上旬となることから、これを待っていては橋
面引し期限に到底間に合わない。そこで堤防道路
を供用しながら施工を進める方法として、建築限
界を確保する高さにて主桁をかさ上げ状態で架設
完了させ、切回し完了後に主桁をジャッキダウン
することを考えた。しかし、この方法はベントの
みの支持による主桁のかさ上げ期間が２ヶ月間以
上となるため、通常のベント支持に加え地震等の水
平力に対しての特別の安全対策が必要となり、以
下の手順による「ジャッキアップ架設」を採用した。
�１両側径間の主桁を架設する（図―２）。このとき
全支承においてグラウトを打設し先行固定する。
�２全橋脚の前面にそれぞれ設置したジャッキアッ
プ・ダウン用ベントに主桁を受け替え、固定し
た支承と主桁を切り離した後、両側径間をそれ
ぞれ２．４m（堤防道路の建築限界を確保する高
さ）ジャキアップする（図―３）。
�３所定の高さまでジャッキアップした両側径間の
主桁の相対位置を調整した後、中央径間を落と
し込み架設する。
�４架設完了後、すみやかに先行固定した支承上に
組立てた支点仮受設備（図―４）へ受け替える。
地震時水平力は仮受設備を介し支承に伝え、安
全を確保する。
�５道路切回し完了後、再度ジャッキアップ・ダウ
ン用ベントに受け替え、桁全体をジャッキダウ
ンして先行固定した支承へ収める。
ここで�５の施工に際し、中間支点 P１１、P１２は
固定支承のため、主桁と支承の位置調整に困難が

予想された。まずは P１２の固定支承に主桁を収め
ることとしていたが、P１１を収める際、桁の温度
伸縮によるずれ、あるいは主桁製作、施工誤差等
が発生することが予想された。そこで、あらかじ
め製作工場にて設置した主桁下フランジ下面の取
付け用ピースにH鋼を固定し、それを反力とし
て油圧鉛直ジャッキでコンクリート橋脚本体を橋
軸方向へ押すことで、先行固定された P１１の固定
支承へ主桁を収めた（図―５）。また、ジャッキ水
平力は橋脚の弾性係数から事前に算出し、これに
基づき管理を行った。
以上の方法により、道路切回し完了から４日後、
一連のジャッキダン作業を全て完了することがで
き、その後の工程へ遅延なく繋げることができた。

４．おわりに

本報告が、今後の架設工事の中で参考になれば幸
である。また、工事自体は引続き、橋面引渡し、完工
へ向けて施工中であるため、残りの工事も安全に
作業を行っていきたい。最後に、国土交通省関東地
整備局常総国道事務所の関係者様ならびに関係各
位の多大なるご指導・ご協力により、無事架設を終
えることができた。ここに深く感謝の意を表します。

図―３ ジャッキアップ・ダウン用ベント（P１０）と作業状況

図―４ 支承上に組立てた支点仮受設備

図―５ 固定支承の位置調整状況
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１．はじめに

本工事路線の国道３０２号は、名古屋市の外周部
を通り、市内から放射線状に延びる幹線道路と連
絡するとともに、名古屋都市圏道路網の骨格をな
す総延長６６．２kmの環状道路である。
本工事は、この国道３０２号線上の戸田川を跨ぐ
南陽橋の下り線工事である。桁全長が河川内にあ
って出水期架設のため、河積阻害のない送り出し
架設工法を採用していた。また、送り出しヤード
は輻輳施工する下部工工事との関係で工事用道路
手前からA２橋台背面までの延長４０mしか確保
できなかった。このため、地組立てと送り出し架
設は１２回繰り返す計画であった。本稿では曲線桁
で斜角を有する本橋の送り出し架設の工夫につい
て述べる。本橋の全景写真を図―１に、架設計画
図を図―２示す。

工事概要
�１ 工 事 名：平成２５年度南陽橋鋼上部工事
�２ 発 注 者：中部地方整備局
�３ 工事場所：愛知県名古屋市港区南陽町～新茶屋
�４ 工 期：平成２５年１１月９日～

平成２６年１２月１９日
�５ 橋梁形式：２径間連続非合成箱桁橋
�６ 橋 長：１００．５m
�７ 支 間 長：４８．８＋５１．３m

２．現場施工における課題

本工事の施工にあたり、以下の３つの課題があ
った。
�１ 送り出し架設に使用する手延べ機は、直線形
状を使用し直線方向に送り出すことが一般的で
ある。しかし、本橋は曲率半径２０００mの曲線

監理技術者

山 田 裕○

Yutaka Yamada

現場代理人

石 原 克 己
Katsumi Ishihara

担当

村 上 寛 幸
Hiroyuki Murakami

日本橋梁建設土木施工管理技士会

瀧上工業株式会社

斜角を有する曲線桁の送り出し設備の工夫

２０
施工計画

図―１ 南陽橋全景写真（架設完了後）

図―２ 架設計画図

－１９７－



桁のため、直線方向の送り出し架設は送り出し
装置上の桁受け点位置が橋軸直角方向に漸次変
化することから、受け点位置は直角方向に長く
する必要がある。しかし P１中間橋脚は、変位
制限用反力壁の鉄筋があるため送り装置の構造
幅を広くすることは難しい。
�２ 通常、送り出し装置用の水平ジャッキ設備と
受け点盛替え用の仮受けジャッキ設備は支承線
に平行して前後に配置し架設時は交互に受ける
構造とする。しかし、P１中間橋脚の幅は狭く
て２つの設備をともに平行配置ができない。
�３ 本橋は先述のとおり曲線桁で、さらに斜角を
有しているので受け点の反力が左右の桁で違う。
そして送り出し架設の水平ジャッキは受け点反
力の大きい方が先に進みやすいため、先端が横
方向にずれる恐れがある。また受け点反力のア
ンバランスに起因した桁の座屈にも留意する必
要がある。

３．課題に対する工夫・改善点と適用結果

�１ 通常の直線方向の送り出しから曲線方向への
送り出し計画に変更した。地組ヤード内の送り
出し軌条設備は曲率半径２０００mの単曲線上に
配置した。曲線方向に送り出し架設することで
幾何学的な横ずれがなくなるため、送り出し装
置用受け梁の長さを最小限にすることができた
（図―３）。

�２ P１橋脚上の送り出し装置用ジャッキ設備は、
支承線に対し平行配置とするが、受け点盛替え
用の仮受けジャッキ設備は支承線に対し９０度方
向に配置する（図―３）。そして仮受けは構台前
後の張り出し部分で桁を受ける計画とし、P１
橋脚を支点とした「やじろべえ」方式とした（図
―４）。これにより構台に発生するモーメントを
軽減し、小スペースでも安定した構造にするこ
とができた。
�３ 曲線桁や斜角を有する桁の送り出し架設は、
通常桁が受け点位置において変状のないことを
担当職員が監視するが、本工事では受け点の監
視だけでなく送り出しステップ解析に基づいた
反力と変位を予め算出し、この計画値から逸脱
していないかを作業統括者が監視しながら作業
を行った。
また、左右の桁の反力差による送り出し量の
違いは、各受け点位置の盛り替え時に台車支点
位置の修正することで対処した。これにより左
右のずれの誤差の蓄積を未然に防止し、進行方
向からの逸脱を防止できた。

４．おわりに

本工事の架設時期は８月～１０月であったため台
風の影響が心配されたが、関係機関ならびに地域
住民の皆様のご協力を頂くことで無事に施工を終
えることができた。ここに深く御礼申し上げます。

図―３ P１上送り出し用と仮受け用のジャッキ設備

図―４ P１橋脚盛替え用仮受けジャッキ設備
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１．はじめに

本橋梁は、宮戸川を渡河する国道４号バイパス
への下り線オンランプ橋である。施工範囲は、鋼
桁製作、輸送、架設、現場塗装であり、工事概要、
構造概要は、以下に示すとおりである。
工事概要
�１ 工 事 名：新４号栄橋ランプ橋上部工事
�２ 発 注 者：国土交通省関東地方整備局 宇都

宮国道事務所
�３ 工事場所：茨城県古河市久能地先
�４ 工 期：平成２５年１２月２７日～

平成２６年２月２８日
構造概要
橋梁形式：単純非合成箱桁
橋 長：６０．５００m
支 間 長：５８．５００m
鋼 重：２６４t（製作重量）
幅 員：４．０００m＋５．５００m
斜 角：５５°３０’００”

２．現場における課題

本橋の架設は、クローラクレーンによるベント
架設工法である。本工事の架設では、宮戸川が橋
軸方向に対し斜めに流れていること、更にベント
設備位置の地盤が軟弱なことなどの条件により、

以下に示す課題を解決する必要があった。本橋の
地形条件を図―１，２に示す。
１）宮戸川は、橋軸方向に対し２４°の方向に斜め
に流れている。これにより、橋面積のうちの約５５％
の面積が河川上という地形条件となり、全てのベ
ント設備を地上に設置することができない。その
ため、ベント設備として大梁を宮戸川上へ渡す計
画であったが、桁下空間は０．４mと狭く、十分な
大梁設置空頭を確保できない。これを解決するた
めの架設計画が課題であった。

現場代理人・監理技術者

佐 藤 智 実○

Tomomi Sato

担当技術者

上 床 隆
Takashi Uwatoko

日本橋梁建設土木施工管理技士会

株式会社東京鐵骨橋梁

地形条件を配慮したクレーンベント架設について

２１
施工計画

図―１ 地形条件（平面図）

図―２ 地形条件（完成写真）
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２）地盤が軟弱なため、桁架設の際は１主桁に対
しベント設備を６箇所設置し、地盤への荷重を分
散する計画である。しかし、ベント設備を撤去す
る際は、ベント基数が減少していくため、地盤へ
の荷重が増大し、地盤沈下が発生する恐れがあっ
た。よって、地盤沈下を防止するためのベント設
備の撤去手順計画が課題となった。

３．工夫・改善点と適用結果

１）ベント設備の構造計算結果から、鋼桁を支持
するために必要なベント機材は、H９００×３００を主
梁とした長さ２０ｍ、設備高１．５ｍの大梁ベント設
備となり、桁下空間（０．４ｍ）に収まらない。この
ため、鋼桁を所定（完成形）より１．１ｍ高い位置に架
設し、高力ボルト締付け完了後に降下作業を行う
計画を立案、実施した。施工状況を図―３に示す。
これにより、大梁を含む設備高１．５mのベント設
備を、図―４のように設置することができ、桁下
空間が狭い橋梁の架設を実現した。
２）６基のベント設備で支持している間は、荷重
が分散しているため、安定した状態であるが、ベ
ント設備を撤去する際は、ベント設備を撤去する
毎に、残ベント設備の反力が増大するため、ベン
ト基礎部での地盤沈下が懸念された。このため、
ベント設備ごとに荷重を解放していく一般的な撤

去手順に代えて、端支点位置で鋼重によるたわみ
量（約５０ｍｍ）分をジャッキアップし、全てのベ
ント反力を解放した後、支点支持にする計画を立
案、実施した。支点支持までの施工ステップ図を
図―５に示す。これにより、以下の効果を得るこ
とができた。
・端支点位置でのジャッキアップに伴い、各ベン
ト設備への荷重は徐々に解放されていくため、
ベント基礎部の沈下やベント受点での桁の座屈、
及び大梁ベント設備の座屈を防止することがで
きた。
・たわみが生じる大梁上でのジャッキ操作を無く
すことができるため、解放作業時における安全
性を向上することができた。

４．おわりに

降下作業は、送り出し架設工法や横取り架設工
法では、一般的な施工方法であるが、今回のよう
に、十分なベント設備の空頭を確保できないク
レーンベント工法でも、有効に活用することがで
きる。また、ベント設備の構造、配置検討では、
架設時の荷重だけではなく、地盤条件に適したベ
ント設備の撤去手順を計画することが重要である。
当然のことではあるが、同じ条件の現場は存在し
ない。現場ごとに地形条件に配慮した架設計画を
検討することが最も重要である。

図―３ 降下作業（左：降下前、右：下降後）

図―４ 大梁ベント設備

図―５ 支点支持までの施工ステップ図
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１．はじめに

本工事は、平成２５年７月～９月に当地方を襲っ
た集中豪雨により被災したため池の災害復旧工事
であり、私の立場はこの工事の現場技術員である。
工事概要
�１ 工 事 名：ため池災害復旧工事
�２ 発 注 者：江津市災害復旧室
�３ 工事場所：江津市千田町地内
�４ 工 期：平成２６年３月～平成２７年３月
本工事の現場着手は、ため池関係農家でため池
付近の被災を免れた田んぼの収穫を終えてからと
なる。このため１０月までは事実上の工事中止状態
であった。また、来年５月の連休にも田植えを行
う予定であり、それ以前に一定量の貯水をする必
要があるため実質工期は半年もない。この間に被
災した旧堤を掘削し既設取水施設撤去後、底樋、
底樋ボックスの設置、築堤後斜樋及び遮水シート
設置を設置する。さらに別件工事で貯水池内の堆
積土砂撤去を行うものである。

２．現場における問題点

当初契約図面では、ため池の主要な施設である
底樋、底樋ボックス及び斜樋の構造図が一般図に
なっておりこのままでは施工できない旨、代理人
から相談があった。
その内容は、

２―１）底樋は底樋ボックスと流末側の吐口との間に

止水壁（幅１．７８m×高さ１．６５m×上厚０．２０m／下
厚０．３７m）が有り、その止水壁と底樋はエラスチ
ックフィラー（t＝２０mm）を介している。更に
その中央に止水板（CF―２００）を挟んでいる。
ここで鉄筋の最小被りは５０mmとなっており、
止水板の幅は片側で１００mmあるため、底樋縦方
向の主鉄筋（D１３）と干渉する。止水板に穴を開
けて主鉄筋を通すと、止水板としての機能を満足
しない。代わりに主鉄筋を止水板部分で切断する
と、ここが構造上の弱点となる。
２―２）底樋ボックスは内空断面が狭小（幅１．２m×
長さ０．６m×高０．７m）で土砂流入口、流出側（底
樋）共に φ０．２mの円形である。鉄筋加工・組立
図はボックス内空断面の型枠解体について全く考
慮しておらず、このままでは施工できなかった。
２―３）斜樋は堤頂部に空気孔上端とその保護用の桝
（幅０．３×長さ０．４×深さ０．２）があり、そのため
長さ０．８mの水平部分がある。しかし斜樋の配筋
との接続について詳細図が無く配筋構造が不明で
あった。

３．工夫・改善点と適用結果

これらの対応策を私は以下のように考えた。
３―１）底樋について、各種指針を調べたが施工方法
の詳細について適切な資料が見あたらなかった。
そこで①主鉄筋を止水板の両側で最小被り厚５０
mmを確保して切断して、この間は補強鉄筋で繋
ぐことにし、②補強鉄筋は主鉄筋より１ランク上

松田 信幸
Nobuyuki Matsuda

（一社）現場技術土木施工管理技士会

松田技研

詳細図面が無い鉄筋構造物の施工について

２２
施工計画
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のD１６とする、③補強鉄筋は止水板との最小被り
５０mm以上を確保して凸型に折り曲げ加工し、④
本工事では鉄筋重ね継ぎ手を３０φとしているため、
補強鉄筋の重ね継ぎ手長はD１６の３０φ＋２０mmと
して５００mmとし底樋の組立筋間隔（２５０mm）の
２スパン分とする。

図―２ 底樋補強鉄筋図

図―３ 底樋補強配筋加工図

３―２）底樋ボックスについて、①当初契約図面の鉄
筋加工図のうちボックス頂版部に該当する鉄筋２
種類をやめ、代わりに上に開いたコの字型として、
側壁の内型枠脱型後に折り曲げ加工して頂版部の
配筋とする、②頂版の下面型枠は、コンクリート
と同等の強度を有する材料で埋め殺し型枠とする。
３―３）斜樋について、①当初契約図面のうち、ため
池構造一般図と斜樋一般図を元にした斜樋の配筋
とし、②堤頂部は斜樋部分の組立筋ピッチ（２５０
mm）と合わせる、③被りは斜樋一般図の考え方
を踏襲する、④これらに合わせて配筋図と鉄筋加
工図を作成する。（図―５斜樋工鉄筋図）
以上について図面と概算金額資料を合わせて発

注者に提案し、受注者を交えて検討を行った。そ
の結果３箇所ともに上記の方法で施工することに
なった。
設計変更への対応は以下のとおりである。
底樋については構造一般図と異なるため施工承
諾扱いとし、契約変更の対象としない。
底樋ボックスと斜樋については、当初契約図面
の構造一般図の考え方を踏襲し施工性を考慮して
詳細図化したものであるため契約変更の対象とし
て契約図を変更し、新たに作成した斜樋工鉄筋図
（図―５）は契約図として追加することになった。
鉄筋の使用量は各々で増減があり合計すると３０
kgほど増加するが、本工事全体で使用した鉄筋の
合計数量は、数量とりまとめ要領の範囲内での増
減となり、契約金額の増減対象とはならなかった。
工事は無事完成し、田植えに必要な水量を貯水
して作付けに間に合うことができた。

４．おわりに

災害復旧時には多くの作業が重複し詳細な図面
が整わないまま発注されることがある。施工管理
を行う者は、このような場合にも工事を遅滞なく
施工できるよう柔軟に対応出来る技術力を研く必
要がある。

図―４ 底樋ボックス鉄筋加工図

図―５ 斜樋工鉄筋図

図―１ 補強鉄筋を加味した止水壁構造図
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１．はじめに

本工事は首都圏中央連絡自動車道（圏央道）で
ある埼玉県幸手市上高野の国道４号線を跨ぐ位置
に、橋長３５０ｍ，鋼重１，２９２．９t の鋼９径間連続少
数鈑桁橋を新設する工事である。
工事概要
�１ 工 事 名：圏央道慶作前地区

高架橋上部その２工事
�２ 発 注 者：国土交通省 関東地方整備局
�３ 工事場所：埼玉県幸手市上高野地先
�４ 工 期：平成２５年７月３１日～

平成２６年９月３０日

２．現場における問題点

本工事での問題点は、以下の通りであった。
当初の計画では、国道４号線の夜間一時通行止
め規制を行い、２００t 吊油圧式クレーンで主桁３
ブロック地組立して１主桁ずつ架設する計画であ
った（図―１参照）。
また、合成床版は夜間一時通行止め規制を行い
架設し、足場防護工組立は昼間片側交互通行規制
をする計画であった。しかし、一時通行止めを行
う場合迂回路が広範囲となり、作業時間も制限さ
れ規制日数も増える。また昼間片側交互通行規制
は２０，０００台／日以上となる交通量があり渋滞を引

き起こすため、出来る限り規制日数を減らし施行
期間中の落下物等、道路利用者に対する影響を低
減する施工方法に変更する必要があった。

３．工夫・改善点と適用結果

�１交通規制低減における工夫・改善点
国道４号線上の地組桁 J２０～J２３ブロックにつ
いて大型クレーンの代用として多軸式特殊台車２

監理技術者

嘉 村 昌 浩○

Masahiro Kamura

現場代理人

沢 田 一 郎
Ichirou Sawada

日本橋梁建設土木施工管理技士会

株式会社駒井ハルテック

一括架設による交差道路利用者への影響低減について

２３
施工計画

図―１
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台（キャビン＋パワーユニット＋２５０t 積キャリ
ア×２連による一括架設を行うことで規制日数の
低減を図ることを計画した（図―２参照）。
国道４号上の桁は隣接径間の作業ヤードで桁地
組立を行い、全ての現場継ぎ手作業（高力ボルト
本締め、現場塗装）を完了させ、国道４号上の俯
角７５°の範囲となる合成床版パネル、側部足場（防
護工）および付属物（上部工検査路・排水管）の
取り付けまで行った。すべての部材を取り付け多
軸式特殊台車による一括架設を行うことで、規制
回数を大幅に低減する計画とした。これにより桁
架設による夜間一時通行止めを上下線各１回、合
成床版架設による夜間一時通行止めおよび足場組
立による昼間片側交互通行規制を省略、また足場
組立作業を省略し、落下物の防止もできた。
以上の変更により当初計画の１２日に対して４日
で完了し８日間の規制日数を短縮する事ができた。

図―２

�２架設工法における工夫・改善点
地組位置・架設位置および移動時の工事用道路
幅が狭く縦断勾配もあったそのため、多軸式移動
台車の向きをその場、その場で旋回しなければな
らなく多軸式移動台車上設備にターンテーブルを
設置し旋回を行った。その際ターンテーブルを軸
にキャリアが旋回するため、キャリア上構台とユ
ニットジャッキのセット位置の確認を行い安全に
地組桁の旋回を行った。また縦断勾配に対しては、
上下方向±１０°可動するチルト軸受が内蔵されて

いるターンテーブルを使用し縦断勾配にも追従さ
せた（図―３、４参照）。
また、当初は終点側より片押しで桁架設を行う
予定であったが、架設順序を変更し、国道４号線
上を一括架設ブロックで落し込みとしたため、架
設余裕として事前に２P６側の先行架設桁は橋軸
方向に約２００㎜セットバックしておき、桁架設時
に２P７側を先に添接してその後２P５・２P６橋
脚とベント設備にスライドジャッキを設置し、架
設ブロックが添接できる位置までセットフォアし、
並行作業でジャッキダウンを行う事で施工時間の
短縮を行った。
また、出来形精度においても社内目標値内に収
めることができた。

４．おわりに

今回は、地組ヤード内で合成床版一体化の箱桁
形状に地組し、付属物まで設置を行うことで国道
４号上での作業をなくすことにより、第三者への
安全が確保できかつ多軸式移動台車による一括架
設により、規制回数を大幅に低減する事ができた。

図―３

図―４
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１．はじめに

新潟市北区中心市街に位置する白新町雨水幹線
流域の浸水対策として、雨水を貯める管渠（φ２０００
㎜）を推進工法にて施工する工事であり、発進立
坑部及び仮設備の工夫について報告する。
工事概要
�１ 工 事 名：葛塚排水区雨水貯留管下水道工事
�２ 発 注 者：新潟市下水道部東部地域下水道事

務所
�３ 工事場所：新潟市北区白新町地内
�４ 工 期：平成２７年３月１８日～

平成２８年３月１５日
�５ 工事概要：φ２０００㎜管推進工 L＝２２３．７３ｍ
�６ 仮設備計画：
発進立坑及び推進設備を白新町４丁目
「さくら公園」内に設置（図―１）。
仮囲い工は、H＝４．５mの防音パネルを設置。

２．現場における課題

�１作業ヤードとなる、さくら公園の樹木移植と枝
の選定を最小限としたヤード計画の見直し。
�２公衆電話ボックス・消火栓・ゴミステーション
等既存施設の継続使用を可能とする。
�３公園利用者への配慮として、既存出入口の確保。
�４発進立坑の向きと推進法線が一致していない。

�５橋形クレーンの配置位置と基礎構造の検討。
�６カーブ推進のため、中心線測量は高い精度が必要。

３．工夫・改善点

�１【樹木移設】 樹木移設を極力減らす推進設備
の配置を検討し、作業ヤードの形状を変更し、サ
クラ樹木の移植本数を低減した（図―２）。
�２【電話ボックス】 防音パネルに割高となった
が、異形部材を使用し電話ボックス・消火栓・ゴ
ミステーション等を既存のままで、移設すること
なく仮囲いの設置を可能にした。
�３【出入口】 公園の土留め壁を一部撤去して、
トレーラー乗入可能な工事用車両出入り口を新た
に設置し、公園利用者の既存出入り口を確保した。
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図―１ 当初の発進ヤード計画図
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�４【発進立坑】 当初計画の発進立坑は、作業ヤー
ドの制限から橋形クレーンと同方向での設置位置
の計画から、推進中心線に対して６度の角度がつ
いた立坑築造の計画となっていたことから、作業
ヤード計画を見直し、発進立坑法線を推進中心線
と並行にした事で、推進設備の設置・撤去や推進
管吊下し作業の効率化が図れ、より安全な作業が
実施出来るように計画した。
�５【橋形クレーン】 工事車両搬入口からの車両
進入経路と荷卸し、発進立坑への推進管吊り卸し
を考慮し橋形クレーンの設置場所を計画した。
当工事で使用するクレーンは地面に敷設した２
本の走行レール上に門形を設置する橋形クレーン
のため、２本のレール間に車両を誘導して推進管
を荷卸しを行うが、当現場は作業ヤードの形状か
らレールを横断して車両を引き入れるため、埋設
基礎計上として、推進管搬入・立坑内への吊り卸
しを行う形状とした（図―２、図―３）。
�６【推進中心線測量】 推進工事の中心線は、立
坑内に設置した引照点を基に出来形管理測量を行
うため、最も重要な基点となることから、設置に
あたっては地上基準点との照合が容易に出来る位
置で出来る限り遠方を視準する事が出来る場所で
の設置が必要なため、仮囲いにより遠方の基準点
が望めないため、対策として推進中心線上に管理
用ドアを２箇所設置して、直視による測量管理を

可能とし測量の精度向上を図った。
なお、管理用ドアの設置は測量用だけではなく
現場に携わる人の出入り口としても活用しており、
ゲートの開閉回数を削減することで、ゲート開閉
による騒音効果の低減防止を図るようにしている。

４．おわりに

地域住民の憩いの場である公園を作業ヤードと
して使用することから、現地調査・設計照査を基
に発注者並びに公園管理者との打合せと並行し、
地元町内会、近隣小学校、保育園との調整に努め、
理解と協力を得た中で円滑に工事を進めている。
現在、φ２０００㎜発進準備工が終わり、１２月１日
に発進、曲線４箇所を含む推進工事を進めている。

φ２０００㎜管推進工に伴い、現場では前もって想
定されるリスクに対する事前対策を実施してきた
が、推進工事においては、地層の変化・障害物等、
想定外の事象により掘進が困難になることがある
ため、推進作業は細心の注意とデータ管理を行い
ながら１月末の推進到達を目指している。

図―３ 橋形クレーン基礎

図―４ 発進立坑ヤード仮囲い工

図―２ 変更の発進ヤード計画図
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１．はじめに

本工事は住宅街で、主線幹線道路で国道・県市
道・私道路が複数あり交通量が多く、加えて道路
幅が狭い等、制約が多い。沿線地域の方々におい
ては、下水道工事に関しての関心が薄くそんな地
域での工事施工にあたり、地元の皆様の要望や工
事における問題点を洗い出し、円滑な工事を進め
るために実施している内容について報告する。
工事概要
�１ 工 事 名：五十嵐第３排水区雨水枝線下水道

工事
�２ 発 注 者：新潟市西部地域下水道事務所
�３ 工事場所：新潟市西区寺尾西２丁目地内
�４ 工 期：平成２６年８月１日～

平成２８年３月１４日
�５ 工事概要：小口径推進工 L＝４６０．２０m

２．現場における問題点

当初計画は発進立坑位置が県道敷内にあり、片
側交互通行で築造し推進する設計であったが、交
差点内であり、迂回路や現状の交通量を考慮する
と交通渋滞を招くことが予想されたことから、交
通渋滞を緩和するための計画変更（発進立坑位置
の変更）が必要となった。
発進立坑位置の変更については、施工時の工事

車両等の配置と機械スペースの確保に加え、立坑
位置変更による支障物の確認並びに交通形態を考
慮した計画となることが必要であった。

３．工夫・改善点と適用結果

�１立坑位置の変更
地域住民の方々からの車両の通行形態や混雑す
る時間帯、車両の交通量、日中の車利用などに関
する情報収集とこの地区における迂回路等の道路
網の現地調査を行い状況の把握を行った。
また、支障物件に関してはガス・水道・NTT
管理者より導管図を頂き、導管図を基に出来るだ
け支障物件の移設を減らすことができ、且つ、交
通渋滞の発生を抑制することが出来る立坑築造位
置を決定する必要から、試掘調査工事を実施して、
試掘成果をもとに発注者及び埋設管管理者と複数
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図―１ 発進立坑位置変更図
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回の協議を重ね、図―１の通り発進立坑位置を変
更する事により、県道での片側交互通行規制をす
る事なく施工することが可能な計画とした。
�２施工時に於ける作業形態
地域住民の支障低減と負担を第一に考え、歩行
者通路を確保し、且つ安全に作業が出来る方法・
作業形態を第一に、複数回にわたる現地での打合
せと発注者との協議を繰り返し行い、施工時にお
ける工事車両・施工機械の作業形態を検討し、図
―２の通り計画し実行した。
上記の通り、市道本線は車両通行止めをする計
画となったが、地元自治会をはじめ各戸の戸別訪
問による工事案内と主旨説明により、関連自治会
長はじめ地域の皆様から理解と協力を頂くことが
でき、工事着工に至ることが出来た。戸別説明の
際は施工方法等を納得して頂くため、複数回、足
を運び粘り強く説明とお願いを繰り返しようやく
理解して頂けた方もいたが、最終的に納得され協
力頂けたことに感謝しております。
また、迂回路を設定し交通誘導員や工事案内板

を設置し、歩行者通路を確保しながら、地域住民
の方の主要な生活道路である県道を片側交互通行
で規制する事なく施工する事で、交通渋滞を招か
ず、地域住民の方々に負担を掛けぬよう配慮した
計画により、施工したことでクレーム等も無く工
事を進めた。
以前に施工した工事の際は、施工途中における
クレームも多く、発注者から最大限の配慮をした
工事を行うよう話を頂いていたことから、今まで
クレームがなかった事について施主をはじめ地域
の皆様からも良い評価を頂いている。
なお、施工中においては、通行する地域の方々
や車両等に対応するため、設計にこだわらない多
くの誘導員の配置による丁寧な誘導・案内に徹し
ていることが良い結果に繋がっているものと考え
ている。
メインとなる推進工事は終わり、今後、取付け
管等個々の家庭への接続工事となるので、各戸へ
のガス・水道等の引き込み管や電気・電話等架線
の損傷事故による、第三者災害防止に努め、協力
頂いている各戸の皆様にご迷惑が及ばぬよう現場
管理を徹底し完成に向け努力していきたいと考え
ている。

４．おわりに

今回、担当している工事は、報告の通り、事前
の調査・計画変更、地元調整等から始まり、支障
物件の移設等から、工期も１年を超える長い工事
となったが、直面した問題・課題に対し地域の
方々の意向を尊重しながら、より良い解決策を見
出す努力を続けることが、最終的に地域からの協
力を得ることに繋がる解決策になるという良い経
験を体験できた実感している。
本工事もあとわずかで完成となるが、関係官庁
との打合せ、地域の方との調整に努めて御理解と
御協力を頂きながら工事を進めており、工事完成
まで、地域の皆様方とさらにコミニュケーション
を深める努力を現場従事者全員で取り組んでいき
たいと思います。

図―２ 発進立坑作業形態図

図―３ 作業状況
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１．はじめに

工事概要
�１ 工 事 名：圏央道鬼怒川橋下部その２工事
�２ 発 注 者：国土交通省関東地方整備局
�３ 工事場所：茨城県常総市花島町地内
�４ 工 期：平成２５年９月２１日～

平成２７年６月５日
工 種 RC橋脚（T型橋脚）

基礎形式 場所打杭 １基
鋼管矢板基礎 ２基

本工事は、茨城県内で圏央道鬼怒川橋を築造す
るための橋脚新設工事であり、当社はこの橋脚築
造工事を平成２５年度に受注した。工事場所は、茨
城県常総市を横断する鬼怒川河川敷右岸での作業
であり、工事期間は河川用地内での施工であるた
め、非出水期間での作業となる。受注した当初よ
り、発注者から工期短縮要請を求められており、
施工期間も規定されていることから困難な現場運
営が予想されていた。
今回、報告する内容は１非出水期間で施工した
内容であり、締め切りが難しい中堀工法による鋼
管矢板の打ち込み方法の工夫、三点式杭打ち機の
重機足場の確保について述べる。

２．現場における問題点

施工場所は、鬼怒川の河川敷であるため鋼管矢
板打ち込み箇所それぞれの地層が砂・シルト・砂
礫層が幾重にも重なった地層であり、支持層は礫
層であるため、中堀機械での打ち込み作業は困難
が予想された（図―１、図―２）。
また、私は中堀工法で鋼管矢板を打ち込む際に
継ぎ手部分が支障となるのではないかと当初より
懸念していた。中堀工法は、杭の先端部分でオー
ガヘッドを回転させそれに併せて杭を下げていく
工法であるため鋼管矢板の両側についている継ぎ
手部分は杭を下げていく際に、砂礫・砂利の混入
による圧入抵抗の増大・摩擦等により支障となる
と考えた。
現に、今回施工した２基目の橋脚では、継ぎ手
内に砂礫・砂利が混入し試験杭である１本目の鋼
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図―１ １基目柱状図 図―２ ２基目柱状図
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管矢板を打ち込む事は出来たが、２本目の施工は
打ち込むことが出来ず、引き抜き施工方法を再検
討してからの再施工となった。
打ち込みヤードとして使用した重機足場は、１
基目の橋脚は仮桟橋による構台からの作業だった
が、２基目の橋脚は、現地盤を５m程掘削した
うえでの陸上からの打ち込み作業となった。この
掘削面（重機足場）は砂層であり、５０cm下は地
下水位となっている。鋼管矢板は継ぎ手接続のた
めに地盤面から２m程度の布堀が必要であるた
め、打ち込み作業開始とともに重機下部分の砂が
流出し、杭打ち機の平行を保持できないのはもち
ろんのこと、重機転倒の恐れがあった（図―３）。

３．工夫・改善点と適用結果

まず、鋼管矢板の打ち込みについては今回の施
工場所のような幾重にも重なった地層においても
中堀工法での施工は可能であった。考えられるの
は、中堀作業の排土において玉石の混入があって
も杭先端で閉塞するようなことはなく、悪影響を
及ぼすことはなかった。継ぎ手部分に砂礫・砂利
が混入する事象については、１基目の施工では先
端部分より３．２mに砂礫混入防止対策を実施し
（図―４）問題なく打ち込み作業をすすめること
が出来たが、２基目の施工においては再検討の結
果、先端部分より２４mまで砂礫混入防止対策（中
間層のシルト層まで）を実施することにより打ち
込みを完了することができた。
重機足場下の土砂流出防止対策としては、鋼管
矢板打ち込み箇所の内側・外側それぞれを鋼矢板

Ⅲ型で二重締め切りとしたうえで、布堀断面を確
保するするとともに、重機足場下の土砂流出防止
対策とした（図―５）。

４．おわりに

今回の鋼管矢板打ち込み作業においては、１基
目に施工した橋脚と２基目に施工した橋脚は、距
離的には５０m程しか離れていないが、２基目の
施工は困難を極めた。ボーリング柱状図では、似
たような地層に思えてならないが、２基目の施工
箇所の土中ではどのようになっていたのであろう
か。水脈があったのか、地下水の流れがあったの
か定かではないが、これほど少し離れた場所での
施工に相違があったことは初めてであった。
重機足場下の土砂流出についても、重機足場の
確認事項として、地耐力のみではなく土質・地下
水位の影響等も十分に考慮しなくてはならない。
また、現場の状況変化として鋼管矢板を打ち下げ
ていく際に地下水と砂が混ざり合い鋼管矢板に巻
き込まれるように引き込まれた状況も考えられる。
現場では、刻々と状況が変化するため、その都度
状況を把握し対策を打たねばならない。
今回の現場ほど『地下水対策』の大切さを考え
させられた現場は初めてであるとともに、書面か
らは確認できない土木工事現場の難しさを痛感し
た現場であった。

図―３ 布堀箇所土砂流出

図―４ 砂礫混入防止対策

図―５ 鋼矢板Ⅲ型二重締切りによる布堀断面確保
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１．はじめに

工事概要
�１ 工 事 名：災害関連緊急地すべり対策工事
�２ 発 注 者：長野県姫川砂防事務所
�３ 工事場所：長野県北安曇郡小谷村市場２号地区
�４ 工 期：平成２７年５月１２日～

平成２７年１２月２５日
�５ 工事内容：抑止アンカー工 N＝３９本（３段）

集水ボーリング工 ΣL＝８６５m
本工事は平成２６年１１月２２日に発生した神城断層
地震による地すべりを抑止する工事である。小谷
村では震度６弱を観測し、軟弱地盤上の民家は半
壊する等、大きな被害が発生し、中土地区におい
ても多くの地すべりが発生した。
対策箇所は、第三紀砂質泥岩層の上に崖錐が堆
積した地質であり、延長約８０ｍにわたって斜面頭
部にクラックが生じた。直下には２車線県道があ
り、大型車が通行する生活観光道路として利用さ
れている。対策工として、抑止アンカー工 L＝
１７．０m～２７．０mが雪崩予防柵の上に１段、下に２
段計画されていた。調査設計時期が豪雪期であっ
たことから、アンカー工受圧板接地面の地盤支持
力は推測値であった。

２．現場における問題点

工事初期にアンカー工定着地盤の周面摩擦抵抗

値（引抜けに対する抵抗値）を求めるとともに、
二次製品のアンカー受圧板の不等沈下を防止する
ため、斜面上（県道からの直高１５m 勾配１：１
図―１）での地盤支持力の値を決定する必要があ
った。問題点として施工法面は既設の雪崩予防柵
があり、法面の掘削や搬入路等の造成はできず、
通常の重機（１０ｔ超）を反力とした平板載荷試験
は実施できない。また県道を全面通行止めできな
い条件から、小型クレーンでの資機材の搬入を前
提とするため、斜面上での地盤支持力を軽量なシ
ステムにて確認することが課題となった。

３．工夫・改善点と適用結果

当試験位置において地盤支持力を確認するにあ
たり、基本調査試験のアンカー体（L＝１．０mパッ
カー仕様）を反力体として利用する方法を提案した。
地盤支持力確認時の引抜けを考慮し、続けて行
う基本調査試験における推定引抜け荷重の値（２１７
kN）を設定し、設定値の約５０％以下の荷重（１００
kN以下）にて試験を行う計画を行った。

工事課長

原田 和樹
Kazuki Harada

長野県土木施工管理技士会

北陽建設株式会社

基本調査試験のアンカー体を利用した
地盤支持力の確認方法について

２７
施工計画

図―１ 試験位置断面図
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○試験手順
①足場設置後、ロータリーボーリングマシン（自
重８００kg）を県道片側規制内で収まるミニラフ
タークレーン（１６t 吊）にて試験箇所に設置した。
②本施工と同じ削孔角度（―３５°）で所定長までコ
アボーリング（径６６mm）削孔後、拡径（１１５
mm）削孔を行い、試験アンカー体の挿入・注
入を行った。
③養生後、試験用受圧板（鉄板□０．５m、t＝３０mm）
を中央孔にアンカー鋼線を貫通させて設置した。
最大試験荷重は設計支持力１００kN/m２×０．５m×
０．５m×３（安全率）＝７５kN（＜１００ｋN）とした。
④基本調査試験で用いるセンターホール油圧ジャ
ッキ及び、受圧板四隅に変位計をセットし、多
段階による載荷試験を行った（図―２）。
○試験結果
載荷試験の結果は表―１・図―４のとおり。試験
箇所において設計地盤支持力３段階目までに累積
沈下量が増大し、以降の段階では沈下量が緩やか
になっていることから、載荷圧力によって締固め
られ沈下しにくくなっていることが判断できる。
最大試験荷重時での累積沈下量が許容値（３０ｍ
ｍ）以内に収まっていることから、設計地盤支持

力（１００kN/mm２）を確認した。

４．おわりに

今回適用した基本調査試験用のアンカーを利用
した平板載荷試験では、試験アンカーの安全性を
十分に検証しなければならない。
当現場ではコアボーリングでの採取コアにより
アンカー定着地盤の事前確認・判定を行った上で、
平板載荷試験の荷重を設定し、試験を実施した。
平板載荷試験に続いて基本調査試験を実施した
が、想定周面摩擦抵抗値の６０％の値で引抜けを確
認したことから５０％以下での最大試験値の採用が
妥当であったといえる。なお本設アンカーでは引
抜け荷重を反映して、アンカー体を伸長して施工
を行った。
軟弱な地盤における地すべり箇所等では、設計
地盤支持力が得られないことも多い。通常、二次
製品であるアンカー受圧板は製作日数を１か月以
上要することもあるため、応急の施工箇所では迅
速に地盤支持力を求め、仕様変更する必要がある。
抑止アンカーの本施工にあたり、基本調査試験
を実施する現場では、本試験方法は地盤支持力を
早期に確認できることから有効であると考える。

図―２ 平板載荷試験装置

図―３ 載荷試験装置の設置状況

表―１ 載荷試験結果

図―４ logP―S（曲線）
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１．はじめに

工事概要
�１ 工 事 名：（二）千種川水系千種川多賀橋上部

工工事
�２ 発 注 者：兵庫県光都土木事務所
�３ 工事場所：兵庫県佐用郡佐用町多賀地内
�４ 工 期：平成２５年７月１日～

平成２７年３月２５日
�５ 構造形式：２径間連続プレビーム合成桁橋
本工事は平成２１年８月に台風９号による豪雨災
害によって甚大な被害をもたらした千種川流域の
災害対策を強化することを目的とした災害復旧・
復興事業であり、その中の河川改修にともなう橋
梁の架け替え工事である。

２．現場における課題

発注時の上部工架設は、渇水期に橋台・橋脚間
の河川を埋め立て、橋脚近傍に３６０ｔクレーンを
据え付けてプレビーム桁を架設する計画になって
いた（図―１）。しかし、実施工では下部工工事の
遅れにより、渇水期に河川内から主桁架設を行う
ことが不可能となった。また、復興事業の完了年
度の関係により、次年度の渇水期まで架設を延期
することができないということもあり、出水期に
架設を行う必要が生じた。そのため、出水期に如

何にしてプレビーム桁を架設するかが課題であっ
た。尚、両橋台背面には民家と道路が存在するた
め、架設桁を用いた架設は不可能であった。

３．課題に対する解決策

課題に対する解決策として、出水期におけるプ
レビーム桁の架設方法を３案考案したので、それ
について以下に述べる。
（提案１）作業構台＋３６０ｔクレーン架設
長所としては、３６０ｔクレーンを使用するため
作業半径が大きく取れ、作業構台を小さくできる。
短所としては、河川内に作業構台を構築するため
河川阻害率が大きく、工事費も高くなる（図―２）。
（提案２）作業構台＋１６０ｔクレーン架設
長所としては、１６０ｔクレーンを使用するため
提案１よりも作業構台の耐力を小さくできる。短
所としては、１６０t クレーンを使用するため作業

現場代理人兼監理技術者

菊 池 信 宏○

Nobuhiro Kikuchi

工事主任

木 村 信 二
Shinji Kimura

愛媛県土木施工管理技士会

極東興和株式会社

出水期におけるプレビーム桁の架設

２８
施工計画

図―１ 発注時架設計画
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半径が小さく、作業構台のスペースを大きくする
必要がある。また、河川内に作業構台を構築する
ため提案１と同じく河川阻害率が大きく、工事費
も高くなる（図―３）。
（提案３）両対岸から３６０ｔクレーン架設
長所としては、３６０ｔクレーンを使用するため
提案１と同じく作業半径を大きく取れる。また、
河川内に作業構台を必要とせずベントを１基設置
するのみで良いため、河川阻害率が最も小さく、
工事費も安くなる。短所は、３６０ｔクレーンの移
動が必要となるため組立解体の回数が増える。ま
た、現橋の多賀橋の１車線を使用してプレビーム
桁の地組を行う必要があるため、片側交互通行規
制をともなう架設となる（図―４）。
千種川はオオサンショウウオや鮎の生息流域で
もあることから、前述の３案の架設方法の中で、
河川へ及ぼす影響が最も少ない提案３を採用する
ことにした。

４．架設状況

実際に施工を行った出水期における架設状況を

図―５と図―６に示す。

５．おわりに

下部工工事の遅れと復興事業の完了年度の関係
により、河川流量の多い出水期にプレビーム桁の
架設を行うことを余儀なくされたが、架設方法の
工夫により安全に架設を完了することができた。
また、工事全体についても工期内に無事施工を完
了することができた。

図―３ 作業構台＋１６０t クレーン架設案

図―４ 両対岸から３６０t クレーン架設案

図―５ 河川内ベンド設置状況

図―６ ３６０t クレーンによる架設状況

図―２ 作業構台＋３６０t クレーン架設案
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１．はじめに

湯本こ線橋は JR常磐線と湯本川及び国道６号
線を跨ぐ、主要県道１４号線を構成している。湯本
川流域においては、集中豪雨等による氾濫で JR
常磐線の冠水や家屋の床上浸水等の被害が過去に
数回発生しており、当こ線橋の架け替えはこれら
の河川改修の一環となっている。
本工事では JR常磐線に近接する橋梁下部工と
全上部工の新設と旧橋の上下部工の撤去を行う。
当報告では第２径間の鋼床版箱桁の送出し架設
について焦点を当てる。

図―１ 全景パース
（工事概要）
�１ 工事件名：常磐線湯本駅構内湯本こ線橋改築他
�２ 工事箇所：福島県いわき市常磐湯本町八仙
�３ 発 注 者：東日本旅客鉄道株式会社
�４ 施 工 者：鉄建・ユニオン JV
�５ 工 期：平成２４年５月～平成２９年４月
�６ 工事内容：橋脚（P１）新設、階段新設、３径間連

続鋼床版箱桁架設７８４t、橋長１２６．０
m、幅員１６．８０～２７．７６m、旧橋撤去

発進側である P２橋脚は湯本川と国道６号線に
挟まれているため橋脚に至るベント軌条を設ける
ことができない。一般的に送出しは発進側の橋脚
と桁後方を自走台車で往復させることで進行させ
るが今回は自走台車を十分に発進側橋脚へ接近さ
せることが不可能であった（図―２）。

図―２ 送出し側面図

２．現場における課題

�１ 送出しのトラブルには自走台車の車輪とレー
ル間の摩擦力の低減の原因となる反力不足による
送出し不能が多い。駆動装置に安定的に反力をか
け続けることが最重要管理項目の１つと考えた。
�２ 桁の接続は片押しや中央から両端へ向けて行
うことが一般的であるが今回は第１径間と第２径
間を別々に組み上げた鋼床版３主箱桁同士を送出
し後に連結しなければならなかった。しかもヤー
ド条件により、各々の組立ては連結面から外方に
向けて組むことができず、両外方から連結面に向
けて組み立てねばならなかった（図―３）。

工事主任

安 藤 聡
Satoshi Andou

東京土木施工管理技士会

鉄建建設株式会社

二種類の送出し設備による桁架設と鋼床版３主箱桁の連結

２９
施工計画
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図―３ 送出し連結図

３．工夫・改善点と適用結果

桁の送出しは自走台車と駆動式エンドレス送り
装置を段階別に使用した。桁を積載した自走台車
を軌条端部まで走行させた後、Ｐ２橋脚上の駆動
式エンドレス送り装置で受替え、駆動設備を途中
で切替えて送出した。自走台車は分速１mの駆
動式エンドレス送り装置に対し、分速２．５mで走
行でき、手延機が到達するまで台車にかかる反力
が一定となり、反力管理が容易である。
一方、駆動式エンドレス送り装置は台車送出し
に必要な桁の受替えとピストン送出しを伴わない
ため、大きな段取替えが不要である。他現場実績
では間合時間にもよるが自走台車の段取替えを１
回行うと１夜を所要する状態が多い。又、駆動式
エンドレス送り装置を発進側端部に設置すること
で送出し終盤においても桁自重反力を比較的大き
く受け続けることができ、反力不足からくる送出
し摩擦力の低減リスクを減らす。ただし、桁のほ
ぼ全長をエンドレス装置で受けるため常に反力を
モニターし、計画値との大きな差異が発生してい
ないかを管理しなければならない。今回のように
３主桁構造でかつ、そりが大きな桁はジャッキス
トロークの不足等で反力が偏って掛かった場合に
反力の少ない桁のエンドレスが空転して桁の方向
が変わるというリスクもある。又、桁が座屈に耐え
得るよう桁設計にも情報を盛り込まねばならない。
結果として、自走台車で線路上空をすべて送出
した場合に本桁到達に３日間かかるところを駆動
式エンドレス送り装置を併用したことで２日間で
終えることができた。

�１の課題については送出し高さの計画設定が８
割を占めたと感じた。到達側エンドレス送り装置
に手延機先端が支障しない高さとしながら各受け
点のジャッキストロークを鑑み、駆動式エンドレ
ス送り装置に反力を伝えれるよう段階ごとに高さ
設定を行った。送出し当夜はジャッキオペレー
ターに専任の反力管理者を帯同させ、逐一反力の
動きを監視した。計画的な３台／１ウェブ（従走
式エンドレス装置、駆動式エンドレス装置、後方
従走台車）のジャッキ操作で所定の反力を確保し、
安定した送出しを行うことができた。これにより
予定外の段取替えを必要とせず、概ね予定時刻に
送出しを終えることができた。
�２については桁の組立段階ごとの測量確認と桁
の製造と組立精度により、数mm内の誤差で進
めることができた。又、各々の鋼床版の地組溶接
を接続面から各１ｍ分は後施工とし、連結接続時
の調整しろとした。これにより鋼床版３主箱桁同
士を無事に接続することができた。

４．おわりに

送出し架設は今回使用した自走台車と駆動式エ
ンドレス送り装置の他にジャッキとワイヤーを用
いた牽引装置や押出し装置が一般的に用いられて
いるが施工条件、環境とコスト対効果を鑑み、各
状況での最適な方法を選択しなければならない。
特にタイムスケジュールと反力バランス管理によ
る送出し安定度が工法選択の重要要素と考える。
又、施工環境が鉄道や道路上空等の市街地の場合
はトラブルが発生した場合の緊急代替送出し設備
もセットで備えておかねばならない。
桁の接続については製作・組立精度の向上が不
可欠ではあるが現実的な対処として現場測量結果
を反映した添接板製作も考慮しなければならない
と考える。又、計画的に接続面の組立範囲にあそ
びを含ませておくことも重要であると考える。
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１．はじめに

沖縄市泡瀬地先では人工島が建設されている。
人工島建設では、護岸工事の地盤改良工事で施
工されたサンドコンパクションの盛り上がり土を
撤去した土砂や、仮航路浚渫土が発生している。
また、この人工島近くの東ふ頭新港地区での浚渫
事業が進められている。これらの土砂は人工島内
の埋立に使用されている。なお、浚渫土砂には、
沖縄地方特有のサンゴ塊が多く含まれている。
本工事は、これらの工事で発生した土砂を空気
圧送船にて揚土する工事である。
工事概要
�１ 工 事 名：中城湾港（新港地区）泊地（―１１．０

m）揚土工事
�２ 発 注 者：内閣府沖縄総合事務局
�３ 工事場所：沖縄県沖縄市泡瀬地先
�４ 工 期：平成２６年７月２日～

平成２７年３月１０日
�５ 工事内容
・空気圧送揚土① １１５，５６４m３

対象土砂；護岸工事にて施工したサンドコンパ
クションの盛り上がり土および仮航
路の浚渫土

・空気圧送揚土② ９３，３９４m３

対象土砂；泊地浚渫土

２．現場における課題

�１ 空気圧送揚土①
空気圧送揚土の適応土砂で最適なのは軟泥シル
トであり、その場合、圧送機材や排砂管の摩耗は
微量である。しかし、サンドコンパクションの材
料である良質な砂およびサンゴ塊を含んだ土砂の
圧送揚土では圧送機材装置や排砂管に著しい摩耗
が生じることが想定され、着手前の検討では３．６６
mmの摩耗が生じる計算結果であった。排砂管等
の摩耗の抑制対策として土砂に加水する方法があ
るが、加水を行うとバージアンローダー船による
揚土と同様に埋立地内の水位上昇が生じるため、
その対策が必要になる。
また、排砂管等の交換は、圧送揚土作業を止め
る必要があり、施工中の護岸工事の工程に影響を
与える。
�２ 空気圧送揚土②
浚渫土は、同一浚渫区域でも、掘削深度、浚渫
位置によってサンゴ塊の混入量や粘性状況に違い
がある。サンゴ塊には、人頭大のものもあり、１，３５６
mの長距離圧送では排砂管が閉塞し、場合によ
っては排砂管の破裂災害が発生する。

３．工夫と適用結果

今回、使用した空気圧送船は、国内最大級の超

監理技術者

大和久 靖 雄○

Yasuo Oowaku

現場代理人

井 上 善 三
Zenzo Inoue

担当技術者

金 田 裕 治
Yuuji Kanada

東京土木施工管理技士会

あおみ建設株式会社

沖縄特有のサンゴ塊を含む浚渫土砂の
空気圧送による揚土について

３０
施工計画
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高濃度軟泥空気圧送船（１，０００m３／h）で４００mm
程度の石を５０mm程度に破砕するクラッシャーを
搭載している。作業船による圧送状況を図－１に
示す。
�１ 空気圧送揚土①
埋立地内の水を循環水として加水し、排砂管の
摩耗低減を図った。加えてインペラスリーブ関係
の摩耗対応として約５０，０００m３毎に機材の交換を
行いトラブル防止に努め、護岸工事の工程遅延を
防止した。
循環水を使用しての加水でも、空気圧送船２隻
での揚土により、処分場内の水位は約３cm／日程
度の上昇があった。水位上昇による築堤法面保護
として、揚土土砂で築堤の腹付け保護をバックホ
ウで行い、安定を図った。

図―１ 空気圧送状況
（写真左側が本工事で使用した圧送船）

�２ 空気圧送揚土②
サンゴ塊を含む浚渫土砂をホッパー部のスク
リーンですり潰し後、大きなサンゴ塊はクラッシ
ャーで破砕し、さらに水を循環水として加水し圧
送した（図―２～４参照）。
排砂管の閉塞を防止するため、船内の管の圧力
計に加え、揚土場所までの３箇所に圧力計を設置
して圧力管理を行った。
また、排砂管の閉塞が発生しないように浚渫土
砂のホッパーへの投入作業時にサンゴ塊等の投入
量を目視確認で管理した。

４．おわりに

粘性土砂とサンゴ塊混入土砂は、排出時には、

サンゴ塊は重たいため、排砂口手前で堆積し粘性
土砂は遠方へ放出する傾向があった。そこで、埋
立土砂を均一にするために、分離した粘性土とサ
ンゴ塊をバックホウで混ぜ合わせたうえで、築堤
の腹付け材料として使用した。施工は隣接工区の
工程に影響を与えることもなく無事工事を完了す
ることができた。

図―２ 浚渫土砂ホッパー投入状況

図―３ サンゴ塊混入状況

図―４ クラッシャー機
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P10

１．はじめに

沖縄県における主要幹線道路国道５８号線は、人
口・車両の増加に伴い慢性的な交通渋滞に悩まさ
れている。その問題を解決すべく、沖縄西海岸道路
が計画されており、本工事はその一部となる浦添北
道路を形成する港川高架橋の下部工橋脚をニュー
マチックケーソン工法にて築造するものであった。
今回の工事は、沖縄県で初めてのスリムケーソ
ン工法であり、沖縄本島においてはニューマチッ
クケーソン工事としても２例目で、外洋に面した
個所での施工は経験のないものであった（図―１）。
特に当該施工場所には、海底盤に琉球石灰岩が
露頭し、また支持地盤の島尻層泥岩以浅において
も強度の有る琉球石灰岩層が存在する。
工事概要
�１ 工 事 名：港川高架橋下部工（下り P１０）築

造工事

�２ 発 注 者：内閣府沖縄総合事務局
�３ 工事場所：沖縄県浦添市港川地内
�４ 工 期：平成２５年２月５日～

平成２６年８月２９日

２．現場における問題点

当初設計では、既設仮桟橋に隣接して鋼管杭を
打設し桟台を構築した後、鋼殻を吊降し工法によ
り海底に据付、汚濁防止膜で周辺を囲みニューマ
チックケーソンを施工することとなっていた。前
述のとおり施工個所は琉球石灰岩層が露頭し、か
つ海底盤にも点在する。先行して施工された仮桟
橋工事では、当該箇所の鋼管杭打設において打設
貫入に時間を要し、工期が大幅に超過していた（工
期延伸４ヶ月）。
特に桟台施工位置付近の杭打ちでは、L＝３０m
の鋼管杭の打設に設計のウォータージェット併用
バイブロハンマー工法では貫入できず、ダミー杭
を併用して１本の打設に２～３日を要していた。
このような環境下では、当初の施工方法では以
下のような問題点の存在が懸念された。
�１ 鋼管杭打設に際して施工日数の把握が困難で、
確固とした工程が確立できない。また、隣接す
る工事では打設杭の座屈事例も報告されていた。
�２ 琉球石灰岩層を当初のウォータージェット併
用バイブロハンマー工法で打設した場合、打設

東京支店土木部

桑 名 辰 典○

Tatsunori Kuwana

土木本部土木部

松 本 竜 哉
Tatsuya Matsumoto

土木本部土木部

植 田 伸一郎
Shinichiro Ueda

岡山県土木施工管理技士会

株式会社大本組

袋詰め根固め工法によるニューマチックケーソンの仮設

３１
施工計画

図―１ 施工位置
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P10

露頭している琉球石灰岩

の過程で石灰岩層を砕くことになり周辺海域を
著しく白濁させる。仮桟橋工事においては汚濁
防止膜を二重に設置し、かつ発生した濁水をポ
ンプアップし陸上で沈殿処理していたが、それ
でも濁水が施工海域外に流出し工事を休止せざ
るを得ない期間が生じていた。

３．工夫・改善点と適用結果

前述のことより、P１０橋脚については水深が２
m以下の遠浅の海域であることから、袋詰め根
固め工法（図―２、図―３）により築島し、刃口を
据え付ける工法を採用することとした。使用する
袋詰め根固めは４tf の海洋型ネットを使用し、約
６０km離れた採石場で作成しトレーラーにて陸上
輸送した。周辺地域への影響を考慮し海上輸送も
考慮したが、施工位置の水深が浅くフェリーバー
ジの接近が困難なことから、トレーラーによる陸
上輸送とした。

 

図―２ 袋詰め根固め工法の概要

図―３ 袋詰め根固め工法の施工状況

使用する袋詰め根固めは砕石場での出荷時にシ
ャワーにて洗浄し、現地搬入後、設置前に汚濁防
止膜で囲ったエリアで水洗いをしたのち設置した。
これにより施工海域の汚濁を最小限に抑えることが
でき、工事中止となるような事態は発生しなかった。
これにより以下の効果が得られた。
�１ 経済性：築島に費用は要するが、桟台の築造
が無くなることにより鋼管杭、桁鋼材等の材料
費同施工費、吊降し設備費が不要となる。汚濁
防止膜設置期間が築島設置時と撤去時のみとな

りケーソン施工時には不要となりリース期間が
短縮され損料が圧縮された。
�２ 品質：安定した築島上に刃口を据え施工を開
始することによりケーソン据付時の平面誤差、
傾斜誤差がゼロとなり初期掘削時の施工精度が
向上した。
�３ 安全性：桟橋築造に伴う高所作業が無くなり、
危険性が低減される。また築島とすることによ
り波浪による影響を著しく低減でき施工時の安
全性が大幅に改善された。
�４ 施工性：硬質の琉球石灰岩が点在する地盤で
の杭打設を無くすことにより、施工日数が容易
に把握でき、工程管理上の不確定要素が無くな
り、確実な工程管理ができた。また、波浪によ
る不稼働日数が削減された。

４．おわりに

今回の施工場所は、前述のとおり遠浅の海域で
あり透明度も高いため仮設桟橋上からも施工個所
の海底盤の状況が容易に把握でき実地調査も容易
であった事、近接箇所で当社同種工事を施工して
いたことより事前の情報収集が容易であった事な
どにより、当初計画の施工方法の問題点を早期に
見つけることができるなど、まれなケースであっ
たように思う。しかし、既成の考えにとらわれず
柔軟な思考をすることにより合理的な施工ができ
ることを実感したケースであった。
最後に今回の施工にあたり、工法変更において
ご尽力いただいた沖縄総合事務局南部国道事務所
様ならびに関係各機関の皆様に、誌面を借りて感
謝申し上げます。

図―４ 施工完了全景
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１．はじめに

工事概要
�１ 工 事 名：福井港海岸（福井地区）護岸（改

良）地盤改良工事
�２ 発 注 者：国土交通省 北陸地方整備局
�３ 工事場所：福井市白方町地先、坂井市三国町

米納津地先
�４ 工 期：平成２７年３月１７日～

平成２７年１２月１５日
本工事は、福井港海岸のケーソン式護岸背面の
砂の吸い出しおよび液状化を防止するため、裏込
め砂を浸透固化処理工法で地盤改良する工事であ
った。
本工事の施工区間を供用中の埋設管が横断して
いる箇所があり（図―１）、埋設管直下の地盤は鉛
直施工ができないため、斜め削孔による地盤改良
を行わなければならなかった（図―２）。

２．現場における問題点と課題

２－１ 埋設管の形状寸法、位置の確認
埋設管は４０年程前に築造されたものであり、不
明瞭な図面しかないため、発注図に記載してある
形状寸法および位置が正しいかどうかを事前に確
認する必要がある。
２－２ 埋設管と削孔ラインの離隔距離の確認
埋設管を損傷することなく、適切な離隔距離を
確保した状態で施工するためには、埋設管の位置
を正確に把握した削孔ラインを計画する必要があ
る。
２－３ 削孔時の埋設管と既設構造物の動態観測
削孔中に埋設管および既設構造物が挙動した場
合、作業を中断して変状防止対策を講じる必要が
ある。埋設管および既設構造物の挙動を確認する
動態観測および施工管理方法の選定が課題である。

現場代理人

川 畑 信一郎○

Shinichirou Kawabata

監理技術者

池 田 浩 彰
Hiroaki Ikeda

担当技術者

星 子 藤 夫
Fujio Hoshiko

東京土木施工管理技士会

五洋建設株式会社

供用中の埋設管近傍での削孔作業に伴う施工計画

３２
施工計画

図―１ 護岸・埋設管断面図

図―２ 埋設管横断部施工概念図

－２２１－



 

 

３．工夫・改善点と適用結果

３－１ 埋設管の形状寸法、位置の確認
埋設管の形状寸法と設置位置を正確に把握する
ため、オープン掘削による試掘とオールケーシン
グ工法で立坑を掘って試掘する方法を比較検討し
た結果、周辺既設構造物への影響が少ないオール
ケーシング工法を選定した。試掘ではオールケー
シング工法で設置した立坑内で埋設管の深度と平
面位置を測量した（図―３）。また、埋設管内部を
目視調査し内径を測定（図―４）し、埋設管の形
状寸法を把握した。

図―３ ケーシング立坑の設置（試掘調査）

図―４ 埋設管の内径を測定（目視調査）

３－２ 埋設管と削孔ラインの離隔距離の確認
埋設管の下部に所定の改良体を造成するために
は、４２本の削孔が必要であり、すべての削孔ライ
ンが埋設管と干渉しないよう削孔角度を三次元的
に個別に設定しなくてはならない。このため、埋
設管と削孔ラインの離隔距離の確認を三次元
CADによるモデルを作成して干渉チェックを行
った（図―５）。
これらの施工検討を実施した結果、すべての削
孔ラインが埋設管と干渉しない削孔計画を立案す

ることができた。

３－３ 削孔時の埋設管と既設構造物の動態観測
削孔中の埋設管の変状等の有無を確認するため、
試掘した立坑を利用し、埋設管の頂部に沈下板を
設置して地上で埋設管の沈下量を計測、さらに既
設構造物の変状の有無をオートレベル等により定
期的に動態観測を行いながら削孔作業を行った
（図―６）。この結果、削孔作業中の埋設管の挙動
がないことを確認することができた。

 

 

図―６ 動態観測実施箇所

４．おわりに

削孔の出来形管理はデジタルスラントによる削
孔角度と削孔長を計測することで確認した。その
結果、管理規格値の５０％以内の精度で４２本すべて
の削孔を施工できた。本工事は供用中の埋設管近
傍での削孔作業であり綿密な施工計画が求められ
たが、上述の対策を行うことで埋設管と既設構造
物に変状を与えることなく確実な施工を行うこと
ができた。

図―５ 三次元CADによる干渉チェック
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１．はじめに

工事概要
�１ 工 事 名：平成２５年度地すべり対策工事
�２ 発 注 者：長野県姫川砂防事務所
�３ 工事場所：犀川・姫川圏域管内一円北雨中他
�４ 工 期：平成２６年４月２４日～

平成２６年１０月３１日
本工事は長野県北部の姫川砂防事務所管内にあ
る既設集水井のうち、排水管の閉塞または狭窄に
よって井内水位が上昇した６基について排水機能
の復旧のために発注されたものである。
６基のうち４基については単純に呑口または出
口付近の閉塞によるもので、落葉等の撤去のみで
排水機能を回復したが、残り２基については既設
静水槽の撤去後にボーリングによる排水管の新設
と静水槽の再打設が必要となった。

２．現場における問題点

既設集水井なので、集水ボーリングから湧水が
あるし、１基については中継井の機能もあったの
で、上部集水井からの排水も流入していた。
静水槽打設時には今まで高揚程水中ポンプを使
用して湧水の排出をしていたが、今回のように大
量の湧水をコンクリート養生期間中昼夜ポンプ排
水することに対しては疑問を感じた。（コンクリー
トはBBが指定されていたため、脱型まで７日以
上の養生が必要と考えていた。）
水位さえコントロールできれば、湛水による湿
潤養生が可能で、さらに落下する水に対してウ
ォータークッションの機能を持たせ、打設面を荒
らさずに済む。水位のコントロールが課題であっ
た。

３．工夫・改善点と適用結果

図―２に示すように、静水槽型枠組立時に排水
管にチーズを取り付けることにより、排水管にバ
イパスでき、水位を任意の高さにコントロールす
ることができた。
このことにより、下記のメリットを得た。
�１ コンクリート打設中の水中ポンプによる水替
時にホースをバイパスに接続することにより、
重量のある高揚程ポンプでなくても簡便なポン

工事部長

寺 島 正 浩○

Masahiro Terashima

工事課長

吉 田 英 治
Hideji Yoshida

工事主任

酒 井 都 夫
Kunio Sakai

長野県土木施工管理技士会

株式会社国広建設

集水井排水管呑口の工夫について

３３
施工計画

図―１ 着工前状況 静水槽天端が水没している

－２２３－



プで排水できた。
�２ 水位を静水槽天端＋３０cmに固定でき、湛水
による水中養生が可能となった。
�３ 水位が天端＋３０cmで、落下する飛沫に対し
て十分なウォータークッションとなり、天端を
荒らさなかった。

�４ 養生期間中、水中ポンプを使用しないので、
発動発電機が必要なく、二酸化炭素排出を削減
できた。
�５ むやみに井内水位を上昇させないので、脱型
時の完全排水に係る時間の削減を実現できた。
�６ おなじく、井内水位を上昇させないので、完
全排水時にライナープレートの水抜き穴から土
砂を引き込むことなく、井戸の保全に貢献した。
�７ 排水バイパス管をそのまま残すことにより、
今後万一落葉等により排水管呑口が閉塞しても、
バイパス管から排水できるので、定期的な点検
により、急速な井内水位の上昇を防げることが
期待できる。

４．おわりに

このようなバイパス管付排水管は既設集水井の
排水リボーリング以外にも、集水井立坑掘削時か
ら湧水の多い新規の井戸に対しても有効であると
考える。
ささいな創意工夫ではあるが、長野県の集水井
では静水槽は必ず打設することになっているので、
この事例が技術報告として認められ、一般に認知
されるようになれば、発注者との施工協議もス
ムーズに進み、現場の施工性が向上すると考える。

図―２ チーズによるバイパス付排水管

図―３ 施工完了（右孔）
（左孔は既設排水管）
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１．はじめに
本工事は PC２径間連結コンポ橋の上部工事で
ある。本稿では、狭隘な施工ヤードにおける施工
時の工夫について報告する。
�１ 工 事 名：浜田・三隅道路折居橋PC上部工事
�２ 発 注 者：中国地方整備局浜田河川国道事務所
�３ 工事場所：島根県浜田市折居町地内
�４ 工 期：平成２６年１１月１４日～

平成２７年８月３１日

２．現場における問題点

本橋の PC桁架設は、架設桁架設工法によるも
のであり、２基の８０t 門構と架設桁を使用する計
画であった。施工手順は、一般的な架設桁架設工
法と同様に、１径間目の PC桁架設完了後に架設
桁を送り出し、２径間目の架設を行う計画である。
課題として、A２橋台後方の地山は未掘削の状態
であり、通常の方法では架設桁前方に設置した手
延べ桁が地山に接触することとなるため、２径間
目への架設桁移動が不可能であった（図―３）。ま
た、A１橋台後方の施工ヤードも比較的狭い状況
であった。

３．工夫・改善点と適用結果

�１架設桁引き出し時
手延べ桁を設置した状態のままでは架設桁の引

担当技術者

栗 栖 祥 太○

Shota Kurisu

監理技術者

谷 野 悟
Satoru Tanino

現場代理人

福 本 覚
Satoru Fukumoto

極東興和株式会社

狭隘な施工ヤードにおける PC橋の架設桁架設の工夫

３４
施工計画

図―１ 橋梁側面図

図―２ 橋梁断面図

図―３ 施工着手前状況
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出しが出来ないため（図―４）、前方の手延べ桁を
解体しながら引出し作業を行う計画とした。解体
した手延べ桁ピースを仮置きするため、受台用の
支保工を組み、３０kgレールと横移動用ローラー
を使用して解体した手延べ桁ピースの横移動を行
った（図―５）。この引出し、解体、横移動を繰り
返し行うことで、狭隘な作業ヤードにおいても架
設桁の引出しが可能となった。

図―５ 手延べ桁解体・横移動

順次引き出しながら手延べ桁を解体する際、架
設桁に接続された側の手延べ桁先端が不安定とな
るため、ベンドで支持した仮設吊り装置を設置し、
油圧ジャッキを２台使用して手延べ桁先端を吊り
上げて固定した（図―６）。

�２架設桁解体時
通常、架設桁の解体は橋台後方の作業ヤード等
にて行う。ただし、本工事のA１橋台後方には
架設桁の脇に並列してクレーンを設置するスペー
スがなかったため、表―１に示す手順により解体
作業を行った。

表―１ 架設桁解体手順

４．おわりに

今回の施工要領は、架設桁架設を行う PC橋の
うち架設進行方向に作業スペースが無い場合にお
いて有効である。また、特殊な機材や資材もほと
んど必要としない。しかし、多くの解体・接合作
業を行うため、その都度重心位置の検討を行って
台車を移動させることとなるため、綿密な計画と
検討が必要となる。本工事では大幅な工程への影
響はなく、危険を伴う作業が続くため作業手順の
周知を徹底し安全に工事を完了した。

図―４ 手延べ桁と地山の接触

図―６ 仮設吊り装置

－２２６－



１．はじめに

今回の排水路改良工事は市道の排水路から民家
と工場の間にある既設水路を撤去し、河川に放流
する水路までを改良する工事である。以前施工さ
れた市道部の下水道工事の際に砂質層で水位が高
く、掘削中ボイリングにより近隣の民家のブロッ
ク塀（図―１）に影響が出、問題になった。又、
末端部（民家間）の水路が小さく浸水があった。
工事説明では近隣の住民から「下水工事の際に振
動が激しかったので振動のないよう、早く工事が
終わるように」「大雨時工場が浸水するので水路
を大きくしてほしい」の要望があった。
今回は、問題となった市道横のブロック塀隣接
の水路から民家の間、農地を通り既設水路に接続
するが、民家の間が狭く、水位が高いうえ土質が
軟弱な事が予想された。
工事概要
�１ 工 事 名：平成２６年度 市道網野下岡線排水

路改良工事
�２ 発 注 者：京丹後市建設課
�３ 工事場所：京丹後市網野町網野地内
�４ 工 期：平成２６年１１月１１日～

平成２７年２月２７日
本工事は排水路を改良する工事である。
プレキャストU形水路６００＊６００ ５６ｍ
可変側溝５００＊６００～９００ ６２ｍ

集水桝工 ３箇所
アスファルト舗装工 車道舗装 ６７㎡
構造物撤去工 １式
付帯工 １式

２．現場における課題

① 工事着手前の事前調査及び試掘により、土質、
水位を測定、民家基礎深さ、機械施工幅を検討
し施工計画を作成したが、市道部の排水の迂回
経路がなく、雨天時、掘削内への水の流出が予
測された。
② 事前調査により左側工場の基礎深さは掘削深
より２０cm深いが、民家は約８０cm上であった。
掘削土留めを施工し、基礎コンクリート打設後
の養生間の土砂流出による民家への影響が出る
事が予想された（図―２）。
③ 既設水路取壊し時、付近の地盤が緩む上、試
掘により粘性土＋砂性土で湧水によりボイリン
グの発生が予想された。

現場代理人

辻 村 雅 彦
Masahiko Tsujimura

大 道 洋
Hiroshi Daido

川 下 匠
Takumi Kawashimo

京都府土木施工管理技士会

株式会社辻建設

排水路改良工事の基礎工での創意工夫について

３５
施工計画

図―１ 平面図
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３．対応策・工夫

① 対応策：雨天時、降雨量の予想ができなかっ
たが、動力を取り市道際の排水桝に６インチの
ポンプをセットし約５０ｍ先の排水路へと放流し
た。それでも締切を超える時は、２インチ２台
の運転で補った。
② 対応策：着手前協議で掘削、既設水路取壊し
の際地盤が緩むことや、基礎コンクリート打設
後の養生間の建物への影響を考慮し、基礎板使
用を検討した。施工に入り予想どおり湧水が発
生したが、基礎砕石施工後、直ちに基礎板を布

設し、可変側溝を据付けた。その後直ちに埋戻
し（良質土）を行った。１本毎の施工工程によ
り水路法線、高さの管理、インバート施工には
難易度を増した（図―４）。
③ 対応策：試掘により予想された湧水の対応と
して基礎砕石（ＲＣ―４０）を単粒砕石（４号）
に変更し使用した（図―３）。締固め度は劣るが、
軟弱地盤で水位が高い箇所では施工性も高く、
暗渠排水にも対応し湧水を下流側へと導いた。
特に民家側からのボイリングが多かった為、基
礎板から２０cm程度離し、暗渠排水管（ネトロ
ン管 Φ６５）（図―５）を施工した。

４．おわりに

基礎砕石を単粒（４号）に変え、暗渠排水を設
け、基礎板を使用したことで掘削から半日で可変
側溝の布設が可能となり早急な埋戻し（転圧）が
できた。インバートが可変側溝布設後の施工にな
り、水路底部の浸水、ボイリングにより土砂流出
を予想したが、暗渠排水の効果もあり、基礎板上
がドライ状態でインバートコンクリート打設が可
能となった。
以上の対策、施工の工夫により工期内より１か
月早い完成することができたが、施工幅がない上、
１本毎の施工工程によりダンプトラック、重機の
行き来が多く民家への振動は避けられなかった。
又、冬季の施工により降雨量が多かった為、水替
え、資材等の経費が増え、今後の課題となった。

図―３ 湧水処理状況

図―４ 基礎板施工状況

図―５ 基礎構造図

図―２ 施工箇所状況
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１．はじめに

当現場は、大瀬川の河口に位置し、延岡大橋か
ら鷺島橋までの約１km区間において浅くなって
いる河床を掘削して断面を大きくし、洪水時に水
位を低下させ流れを良くする工事である。

工事概要
�１ 工 事 名：方財地区河道掘削（上流）工事
�２ 発 注 者：国土交通省 延岡河川国道事務所
�３ 工事場所：宮崎県延岡市方財地内
�４ 工 期：平成２５年５月１６日～

平成２５年１０月３１日
�５ 工事内容
河川土工
掘削 V＝１１，０００m３

残土処理工 V＝１１，０００m３

浚渫工
浚渫工 V＝９，０００m３

残土処理工 V＝９，０００m３

２．現場における問題点

施工時期が梅雨に入り台風シーズンでもある為、
当現場から約３０km上流にある星山ダムが貯水能
力を超え放水すると、河川が増水し流速も増す。
このことにより浚渫部では、引船にて土運搬船を

曳航することができなくなり、陸上部においても
バックホウ掘削箇所が水没するので水位が下がる
までは施工が中止となる。又、施工箇所が河口に
近いことから潮の干満の影響を受け、干潮時に台
船や土運搬船が浅瀬で座礁する懸念もあり、工期
内完了が厳しい状況にあった。さらに、１０月中旬
に現場内の高水敷で花火大会が開催されることに
なっており、工期の短縮をすることが余儀なくさ
れた。

表―１ 工程表

３．工夫・改善点と適用結果

バックホウ台船による掘削が当初数量V＝
１５，０００m３に対して、日当たり施工量がV＝２１７m３

である為、実稼働日数が７０日かかることになる。
すでに、前記述でのべたように天候不良による問
題が起きれば、工程的に極めて厳しい状況にあり、
作業効率の悪いバックホウ台船での掘削をいかに
短縮するかが、カギであった。以上のことから、

土木部 主任

黒 田 義 隆
Yoshitaka Kuroda

宮崎県土木施工管理技士会

日新興業株式会社

河道掘削における工期短縮について

３６
工程管理
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現地照査を行い現場での潮の干満時の水位の調査、
揚土場の設置位置の検討、浚渫部掘削箇所が干潮
時にバックホウ掘削でどこまで掘削が可能なのか
計画し立案した。
当初計画では、陸上部よりバックホウ掘削で可
能な掘削幅が２０mであったが照査の結果、ロン
グアームバックホウを使用することにより掘削幅
が３０mまでは可能であることが確認され、当初
V＝５，０００m３であった掘削量もV＝１１，０００m３まで
数量が増えた。浚渫部においても当初V＝１５，０００
m３からV＝９，０００m３に数量が変更になった。この
ことにより、作業効率の良いバックホウ掘削が増
え、作業効率の悪い浚渫部の掘削が減った為、浚
渫部の稼働日数が７０日から４９日となり２１日間の工
期の短縮が図れた。又、掘削計画において図―１、
図―２のように流進方向を阻害しないように盛土
し、土砂を仮置場まで積込運搬を行った。
揚土場の設置位置については、陸上部からのバ

ックホウ掘削にて行う施工範囲と輻輳しない場所
を選定し、上流部に設置した（図―３）。
潮の干満による船舶の座礁対策として、船舶の
土砂積込時の喫水・浅瀬箇所・干潮時の水深を把
握し平常時間対で作業が出来ない場合、作業時間
を調整し、日当たりの目標施工量を確保した。さ
らに引船においても、喫水が低く高馬力であるも
のに入換え土運搬船の曳航によるサイクルタイム
の短縮を図った。揚土し仮置きした土砂は、高水
敷に仮置きしていた為、天候により河川の増水が
予想される時は、すべての掘削作業を中止し、揚
土した土砂を搬出することに集中した。

４．おわりに

前記述の対策により、１０月初旬までに工事を完
了することができた。
今回の工事では、何度か台風等による河川の増
水があり作業が中止となることもあったが、協力
業者の施工体制や、隣接工事業者の施工上の調整
により工程の遅れを取り戻すことができた。この
場を借りて御礼を申し上げたい。

図―１ 平面図

図―２ 横断図

図―３ 揚土場設置位置図
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１．はじめに

工事概要
�１ 工 事 名：石狩川改修工事の内北島遊水地

排水門機械設備外新設工事
�２ 発 注 者：北海道開発局 札幌開発建設部
�３ 工事場所：北海道北広島市他
�４ 工 期：平成２６年４月２８日～

平成２７年３月２０日
工事内容
千歳川の新たな治水対策として洪水時の水位上
昇を抑えるために遊水地群を流域４市２町の千歳
川本支川の地先に分散して整備し、洪水被害の軽
減を図ることを目的としている。
今回施工した排水門については遊水地群の１つで
あり本支川への洪水調節を行う重要な設備である。
また、当設備は洪水発生時等に監視カメラにて

現場状況を確認し、遠隔より水門操作を行えるよ
う対応している。

２．現場における問題点

当初は排水門扉を３分割にて製作し現地にて組
立、溶接を行い据付する計画であった。
現地溶接作業工程（搬入→仮組立→仮組立段階
確認→溶接部養生→溶接→放射線透過試験→溶接
後段階確認→養生解体→吊込据付）として２週間
程必要であったが関連工事工程を考慮すると上記
据付工程を短縮する必要があった。

３．工夫・改善点と適用結果

据付工程でもっとも時間を要する作業は、現地
での溶接作業であった。溶接作業の工程短縮を図
るため、分割構造であった扉体を一体にて製作、
輸送、据付する計画を立案した結果、以下の項目
が課題となった。
�１ 扉体（５．０m×７．４m：重量１５t）についての
特殊車両通行申請が許可されるのか。（２車線
を使用しての輸送。）
�２ 通行申請が許可された場合に現場内搬入路は
通行可能か。（幅・高さ・回転半径等）
�３ 現場据付時のクレーンヤードの確保は問題な
いか。（１２０ｔオールテレンクレーン）
�４ 関連工事との工程調整は可能か。

現場代理人

佐 藤 祐 一○

Yuichi Sato

担当技術者

木 村 司
Tsukasa Kimura

担当技術者

齊 田 和 久
Kazuhisa Saita

（公社）高知県土木施工管理技士会

西田鉄工株式会社

遊水地排水門扉一体輸送による
現場据付工程の短縮計画と実施について

３７
工程管理

図―１ 完成写真
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上記の課題について以下の対策を行った。
�１ 特殊車両通行申請については北海道という地
域性もあり許可された。
（先導車３台・積載車両・後続車３台・計７台）
�２ 許可後すぐに現場内搬入路について調査した
が通行が困難であったため別ルートにて搬入を
計画した。
�３ クレーンヤードの確保については関連工事業
者へ扉体の据付作業手順とクレーン計画を早急
に提出し据付に関する理解を求めた。
上記�１～�３を踏まえ発注者との協議を行い扉体
一体製作・輸送・据付を実施した。
しかしながら輸送については現場搬入日１０日前
に輸送可否の問題が発生した。

特殊車両通行申請が許可された国道の橋の補修
工事を施工しており扉体の通行の支障となる恐れ
があった。現場は片側２車線の道路を１車線ずつ
規制し補修工事を行っていた。
そこで補修工事を行っている現場代理人を訪ね、
搬入当日の現場状況の確認、通行の可否、規制状
況の確認など詳細事項について聞き取りを実施し、
橋の通行計画を立案した。
通行計画の立案については橋の規制図を施工業
者より入手し扉体通行時の軌跡図を作成した。ま
た通行時の積載車両の一時待機場所・通過時間、
一般車両の誘導方法・規制方法・緊急車両通行時
の対応及び一般車両規制後の通過連絡体制につい
ても細かに計画した。
その後、通行計画をもとに発注者及び所轄する
警察署に協議、説明を行い警察署による制限外積
載申請について許可を得た。
上記の計画により搬入当日は警備員を配置し先
導車・積載車両・後続車及び職員の連絡体制の確
立のもと問題なく通行することができた。
さまざまな問題があったがしっかりと計画した
ことにより無事に現場に搬入し据付を実施するこ
とが出来た。

４．おわりに

今回、受注直後から工程短縮に向けての現地調
査及び計画を行い、扉体一体構造にて据付を実施
したことにより当初の溶接作業工程を最大１２日間
短縮することができた。また扉体の溶接作業を全
て工場で行うことにより、溶接品質及び製作精度
を向上できたことが最大の成果であった。反省と
しては橋の通行の可否についてもっと早い段階で
施工業者と打合せを実施し、余裕を持って計画を
立案すべきであったと思う。
今回の課題及び対策については、今後の工事で
も活かすことのできる内容であり、施工計画の重
要性を改めて認識した工事であった。今後も事前
検討や現場調査等を確実に行い創意工夫や提案を
持って工事を進めて行きたい。

図―２ 荷姿図

図―３ 現場搬入時

図―４ 据付状況
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１．はじめに

工事概要
�１ 工 事 名：さぬき府中湖橋耐震補強工事
�２ 発 注 者：西日本高速道路株式会社四国支社
�３ 工事場所：香川県坂出市府中町
�４ 工 期：平成２５年８月２日～

平成２６年１１月２４日
本工事は高松自動車道のうち、さぬき府中湖上
に架かる鋼２径間連続鋼床版斜張橋の耐震補強工
事である。耐震補強を目的として水平支承と主塔
補強材を設置し、落橋防止システムとして跳ね上
がり防止構造および落橋防止装置を設置した。本
稿では、特に施工で工夫した湖上に位置する P１
橋脚への水平支承の運搬と取り込みについて報告
する。

２．現場における問題点

２―１ 部材の運搬
当初計画では、P１橋脚へ支承部材を設置する
ために、橋梁下面の既設の軌条レールに新たに製
作する移動足場を取り付け、これに載せて運搬す
ることになっていた。しかし、移動足場に支承部
材を載せて運搬しようとすると軌条レールの耐力
が不足することが判明した。このため、湖上の P
１橋脚までの部材の運搬方法を再検討する必要が

あった。

２―２ 狭隘な場所への部材の取り込み
水平支承を設置するのは橋脚上であり、上方を
主桁の下フランジに覆われた場所である。桁下の
空間は非常に狭隘なため、大きな形状の重量物を
この空間に取り込み、所定の位置に設置するまで
の横移動の方法が課題であった。

３．工夫・改善点と適用結果

３―１ 部材の運搬
湖上へ桟橋を設置するなどの諸案と比較検討し、
発注者とも協議した結果、運搬レールを用いる方
法に変更することとした。

現場代理人

山 村 三 善○

Miyoshi Yamamura

監理技術者

西 川 誠 一
Seiichi Nishikawa

担当技術者

三 野 鎌 司
Kenji Mino

日本橋梁建設土木施工管理技士会

三井造船鉄構エンジニアリング株式会社

湖上に架かる斜張橋の耐震補強工事

３８
工程管理

図―１ さぬき府中湖橋
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運搬レールを主桁下面に設置するのに伴い、下
フランジの調査を実施した。その結果、添接部で
は冬期の路面凍結防止に使用される塩化カルシウ
ムの影響で高力ボルトの腐食と塗装の劣化が著し
く進行しているのを発見した。このため、運搬レー
ル設置前にまず高力ボルトの取替（８８４本）と下
フランジの内・外面の塗替え塗装を行った。
レール材設置の際、主桁下フランジの添接部と
レール材が干渉しないように板厚２８㎜のフィラー
プレートを設置した。レール材は人力でも運搬・
設置が可能な寸法とした。運搬レールはA２橋
台から P１橋脚までの橋軸方向と P１橋脚前面の
橋軸直角方向に設置した。橋軸方向には図―２に
示すような手動で走行するギヤードトロリを、横
行レールにはプレーントロリを設置して部材を移
動した。運搬レールを設置する範囲には板張防護
の足場を設置した。
運搬方法を変更したことにより、以下の効果を
生み出した。
１）高速道路の規制を伴わずに P１橋脚まで往来
することが可能となるため、規制ができない荒
天時や休日でも作業工程を確保できた。
２）高速道路上に規制材料を設置・撤去する時間
が不要となるので、作業時間のロスがなくなり
作業効率が向上した。
３）動力機械や大がかりな設備を使用しなくなっ
たので、施工費・設備費のコストを大幅に低減

することができ、動力装置等の点検や異常時に
対応する専門技術者が不要となった。
４）高速道路の規制回数が減ることになり、第三
者への交通災害・事故災害のリスクが低減した。

３―２ 狭隘な場所への部材の取取り込み
施工にあたり、橋脚位置の桁下空間を実測した
ところ、基本設計のアンカーボルトが長く、支承
ベースプレートが桁下に入らないことが判明した。
寸法について検討・協議を行い、アンカーボルト
の本数を増やして長さを短くするよう仕様を変更
した。これにより、橋脚上面を移動させる支承と
主桁下面との間に４５㎜の遊間を確保した。
横行レールで移動させた部材を橋脚上面へ移行
させるため、狭隘な空間でも支承の引き上げが可
能な設備を考案した。桁内にセンターホールジャ
ッキを設置し、直下の下フランジを削孔してワイ
ヤロープを通し支承を吊り上げられるようにした。
センターホールジャッキは同時に４台使用するた
め、引き上げ時に同調するよう２連動型のジャッ
キを使用して安全に留意した。橋台上面に固定し
た滑り装置の中にテフロン板を敷き、引き上げた
支承をこの上に載せて設置位置まで引き寄せた。

４．おわりに

当初から厳しい工程であった上に、湖上の P１
橋脚への部材の運搬方法の再検討、支承の据付位
置までの詳細な取り込み方法の検討が必要であっ
た。さらに既設桁の腐食状態調査・補修など想定
外の事象が発生して工程の遅れが懸念されたが、
並行作業を行い、部材の運搬方法を変えて高速道
路の規制回数が減ったこともあって工期内に無事
故で完工することができた。
今後も、耐震補強工事は増えていくことが予測
され、狭い桁下空間に大型重量部材を取り込むと
いう作業も当然存在する。今回の計画および施工
経験は、今後の同種工事における計画、工程管理
の精度向上に寄与できると考える。

図―２ 運搬レール設備
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１．はじめに

工事概要
�１ 工 事 名：粕川大橋橋梁災害復旧外工事
�２ 発 注 者：宮城県仙台土木事務所
�３ 工事場所：宮城県黒川郡大郷町粕川地内他
�４ 工 期：平成２６年９月２５日～

平成２７年１２月２５日
�５ 施工内容
本工事は、粕川大橋、新堀橋、戸山田橋の３橋
において橋脚巻き立て、舗装打ち換え、伸縮装置
交換、鋼桁補強、橋梁付属物の交換などを行う工
事である。

２．現場における問題点

最初は粕川大橋の橋脚巻き立てから施工しなけ
ればならなかった。粕川大橋は一級河川吉田川に
架かる橋長２０１．２ｍの橋梁であり、河川の管理は
国土交通省鳴瀬川管理事務所が行っており、事前
協議により施工時期が渇水期の１１月１日～翌年の
３月３１日と決められていた。限られた時間の中で
橋脚２基の巻き立てを完了する必要があった。
次に粕川大橋は、伸縮装置、鋼製高欄の交換が
あり９時から１７時までの時間で片側交互通行によ
る作業が施工条件としてあった。２００ｍを超す橋
梁で河川に架かる橋梁なので中央部が高くなって

いて通行車両にとっては前方の視界が悪いところ
だった。また粕川大橋には、沓交換作業もあった。
交通を遮断することなく供用しながらの作業が求
められた。さらに沓撤去に時間をかけすぎるとジ
ャッキアップしたままの不安定な状態が続くので
迅速な施工を行う必要があった。

３．工夫・改善点と適用結果

橋脚巻き立てを河川内に施工するに当たり、橋
脚部分を掘削し湧水対策として周囲にシートパイ
ルを打ち込んだ。過去の巻き立て工事において湧
水対策をしなかったために、渇水期に施工完了で
きずに次年度に施工した事例もあった。作業足場
にも Iqシステムを採用し広い作業空間を確保し、

監理技術者

三 浦 位名典○

Inanori Miura
伊 藤 寛 彦
Hirohiko Ito

伊 藤 広 監
Hiromi Ito

東日本コンクリート株式会社

橋梁補修工事の施工

３９
工程管理

図―１ 粕川大橋巻き立て施工前
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先行手すりも高さ１ｍのものを採用し安全性の向
上に努めた。従来の足場材と比較して軽量で取り
扱いが楽で、作業性が大幅に向上した。
このような施工を行い渇水期内に無事橋脚巻き
立て工事２基を完成することができた。
交通規制を伴う作業においては、橋梁区間が取
り付け部分に比べて高くなっていて、運転者から
は規制区間が見づらい構造となっていた。規制車
にて片側交互通行の表示を行い、３００ｍ先から『片
側交互通行』や『工事中』の標識を設置して通行
車両に工事中であることを認識してもらった。ま
た工事施工開始２０日前には工事予告の看板を設置
し、付近の住民の方には工事開始のお知らせを図
配布し、工事への理解と協力をお願いした。
沓交換作業においては、通行止めすることなく

施工することが求められたので、フラットジャッ
キにより１ミリほどジャッキアップしたのちウ
オータージェットにより沓座モルタルを撤去した。
この施工方法を採用したことで、モルタルの撤去
を人力で行った場合より施工日数を大幅に短縮で
きた。

４．おわりに

工事受注時は、施工内容が多岐にわたり橋面の
交通を常に意識しなければならない現場だったの
でどのように施工すれば竣工できるか頭の痛い状
態が続きました。社内の施工検討会、発注者や警
察署との打ち合わせなどを通じて内容を詰めてい
くことで順調に施工を完了することができました。
今回の施工を通して感じたことは、規制を伴っ
た施工の場合、施工者目線ではなく、運転者と歩
行者の目線で考えなければならないと言うことで
ある。自分も運転しますが、工事による片側交互
通行の場合施工箇所が見えず、待ち時間もわから
ない時が時々あります。今回の現場においては規
制案内板を多数配置し、交通誘導員を配置し待ち
時間もわかりやすく表示するように努めました。
幸い規制に関しての苦情は１件もありませんでし
た。今後もこのように第三者目線で物事を考える
ような現場運営を行っていきたいと思います。

図―２ シートパイル施工状況

図―３ Iq システムを使用した作業足場

図―４ 沓交換作業状況
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１．はじめに

工事概要
�１ 工 事 名：平成２４―２６年度 長安口ダムクレ

ストゲート開閉装置改良外工事
�２ 発 注 者：国土交通省 四国地方整備局
�３ 工事場所：徳島県那賀郡那賀町長安地先
�４ 工 期：平成２４年８月２日～

平成２７年３月３１日
昭和３１年に建設された、１級河川那賀川の長安
口ダム国土交通省直轄ダム堤高８５．５m・堤頂長
２００．７mの重力式コンクリートダムで、ダムの規
模としては本体・貯水池ともに徳島県最大である。
�５ 本工事概要
放流ゲート開閉装置６門中４門（Ｎo１・２・
５・６号）を撤去し、新規開閉装置を据付するも
のである。尚前年度工事で弊社にてＮo３・４号
を同様に撤去・新規開閉装置を据付している。こ
の事により、長安口ダム開閉装置はＮo１～６号
全て弊社にて更新済となった。工事中はダムの運
営上停止出来るゲートは１門との縛りがあり、最
初に５・６号、次に１・２号の施工となり、工法・
施工時期ともに異なる工程となった。
①放流ゲートの機能確保として設計洪水位
（EL．２２６．０m）における放流水脈に対し、扉体
下端のクリアランス（１．５m）を確保した開閉装

置の揚程改良を行うと共に、操作遅れが生じな
いよう常用電動機と予備電動機の切替えを機側
操作盤により行えるものとし、信頼性、安全性
向上を目的に開閉装置の更新を行う。
②開閉装置の揚程改良に伴い、扉体上端部に付随
する付属設備（給油ポンプ、手摺等）の改良、
移設を行う。
③開閉装置の更新に伴い、機側操作盤の一部改良

現場代理人

米 川 裕 司○

Yuushi Yonekawa

監理技術者

本 田 寛
Hiroshi Honnda

工事担当

益 田 一 幸
Kazuyuki Masuda

（公社）高知県土木施工管理技士会

西田鉄工株式会社

長安口ダムクレストゲート開閉装置撤去据付
現場における問題点

４０
工程管理

図―１ ６号開閉装置吊り込

図―２ １号開閉装置吊り込

－２３７－



を行う。

２．現場における問題点

工事期間中に別途工事で新規に予備ゲートが鹿
島・日立 JV殿で施工されており狭い管理道路の
使用について、工程調整を密に行いながら、据付
工程の短縮を図るのが最大の課題であった。また、
５・６号施工に使用した台船の市場性が無く、長
安口ダムへの入場が予定より１ヶ月遅れとなり工
程短縮が必要となった（図―１参照）。

３．工夫・改善点と適用結果

�１据付施工においてもっとも時間を要する作業は、
仮置き後の芯だし作業であった。その工程短縮
を図るため、事前にXYZの墨出しを行い、アン
カーパット及びライナーを設置後最小限分解ブ
ロックでの吊り込作業を行い工程短縮ができた。
�２１・２号据付時に使用した８０t クローラーク
レーンは能力的に一体では作業半径的に能力不
足しており、開閉装置架台とドラム部を解体し
て吊り込据付場所で組立てする計画とした。こ
の事により、工場検査済みの歯当りが変わって
いる可能性があり、現場にて再確認した（図―
４参照）。
�３２号開閉装置右岸側架台及びドラムは重量的に
据付位置まで直接吊り込む事が出来ず、特にド
ラムは重量６．０t、据付位置まで半径３４．８mあり、
クレーンの最大安全作業半径で仮置きし操作室
内に門鋼をくみ、定位置まで１０．５m横移動さ
せる工法を採用する（図―５参照）。

�４３・４号開閉装置据付方法と同様に、角落し移
設設備のガントリークレーンの軌道設備を利用
する移動式ベント工法の計画であったが、１・
２号は左岸堤頂スペースが確保出来るため、８０
t クローラークレーンでの計画とし、経費的に
は８０t クローラークレーンの方が割高ではあっ
たが、作業効率が良く時間短縮にてカバー出来
ると判断し、工法を決定した。この事は安全作
業にもつながった（図―２参照）。
�５出来形管理について
機械工事施工管理基準（案）にて許容差を規定
されているが、弊社ではより厳しい許容差にて管
理している。
例）許容差±１０㎜のところを社内基準値±８㎜

４．おわりに

工程的には厳しい現場ではあったが、３年間無
事故で竣工を迎える事ができた。
今回の課題および対策は、今後の工事でも活か
すことのできる内容であるので、事前検討を確実
に行い、積極的に採用していきたい。

図―３ 放流時の長安口ダム 図―４ ２号開閉装置組立て

図―５ ２号右岸側ドラム横移動
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１．はじめに

常磐自動車道羽黒川橋は、東京電力福島第一原
子力発電所より西に約６kmの帰還困難区域に位
置する。本工事は平成２３年３月の東日本大震災時
に床版（鉄筋、型枠）工の施工中であった前工事
の打ち切りを経て、２年後の平成２５年３月から残
工種を施工したものである。本稿では帰還困難区
域の立ち入りを制限された特殊状況下での施工に
ついて報告する。
工事概要
�１ 工 事 名：常磐自動車道羽黒川橋（上部工）工事
�２ 発 注 者：東日本高速道路株式会社東北支社
�３ 工事場所：福島県双葉町（帰還困難区域内）
�４ 工 期：平成２５年３月８日～

平成２７年２月１８日
�５ 橋梁形式：鋼１０径間連続合成２主鈑桁橋
�６ 床版形式：PRC床版（逐次合成効果考慮）
�７ 橋 長：５２２．５m

２．現場における問題点

本工事に特有な問題点として、
①現地の放射線空間線量が高く、放射線管理と被
ばく低減が要求される
②調達可能な人・資材・住居・重機が限定される
③一日の作業時間の制約（帰還困難区域への立入
時間制限、区域外での食事休憩のための移動時

間ロス）
があげられる。このうち③を要因とする２点の課
題について以下に示す。
�１ 帰還困難区域への出入り時間に制限があり、
１日の作業時間が限定される。工事着手時は“９
時～１６時の間のみ立ち入りが可能”と制限され
た条件の中で、特に床版コンクリート打設日の
作業可能時間の制約から、コンクリート打設量
が限定される。
�２ 現場へ供給可能なコンクリートプラントが限
定され、かつ他工事との競合が激しいため、あ
らかじめ設定したコンクリート打設日の変更が
きかず、安易に打設中止ができない。

３．検討・工夫・改善点と適用結果

�１ 床版打設ステップの検討
現場着手前の事前検討としてコンクリート打設
可能量の制約に対する検討を行った。既に架設済
みの鋼桁は合成桁として設計されているうえ、床
版打設ステップを考慮して合成範囲をステップ毎

現場代理人

山 内 桂 良
Katsura Yamauchi

監理技術者

近 藤 俊 行
Toshiyuki Kondou

担当技術者

林 基 樹○

Motoki Hayashi

日本橋梁建設土木施工管理技士会

株式会社 IHI インフラシステム

帰還困難区域内に位置する羽黒川橋の施工について

４１
工程管理

図―１ 羽黒川橋着手時の状況（鉄筋、型枠撤去）
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に徐々に拡大させていく逐次合成効果を考慮した
解析手法を採用していた（図―２、図―３）。
当初は１日に約２００m３のコンクリートを打設す
る計画であったが、検討時の制約下では１００m３の
打設量が限界と考え、打設ステップの細分化に対
する検討を実施した。打設ステップの変更は解析
条件を変えることになり、鋼桁の発生応力の変動
を伴うため、その影響が最小限となるよう当初計
画に類似した打設ステップ（図―４）で応力照査
を実施した。
応力照査の結果、類似した条件でも許容応力度
の超過（２～３％程度）が見られた。しかし、本
工事は常磐自動車道開通のためのクリティカルと
なる区間であったため、関係機関との度重なる協
議により、床版打設日に限定して出入り時間の制
限が緩和された。これにより当初通りの２００m３を
施工することが可能になったため、応力超過の問
題は解消した。
�２ 雨天対策の工夫
コンクリート打設日の変更がきかないため、雨
天でもコンクリート打設ができるように対策する
必要があった。単管を用いた屋根式の従来型雨天

対策では設置・撤去にかかる手間が非常に大きく、
１回の打設範囲に対して設置に合計１週間程度を
要する。
設置時間を短縮することで作業者の被ばく量低
減を図るため、本工事ではエアドーム（図―６）
を採用した。エアドームは前日に簡単な段取りを
しておくだけで、当日のコンクリート打設前にエ
アー入れを行うことで構築でき、雨天対策に大き
な効果を発揮できた。

４．おわりに

本橋は常磐自動車道の最後の開通区間として供
用が開始されました。本橋が東北地方の復興に寄
与すること、帰還困難区域の一日も早い正常化に
繋がることを願ってやみません。また、東日本高
速道路株式会社東北支社、いわき工事事務所の関
係各位に多大なるご助言、ご協力を頂きましたこ
と、ここに深く感謝の意を表します。

図―２ 床版打設ステップ図（当初）

図―３ 解析イメージ図

図―４ 打設ステップ検討

図―５ 従来型雨天対策

図―６ エアドームによる雨天対策

図―７ 羽黒川橋全景（完成時）
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１．はじめに

矢部川は、県下最大の穀倉地帯を潤しながら有
明海へと注ぐ清流である。その源を福岡、大分、
熊本の３県にまたがる三国山（標高９９４メートル）
に発する矢部川は、日向神峡谷を流下し、中流域
において支川星野川を合わせ、さらに辺春川、白
木川、飯江川等を合わせながら筑後平野を貫流し、
下流域において沖端川を分派して有明海に注ぐ、
幹川流路延長６１キロメートル、流域面積６４７平方
キロメートルの福岡県内では、第３位の河川であ
る。
矢部川水系矢部川及び沖端川では、平成２４年７
月１４日の梅雨前線豪雨により観測史上最高の水位
を記録する洪水が発生した。この洪水により、矢
部川及び沖端川の沿川において、３か所の堤防決
壊等により、１，８０８戸の家屋が浸水する甚大な被
害が発生した。当該事業は、平成２４年７月の九州
北部豪雨による災害に対し、矢部川においては、
平成２４年１１月に河川激甚災害対策特別緊急事業が
採択された。矢部川において堤防の嵩上げ、拡幅
および堤防質的強化等を、概ね５箇年で緊急的に
実施していくこととしている。
当該工事は、河川激甚災害対策特別緊急事業の
内、引堤をするための築堤基礎及び付け替え水路
を行う工事である。

工事概要
�１ 工 事 名：矢部川東津留地区築堤基礎その他

工事
�２ 発 注 者：九州地方整備局 筑後川河川事務所
�３ 工事場所：福岡県みやま市瀬高町東津留地先
�４ 工 期：平成２６年９月１０日～

平成２７年３月３１日
�５ 工事内容
施工延長 L＝７００ｍ
築堤・護岸工
河川土工
掘削工 ４，９００m３

盛土工 ２，４９０m３

法面整形工 １，５５０m２

残土処理工 ４，８１５m３

地盤改良工
固結工 ６３７本

深層混合処理杭径１６００mm杭長９．０m～３．０ｍ
付帯道路工１式
水路工 １式
構造物撤去工 １式
パイプライン復旧工 １式
仮設工 １式

監理技術者

野 田 義 弘
Yoshihiro Noda

福岡県土木施工管理技士会

株式会社廣瀬組

引堤工事における仮設計画、工程管理について

４２
工程管理
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２．現場における問題点

現場施工を行うにあたり、以下の事項が懸念さ
れた。
① 引堤初年度工事であり大規模な田面用地取得
直後であり、着工前は田面でありながら仮設工
の計上が全くなく本工事施工前の早急な仮設計
画、施工が必要であった。
② 施工延長が長く、施工量が多いことから工期
内完成できるか懸念された。
③ 概算発注工事であり施工範囲、施工量が当初
契約時で不明確である。

３．対応策と適用結果

概算発注工事である当工事では仮設工計上がな
く仮設工を施工しないと本工事が着手できない状
態であった。対策として施工範囲を４工区に分割
しそれぞれの工程表を作成し同時施工かつ安全に
施工できるように仮設計画を行った。
又、隣接する田面への農業用管路を民地田面内
へ移設するために借地計画を必要最小限にして管
路移設後の田面復旧面積を少なくし早期に借地返
還できるようにした。
本工事は、堤防移設前の地盤改良と水路付替工

事が大部分を占めるが地盤改良施工箇所と水路付
替え位置が近接しており地盤改良日当たり施工量
と水路工１工区当たりの施工日数を照らし合わせ
ながら工程管理を行った。
結果、日々協力業者間の打ち合わせを行いなが
らの施工となり、半日単位で各作業の調整を行い、
地盤改良と水路工施工を連続施工することが可能
となり、借地部分の復旧も田面毎に迅速な土地返
還を行うことができ水路工と並行した付替道路施
工を早期に着手でき全体で１４日の工期短縮するこ
とが出来た。
詳細設計の工法や資材の選定を発注者と共に協
議し早期に資材発注や施工段取りを行うことが可
能となった。

図―２ 水路工完了

４．おわりに

当工事において、工期内完成を目標に掲げ工事
契約から３週間後での工事着手し、４工区に分割
施工と協力業者１次１１社、２次３社、３次１社と
計１５社の方と共に施工延長の長い築堤護岸工事で
あったが工期７か月で無事に無事故、無災害で工
事完了できたことをこの場を借りてお礼申し上げ
ます。

図―１ 施工箇所写真
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１．はじめに

昭和４４年に閣議決定され、昭和６１年に事業化さ
れた国道２８９号（八十里越）の一環とし、新潟県
三条市大字塩野渕から福島県南会津郡只見町へ至
る９号トンネル内において、排水構造物及びコン
クリート舗装工を行う工事である。
工事概要
�１ 工 事 名：国道２８９号９号トンネル舗装その

２工事
�２ 発 注 者：長岡国道事務所
�３ 工事場所：福島県会津郡只見町大字叶津地先
�４ 工 期：平成２６年３月１２日～

平成２６年１２月１９日

２．現場における問題点

本工事現場は、標高の高い豪雪地帯に位置して
いる。工期は平成２６年３月１２日から平成２６年１２月
１９日と約９ヶ月であるが、現場までの運搬路は道
幅が狭い山道であり、積雪により運搬路としての
機能確保が困難になるため実質６月から１１月の約
６ヶ月が施工可能な期間と想定された。また、輻
輳する他工事が利用する通行帯を確保するため、
コンクリート舗装は１車線ずつの施工となるため、
余裕を持てる工程短縮を図る必要があった。

３．工夫・改善点と適用結果

３―１．縦取機の使用
縦取機の仕様としては荷送り延長が約１８ｍと長
く、荷送りベルコンの株で鉄網設置作業をコンク
リート打設作業と並行して行うことができる。そ
のため連続的にコンクリート打設作業が行え、施
工能率の向上を図ることができる。
当現場においては、１時間当たりの施工量を３０
㎥と見込んでいる。それに対し、縦取機の搬送能
力は１時間当たり６０㎥であり、供給能力は十分で
ある。
また、１．５ｍ以下の打ち込み高さで、均一に施
工幅員の全面に材料分離せずにコンクリートを供

工事主任

山 田 武 史
Takefumi Yamada

新潟県土木施工管理技士会

福田道路株式会社

スリップフォーム工法による工程の短縮

４３
工程管理

図―１ 縦取機のベルコン
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給できるため、品質の確保、平坦性の向上等も期
待できる。
３―２．スリップフォームペーバーの採用
スリップフォームペーバーは締固め能力が高く、

２５cmの施工厚を１層で施工することが可能であ
る。そこで鉄網類の施工において、バースペーサ
を使用し、鉄網類を事前に舗装仕上がり高さから
８cmの高さに設置することで、コンクリート打
設を１層施工で行い、更なる作業効率の向上を図
った。
スリップフォーム工法を採用することで以下の

点を見込むことができる。
①施工において型枠が不要となり、型枠の設置、
撤去にかかる工程の短縮が見込める。
②コンクリートの敷均、締固、平坦仕上げをス
リップフォームペーバー１台で担えるため、作業
員の必要人数を減らすことができ、人件費の削減
が見込める。
③センサを基準とした施工管理ができ、平坦性
の向上が見込める。
④セットフォーム工法における１日当たりの施
工見込みは１００㎥となるのに対し、スリップフォー
ム工法における１日当たりの施工見込みは２００㎥
と、倍の施工量が見込める。

４．おわりに

スリップフォーム工法を採用したことで、施工
延長１，０６６ｍ、施工面積７，２５０㎡の施工を、片車線
５日間、計１０日間の施工日数で終えることが出来
た。これにより、セットフォーム工法（型枠設置
撤去含む）に比べ３０日程度の工程短縮を達成し、
十分工期内に施工を完成することが出来た。また、
平坦性試験の結果、σ＝１．１７ｍｍと高い精度の仕
上がりを得ることができた。

図―２ 鉄網設置作業との並行作業状況

図―３ 材料の均一な供給

図―４ スリップフォーム工法による施工状況
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１．はじめに

工事概要
�１ 工 事 名：東九州道（佐伯～蒲江）

蒲江トンネル北新設工事
�２ 発 注 者：国土交通省九州地方整備局
�３ 工事場所：大分県佐伯市大字青山地内
�４ 工 期：平成２４年５月２９日～

平成２６年１２月２５日
本工事は、北九州市を起点とし大分県、宮崎県
を経由し、鹿児島市を終点とする東九州自動車道
のうち、大分県佐伯市上岡～佐伯市蒲江間（L＝
２０．４km）に位置する蒲江トンネル北工区（全延
長 L＝２，８１９mのうち L＝１，１４８m）を新設するも
のである。
トンネル掘削工法はNATM工法、掘削方式は
発破掘削であり、内空断面積は、標準部９３．５m２、
非常駐車帯部１０９．７m２の大断面トンネルである。

本報文では、着工当初より熱望されていた東九
州自動車道の早期開通に向けた取り組みのうち、
機械設備の変更等による掘削工期の短縮について
述べる。

２．現場における課題

本工事は、着工当初の計画で約２４ヶ月の掘削期
間が見込まれていたが、地域からの東九州自動車
道早期開通に向けた強い要望を受けている工事で
あり、施工計画段階から工期短縮に向けた取り組
みを計画・実施する必要があった。
トンネルは、標準部においても掘削断面積１００
m２を超える大断面であり、延長も１，０００m以上の
長距離であることから、施工機械の大断面への対
応や、掘削残土の坑内長距離搬出を含め、各機械
設備の施工能力を検討し、施工性、経済性、安全
性を考慮し、最も効果的な計画とすることが課題
であった。

３．工夫・改善点と適用結果

３－１ ドリルジャンボの改造および大型化
トンネル掘削に使用するドリルジャンボを改
造・大型化することで、発破孔とロックボルト孔
の削孔時間を短縮した。
トンネル掘削断面は、１１２．３m２（支払い断面，
標準部CⅡ―VEパターン）の大断面であり、一

名古屋支店土木部

榊 原 高 範○

Takanori Sakakibara

土木本部土木部

小 野 純 一
Junichi Ono

大東北支店土木部

森 川 真 治
Shinji Morikawa

岡山県土木施工管理技士会

株式会社大本組

トンネル掘削工期の短縮で早期供用を実現

４４
工程管理

図―１ 標準断面図（標準部CⅡ―VEパターン）
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般的な３ブームのドリルジャンボでは、発破孔を
削孔する際に機械の据替が必要となる。このため、
ブームの取り付け位置を張出し、削孔可能範囲を
拡大して、機械の据替なしで全断面を削孔できる
よう改造することで、機械据替によるサイクルロ
スを排除した。
さらに、削孔機のフィード長を３．３mから４．０m
に延長し、掘進発破（削孔長１．２m）からロック
ボルト工（削孔長４．０m）へ移る際のロッド交換
を不要とし、トンネル延長の９５％を占めるCパ
ターンにおいて、ロッド交換によるサイクルロス
を排除した。

図―２ ドリルジャンボの改造
（削孔範囲の拡大およびフィード長の延長）

また，当初設計では１５０kg級のドリフタを１９０
kg級に大型化し、削孔能力を向上することで、
削孔時間を約８０％に短縮した。

図―３ ドリフタ大型化による削孔能力向上

３－２ 支保工建込用エレクター搭載
吹付け機による施工機械の入替省略

本トンネルは、全線にわたって鋼アーチ支保工
を要することから、鋼アーチ支保工建込み作業と
吹付けコンクリートの作業間の機械入替時間を省
略するために吹付け機をエレクター搭載型とした。
これにより、一次吹付け～鋼アーチ支保工建込
み～二次吹付けを１台の機械で連続的に施工する
ことができ、施工サイクルを短縮することができた。

また、エレクター搭載型の効果を十分に発揮で
きるよう、坑内に専用の鋼アーチ支保工仮置架台
を設置し、円滑に支保工を把持できるよう工夫した。

３－３ 掘削残土積込み運搬機械の大型化
積込機械を２．３m３級から３．０m３級に、運搬機械
を１０t 積から３０t 積に大型化し、ズリ出し時間を
短縮するとともに、予備機を準備し、工程遅延の
防止を図った。

４．おわりに

本工事では、上記以外にも「高強度吹付けコン
クリートの採用による吹付厚の薄肉化」や、「高
耐力ロックボルトの採用による施工本数の低減」
による掘削サイクルの短縮や、労務編成の工夫（休
憩時間交代制による連続施工）による作業効率の
向上等によって、トンネル掘削開始から約１４ヶ月
で掘削を完了し、当初計画段階より掘削工期を約
１０ヶ月短縮することができた。
今回の施工では、地山状況の急変もなく順調に
掘削サイクルを短縮することができたため、上述
の工期短縮を実現することができたが、トンネル
掘削工期の短縮にあたっては、事前に前方地山の
状況を予測し、突発湧水や破砕帯等による地山の
変化に迅速に対応することが重要であると考える。

図―４ 鋼アーチ支保工建込み状況

図―５ 鋼アーチ支保工把持状況
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１．はじめに

可動橋はフェリーの車両および乗客の乗降に供
する橋であり、函館市の耐震補強岸壁（北ふ頭）
に設置された。可動橋は海側にフェリーのランプ
が乗る構造を有し、フェリー着岸時には可動橋を
架け渡すことで貨物車・乗用車の乗降を行うため
の設備である。
本工事は主要設備である橋体の製作を室蘭工場
で行い、起重機船を用いて、浜出し・海上輸送・
現地据付までを行った。また、可動橋と共に多岐
に渡る工種の付属設備設置工事が含まれており、
併せて本稿で報告する。
工事概要
�１ 工 事 名：平成２４年度函館北ふ頭地区（―６．５

m）（耐震）可動橋製作設置工事
�２ 発 注 者：北海道開発局函館開発建設部
�３ 工事場所：北海道函館市
�４ 工 期：平成２５年３月２９日～

平成２６年３月１３日
�５ 設備概要：橋体７０t、門構H＝８．４m、遮断機、
油圧シリンダーストローク２．２m（２基）、油
圧ユニット３７kW、非常用発電機２００kVA、
機械操作室６．５m×９．１m×H３．８m（RC造）、
防舷材０．６m×３．０m（２基）

２．現場における問題点

本工事は、主要設備である橋体の他に機械設備、
営繕工事、電気工事、基礎工事と工種が多岐に渡
った他、ケーソン新設工事、ふ頭耐震補強工事、
駐車場整地工事といった他工事が同時進行してお
り以下の問題があった。
�１各工事との工程調整を行いながらさらに多工種
に渡る本工事の工程管理を如何に円滑に行うか。
�２機械設備であるため、工事が輻輳する中、如何
に精度良く、手戻りの無いよう据え付けるか。

現場代理人

大 場 仁 志○

Hitoshi Ooba

工事部

岩 渕 智
Satoshi Iwabuchi

工事部

中 島 康 夫
Yasuo Nakajima

（一社）北海道土木施工管理技士会

株式会社楢崎製作所

函館北ふ頭可動橋製作設置工事報告

４５
工程管理

図―１ 一般図

図―２ 係船トライアル状況
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３．工夫・改善点と適用結果

�１橋体製作・架設
橋体は、工場内で反転出来るよう３ブロックに
分割して製作し、製作したブロックは工場近くの
岸壁にて地組み一体化を行った。地組時には付属
物の仮組み・芯出しを行い、精度を確保した。橋
体は一体化後起重機船による浜出しを行った。
架設は陸側からの橋体据付を検討したが、設置
場所周囲では他工事のふ頭耐震補強工事が同時進
行しており、工程的に無理であった。そこで起重
機船による海側からの架設とした。なお陸側の作
業もあるので支承基礎付近の整地については作業
の進捗を他工事と調整しながら作業を進めた。
起重機船による架設作業にあたり、耐震補強岸
壁の新設係船柱は強度未達で使用できなかった。
このため、２０ｔのコンクリ－トブロックを用いて
起重機船の位置決めを行った。
また、架設時揺動している中で岸壁との平行度
調整を行うことを想定し、予め橋体下部に控え
ロープ用のピースを設けた。

図―３ 橋体架設
�２門構設置
門構は他工事と工程調整の結果、海上から設置
すると起重機船の待機期間が長くなるため、陸上
からの設置とした。
油圧シリンダーは予めシリンダートシャックル
を門構に組込んだ上で一体架設した。
�３昇降油圧設備
油圧ユニット・油圧シリンダーは、予め工場製
作時に動作確認を行い、据付時の手戻りを防いだ。
�４電気工事

受電位置は①電力会社の給電点②可動橋の受電
点③他工事（フェリーターミナルビル、駐車場照
明）について関係者で検討・協議を行い決定した。
この調整作業で受電時期・試運転が延伸となり、
厳冬期工事にもなり工程調整に苦慮した。
配線は受電柱以降ハンドホール含め土中埋設で
あり、埋設場所は耐震補強工事場所とも輻輳する
ため、工程調整を行いながら施工した。
�５営繕工事
RC造の機械操作室・電機室の設置を行った。
設置場所は他の基礎地盤工事の範囲と隣接重複し
ており耐震補強工事完了後の施工となった。
工程調整により施工時期が１～２月の冬期施工
となったので“養生囲い”には防風パネルを使用
した。防風パネルは海浜で風が強いこともあり非
常に効果的であった。また、コンクリート打設後
の内部は熱風保温とし特に夜間の熱源維持に注意
を払った。

４．おわりに

本可動橋は耐震補強岸壁と対をなすインフラ設
備である。運用開始後は予定通り北海道‐本州間
の貨物輸送、人員の移送に利用されている。思え
ば厳冬期あるいは苛烈な気象状況もあるなか、工
事を安全に完了することができたのは大きな成果
である。これはひとえに工事関係者一人ひとりの
安全意識の積み重ねによるものであると感謝して
います。最後に、御指導頂いた函館開発建設部の
皆様，協力業者様、各メーカー様に改めて感謝申
し上げます。

図―４ 完成写真
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１．はじめに

工事概要
�１ 工 事 名：清洲橋長寿命化工事（その２）
�２ 発 注 者：東京都
�３ 工事場所：東京都中央区日本橋中洲から

江東区清澄一丁目まで
�４ 工 期：平成２６年２月１９日～

平成２７年３月３０日

東京都の隅田川に架かる３つの国指定重要文化
財橋梁のうち、昭和３年に竣工した清洲橋は、橋
長１８６．２３３mの我が国唯一の鋼３径間連続吊鎖自
碇式補剛吊橋である。構造的健全性確認のため耐
荷性、耐震性および耐疲労性についてそれぞれ現
行基準との適合性が検証された。この結果、耐震
性において現行基準に適合していないことが判明
したため耐震補強対策を講じることとなった。東
京都の橋梁長寿命化事業の一環として、特に貴重
な土木遺産を健全な姿で次世代に継承するために
長寿命化工事を行った。重要文化財に関わる工事
であり、近隣住民を含め広く社会に親しまれてい
る橋であるため、安全性を維持して施工しながら
も外観の変化は最小に留めるといった重要文化財
ならではの制約があった。

２．現場における問題点

２―１ 精度管理
桁下空間に設置する下部工付きの部材は既設構
造物との遊間が小さいので高い精度で据え付ける
必要があった。また、ダンパー本体および補強用
部材は縦断・横断勾配がある場所に取り付けるた
め３次元の寸法管理が必要であった。
２―２ 外観を変えない
ダンパー用補強部材設置時に干渉する既設構造
物を撤去する場合など、重要文化財に極力傷を付
けない、外観をできるだけ変更しない工法が求め
られた。別途行われた腐食状況に関する調査を基
に、長寿命化についても構造、外観を変えないよ
う実施する必要があった。

現場代理人・監理技術者

村 中 大 助
Daisuke Muranaka

日本橋梁建設土木施工管理技士会

三井造船鉄構エンジニアリング株式会社

重要文化財橋梁の長寿命化工事

４６
品質管理

図―１ 清洲橋全景

－２４９－



３．工夫・改善点と適用結果

３―１ 精度管理
下部工ブラケットは１枚のベースプレートに４０
本のアンカーボルトが配置されているため、アン
カーボルト定着時に正確な位置管理を行う必要が
あった。すべてのアンカーボルトの据付精度を確
保するため、ボルト径＋２㎜の孔のテンプレート
を使用して位置決めを行い、据付時の高さを０～
＋２㎜以内となるよう管理した。アンカーボルト
はデジタル水平器を使用して６６０㎜の突出部の鉛
直状態を保持し、樹脂を注入して定着した。定着
後、ブラケット製作用の原寸データで製作した仮
ベースプレートを使用して全てのアンカーボルト
の配置を確認した。
ダンパーに加わる地震力を主桁へ伝達するため
に補強用横構を設置した。横構は設置位置の関係
から縦断・横断勾配を考慮しなければならなかっ
たため、計測・設計・製作のすべての段階で３次
元の精度管理を行った。既設桁と取り合う部位で
は最大１５％のテーパーフィラープレートも使用し
た。部材設置時の施工誤差を吸収するため、工場
にて孔明け予定の箇所を部分的に現場孔明けに変
更した。以上のような管理を行うことにより、不
具合もなく部材取付けができた。
ダンパー本体は現場で長さの調整ができないた
め、工場設備にて事前調整を行う必要があった。
ブラケット設置後、上・下部ブラケット間の距離
を計測し、設置時の気温を想定して距離を補正し、
搬入時のダンパー長を決定した。

変位制限装置は端横桁とパラペット間の狭隘部
にブラケットを挿入し、緩衝ピンを水平に固定す
る構造である。変位制限装置はダンパーブラケッ
トとベースプレートを共有している構造のため、
緩衝ピン挿入用の端横桁孔位置もダンパーと同様
の精度で加工した。
３―２ 外観を変えない
ダンパー用補強部材を設置するため、リベット
接合された既設の横構を撤去する必要があった。
撤去時に重要文化財に極力傷を与えないようガス
切断を選択肢から外した。検討の結果、リベット
を電動工具により撤去する方法を選択した。汎用
の孔明け機による撤去も可能であるが、この工事
ではリベット撤去専用機械を使用した。専用機械
は位置決めが簡単にでき、刃先の摩耗・損傷が少
ないため正確に効率よく作業ができた。専用機械
で孔明け後、リベット頭部を外し、ハンマーで打
ち抜いて撤去した。
桁端部は腐食が進行している状態であった。当
初、塗替塗装の予定であった桁端のペンデル支承
および桁受支承は、長期の防錆効果を期待して亜
鉛アルミ溶射に変更した。溶射皮膜の厚さは１００
μm以上とし、皮膜厚は吹き付け後確認した。樹
脂コーティング処理は溶射皮膜上の微細な気孔を
埋める封孔処理と同時に保護防錆効果を高めるた
めに行った。封孔処理後、既設構造物に色を合わ
せるためふっ素樹脂塗料を重ね塗りした。

４．おわりに

補修工事としては特殊な作業が多く、多種多様
の作業を行った。既設構造の計測では桁下、足場
上で横断勾配と縦断勾配を考慮した計測をする必
要性があったが、精度を確保するための確認計測
では想定外の長い時間を要した。
桁端部については浮錆をすべて除去し、グライ
ンダー仕上げにて平滑面とした状態で超音波探傷
器により板厚を確認した。調査結果を基に強度計
算を行った結果、補強の必要はなく外観が変わる
こともなかった。図―２ ダンパー設置完了
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１．はじめに

工事概要
�１ 工 事 名：埋立処分地 本体工事
�２ 発 注 者：姶良郡西部衛生処理組合
�３ 工事場所：鹿児島県姶良郡加治木町西別府地内
�４ 工 期：平成１７年２月９日～

平成１８年６月３０日

本工事は、クローズドシステム型の廃棄物最終
処分場建設工事である。鉄筋コンクリート構造（内
空寸法W３１．０×L７０．０×H１１．５ｍ）の貯留槽に
おいて、標準工法のシート施工手順では、埋立て
廃棄物からの浸出水の流出が懸念された。そのた
め、限られた工期の中で浸出水流出の発生原因の
分析、防止対策の立案・実施を行った。

２．現場における問題点

課題は、①供用後に埋立て廃棄物からの浸出水
を周辺地下水へ流出させないこと、②工期約１年
９ヶ月で工事を完成させることであった。
初計画の問題点は、①浸出水の流出を防止する
ための標準案の遮水シート（突起付き遮水シー
ト）では、図―１に示すように、型枠設置時のセ
パレータの穴（約１万個）により、所定の性能を
満足しないこと、②すべてのシート接合を、品質・

施工性に不安がある溶着方法（手動一重溶着と肉
盛溶着）で行うため、漏水の危険性が高いうえに
作業日数を要し工程の遵守が困難であった（表―
１参照）。
また、浸出水が流出する発生原因として、①遮
水シートの損傷、②遮水シートの接合不良の恐れ
があった。

３．工夫・改善点と適用結果

私は、課題を解決するため、遮水シートの構造
検討・材料選定と、漏水検査方法の検討を行った。
まず、提案①として、シート損傷を回避するた
めに、型枠セパレータが不要となる大型型枠シス
テムの導入を検討した。しかし、型枠コストの増
大のため採用できなかった。
次に、提案②として、コンクリート打設後に側
面遮水シートが設置できないかと考えた。そこで、
図―２および図―３に示すようにシートを躯体に埋

副所長

木 谷 自 伸
Yorinobu Kidani

東京土木施工管理技士会

西松建設株式会社

新工法による最終処分場の遮水シート品質向上・施工性
改善計画

４７
品質管理

図―１ 標準案遮水シートの損傷平断面図
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め込み、側面遮水シートと溶着固定する工法（以
下、アンカーシート工法）をメーカーと共同で発
案・試作して試験施工を行った。さらに、品質及
び施工性を検証した。その結果、有効な工法であ
ることを確認し、本工事に採用した。
遮水シートの接合における溶着とその検査方法
及び工法別作業日数の比較表を表―１に示す。

この際、遮水シートの漏水検査方法として、一
般的な目視検査では、シートの損傷及び接合不良
について、見落としリスクが大きいと判断し、水
張り試験の実施を検討した。しかし、水量２万㎥
が必要であり、工期的・経済的に困難であった。
そこで、防食工事で用いられるピンホール検査手
法を用いて、遮水シートの検査としての試験施工
を行った。その結果、シートと躯体との空間を５
㎜以内とし、検査器の探査電圧を１６kVとした場
合、０．０５㎜のシート損傷穴を感知できることが分
かり、本工事の検査方法に採用した。
本工法を適用した結果、型枠設置によるシート
損傷を回避し、さらに、シート接合の９割以上に
おいて、品質及び施工性に優れた自動二重溶着に
よる施工が可能となった。その結果、品質面では、
遮水シートの損傷及びシート接合の不良を発生さ
せることなく、浸出水の流出（漏水）を防止し、
品質向上が図れた工法を提案できたと考える。ま
た、工期面では、標準案に対して約７０日の工程短
縮が図られ、工期を遵守することができた。

４．おわりに

鉛直コンクリート壁に設置する遮水シート工に
おいて、アンカーシート工法は品質と施工性に優
れた工法であると考える。本最終処分場は供用後
５年を経過するが、これまで品質面で問題なく運
用している。
一方、コンクリート打設時に、アンカーシート
の表面にノロが付着するため、側面遮水シートを
設置する前に清掃作業を行う必要がある。この時、
アンカーシート表面をフィルムで保護した製品改
良により、清掃作業を省略化でき、作業効率の向
上が図られると考える。今後、最終処分場や上・
下水処理施設などの、遮水コンクリート構造物を
構築する際に有効である。また、近年他の最終処
分場においても、採用事例が見られる。私は、建
設技術者として、同工法の改良や効果的な施工計
画の実施に取り組んでいきたい。

図―２ アンカーシート工法の平断面図

図―３ アンカーシート設置完了

表―１ 遮水シートの溶着とその検査方法及び工法別作
業日数比較表
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１．はじめに

工事概要
�１ 工 事 名：東風平大橋補修工事（Ｈ２６―２）
�２ 発 注 者：沖縄県土木建築部 南部土木事務

所 維持管理班
�３ 工事場所：沖縄県島尻郡八重瀬町字宜次地内
�４ 工 期：平成２６年１月１４日～

（仮）平成２６年１２月２５日
施工範囲 P６～P７区間 桁長４２m全幅２１．８m
形式鋼合成鈑桁
塗装塗替工高力ボルト取替工床板補修工橋梁付属
物工
本工事は、沖縄県道８２号線の那覇糸満線の塗装
塗替えと高力ボルト取替えおよび床板コンクリー
ト含浸保護の橋梁補修工事。

東風平大橋橋梁が完成は平成５年３月。塗替え
補修の経歴は無く今回が初回の塗替え補修となる。
塗膜の剥がれや錆びが進行により発錆率は３０％を
超過していた。

２．現場の課題

本塗装工事の当初設計は３種ケレンで発注であ
った。既存塗膜を分析した結果、塗膜中に「鉛」
が含有している事が判明。ケレン工法について再
検討協議の結果、塗膜剥離作業は「鉛の飛散・拡
散の懸念が少なく湿潤状態で有害物質を剥離回収
する事が可能である塗膜剥離剤工法を用いる２種
ケレン工法」を採用。また、塗膜剥離剤の製品選
定は、特に火災事故防止を目的に「消防法：非危
険物」品を選定することにした。

３．新技術を用いた設計・施工

本現場で使用したものは、平成２６年５月３０日厚
生労働省通達「鉛等有害物質を含有する塗料のか
き落とし作業における労働者の健康障害防止につ
いて」鉛かき落とし作業湿潤化に準拠する環境配
慮型水系アルコール系塗膜剥離剤商品名「バイオ
ハクリⅩ―ＷＢ」（製造元：山一化学工業㈱）を採
用した。
なお、施工前に、同タイプの剥離剤「パントレ」

（販売先：好川産業（株）と比較剥離試験結果から、

監理技術者

平 良 仁 一
Jinichi Taira

沖縄県土木施工管理技士会

株式会社南山開発

水系アルコール塗膜剥離剤「バイオハクリⅩ―ＷＢ」
施工について

４８
品質管理

図―１ 検査通路からの施工前状況（G５～G６桁間）
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上記製品を選定した。
塗膜剥離剤を塗付し放置後（２４時間程度）の塗膜
剥離除去作業時、既存塗膜はリンゴの皮をむくよ
うにスムーズに回収出来た。（≒湿潤シート状態）

４．評価

新技術の評価５
＜良い点＞
�１ 既存塗膜を湿潤シート状態で回収出来る。
�２ 剥離作業時騒音の発生がほぼ無い。
�３ ２種ケレンと比較し塗膜除去作業時間が早い。
�４ 塗膜剥離施工性：１５０m２／日～２００m２／日（平面部）
�５ 塗膜剥離剤は水系。（消防法：非危険物）
�６ 薬品臭が非常に弱い。（塩素系有機溶剤未使用）
＜悪い点＞
�１ 鋼板面凹部に残存する塗膜は作用上、手工具
では除去出来ない。（残存塗膜は素地調整時除
去する）
�２ 発錆部上の塗膜に対しては塗膜剥離剤が発錆
部に吸い込みがあり、部分的に塗付量の塗増し
の必要がある。

５．独自の工夫

�１ 床養生を２重に貼付。剥離除去した塗膜を養
生シート毎に回収可能とした。
�２ 本施工前に塗膜はく離試験を実施。「剥離剤
塗付量、塗付回数、剥離剤塗付後の剥離作業可
能時間」を確認後、本施工を実施した。
標準塗付量：１．０kg／㎡／回（最大塗膜厚５００μm）
下記の３水準の事前はく離試験を実施した（図―６）
①塗付量：０．７０kg／㎡／回
②塗付量：０．５５kg／㎡／回（決定）
③塗付量：０．４０kg／㎡／回

図―２ 塗膜剥離剤荷姿

図―３ 剥離剤塗布状況

図―４ 湿潤状態（２４h後）

図―５ 塗膜剥離除去作業

図―６ 試験施工状況左０．４０kg/m２中０．５５kg/m２右０．７kg/
m２（赤字数字は塗膜剥離後の残膜厚値 μm）

－２５４－



１．はじめに

工事概要
�１ 工 事 名：一般国道４０号 中川町 琴平３号

橋上部工事
�２ 発 注 者：北海道開発局 旭川開発建設部
�３ 工事場所：北海道中川郡中川町
�４ 工 期：平成２６年９月９日～

平成２７年１１月２９日
�５ 橋 長：８７．０００m
�６ 支 間 長：４８．０００m＋３７．０００m
�７ 幅 員：１３．０５０m～１３．９００m
本工事は、一般国道４０号音威子府バイパス（高
規格幹線道路）に架橋される２径間連続鋼合成少
数鈑桁橋（鋼・コンクリート合成床版）で製作・
架設・床版・付属物の上部工工事である。
平成２４年の道路橋示方書の理念に基づき、本橋
梁も安全性、耐久性、施工品質の確保、維持管理
の確実性及び容易さ、環境との調和、経済性を考
慮することを基本とし設計されている。構造は鋼
桁及び合成床版のパネルを耐候性鋼材裸仕様とし、
橋台、巻立、壁高欄及び中央分離帯コンクリート
には表面含浸材の塗付とエポキシ樹脂塗装鉄筋を
使用している。また、主桁端部は切欠きを設け内
面にはD―５塗装系を塗付する仕様となっている。

２．施工における問題点

北海道のような寒冷地域の特徴として凍結防止
剤散布量が多く、部材の損傷・劣化が著しい状況
になっている場合も報告されている。最新の知見
では鋼橋上部の損傷発生の約半分が腐食によるも
ので、主に桁端部、外桁部や漏水部に集中してお
りこれらの知見を基にした予防保全対策が橋梁の
耐久性向上に大きく寄与するものと考え、前記仕
様に加え更なる構造のディテールを工夫した工場
製作を主とした内容を報告するものである。

３．対応策・工夫・改善点と適用結果

�１ 桁端部の耐久性向上対策
ａ）主桁外桁の下フランジに水切り板を設置し、
主桁一般部、橋台及び橋脚への雨水や漏水によ

製造部 管理グループ技師

多々良 賢 治
Kenji Tatara

（一社）北海道土木施工管理技士会

株式会社日進製作所

耐候性橋梁の耐久性向上対策について

４９
品質管理

図―１ 水切板
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る流れ込みを防止した。
ｂ）外桁の外側面には、壁高欄伸縮部隙間からの
雨だれも考慮し日射や景観に配慮できる色相が
選定できるC―５塗装を塗付し桁端部を保護した。
ｃ）伸縮装置の２次止水部から橋座面への滴下を
防止するため、橋台前面の検査路下まで流末を
導水した。
�２ 排水処理の耐久性向上対策
ａ）排水装置及び床版排水の流末位置は主桁下フ
ランジから１０００mmまで下げ、風による雨水の
巻上げによる主桁への付着を防止した。また、
床版排水と排水管が重なる箇所は排水管まで導
水した。
�３ 異種金属接触腐食の防止対策
ａ）排水装置等の溶融亜鉛めっきと耐候性鋼材が
直接接触する箇所はD―５塗装系による絶縁処
理を行い、電位差による腐食を防止した。

�４ 維持管理対策
維持管理の容易さを考慮し、横桁部ステップを
塗装タイプから溶融亜鉛めっきのボルトオンタイ
プに変更した。
これら予防保全対策の結果は、経過観察により
妥当性の確認を行い、今後の更なる耐久性向上対
策に活かしたい。

４．おわりに

本橋で実施したディテールの工夫は予防保全の
観点から実施したが、この耐久性向上対策が十分
に機能すれば少ない工事費で大きな効果が期待で
きる。また、発注者、設計者、施工者による英知
が結集すれば、更なる構造物の耐久性向上が図ら
れライフサイクルコストの最小化、橋梁の長寿命
化が図られ社会資本のミニマムメンテナンスが実
現できると考えます。

図―２ 外面塗装・伸縮装置導水管

図―３ 排水装置・床版排水流末処理

図―４ 絶縁塗装

図―５ 横桁ステップ
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１．はじめに

補強土壁工法は、狭隘な山間地などでの道路築
造や、既設道路拡幅を行う時、基面から道路天端
までの高低差が大きい場合、より少ない用地取得
の中で、出来るだけ広い道路幅を確保する為に有
効な直壁タイプであり、広く用いられている工法
である。この工法中、湧水や浸水に備えて内部に
設置される地下排水工は、自身の経験において工
程管理などの施工管理を行う上で、常に頭を悩ま
すものであった。
そこで、機能性維持と施工性向上の両立を目指
し検討を行った。その事例について報告する。

２．現場における問題点

長期的な補強土壁構造の安定は、盛土材力学特
性に依存する為、地下排水工が必要不可欠であるが、
本体構造物である補強土壁の施工手順や、補強材
配置場所の影響を強く受ける。そのため単純と思
える地下排水工が、複雑な要素を持つものとなり、
工程や予算管理などの施工管理を困難にしている。
過去事例より地下排水工の一例を（図―１）に示す。
・通常の地下排水工施工手順
１）施工基面まで補強土壁盛土を完成させる
２）基面を地下排水工断面（台形型）に床掘する
３）不織布敷設と管周砕石施工、有孔管配管
４）不織布巻立（頂部にてラップ長１０cm確保）

・施工管理を困難にしていると考えられる事項
２）について…ここで行う床掘作業は、盛土し
た場所であるため、床掘費用の計上がない。だが
地下排水工の先行施工は物理的に不可。またこの
時、既に埋設されている補強材を損傷させる恐れ
もある。
３）について…有孔管製品定尺長は概ね４ｍ。
排水工として機能させるために、流末高さや補強
土壁の壁前面埋戻しラインの考慮、現地状況に応
じた勾配確保の必要があり、縦断方向水平施工す
る盛土に対し、４ｍある有孔管の内、１～２ｍ程
度しか巻き立てまで完了させる事ができず、残長
は次施工が可能となる基面高さ（１層２５０mm又
は３００mmを２層）まで施工不可。勾配の影響で
補強材と重複場所も出る。
４）について…盛立箇所の再床掘は、地山床掘
に比べ崩れる為、断面形状維持が困難、巻立砕石
や不織布など材料食込量が予想以上に激しい。
全体…山間地谷部では、機械搬入が容易でない
他、材料ストックヤードの確保も厳しい。
また、一般に壁面材設置の使用機械は、狭隘な

工事所長

徳 竹 雅 博
Masahiro Tokutake

長野県土木施工管理技士会

中野土建株式会社

地下排水工構造の簡略化による施工性改善

５０
品質管理

図―１ 地下排水工の一例
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場所で全ての状況に余裕が無い為、多用途に使用
できるバックホウ（クレーン機能付）を使用する。
この時の選定条件は吊上げ能力が最優先となり、
小型機械は選定できない。この事から地下排水工
床掘には過剰となるが、２ランク程度上の機械を
使用している。床掘の断面形状維持が困難な状況
もあり、材料食込みの激しい地下排水工となる。
機労セット作業がほとんどであるが、機械数が限定
されている為、作業員の無作業時間もできてしまう。

３．工夫・改善点と適用結果

補強土壁に使用される盛土材は、力学特性を満
足する事を確認した良質発生土や、採石場製造ズ
リを使用する事が一般的であるが、近年、持続可能
な社会実現のため、建設産業ではリサイクル推進
として再生砕石利用が増加している。本事例も盛
土材として再生砕石を利用したものとなっている。
補強土壁の地下排水工に限らず、各種地下排水
工に使用される巻立砕石には、再生砕石の利用事
例が多い。盛土材と巻立砕石を再生砕石に統一化
ができれば、透水性の低い盛土材（良質発生土や
ズリ等）使用時に施工する地下排水工構造から、
施工性の良い構造に簡略化できるのではないかと
考えた。
以下は、再生砕石透水性の確認結果となる。
粒度試験結果（表―１）では、７５μm通過量＝

４．２％、１０％粒径＝０．５０５㎜、８５％粒径＝２５．０㎜の
性質を持つ再生砕石である事が分かった。
次に道路土工‐排水工指針（以下指針と記す）
より、透水性を確認。指針 P９８表３―４路盤材料
の透水係数（表―２）では、０．０７５㎜ふるい通過量
５％以下の時、最も高い透水係数（１．０～１０―１※）
を示している。※０．１
実透水係数の推定は、指針 P８７ヘーズンの実験
式（１０％粒径）により０．３８～０．２６と表―２を裏付
ける結果が得られた。指針 P１０３では、フィルター
材の選定として、有孔管の目詰まりについて８５％
粒径と有孔管の孔径により確認し、詰まらない事
が確認できた。以上から、高い透水性を持つ再生
砕石であり、巻立砕石として機能すると判断し、

地下排水工断面を（図―２）のように簡略化した。
尚、再生砕石スレーキングによる有孔管目詰ま
りの予防保全に、不織布を管に直接巻き立て、長
期に機能維持できる構造としてある。
この簡略化により断面の最小化、材料の食込み
を発生させる事無く、また人力のみの施工を可能
とした事で、飛躍的な施工性改善を図る事ができた。

４．おわりに

盛土材の透水性や、湧水量などにより採用条件
は限定、あるいは見直しが必要とされるが、施工
性改善、生産性向上効果は非常に大きい。
全体から見れば軽微な効果であるが、早期の完
成と供用を目指すことが、社会資本を整備する建
設産業として一番の地域貢献になる事と考えます。

表―１ 再生砕石の粒度試験結果

表―２ 代表的な透水係数

図―２ 簡略化した地下排水工
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１．はじめに

工事概要
�１ 工 事 名：矢部川東津留地区築堤基礎

その他工事
�２ 発 注 者：九州地方整備局 筑後川河川事務所
�３ 工事場所：福岡県みやま市瀬高町東津留地先
�４ 工 期：平成２６年９月１０日～

平成２７年３月３１日

本工事は、平成２４年７月の九州北部豪雨による
災害に対し、矢部川水系において河川激甚災害対
策特別緊急事業の内、引堤をするための築堤基礎
及び既設水路の付替えを行う工事である。
築堤基礎は、盛土安定対策として深層混合処理
（スラリー撹拌）により杭径１６００mm、杭長９．０
m～９．５mの二軸ラップ式（壁式改良部）と、杭
長８．５m～３．５mの二軸接円式（杭式改良部）を施
工する。
壁式改良は、改良率５０％で洪積層着底改良、杭式
改良は、改良率３０％でフローティング改良である。
壁式改良は、すべり対策として洪積層（Dg層）
への着底形式の改良である。
杭式改良は、不同沈下対策として壁式改良下端
より４５度の範囲で階段状に計画されている。
広範囲の地盤改良工における支持層の事前調査

方法で工夫した点について述べる。

２．現場における問題点

全施工区間におけるボーリング調査間隔は、２００
～２５０mであり、地盤改良の施工延長は３００mで
ある。改良範囲前後のボーリングデータから支持
層がなだらかに傾斜していることが判別でき、改

現場代理人

下 條 敬
Takashi Shimojyo

福岡土木施工管理技士会

株式会社廣瀬組

広範囲の地盤改良における支持層の確認

５１
品質管理

図―１ 地盤改良標準断面図

図―２ 改良範囲前後の地質図
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良範囲中間部では支持層が計画深度より深くなっ
ている可能性があった。
支持層の起伏により壁式改良の改良長が変更と
なった場合以下の問題が発生する。
①改良対象層（Ac１／Ac２層）及び支持層（Dg層）
が計画深度より浅い位置に確認された場合には、
支持層へ根入れ１mを確保して施工する。
②改良対象層及び支持層が計画深度よりも深い位
置に確認された場合には、別途改良体の安定計
算（壁式改良部）が必要となる。
③壁式改良長が±１．０m以上変化した場合には、
杭式改良長の変更が必要となる。
施工延長が長いため土層の起伏による施工途中
での改良長の変更が懸念された。
そのため改良範囲の支持層深度を事前に調査し、
土層の起伏を確認することが課題であった。

３．工夫・改善点と適用結果

地盤改良範囲は３００mと長く、改良範囲の改良
土質、改良長を把握する方法として、地盤改良機
による貫入試験調査を行うこととした。
貫入試験調査は改良範囲中間部で行い、支持層
の起伏が±１m以上ある場合は、さらに中間で
貫入試験を実施するよう計画した。
まず、設計時のボーリング付近でボーリングを

行い、改良対象層（Ac１／Ac２層）及び支持層（Dg
層）が計画深度の位置にあることを確認した。
また、地盤改良機による現場配合試験において、
貫入電流値の上昇及び、貫入速度の変化により支
持層へ着底したと判断し、深度確認を行った。
その結果、設計改良長と支持層が適正であるこ
とを確認した。
そのデータを基に、改良範囲中間付近で地盤改
良機による貫入試験調査を実施した。
その結果、同様に支持層深度において貫入電流
値の上昇及び貫入速度が低下した事により、土層
の起伏はないと判断することができた。そのため
今回は、追加の貫入試験調査は行わないこととし
た。
また、施工機械で貫入試験を実施することで、
改良範囲の本施工が全て可能であることを事前に
確認することができた。

４．おわりに

今回の地盤改良では、壁式改良の杭長に異常は
見られなかったが、改良範囲が広い場合は、土層
（着底層）の起伏が考えられるため、ボーリング
データ、地質図から調査の必要箇所を判断し、貫
入試験調査を行い、土層を確認する。調査で起伏
が見られた場合は、貫入試験やボーリングを密に
行うことで対処するとよいと思われる。

図―３ 支持層の変化による施工改良長

図―４ 改良範囲とボーリング位置
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１．はじめに

都心部の渋滞解消及び物流拠点とのアクセス強
化に向けて、名古屋西 JCTから飛島 JCTまで、
名古屋環状２号線の西南延伸部の工事が進められ
ている。本工事は大西３丁目交差点の南側にＴ型
鋼製橋脚を設置する工事であり、その現場施工に
ついて報告する。
工事概要
�１ 工 事 名：平成２６年度名二環大西３交差点南

鋼橋脚工事
�２ 発 注 者：国土交通省 中部地方整備局 愛

知国道事務所
�３ 工事場所：愛知県名古屋市港区南陽町地内
�４ 工 期：平成２６年９月１２日～

平成２７年８月１０日
�５ 形 式：T型鋼製橋脚（角柱）H＝１１．９m

２．現場における問題点

本工事の施工にあたり以下に示す課題があった。
・工場で製作された複数の部材を現場にて仮組立
状態に正しく復元する必要があった。
・現場溶接時の収縮による大きな変形を抑える必
要があった。
・供用中の道路に近接した現場であり、梁のR
側は供用道路との境界ぎりぎりであったため、

その対策が必要であった。
・現場周辺には民家があり、地域住民への周知や
現場施工時の騒音対策が必要であった。

３．工夫・改善点と適用結果

�１仮組状態復元の工夫
工場で仮組立する前に片方の部材にエレクショ
ンピース取付用の金具を溶接しておき、仮組立し
形状調整した後にエレクションピースを取付け、
もう一方の部材の方にも溶接し固定した。現場で
の部材架設時には、このエレクションピースにピ
ンを打ち仮固定し形状を復元させた。柱の継手部
は自重による影響で開先間隔が狭くなる恐れがあ
ったので、柱の角部だけ開先を取らないでメタル
タッチとした。
また、工場で溶接面をまたぐように罫書線を入
れておき、現場組立後の復元精度を確認できるよ

現場代理人

神 野 勝 樹○

Katsuki Jinno

担当技術者

伊 藤 昌 記
Masaki Ito

日本橋梁建設土木施工管理技士会

日本車輌製造株式会社

T 型鋼製橋脚の施工について

５２
品質管理

図―１ エレクションピース・罫書き線
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うにした。柱・梁の中心部にも罫書き線を入れて
おき、柱の立ちや梁の倒れなどの現場での据付精
度の確認に使用した。
�２現場溶接時の工夫
梁の腹板に補剛材が無い構造であったため、現
場溶接による収縮により大きな変形が生じると予
想されたので、現場にて拘束金具（ストロングバ
ック）を溶接し、仮ボルトを締付けて仮固定した。
現場溶接が完了した後、この拘束金具は切断しグ
ラインダー仕上げした。

図―２ ストロングバック
�３供用中の道路に対する対策
供用中の国道に隣接した現場であったため、一
番道路側の梁の架設の際と下部工検査路架設、足
場・ベント撤去時には俯角の影響を考慮し、夜間
車線規制を伴っての施工とした。交差点での交通
規制であったので、右折レーンを利用し対面通行
させることにより上下線の通行帯を確保し、道路
通行車両への影響を低減させた。

また、落下物対策として道路側のベント設備に
は防網ネットを設置した。道路側に飛散物が飛来
する恐れがあったので、こまめに不要物を片付け
るとともに、軽いものを仮置きする際には重石を
載せる等の対策を施した。
�４地域住民に対する対策
交通規制を伴って施工するのに、昼間ではなく
夜間に施工する必要があったが、現場周辺には民
家があった。そこで、夜間交通規制を伴って施工
することを周知するチラシを作成し、現場周辺の
民家に配布した。隣接工区も同様に夜間交通規制
を伴う作業があったため、互いに工程調整をおこ
なうことで、２社で４回実施する予定のところを
半分の２回に減らし、地域住民への影響を減らす
工夫をした。
また、騒音対策として、橋脚架設時に通常のド
リフトピンに変えて油圧式の機器を、インパクト
レンチに変えて電動レンチを使用した。夜間照明
としては LED照明を使用する等の低騒音型の機
器類を使用した。

４．おわりに

事前の対策により現場溶接による大きな変形を
防ぐことが可能であった。夜間交通規制を伴って
の施工であったが、供用中道路の通行者や地域住
民からの苦情もなく、無事故・無災害で工事を終
わらせることができた。
最後に、この工事を進めるにあたって、中部地
方整備局愛知国道事務所の方々にご指導を賜り、
ここに深く感謝します。

図―３ 梁の夜間架設状況 図―４ 完成時全景
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１．はじめに

東海旅客鉄道（株）では、開業５０年を迎えた東
海道新幹線の土木構造物の延命化を図るため、平
成２５年度より土木構造物の大規模改修工事を行っ
ている。その内容は、トラス橋、開床式下路プレー
トガーダー橋の床組接合部対策や、支承部取替補
強などがあり、全線の工事を１０年間で完了させる
計画である。
支承部取替補強では、ブラケット上に設置した
仮受支承または補修用ジャッキで主桁を仮受し、
その間に支承を取り換える（図―１参照）。ブラケ
ットは、下部工に定着したアンカーボルトで固定
するが、アンカーボルトの施工に際し、下部構造
への削孔作業が必要となる。この削孔作業を効率
化するための工夫について報告する。
工事概要
�１ 工 事 名：静岡地区新富士保線所ほか３保線

所管内土木構造物大規模改修その
他工事（鋼橋その２）

�２ 発 注 者：東海旅客鉄道株式会社
�３ 工事場所：静岡県富士市
�４ 工 期：平成２５年５月～平成２８年３月

２．現場における問題点

本工事ではダイアモンドコアドリルによる削孔
を行う。削孔する前に電磁波レーダーによる探査

を行うが、電磁波レーダーによる探査は探査深さ
に限界があり、鉄筋に干渉するケースが多々発生
することが予想された。鉄筋に干渉すると、追加
の削孔が必要になるとともに失敗孔の補修が必要
になり、工程の遅れと既設構造物に悪影響を与え
てしまうことが懸念された。

３．工夫・改善点と適用結果

本工事では、削孔径が φ４８、削孔深さが６５０mm
程度を、約３年で１５００箇所を削孔する。
前述の問題点に対し、対応策を２つ実施した。
�１ 鉄筋探査の精度向上（対策①）
鉄筋探査の精度を向上させるため、協力会社が

竹 内 彰○

Akira Takeuchi
小 出 英 司
Eiji Koide

吉 嶺 建 史
Kenshi Yoshimine

日本橋梁建設土木施工管理技士会

日本車輌製造株式会社

アンカーボルトの削孔における工夫について

５３
品質管理

図―１ 支承取替工事の概要
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鉄筋探査を実施した後に社員も探査を行って、ダ
ブルチェックすることとした。社員は、鉄筋探査
機メーカーが開催する講習会に参加して探査機の
使い方を学習したり、配筋探査技術者資格を取得
したりして、積極的に配筋探査に取り組んだ（図
―２参照）。
�２ 先孔によるコア削孔時の干渉削減（対策②）
前述のように鉄筋探査機（電磁波レーダー）に
よる探査では探査深さ２０cm程度が限界である。
また、２段目以降の配筋は基本的に探査困難であ
る。また、鉄筋ピッチが細かい箇所は、鉄筋位置
を正確に把握することが難しい場合がある。この
ため、鉄筋探査の結果に基づいたコア削孔位置を
決定し、その孔と鉄筋が近接する側の孔縁付近に、
１０mmのハンマードリル（ハンマードリルの削孔
時間は３分程度）で先孔を明けて鉄筋の有無を確
認した後で、コア削孔を行うこととした（図―３、
４参照）。

�３ 対策の効果
対策の効果は、設計孔数に対する失敗孔数の比
率で評価した。なお、対策①をH２６下から始め、
対策②をH２７上 Bから始めた。
対策①でH２６下期に失敗孔率は低減した。H２７
上期Aは橋脚の配筋が細かい箇所であったため、
失敗孔率が上昇したが、対策②をH２７上 Bで取
り入れ、失敗孔率が低減した（図―５参照）。

４．おわりに

失敗孔を削減するため、ソフト面とハード面の
２つの対策を行ったが、失敗孔率は４８％にとどま
った。失敗孔率を低減するため更なる対策が必要
である。
大規模改修工事が始まり約３年となるが、その
間、様々な問題に直面し、その都度、発注者であ
る東海旅客鉄道（株）殿と施工業者で協議しなが
ら工事を進めてきた。今後も、安全を第一に大規
模改修を進めていく所存である。
最後になりますが、本工事の施工に当りご指導
いただいた発注者の方々及び工事関係各位に厚く
お礼を申し上げます。

図―２ 鉄筋探査作業

図―３ ハンマードリルによる先行作業

図―４ ハンマードリルの刃

図―５ 設計本数と失敗孔本数
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１．はじめに

工事概要
�１ 工 事 名：浦河港西島防波堤建設工事
�２ 発 注 者：北海道開発局室蘭開発建設部
�３ 工事場所：浦河郡浦河町浦河港
�４ 工 期：平成２５年５月２４日～

平成２６年３月２８日

２．現場における問題点

本工事は、重量１，５００t（L２０．０m×B１０．７m×H１２．５
m）のケーソン（図―１、２）２函を、浦河港西島
防波堤延伸のために据え付けるものである。
基礎捨石マウンドを起重機船にて中割石を投入
することで造成し、ケーソン据付時の不等沈下を
防止するために重錘による機械均しと潜水士によ
る人力均しを併用して堅固に仕上げ、仮置ケーソ
ンの排水・浮上・施工箇所までの曳航・注水によ
る浸水据付・中詰砂投入・蓋ブロック据付・間詰
コンクリートの打設までが一連のケーソン据付作
業となる。
浦河港西島防波堤は、太平洋特有の周期の長い
大きなうねり、潜水士がその場に滞在出来ないほ
どの速い潮流、ほぼ毎日、午後になると吹く強い
西風による大きな風波など、海上作業するには非
常に条件の厳しい場所であった。

そんな中、一連作業の主となるケーソン浸水据
付作業をいかに精度よく安全に施工することが一

工事部主任

矢 野 好 規
Koki Yano

（一社）北海道土木施工管理技士会

勇建設株式会社

太平洋特有の厳しい海象条件での
ケーソン据付作業について

５４
品質管理

図―１ 使用ケーソン全景

図―２ ケーソン構造図
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番の課題となった。総重量１，５００t ものコンクリー
ト構造物が１～２mも上下左右に暴れ回る時間
を最大限減少させることが最大の安全対策にもな
り、据付精度向上にもつながるためである。

３．工夫・改善点と適用結果

海象条件の厳しい中でも、素早くかつ精度よく
ケーソン据付作業を行うには、ケーソン内に海水
を注水する（ケーソン浸水）速度を上げて迅速に
所定の設置箇所に据え付けることが必要不可欠で
あった。
そのため、一般的に多く使用されている８イン
チ水中ポンプでなく、大容量水中ポンプ（８イン
チダブル型）（図―３、４）を４隅に各１基（計４
基）使用することにより、通常の８インチ水中ポ
ンプよりも３倍以上の注排水速度で浸水据付する

ことが可能（表―１）となった。
据付計画時の着底時間は、８インチ水中ポンプ
使用時には、ケーソン内に注水を開始してから基
礎捨石面に着底するまで３９分かかる計算であった
が、実際使用した大容量ポンプを使用すると１２～
１３分で着底することができた。浸水据付作業の短
縮により、波浪やうねりの影響を受ける時間を必
要最低限に抑えることができ、目標どおり安全か
つ精度良く据え付けることができた。
ケーソン据付時の法線は、発注者規格値±２００
mmに対して、２函とも５０mm（発注者規格値の
２５％）以内に収めることができた。ケーソン据付
高４隅の高低差も３０mm以内に収めることができ、
不等沈下も確認されなかった。

４．おわりに

この大容量水中ポンプは、単に８インチダブル
型だから２倍の注排水スピードがあるわけではな
く、本来は泥水を汲み上げるタイプであるために、
７m以上の高低差がある状態でも注排水速度が
３倍以上まで上がるものである。
海外製（スウェーデン）の大容量水中ポンプは、
国内保有台数が少ないため現場での確保が困難で
あり、賃借料もかなり高額であった。さらには１
基あたりの重量が１７００㎏もあったり、大型発電機
が複数台必要であったり、配線（キャプタイヤケー
ブル）の扱いが複雑だったりと、気軽に扱えるも
のではない。
しかしながら、高額な賃借料や多くの手間や苦
労以上の効果が顕著に見られたため、今後も施工
条件や海象条件によっては活用する場面があるも
のと思われる。
大容量水中ポンプの使用もさることながら、全
作業を通して、様々な助言していただいた諸先輩
方や、無理難題に意欲を持って取り組んでくれた
作業従事者などたくさんの関係者の協力なくして
は成しえないものだった。
現場内外でのコミュニケーションの大切さ、有
り難さを改めて強く感じた現場であった。

図―３ 大容量水中ポンプ

図―４ 浸水据付（注水）状況

表―１ 注水用ポンプ性能比較表
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１．はじめに

工事概要
�１ 工 事 名：北上川下流針岡地区築堤（その

１）工事
�２ 発 注 者：北上川下流河川事務所
�３ 工事場所：宮城県石巻市針岡地先
�４ 工 期：平成２６年９月１３日～

平成２７年９月３０日
●工事内容 掘削V＝２０，２００m３盛土V＝１２，８００m３

地盤改良工（SCP）φ７００L＝８．２m～１１．７m N＝１６５３本
構造物撤去 一式 仮設工 一式

２．現場における問題点

当工事は東日本大震災で発生した津波により河
川堤防が決壊し、甚大な被害を受けた場所である。
施工場所は復旧する堤防下面に液状化対策工が
必要な地質にあり、対策として地盤改良（サンド
コンパクション工法）工を施工して地盤改良天端
を築堤盛土の施工基面とする計画であり、地盤改
良時の施工基面となる SD（サンドドレーン）部
は堤体機能を確保するため掘削して堤体盛土と一
体化させる必要がある。
従来の管理方法は測定管理者が測点管理にとど
まり、管理測点以外は面的精度管理に問題が発生
する可能性がある。また、地盤改良天端が堤体盛

土基面になるため、掘削作業時に過掘り等で改良
杭体に損傷を生ずる懸念がある。

３．工夫・改善点と適用結果

盛土施工基面を整形するため、測定管理者によ
る測定管理範囲を詳細に管理する場合とマシンコ
ントロール制御機能を搭載した施工機を使用する
場合の面的精度を要求される場合をコスト面、安
全管理面、作業効率等を総合的に判断して、マシ
ンコントロール制御によって計画高より掘削面が
下がらない機能を有する施工機を使用した場合が
地盤改良杭の構造欠損を防止する精度が向上し、
コスト、安全、作業効率（時間）を低減すると判
断し採用を検討した。

工務部工務課主任

大友 昭芳
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情報化施工の取り組みについて
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図―１ サンドコンパクション施工
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近年、技術開発が進展している情報化施工機械
の取り組みを考慮し、今回、マシンコントロール
油圧システム搭載のバックホーの採用を決定した。
マシンコントロールは自動アシスト機能でアー
ム操作によってバケット刃先が計画面に達したら
バケットが計画面に沿って自動的にブームを稼動
するアシスト機能があり、オペレータは微操作、
計画面位置を気にせず作業ができるので施工機械
周辺での補助作業及び施工確認作業が省け、重機
械の接触事故防止の向上にもなった。
施工対象範囲データを事前入力し、オペレータ
に対して、施工中リアルタイムで画面表示し、位
置情報を提供できるので作業場所の明確化及び出
戻り作業の回避、また、マシンコントロール制御
により設定した計画高より過掘りしないので熟練
オペレータの技能を要求しなくとも一定の成果が

得られた。

４．おわりに

施工開始前に測量成果の基準点に基づき、施工
機位置情報を取得する。RTK―GNSS 方式なので
受信衛星が５機以上確保できる環境が必要になる。
施工場所の平面、縦横断の計画を精査し、マシ
ンコントロールシステムに３D情報で入力するた
め、測点位置だけではなく計画範囲全体の把握が
できる。
施工基面掘削作業の精度は管理規格値を満足す
る成果を得ることができた。施工上、データ入力
したマシンコントロールでの作業により測定管理
作業が低減され、作業効率・安全性の向上が図ら
れた。
今後、情報化施工が主流になっていく状況でマ
シンガイダンス機能を有する機種は多種にあるが、
マシンコントロール機能を有する機能を備えてい
る機種が少ないのが難点である。
関連する情報化施工、例えば、ブルドーザの敷
き均し、タイヤローラ・振動ローラ等の転圧管理
の組み合わせで情報化施工に必要な基本データ事
項が共有できるので作業効率は向上できる。
現在、労働者不足、熟練技能者の確保、若手技
能者の育成が困難な状況において情報化施工の取
り組みは有効であると確信できる。
情報化施工は施工規模、作業環境によって費用
対効果が期待できる。

図―２ マシンコントロール機能搭載機施工状況

図―３ 施工時搭載モニター表示状況

図―４ マシンコントロール制御による掘削完了
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１．はじめに

本工事は、阪和自動車道南紀田辺 ICに位置す
る２径間連続複合ポータルラーメン橋である。
工事概要を以下に示す。
�１ 工 事 名：阪和自動車道

南紀田辺インターチェンジ
Aランプ橋（鋼上部工）工事

�２ 発 注 者：西日本高速道路株式会社
関西支社 和歌山工事事務所

�３ 工事場所：和歌山県田辺市稲成町
�４ 工 期：平成２５年９月２３日～

平成２６年５月３０日
本稿では、この高架橋の現場施工について述べ
る。構造一般図を図―１に示す。

２．現場における問題点

本橋は、和歌山県田辺市に位置し、料金所から
本線へのアクセスルートに位置する橋梁である。
形式は、鋼１主箱桁がRC構造の橋台・橋脚と接
合する複合剛結を有し、橋長１２１．６m、曲率半径
７３mを有する。特徴としてポータルラーメン橋
としては橋長が長いという点であった。
現場施工にあたって、上述した特徴等に起因す
る問題点として、以下のような項目が設計・計画
段階で挙げられた。

�１ 剛結部架設時の下部工鉄筋との干渉
剛結部の架設時には、下部工側の突出鉄筋を上
部工側に挿入しながら架設部材を降下させるが、
鉄筋径がD５１と太く、ピッチが１５０mmと密なた
め、鉄筋挿入時の干渉が懸念された。
�２ 橋台剛結部の受点構造
橋台剛結部架設完了から剛結部コンクリート打
設までの期間は、剛結部は固定されていない状態
となるため、受点は死荷重たわみ、温度変化に追
随できる構造とする必要がある。
�３ 橋台剛結部コンクリート打設前の桁固定方法
橋台剛結部コンクリートの打設時期が冬季２月
であるため、日平均気温が１０℃を下回る日数が多
く桁温度も低くなる（標準温度２０℃）。完成系に

監理技術者
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５６
品質管理

図―１ 構造一般図
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おける温度変化による下部工への影響が懸念され
るため、橋台剛結部コンクリート打設前の桁固定
方法について留意する必要がある。

３．工夫・改善点と適用結果

�１ 下部工鉄筋位置を鋼桁製作に反映
剛結部架設時に鉄筋との干渉しないようにする
ために、鋼桁製作前に、下部工の突出鉄筋位置を
計測し、鋼桁の貫通孔位置に反映した上で製作し
た。AA１、AP１、AA２の３箇所の剛結部架設
があったが、これにより、全ての架設において鋼
桁の貫通孔に鉄筋を挿入する際の干渉を防ぐこと
が出来た。AP１剛結部の鉄筋挿入状況について
図―２に示す。
�２ 可動機能を有した仮支承構造
AA１剛結部、AA２剛結部の受点には、死荷
重たわみ、温度変化の影響に追随できるように、
可動機能を有した仮支承を採用した。図―３に仮
支承図を示す。
�３ 桁温度調整・仮支承の遊間固定
仮支承の遊間固定時の桁温度を標準温度に近づ

けるため桁温度調整を計画して施工を行った。燃
焼型ヒーターは各径間に４箇所、熱交換型ヒー
ターはAP１橋脚付近のマンホールに計２箇所、
送風機は剛結部付近の各マンホール位置に径６箇
所配置した。桁温度測定位置は各径間３箇所ずつ
（支点付近・支間中央）としウェブ、下フランジ
とした。仮支承固定時の桁温度管理値については、
仮支承固定時の桁温度が下部工に及ぼす影響（供
用時）についてFEM解析により支点部作用力を検
討した結果、桁温度１０℃以下で固定すると夏期に
AA１橋台コンクリートが応力超過することが判
明した。そこで、桁温度管理値を２０±５℃とした。
桁温度調整の事前調査として数日間桁温度を測
定した結果、３～８℃程度であった。桁温度調整
当日に実施前の測定では５～８℃であったが、
ヒーター等の設備を作動させて桁温度調整を開始
し、各計測点の桁温度が１６～２２℃となり管理値を
満たしたことを確認し仮支承を固定した。ヒー
ター設置状況を図―４に示す。

図―４ 燃焼型ヒーター設置状況

４．おわりに

２径間連続複合ポータルラーメン橋のおける施
工時の工夫について報告した。ポータルラーメン
橋の特徴として、完成時に鋼桁が橋台コンクリー
トに拘束されるため、桁固定方法、桁温度に留意
した施工計画を行い、現場施工を実施した。曲率
の影響については、仮支承の移動方向を橋軸方向
に向けて設置することで計画通り機能した。
今回の経験を同種工事の施工に役立てゆく所存
である。

図―２ AP１剛結部鉄筋挿入状況

図―３ 仮支承図
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１．はじめに

本橋梁（図―１）は，埼玉県（関越自動車道花
園インターチェンジ）と山梨県（新山梨環状道路）
を結ぶ「地域高規格道路」である西関東連絡道路
（一般国道１４０号）のうち皆野秩父バイパスの一
部となる橋梁である。皆野秩父バイパスは，秩父
市内の交通渋滞緩和や秩父地域へのアクセス強化
を図ることを目的として整備されている。本橋の
床版には，施工時の安全性や維持管理コスト低減
に配慮して鋼コンクリート合成床版（以下，合成
床版）を用いている。本稿では合成床版の品質確
保のために実施した、たたき検査について報告する。
工事概要
�１ 工 事 名：道路改築工事（（仮称）６号橋上部工）
�２ 発 注 者：埼玉県西関東連絡道路建設事務所
�３ 工事箇所：埼玉県秩父市蒔田地内
�４ 工 期：平成２５年１１月８日～

平成２６年９月２６日

�５ 橋梁形式：鋼単純少数鈑桁橋（２主桁）
�６ 橋 長：４１．０００m �７支間長：４０．０００m
�８ 床 版 厚：２４０mm（合成床版：パイプスラブ）

２．現場施工における課題

合成床版の施工にあたり、以下の課題があった。
合成床版では有害な未充填部が存在した場合、断
面欠損となり剛性低下を招くことで、たわみの増
加やコンクリートのひび割れ、滞水などの変状が
生じ耐久性が著しく低下する恐れがある。本工事
で採用した合成床版のコンクリート充填性につい
ては、開発時の試験や施工実績により十分検証さ
れ、適切な施工を行うことができれば保証されて
いる。本工事では、実施工における品質確保を確
実にするため、未充填部の排除を目的にたたき検
査を実施した。

３．課題に対する工夫・改善点と適用結果

�１ 現場施工時のたたき検査
課題に対する取組の一つとして、合成床版のコ
ンクリート充填性を確認するため、コンクリート
打込み作業と同時に合成床版の下面側からのたた
き検査を実施した（図―２）。コンクリート締め固
め時に合成床版の下面から点検ハンマーを用いて
底鋼板をたたいた打音により確認する。コンク
リートの充填作業が進捗し、たたき検査により異
音が生じている箇所については、充填不良として

橋梁技術研究室
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図―１ ６号橋全景
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直ちにその箇所を締め固める。そして、再度底鋼
板をたたき検査により異音の有無を確認し、充填
不良が生じないようにする。橋軸直角方向の計測
点は、充填不良が生じやすいハンチ部については、
１００mm間隔とし張出、支間部の一般部について
は５００～１０００mm程度間隔で設定した（図―３）。橋
軸方向については、合成床版のパネルの鋼板リブ
配置を考慮し４００mm間隔程度で計測点を設定し
た。底鋼板に配置されているスタッド、鋼板リブ、
底鋼板添接部については、合成床版固有の部材特
性より打音判定が困難である。そのため、計測点
に近接した場合は、該当部を避けた直近の位置で
の検査とした。たたき検査で使用した点検ハン
マーは、底鋼板面をハンマー打撃で傷つけないよ
うにプラスチックハンマー（約２３０g）を使用した。
たたき検査は、合成床版の底鋼板下面側での作
業となるため、コンクリートの打込み場所に対応
した位置関係が、打込み作業者と点検者では相互
に目視確認できない。そこで、コンクリート打込
み位置の特定には、床版上側の作業指示者と床版
下側の検査員は無線機を使用し上下側の作業の連
携を図った（図―４）。さらに、検査位置の特定を
容易にするための工夫として床版上下の構造主要

点に計測パネル番号を明示した（図―５）。これに
より、スムーズに点検箇所を特定、管理すること
ができた。なお、パネル、計測点番号などの明示
に用いたラベル貼り付け用の磁石、粘着テープな
どは、検査終了後ただちに除去した。
�２ たたき検査結果
コンクリートの打込み時に、計測点数８２５点の
たたき検査を並行して実施した結果、異音箇所お
よび再振動を行った箇所はなく、全ての箇所でコ
ンクリートが充填できていることを確認した。な
お、検査で合格した箇所が時間経過により異音と
なった場合は、特殊な非破壊検査手法を用いなく
てもコンクリートの充填不良や災害などによる損
傷ではなく、乾燥収縮の進行に伴うコンクリート
と底鋼板の付着切れと推測できる。

４．おわりに

今回報告した施工法を用いることで、合成床版の
より適切なコンクリートの施工が可能となり、通常
のRC床版と同様な施工品質を確保することができ
た。最後に、本工事の施工にあたりご指導賜りまし
た埼玉県西関東連絡道路建設事務所の方々ならび
にご協力いただきました関係各位に感謝いたします。

図―２ 検査の流れ 図―３ 計測点配置（橋軸直角方向）

図―４ コンクリート打込み状況 図―５ 検査状況（張出部）
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１．はじめに

本橋は、東海環状自動車道の一部で三重県員弁
郡東員町に位置する。本工事の特徴としては、全
断面現場溶接継手を有する鋼床版箱桁であり、溶
接部の品質を確保するために適切な施工が求めら
れている。橋梁形式は、鋼単純鋼床版箱桁（上り
線９２．６m、下り線８５．６m）である（図―１）。本稿
では現場溶接継手部の工場製作および現場施工管
理方法について述べる。
工事概要
�１ 工 事 名：東海環状東員高架橋鋼上部工事
�２ 発 注 者：中部地方整備局
�３ 工事場所：三重県員弁郡東員町
�４ 工 期：平成２５年２月１６日～

平成２７年１月３０日

２．現場における課題

本工事の施工における課題を以下に述べる。
�１工場製作時の開先形状管理
現場溶接の品質管理において溶接部の開先形状
は極めて重要であり、工場製作時の開先精度は現
場架設時の開先形状に大きな影響を及ぼす。
�２全断面溶接の縮みを考慮した現場溶接順序
全断面現場溶接における溶接順序の選定では、
溶接の縮みやそれに伴う溶接割れを考慮する必要
がある。
�３地組溶接時の形状管理
全断面現場溶接の場合は全継手位置にベントを
設置することが理想であるが、交差道路（図―２）
の関係で地組ブロックの全断面溶接が必要なブロ
ックが生じた（図―３）。一般部のようにベントに
よる多点支持状態で桁の形状を確認して溶接する
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図―１ 橋梁一般図 図―２ 交差道路状況
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ことができない。
�４現場溶接の管理
現場溶接における入熱量の管理は溶接後に確認
するが、溶接中も入熱量は変化しており過大とな
った箇所は母材の強度などに悪影響を与える。

３．課題に対する対応策と適用結果

上記の各課題に対して以下の対策を実施した。
�１部材製作段階で開先を両面ともに形成すると、
部材の製作誤差が開先形状、特にルートギャップ
に影響を及ぼす。このため、部材製作段階で開先
の片側のみを形成し、もう一方の開先面を仮組立
形状が確定した後に形成（図―３）することで開
先の精度を高めることができた。

図―３ 仮組時開先形成状況図
�２主桁下フランジは板厚が厚く溶接時の入熱量が
比較的大きい。このため、他の部位を先行して溶
接すると下フランジ溶接時に先行溶接箇所への残
留応力が大きくなる。これを避けるため、下フラ
ンジを先行して溶接することとした。
続いて、主桁ウェブと上フランジの溶接順序を
比較すると、主桁ウェブを先行した場合はその後
の上フランジ溶接時に主桁ウェブ溶接部の上部の
みに縮みによる圧縮応力が集中し、溶接割れが発
生する恐れがある。一方、上フランジを先行溶接
した場合はウェブ溶接時の縮みによる応力は上下
フランジに均等にかかるため、応力集中を軽減す
ることができる。
これらを考慮し、溶接順序（図―４）は主桁下
フランジ→ 主桁上フランジ→ 主桁ウェブを繰
り返し、最後に鋼床版デッキとすることで、溶接
品質を確保できた。また、鋼床版デッキは縦横溶
接線の交差部の溶接を行ってから横シーム、縦

シームの順で溶接を行った。
�３地組ブロックは地組時の目標形状を算出し、形
状管理を行った。また、地組溶接時は溶接による
縮み量の測定を行った。地組ブロック架設後の溶
接箇所は先に地組溶接した縮み量をルートギャッ
プ等に反映することで桁の形状精度を管理した。

図―５ 地組立状況

�４溶接作業中は常時入熱量を管理した（図―６）。
これにより、溶接箇所全線で溶接品質を保つこと
ができた。

図―６ 溶接施工時の状況

４．おわりに

本工事は全断面現場溶接継手となるため、現場
施工時の溶接管理が特に重要であった。これらの
対策を施すことにより、高い精度で桁の形状を管
理することができた。最後に、関係各位の方々に
御礼を申し上げます。

図―４ 現場溶接施工フロー図

－２７４－



１．はじめに

工事概要
�１ 工 事 名：阿賀野バイパス１７工区改良その１３

工事
�２ 発 注 者：国土交通省北陸地方整備局新潟国

道事務所
�３ 工事場所：新潟県阿賀野市山口から窪川原地先
�４ 工 期：平成２６年３月２５日～

平成２７年３月１０日（３５１日間）
本工事は、国道４９号線における阿賀野市街地の
交通混雑緩和と市街地沿道の騒音・振動低減によ
る沿道の環境改善を目的に進めている工事で、プレ
ロード盛土約６００００ｍ３を行った工事である。

２．現場における問題点

盛土に使用する材料については、集中豪雨によ
る出水から被害を防止するため、災害対策として
進められている信濃川の河道掘削工事より搬出さ
れる掘削土（砂質土）を利用する設計となってお
り、施工にあたり掘削土の土質性状と特性につい
て把握し、特性に応じた施工と品質管理について
の検討・工夫が必要とされた。

３．工夫・改善点と適用結果

上記の課題について検討するため、施工に先立

ち盛土材料の土質試験を行った。
土質試験の結果から、最適含水比は１４．４％、自
然含水比については、１１．６％と２．８％乾燥側の試
験結果となった。
次に路体としての品質を確保した盛土を施工す
るため、捲出し厚・転圧回数を決定するための試
験盛土を行った。試験盛土は、捲出し厚さ３３cm
と３５cmの２パターンで、転圧回数４回・５回・
６回の転圧３種類で実施しそれぞれの沈下量測定
と締め固め密度の測定から最適な捲出し厚と転圧
回数を決定することにした。
試験盛土の結果は（表―１）の通り。

表―１ 試験盛土測定表

試験盛土結果より、３５cm捲出しでは仕上がり
厚さが３０cm以下にならないため、捲出し厚さ３３
cmの４回転圧で施工する事にした。
なお、６回以上の転圧では管理基準値９０％に満
たない８７．７％（３点平均８９．５％）と転圧回数を増や
すと締め固め度が低下する結果となったことから、
転圧回数が増えると締め固め度が低下する性質が
あるため、転圧回数管理を確実に行う施工管理が
求められた事、盛土時期が乾燥しやすい真夏とな

土木工務部 主任

浅 倉 俊 明
Toshiaki Asakura

新潟県土木施工管理技士会

株式会社新潟藤田組

河道掘削土砂を使った路体盛土の品質管理について

５９
品質管理
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ったことから、盛土材料の乾燥による含水比の低
下から締め固め密度不足となることへの対策も必
要となり、こまめな散水と含水比管理に努めた。
転圧回数管理については、６回以上で発生する
オーバーコンパクションによる締固め密度の低下
を防止するため、４回転圧を完了した範囲はカ
ラーコーンと転圧完了表示板で完了区域の区画表
示を行い、過転圧による締固め度の低下を防止し
た。
また、盛土材料の品質管理として、受け入れた
材の含水比を簡易水分計（DM―１８）で測定し、施
工当日の盛土材としての使用可否を判断した。
なお、最適含水比より乾燥している場合は、散
水車により盛土材の含水比調整を行い、最適含水
比に近い状態で締め固めを行うことで、平均締固
め密度９５．２％の盛土を行うことが出来た。
また、利用した盛土材は砂質土のため、風によ
り飛散し周辺耕作地への農作物に悪影響を与える
ため、散水は飛砂防止の効果も有り有効だった（図
―１）。

図―１ 散水による含水比調整

その他の問題点として、砂質土での盛土のため、
降雨による盛土材の流失や法面の崩壊や浸食の発
生が懸念されたため、豪雨等により法面が崩壊し、
現場周辺の田圃や用水路・排水路に土砂が流入し
ないよう対策が必要であった。
対策として、発注者と協議の上、別途現場より
発生した粘性土質の掘削土を用いて、図―２のよ
うに法面及び盛土天端を被覆し、降雨等による浸
食と崩壊防止を図ることとした。
なお、盛土高さが１０ｍ程あったことから、粘性
土質による法面の被覆は、施工するバックホウの

作業半径の関係から、２回に分け盛土と粘性土質
による法面被覆を行った。
最終の盛土天端は、粘性土質による被覆と併せ
て２％の横断勾配を付け施工した後、さらに盛土
路肩周囲には、雨水を集積排水する土側溝（図―
３）を設置し、排水管により盛土法尻迄導水して
から排水する構造として、雨水による法面のイロ
―ジョン防止と崩壊・侵食の防止に努めた。
その結果、検査終了後１年近く経過した現在も
雨水によるイロ―ジョンや崩壊が発生することな
く、雑草も生え完成時の出来形を維持しており、
今後施工となる別途工事等への影響もないものと
なっている。

図―２ 被覆施工断面

図―３ 盛土天端土側溝

４．おわりに

今回の工事は盛土が約６万m３となる工事であ
り、盛土材が河道掘削工事の利用土の上、軟弱地
盤での盛土から盛土速度が０．１m/day の制約もあ
り、盛土材の混在を防ぎ、盛土の品質を確保する
ため、河道掘削工事業者各々との土砂搬入に関す
る連絡調整に苦労したが、盛土材料の特性を把握
し工夫した施工に努めた結果、高品質な施工が出
来たと思う。
最後に完成後、盛土法尻から浸透水が見られた
ことから、土側溝を掘ることで対処したが、砂質
土系による盛土の場合は、盛土前に吸水管等の対
応を行いたいと考えています。

－２７６－



１．はじめに

工事概要
�１ 工 事 名：平行滑走路等北側延伸部舗装工事
�２ 発 注 者：成田国際空港株式会社
�３ 工事場所：成田国際空港 B滑走路北側
�４ 工 期：平成１９年７月５日～

平成２１年５月１８日
本工事は、供用中の滑走路を北側に３２０m延伸
し、平行滑走路の２５００m化及び誘導路の新設等
により大型航空機の離着陸を可能とするための工
事であった。なお本工事エリアは供用中の滑走路
に隣接し、制限表面（転移表面、進入表面）に抵
触する範囲内に位置する為、全て夜間工事となり
作業時間は原則として２３：００（現場入り時間）～
翌５：２０（退避時間）までという条件であった。

２．現場における問題点

現滑走路CRC舗装版との接続部には、CRC舗
装版（延長３．５m）及びバリッドスラブ一体型枕
版・緩衝版のコンクリート舗装版の施工が必要で
あった。
滑走路延伸部と現滑走路端部の境界付近は、航
空機が離陸する際の強いブラストを受ける場所と
なっており、施工途中のコンクリート舗装等がブ
ラストによって損傷しないよう対策を講じる必要
があった。

図―２ 航空機ブラスト影響図

３．工夫・改善点と適用結果

�１ 材料の選定
CRC舗装版の施工であることから、型枠・鉄
筋・コンクリート打設と日々ブラスト対策に講じ
た仮設材を撤去・設置をする必要があること。ま

工事主任

橋 本 晃 一
Koichi Hashimoto

東京土木施工管理技士会

福田道路株式会社

航空機ブラストに対するコンクリート舗装版の
養生方法について

６０
品質管理

図―１ 工事範囲平面図
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た施工時間の制約があることから材料には鋼材系
より人力にてより短時間に施工できるシート系の
材料を選定した。
シート材にはテント等に用いられ、寸法安定
性・対候性・耐久性・防汚性に優れる幌布を用い
ることとした。
�２ 各種試験
本施工に至るまでには、各種試験をおこなった。
第１段階（室内試験）においては、シート選定の
ため２種類のシートについて基本性状確認試験を
比較検討することで伸び率の小さいシートを選定
した。シート幅についても検討試験を実施し、２．５
m幅のシートであれば均一な引張を図ることが
できることを確認した。またシートの緊張方法、
固定金具等の検討を行いシートの緊張にはスプリ
ングを使用することでシートの伸びによる引張力
の低減対策として有効であることが確認できた。
第２段階（室外試験）においては、より実施工
に近い条件にて各種試験を実施した。
室外試験によりシートに損傷箇所があると破断
する危険性があることが解り、固定金具等各種鋼
材には面取り加工を施し、シートの全破断を防ぐ
ため補強帯をシートに加工することでシートに損
傷を与えても、補強帯により全破断を防げること
が確認できた。またシート幅が２．５mであり、実
施工のシート設置幅は滑走路幅員である６０mで

あり２４枚のシートを使用することになることから
各シートの閉塞にはマジックテープを採用した。
第３段階（最終試験）においては、本格施工（滑
走路全幅）に先立ち、運用時間外に実機による試
験を実施した。ブラスト対策シートは航空機の左
右エンジン後方に２箇所設置しシートの引張力を
０．５t/mと１．０t/mとして試験を行った。実際のブ
ラストに対して引張力１．０t/mのシートがブラス
トに対してより安定していることが確認でき、最
終試験として３日間運用時間内による確認試験を
行い、シートに特段の支障がないことを確認し本
施工に臨むことができた。

４．おわりに

今回の工事は、３社ＪＶの共同企業体でありま
した。発注者と３社ＪＶ企業体が一体となり諸問
題を一つ一つ解決しながら航空機運航の安全確保
につながるブラスト対策養生シートを約１０ヶ月間
を要し開発することが出来たことが、コンクリー
ト舗装がブラストによる損傷を受けることなく、
良好な品質、良好な出来形を確保することが出来
ました。また、発注者より高評価をいただいたこ
とからも、十分な効果があったと思われます。

図―３ ブラスト対策シート概略図

図―４ 断面図

図―５ 実機試験状況写真

図―６ 本施工状況写真
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１．はじめに

本高架橋は一般国道２号尾道バイパスと三原バ
イパスを結ぶ延長３．８kmの自動車専用道「木原
道路」に架かる PCコンポ橋である。本稿では、
場所打ち床版および壁高欄コンクリートを対象と
し実施したコンクリートの緻密化、ひび割れ抑制
対策について報告する。
工事概要
�１ 工 事 名：木原道路内畠高架橋 PC上部工事
�２ 発 注 者：国土交通省 中国地方整備局

福山河川国道事務所
�３ 工事場所：広島県三原市木原地内
�４ 工 期：平成２６年７月１日～

平成２７年３月３１日
�５ 工事内容
構造形式：３径間連結コンポ橋
橋 長：９６．０００ｍ
幅 員：１０．１５０ｍ

２．現場における問題点

本高架橋の架橋位置は海岸線に近く、飛来塩分
に対する耐久性の確保が必要であった（図―３）。
また、床版および壁高欄コンクリートは施工済み
部材に打ち継がれるため、収縮拘束によるひび割
れの発生が懸念された。これらのことから、床版
および壁高欄コンクリートの表層の緻密化が重要
であった。

担当技術者

野 田 修 平○

Shuhei Noda

監理技術者

島 崎 哲 也
Tetsuya Shimazaki

現場代理人

黒 木 輝 也
Teruya Kuroki

広島県土木施工管理技士会

極東興和株式会社

コンポ橋におけるコンクリートの品質向上

６１
品質管理

図―１ 橋梁側面図

図―２ 橋梁断面図

図―３ 架橋位置
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３．工夫・改善点と適用結果

３―１．床版コンクリートの施工
�１ フィニッシャーによる表層の締固め強化
床版コンクリートの締固めを強化し緻密化を図
るため、通常の棒状バイブレーターによる締固め
に加えて、均し機能と振動による締固め機能を併
せ持つコンクリートフィニッシャーを使用した仕
上げを行った（図―４）。フィニッシャーを使用す
ることで、均質な締固め効果が得られるとともに、
高さ精度や平坦性が向上した。

図―４ フィニッシャーによる締固め

�２ 長期保温・湿潤養生の実施
本高架橋の床版コンクリートは１月～２月の冬
期打設であり、湿潤養生を維持するとともに、養
生面の温度低下を抑制することにより初期強度を
確保し初期ひび割れ抵抗性を向上することが重要
と考えた。そこで、不織布と発泡ウレタンの２層
で構成される保水性・保温性の高い養生マットを
使用した湿潤養生を実施した（図―５）。また、標
準の養生日数である５日間を延長し１０日以上継続
して養生を行った。

３―２．壁高欄コンクリートの施工
�１ ひび割れ誘発目地間隔の変更
ひび割れ誘発目地の間隔を当初設計の６～１０m
から５～６mへ密に変更し誘発目地間のひび割
れ発生を抑制した。また、誘発目地部におけるひ
び割れの集中化と止水性向上のため、ブチルゴム
製のひび割れ誘発目地材を使用した。
�２ コンクリートへの膨張材の添加
壁高欄は体積に比べて外気に接する面積が大き
いため乾燥収縮の影響が大きく、また、施工済み
床版に壁高欄コンクリートの収縮が拘束されるこ
とから、コンクリートに膨張材を添加することに
より、乾燥収縮の低減を図った。
�３ 特殊バイブレーターによる締固め
傾斜を有する壁高欄コンクリート表面は気泡の
発生が懸念されたため、通常の締固めに加え、板
状バイブレーターと外振バイブレーターを使用し
た再振動締固めを行った。その結果、表面気泡が
非常に少ない緻密なコンクリート面を構築した。
�４ 鉛直養生マットを使用した湿潤養生
壁高欄コンクリートの材齢初期の乾燥収縮を低
減し、また、湿潤状態の維持により膨張材の効果
を確実なものとするため、鉛直面への密着性の高
いレーヨン／オレフィン不織布製の養生マットを
使用して脱枠後の追加湿潤養生を実施した。
３―３．適用結果
床版および壁高欄コンクリートの施工に際して
複数の工夫を行った結果、床版・壁高欄ともに有
害なひび割れ（０．２mm以上）の発生はなく、ま
た、良好なコンクリート表面を施工できた。

４．おわりに

本工事にて実施したコンクリートの品質向上対
策は、基本的に全てのコンクリート構造物の施工
に適用可能であると考える。また、ひび割れの抑
制には湿潤状態を長期間維持することが重要であ
ると考える。その際、養生期間の設定は工期との
兼ね合いもあることから、事前の綿密な計画が必
要となる。図―５ 保水・保温養生マット敷設
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１．はじめに

工事概要
�１ 工 事 名：舗装路面応急補修工事
�２ 発 注 者：宮崎県西臼杵支庁
�３ 工事場所：国道３２５号 高千穂町上野地内
�４ 工 期：平成２６年１２月２５日～

平成２７年０３月３１日
本工事は、国道３２５号線の舗装切削オーバーレ
イ延長 L＝１０６ｍ 面積A＝７０４㎡ 排水性舗装工
ポーラスアスファルト厚さ t＝５cmを施工する工
事を含む西臼杵管内の路面応急補修工事であった。

２．現場における問題点

本工事を施工するにあたり、下記についての問
題が考えられた。
①施工時期が工程上２月中旬頃になり、過去の気
象データを調べたところ日中最低気温が５度以
下になることも考えられた。
表―１ 過去の平均気温一覧表（高千穂町）

②地域特性として合材プラントが近くに無いこと
から、合材温度の低下が問題となった。

③表層がポーラスアスファルトであることから合
材温度低下を気にするあまり、早期にタイヤ
ローラで仕上転圧を行い、空隙つぶれをおこす
可能性が懸念された。
④施工は片側交互通行で行う為、左側車線を舗設
したのちに右側車線の乳剤散布・舗設を行うこ
ととなる。よって乳剤散布後の養生時間確保が
難しいと考えられた。
以上のことにより、品質管理において合材の温度
管理・養生時間の確保が課題となった。

３．工夫・改善点と適用結果

前述のとおり、アスファルト合材の温度管理が
課題となったため、下記のアスファルト合材温度
低下防止対策、及び施工時のアスファルト合材温
度の確認方法の工夫をおこなった。
①１日の気温変化（過去５年間高千穂町２月の気
温）を調べると、AM１０：００以降ではバラつき
はあるものの、おおむね５度以上が確保できる
ことがわかった。これをふまえて施工開始時間

係 長

戸野口 政 弘○

Masahiro Tonokuchi

主 任

飯 干 徳 善
Noriyoshi Iihoshi

主 任

城 田 智 和
Tomokazu Shirota

宮崎県土木施工管理技士会

日新興業株式会社

冬期におけるアスファルト舗装管理の工夫

６２
品質管理

図―１ 施工当日外気温
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をAM１０：００に設定した。設定した結果、施工
当日は外気温５．５度であった。
②合材プラントから現場まで距離が５５km、運搬
時間が１時間１０分かかる為、プラントと連絡を
密にとり合材の出荷時間の調整を行った。また
合材運搬時の温度低下防止対策として、合材運
搬車に３重シート掛け（図―２）を徹底した。
これにより合材の保温効果を高め温度低下を防
ぐことで、平均出荷温度１７８度に対し、平均到
着温度１７０度を確保することができた。
③合材の出荷温度・到着温度・敷均温度・初期締
固め前温度・仕上げ転圧温度（タイヤローラ）
について表―２のように現場目標値を設定し厳
守した。また作業員全員にそのことを周知徹底
させた。

表―２ 合材温度現場目標値一覧表

④合材温度確認方法として、重機オペレーターに
赤外線放射温度計を配布し各自が簡単に温度を
把握できるようにした。これにより温度管理の

頻度を上げ、品質確保できる体制を整えた。
⑤乳剤の養生時間の確保対策として、乳剤の種類
について検討した。設計では PKR－Tで計上
してあったが、養生時間を考えると施工的に無
理が生じる。そこで養生時間をほとんど必要と
しないスーパータックゾールを使用することに
した。これにより養生時間を大幅に短縮するこ
とができ、かつ施工をスムーズにおこなえるよ
うにした。
以上の対策を行った結果、平均コアー密度は基準
密度の９７．６％、透水試験では右車線透水量１２６９ml
／１５秒・左車線１３２５ml／１５秒を結果として得た。

図―４ ニチレキパンフレットより抜粋

図―５ 透水試験

４．おわりに

今回行った対策・工夫は一般的なことかもしれ
ないが、基本を忠実に守り、今後の施工方法の向
上を目的とするとともに精度を高めることにより
品質確保に努めたいと思う。今回は積雪のない時
期であったが、寒冷地地域においては毎年のよう
に気象条件等が異なる為、インターネット等を活
用し、事前調査を十分行い施工していきたいと思
う。

図―２ ３重シート

図―３ 赤外線放射温度計
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１．はじめに

工事概要：
�１ 工 事 名：公園施設拡張新設工事
�２ 発 注 者：札幌市建設局土木部
�３ 工事場所：札幌市中央区大通公園内
�４ 工 期：平成２５年９月３０日～

平成２７年３月２３日
一日数万人の利用者がある都市部の公園工事で、
公園施設の改築に伴う立ち入り禁止柵を冬期に設
置した時の対策です。仮囲いの延長は８０mです。

２．現場における問題点

仮囲いの設置箇所は、一日数万人が利用する公
園内にあるため、安全の確保が重要であり設置高
さや配色などの環境にも配慮が必要である。
近隣では１．８mネットフェンス＋H型鋼や高さ

２．０m～３．０mの白いパネル型フェンス＋控杭がほ
とんどです。現状では、冬期という時期から土中
に杭を打込みできないため下記の写真のような禁
止柵を設置していた（図―１）。
今回の対策では、①小さい子供がさわっても安
全な構造、②風による転倒がない構造、③維持管
理の良い材料の使用、④材料は一般流通材を使用
してメンテナンスが容易な構造であり、労務や機
械の使用が少ない方法を検討して設置を行なった。

この、安全の確保と労務や機械の使用が少ない
施工方法は相反する対応が必要なため、風に対す
る構造計算や仮組立による仮囲い高さ決定など
個々の組み合わせから課題を解決していった。

３．工夫・改善点と適用結果

仮囲いの高さは構造計算を行い高さを１．８m、
控え杭は単管を２．０mピッチで人力で打ち込みし
た。側面の禁止柵の部分は、仮設用養生ネットを
使用して上下を結束紐で縛る方法とした。２月下
旬では地盤はまだ凍結しており、設置日数は通常
の日数の１．５倍を要した。その他の仮囲いの構造
や、材料は下記の考えで設置を行った。
①控え杭として単管長さ１．２mのものを０．７m打
込み囲いのずれ止めとした。（設置時は凍結してお
り融解時において摩擦抵抗は期待できないため）
②控え単管に、１．０mの単管を直角に接続して沈
下防止と重り（土納袋）載せ土台した。

土木部

橋 本 一
Hajime Hashimoto

（一社）北海道土木施工管理技士会

伊藤組土建株式会社

市街地における融雪時の安全性を確保した仮囲い対策

６３
安全管理

図―１ 鉄ピン＋１．０mネットの立入禁止柵
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③単管の両端に砂利を入れた土納袋４つ設置した。
※①～③通常の控えと重りの代替にする（図―３）。
④側面のネットには、風通しがよく耐久性のある
重ねしろ付の１．８m落下防止用を採用した。
⑤ネット・結束の紐・クランプカバーはグリーン
色として公園内でも違和感がないような色を採用
した。（一般流通品の為、色調まで変更不可能）
⑥人で触れられる範囲は、穴や段差を生じない構
造とするため、ネット相互間の重ね結束や下端（高
さ２０cm）の追加ネットを設置した。これは、以
前にあった柵内への落下物や風の吹込みによる帽
子・パンフレット・手袋などが現場に入っていた
ことから、事前の予防措置を行ったものである。
この構造を採用したことで、①仮囲い高さを１．８
mにすることが出来、公園の風景写真撮影でも
遠景の空や建物を写真に収めることが出来る。
②ネット部でも５０％程度の透視による視界が確保
できるため、角部分での通行人同士や自転車との
衝突を回避することができる。③設置から取外し
の４ヶ月間に維持補修はなく、期間中の最大風速

２２mでも異常はなかった（図―４）。
今回は、付近での観光客によく目についた喫煙
（歩きタバコ）が多いことから防炎シートを使用
したが、数カ所の煙草灰の跡があった（図―５参
照）。改善点としては、強風時のゴミや傘の付着
によるネットへの抵抗の増加や紫外線による土納
袋の腐食から重りの役目を果たさない状態に対す
る対応で，これは結束ネットも同じだが、一カ所
不具合が発生した場合は、同時期に同じ材料を使
用しているためすべての交換や補強の対応が必要
であると考えられる。

４．おわりに

今回行った仮囲い方法は、特殊な機械や資材を
使用せず、材料など一般流通品で施工を実施しま
した。H型鋼などを重りとして使用した場合は搬
入・設置・撤去などで機械を使用することとなり
ます。資材の搬入に制限のある場所や狭い箇所で
の設置など類似の条件では有効な方法の一つとし
て検討していただければと考えられます。

図―２ 同系色のクランプカバー設置

図―３ 設置完了（土のうによる重り）

図―４ ４か月後の仮囲い状態

図―５ 防炎シート、重ね結束
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１．はじめに

本工事は、延岡市浦城地区で、国道３８８号線と
県道浦城東海線の交差部に架かる「飛川橋」の架
け替え工事に伴う、橋梁下部工工事である。
工事概要
�１ 工 事 名：浦尻川飛川橋橋梁下部工工事（左岸）
�２ 発 注 者：宮崎県延岡土木事務所
�３ 工事場所：宮崎県延岡市浦城町
�４ 工 期：平成２６年９月３０日～

平成２７年５月３１日

２．現場における問題点

①設計上では仕方ない事だが、既設地盤高と鋼矢
板打込高がほとんど一緒であり、安全面を考える

と、非常に危険リスクが高い。
２４時間の片側交互通行規制になる現場では、一
般車両、通行者が鋼矢板を飛び越えて作業エリア
内に転落する、第三者災害の発生が懸念された。
②断面図に標記されているように、仮設土留め工
の鋼矢板打込ラインとフーチング面が接しており、
鋼矢板引抜作業に伴うフーチングへの衝撃負荷が
懸念された。また、鋼矢板本体に、フーチング生
コンの圧力が掛かり、引抜作業に支障が出てくる
可能性があった。
③国道舗装仮復旧後に、鋼矢板引抜部が地盤沈下
し、舗装が破損、沈下する可能性があった。

３．工夫・改善点と適用結果

①鋼矢板の長さを１ｍ長くし、打込高の高止まり

監理技術者

吉 川 真 人
Makoto Yoshikawa

宮崎県土木施工管理技士会

日新興業株式会社

現道と隣接した場所での橋梁下部工の施工について

６４
安全管理

図―１ 断面図

図―２ 鋼矢板を利用した転落防止対策
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施工行い転落災害防止対策を行った。結果、第三
者災害の発生は起こらず、発注者からも高い評価
を頂いた。
②発注者との協議により、鋼矢板接面のフーチン
グ型枠を残す事になったが、より鋼矢板引抜時の
衝撃負荷低減の為に、厚さ１０mmの梱包用衝撃吸
収材を２枚重ねでコンパネに貼り付けた。
結果は、埋戻し完了しているため目視できなか
ったが、負荷低減につながったと考えている。
また、鋼矢板の引抜作業にも支障がなく、スムー
ズに引抜できた。

図―３ 衝撃吸収材貼り付け（型枠設置）

③一次埋戻で、フーチングと鋼矢板との間を砂で
埋戻し、二次埋戻しを発生土砂で行い、鋼矢板引
抜完了後、バイブレーター（φ５０mm）と水を併
用して砂による埋戻しを行った。バイブレーター
と水を併用することにより、砂が地中に入ってい
くことが確認できた。鋼矢板打込みラインが、車
のタイヤ位置にも関わらず、今現在、舗装仮復旧
（舗装厚 t＝５０mm）解放後も不当沈下は見受け
られない。

図―４ バイブレーターと水を併用した埋戻し

４．おわりに

他にも、２４時間規制に伴い、予告看板の追加増
設を実施し、すべての看板にソーラー式の点滅灯
を装備して夜間時での看板 PRに努めた。
場所打ち杭施工時は、泥水の飛散防止の為、掘
削機械本体（チュービングマシン）に昇降式のシー
トを組立設置し、道路沿いにも固定式シートを設
置し飛散防止対策を行った。
第三者災害、通行車両のトラブル防止を、現場
の安全最優先事項として目標に掲げていたので、
クレームゼロでの完成は、本当にうれしい事であ
った。
民家が隣接する場所での、２４時間片側交互通行
規制、鋼矢板打込み、場所打ち杭などの工事では、
近隣住民の協力なしでは完成に至らない。
近隣住民に対しても、工事に伴った異変がない
か、こまめな個別対応を行い、電光掲示板などは、
発電機の使用により近隣住民に騒音の影響を与え
る為に、すべてソーラー式の器具を使用した。ま
た、作業中の騒音、振動が近隣住民及び通行中の
人に判る様に、電光表示式の騒音振動計を設置し
た。
現場全体として考えれば細かな事の積み重ねで、
特筆する内容ではないかもしれないが、地道な努
力の積み重ねを、発注者からも評価して頂くこと
ができた。また、近隣住民からも地元に対する取
り組み方を高く評価して頂き、工事進捗に協力し
て頂くことが出来た。
もちろん、地道な作業の積み重ねでも、原価は
必ず発生するので、会社の協力も不可欠である。
今後とも、現場の大小に関係なく、地道な努力、
工夫の積み重ねではありますが、必ず良い結果は
付いてくると信じ、施工管理を行っていきたいと
考えています。
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１．はじめに

工事概要
�１ 工 事 名：川原崎雨水幹線工事（第１工区）
�２ 発 注 者：延岡市上下水道局 下水道課
�３ 工事場所：延岡市川原崎町
�４ 工 期：平成２６年１１月１１日～

平成２７年８月３１日
本工事は、市街地で国道１０号と市道が交わる交
差点に２２：００～６：００まで市道を交通止めして推
進 φ１５０㎜ L＝２９．８０mを行い現場打ちマンホール
３．１０m×３．１０mを２基新設する工事である。

２．現場における課題

①架空線が鋼矢板施工時に支障となる。
②規制時間が翌朝６：００迄という制約がある。
③鋼矢板打込みでウォータージェット併用で起こ
る地盤の軟弱化（交通開放に支障）
④夜間作業での騒音・振動の発生
⑤推進施工による国道の陥没
⑥マンホール施工後の市道の陥没

３．対応策・工夫

①発注者・九電・NTTと現場にて、移設場所・
移設時期等の協議を行い工期の延期を前提とし
て、工事一時中止命令を出してもらった。
②区長及び近隣の住民に工事案内を配布し、工事
の理解と交通規制等の協力をお願いするととも
に、魚市場に対しては仲買人を通して迂回路の
説明を行った。また規制・解除がスムーズに行
える様に規制資材を車載し、片付けに時間的な
余裕もとった。
③ボーリング箇所で圧入機械とウォータージェッ
ト併用での試験施工を行い、現場の状況（地盤
の軟弱化）及び試験結果（入らなかった）から
超高周波バイブロハンマによる施工に変更した
事で交通開放に影響はなかった。
④騒音・振動が最も懸念される鋼矢板施工は、施

監理技術者

佐 藤 宗 近
Munechika Sato

宮崎県土木施工管理技士会

日新興業株式会社

市街地における推進及びマンホールの施工

６５
安全管理

図―１ 平面図

図―２ 推進概要図
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工前に区長及び近隣の住民へ案内文を配布し特
に立坑に隣接する住宅へは、発注者とともに戸
別訪問し工事への理解と協力を求めた。
施工中は騒音・振動を極力抑える様、防音
シートでバイブロハンマを囲い、圧入機械での
引抜きが可能な箇所では併用した。
その結果、鋼矢板打込み時に施工日程につい
て苦情があったが、係長・担当者と一緒に自宅
に伺い理解を得る事ができた。また引抜き作業
時に騒音・振動で寝れないとの苦情もあったが、
同じく係長・担当者と一緒に自宅に伺い理解を
得て、中断すること無く施工ができた。
⑤推進施工では、まず初期掘進段階で１本当たり
の推進延長と排泥タンクに取り込んだ土量を比
較して、この土質での大まかな掘進速度を把握
し、施工時も、その日の推進延長から掘削土量
を算出し、排泥タンクに取り込んだ土量と比較
しながら滑材・増粘剤、掘進速度の調整を行い
確実にクリアランス部分を埋め、掘削土量と裏
込め材とのバランスをとる事で国道の陥没防止
に努めた結果、既設路面の陥没は発生していな
い。
⑥マンホール完了後は、仮置きしている発生土（礫
混り砂質土）１層３０cm、路床部は再生クラッ
シャーラン１層２０cmで敷均し、ランマにて入
念に締固めを行った。しかし鋼矢板引抜き時の
振動により陥没が予想される為、引抜き箇所に
は、砂を入れてバイブレーターを用いて水締め
する事で市道の陥没防止に努めた結果、復旧後

の舗装面にクラック等は確認されていない。

４．まとめ

今回の現場では、推進及びマンホールでの道路
の陥没をどう抑えるかが重要な課題であった。
推進に於いては掘削し過ぎずに確実にクリアラ
ンスを埋める様に、速度を調整して慎重に推進す
る事で作泥量・掘削土量のバランスがとれ１日当
たり施工量は推進管１本分の２．４mと日数はかか
ったが（設計推進量４．９m）予定排泥量１１５m３に対
して１１７m３（この＋２m３には到達時の掘進機械の
洗浄水も含まれている）、作泥材の量ともほぼ設
計通りに施工できたと思う。
マンホールの埋戻しに関しては、１層毎丁寧に
敷均し、締め固めを行った。また鋼矢板の引抜き
箇所は材料費の問題もあるが、手間を惜しまずや
れる事はやって最善を尽くした事で陥没等なく舗
装面も良い仕上がりになったと思う。
市街での夜間作業という事で、騒音・振動の発
生、また翌朝６：００には交通規制を解除しなけれ
ばならないという時間の制約もあり大変気を使っ
たが、地元の人達の気持ちになれば夜間に寝れな
いという、大変ストレスになる状況であり、公共
工事だから仕方がないと言ってくれる方もおられ、
区長さんをはじめ殆どの方が協力的でありがたか
った。今後も地元の人達の立場に立って、コミュ
ニケーションをとりながら自然にやさしい工事を
心掛けていきたいと思う。

図―３ 排泥量の測定

図―４ 埋戻し状況
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１．はじめに

当工事は、既存のバスストップを改良し、ETC
専用のインターチェンジを築造する工事です。
工事概要
�１ 工 事 名：九州自動車道

小川スマートインターチェンジ工事
�２ 発 注 者：西日本高速道路株式会社九州支社
�３ 工事場所：熊本県八代郡氷川町大字高塚
�４ 工 期：平成２４年７月１８日～

平成２６年５月８日

２．現場における問題点

盛土範囲に一般道として使用されていたボック
スカルバートがあるため、設計ではボックス出入
口を中詰土で閉塞し、インターチェンジの路体内
に埋めるようになっていた。
しかし、内部が中空であるため、コンクリートの

経年劣化により高速道路の路面沈下、陥没の恐れ
があり、重大事故につながる事が予想されたため、
対処方法について検討、協議することにした。

３．工夫・改善点と適用結果

このボックスカルバートは、運用中の高速道路
直下にあるため取壊す事が出来ません。また盛土
後は内部に入れないため劣化の確認や補修、補強
をすることが不可能であるため、内部の充填確認
が出来るメンテナンスフリーの工法について次の
３案を検討することにした。①中詰土による全空
充填盛土②EPS軽量ブロックによる充填③気泡
混合盛土（FCB）による充填。前記の工法検討
に先だち、内部へ充填することにより、ボックス
部分が荷重増加する。よって、ボックス本体の沈
下を調査することにした。ボックスは直接基礎で
あることが解り、出入口部において土質確認のた
め試掘を行い、また近隣の調査ボーリングと照ら
し合わせた結果、当土質は強風化花崗岩（礫質土）
の地山であり、地耐力は問題ないと判断された。

工事作業所長

真 海 一 昭
Kazuaki Shinkai

佐賀県土木施工管理技士会
松尾建設株式会社

高速道路直下の既設ボックスカルバート閉塞方法の検討
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図―１ 高速道路直下のボックスカルバート

図―２ 設計（中詰土による閉鎖）
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工法①～③の施工後の沈下が高速道路本線に影響
するかを算出するため、沈下計算に用いる基礎地
盤モデルを記載する。

図―３ 基礎地盤モデル
沈下計算に用いる鉛直方向地盤反力係数（地盤
バネ）は強風化花崗岩層が半無限で堆積している
ものとして算出した結果、①中詰土では沈下量４．１
mm、②EPS及び③ FCBでは沈下量２．９mmと
なり、ボックス内を充填しても本線へ影響をおよ
ぼす沈下が生じる恐れは無いと判断した。次に強
度の検討を行った。施工深度が路体部になるため、
①は発生土を用いて転圧、②EPSは D―２０（許容
圧縮応力５０kN/mm２）、③ FCBは K０―３（一軸圧
縮強さ qu３００kN/m２）として、３案について検討
を行う事にした。
①の中詰土による全空間の盛土は、もっとも工
事金額が安価だが、盛土上層部の転圧が出来ない
ためボックス頂版部を支持することが出来ない。
②EPS、③ FCBは工事価格が高価であるため、
中詰土で施工可能な高さまで盛土を行い、その上
部を②、③で施工する方法について施工比較を行
った。

表―１ 充填工法比較表

②EPSは多能工で施工が可能で、特別な設備
が不要なことから施工性に優れているが、③FCB
の方が費用面で優位だった。表―１の結果③の気
泡混合盛土（FCB）を採用することにした。
施工ではプラントヤードの確保のため、FCB

圧送可能範囲内に造成を行った。また、セメント
サイロ及びセメント運搬車が通行できるように工
事用道路の整備を行い、プラントが稼働できるよ
うにした。FCBは水が浸透すると荷重が増すた
め軽量盛土の利点が活かされない。また、水分量
が多くなると強度が低下する。このためボックス
内に水が進入しても速やかに排水できるように、
FCB頂板及び側面部に排水ドレーンを設置し、
底面に地下排水管を設置した。これにより充填工
事は支障なく施工することが出来た。

４．おわりに

今回のボックスカルバートの充填は、高速道路
直下に位置している特異な条件であるため、高速
道路が運行される１００年以上先も健全である必要
があり、内空部の構造物化を目的として検討を行
った。二度とメンテナンスが出来ない箇所での施
工であるため、発注者、運行管理者と連携した施
工となった。今回の経験を生かして、さまざまな
施工にチャレンジしたいと思う。

図―４ ボックス内充填状況

図―５ ボックス充填後の完成全景
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１．はじめに

工事概要
�１ 工 事 名：町道平中通り２号線

（仮称・新龍光寺橋）橋梁架設工事
�２ 発 注 者：紀美野町
�３ 工事場所：和歌山県海草郡紀美野町動木
�４ 工 期：平成２５年９月２１日～

平成２７年２月２７日

旧橋は小学校や高等学校の通学路として利用さ
れているが幅員が狭く、老朽化もしていたため架
け替えが求められていた。新橋の建設は、和歌山
県が平成２７年１０月開催の和歌山国体までに進める
野上鉄道線路跡の道路化整備事業の一環として位
置づけられていた。
橋梁形式、架橋地点の地形、環境条件より架設
工法として手延べ式送り出し工法を選択した。

２．現場における問題点

２―１ 曲線送り出し
本橋は平面線形が曲率半径５００mの曲線桁であ
るため、曲線に沿った送り出しを安全かつ確実に
行う必要があった。直線構成の手延機を曲線方向
に送り出すと送り出し装置位置で横方向にずれが
生じることが予想されるのでこの対策が必要とな

る。
また、曲線桁を片持ち梁の状態で送り出すため、
内桁と外桁間および１主桁の左右の腹板間に生じ
る反力の不均衡が常に許容範囲内に収まるように
管理する必要があった。
２―２ 急勾配での送り出し
両岸にある橋台の相対的な標高差は縦断勾配に
すると４％になり、送り出しの勾配としては上限
に近い急勾配であった。このため送り出し設備の
転倒防止や桁の逸走防止が技術的課題であった。

３．工夫・改善点と適用結果

３―１ 曲線送り出し
送り出し架設のための軌条設備として軌条桁

監理技術者

宮 下 剛○

Takeshi Miyashita

現場代理人

中 川 正 博
Masahiro Nakagawa

担当技術者

小 竹 悟 史
Satoshi Kotake

日本橋梁建設土木施工管理技士会

三井造船鉄構エンジニアリング株式会社

急勾配の場所での単曲線送り出し架設

６７
安全管理

図―１ 新・旧龍光寺橋
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（形鋼H―４００）を敷設し、その上に軌条レール（５０
kgレール）を設置した。送り出し時のずれ量を
できるだけ小さくするため、橋梁の平面線形に近
い形状となるようH形鋼は長さ６m、軌条レー
ルは５mの部材を使用し多角形で曲線形状に近
似させた。
直線構成の手延機は、先端と連結構取付け位置
を送り出し曲線に合わせるように配置した。手延
機を曲線方向に送り出すと、送り出し装置位置で
橋軸直角方向にシフトする。曲率半径がR＝５００
mの桁を送り出す場合の最大シフト量を計算す
ると５２７mmとなるため、このシフト量に対応可
能な受梁を送り出しジャッキ上に配置した。架設
中は送り出しステップごとに算出したシフト量を
基に送り出し形状を管理した。送り出し方向は後
方台車と送り出しジャッキ位置で監視した。許容
を超えるシフト量となった場合には、送り出し装
置の水平ジャッキ、後方台車の調整装置にて方向
調整を行った。
主桁には斜角および曲率があり、また２主桁間
の張出し量に違いがあることなどにより、送り出
しステップによっては支点反力が過大となる場合
が懸念された。そのため、できるだけ実施工と整
合するよう送り出し装置位置を考慮した送り出し
ステップ２mごとの構造計算を行い、支点反力
を算出した。反力管理はそれぞれの腹板について
行い、送り出しステップごとに算出した左右腹板
の反力の最大値に不均等係数０．５を考慮した反力
を基準値として管理した。なお、架設時の腹板座
屈の安全性はこの基準値にて照査した。
また、送り出し中に個々の反力基準値を超過し
そうになったり支点反力が片側に偏った場合は送
り出し装置の鉛直ジャッキで反力を調整した。そ
の結果、支点反力は計画値と多少の差が生じたが、
計画値とほぼ同等の値で送り出すことができた。
３―２ 急勾配での送り出し
縦断勾配４％で送り出すためにヤードも同じ勾
配で造成した。送り出し時の転倒安全率１．２を
確保するため、ヤード延長は５０mを必要とした。

４０m付近にあった地元工場の搬入路も工場側の
協力でヤードとして使用することができ、転倒安
全率を確保できた。
主桁下面の勾配変化２％～８％に対しては、勾
配差が２％以下となるようジャッキ受梁および台
車受点にテーパーライナープレートを配置し、貫
通ボルトで固定した。
台車設備には推進用ジャッキとして５０t 水平ジ
ャッキを使用し、逸走防止のためにレールクラン
プジャッキを４軌条すべてに配置した。１回の最
大送り出し量は１．０mとしたが、送り出し方向に
外側の主桁を１．０m送り出した時、内側の主桁は
０．９８２mとなる。送り出し装置間に１８㎜のスト
ローク差をつけることによって、曲線方向へのス
テアリング機能を持たせるものとした。

４．おわりに

当初より懸念していた支点反力については、計
算値と実測値が異なるところもあったが、同様の
傾向で推移した。送り出し設備計画においては、
計算値に対し十分な不均等荷重を考慮していたこ
とにより、不具合なく送り出し架設を完了するこ
とができた。支点が近接している場合や支点が多
くなった場合には斜角や曲率および支点の高さの
影響を受けやすく、支点反力の移動が敏感であっ
た。今後、留意すべき点と考える。実施工におい
ては、送り出しステップごとの反力管理および調
整の必要性を強く感じた。

図―２ 送り出し架設状況
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１．はじめに

本工事は、高千穂町大字上野地内において、路
面切削工により舗装打換え工を施工する工事であ
った。

工事概要
�１ 工 事 名：平成２６年度交付広域第０１―０９―０１号

国道３２５号高千穂工区舗装補修工事
�２ 発 注 者：宮崎県西臼杵支庁土木課
�３ 工事場所：宮崎県西臼杵郡高千穂町大字上野
�４ 工 期：平成２７年９月１０日～

平成２７年１１月２３日
�５ 工事内容
舗装工 １式
路面切削工 １式（t＝１０㎝）
舗装打換え工（基層） １式（t＝５㎝）
舗装打換え工（表層） １式（t＝５㎝）
区画線工 １式
溶融式区画線 １式
高視認性区画線 １式

２．現場における問題点

施工箇所は国道３２５号線で、宮崎・熊本間を結
ぶ幹線道路であり、交通量は１日を通して多く、
特に大型車両の交通量が多かった。また、起点側

が１㎞を越えるトンネル出入り口からとなってい
た事や直線で見通しの良いことからスピードが出
やすく工事規制中の交通事故が懸念された。
このような現場事情から、交通事故防止および
渋滞緩和対策を講じ、安全な施工と交通規制の方
法が課題となった。

３．工夫・改善点と適用結果

工夫１：施工方法
施工方法として、通常１０㎝の路面切削工であれ
ば１回の施工で行うところ、交通量が多いことや
トンネル出入り口からの施工だった為、路盤での
開放は避け、まず１日目に全面（２車線）を５㎝
オープンカットで行い、２．３日目に片側（左・右
車線）をカットカバー（５㎝切削＋５㎝基層）に

現場代理人

申 田 善 聡
Yoshiaki Saruta

宮崎県土木施工管理技士会

日新興業株式会社

舗装工事における安全対策について
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図―１ 施工位置図
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て行い、４日目に全面５㎝表層で施工した。
通常施工
①路面切削 t＝１０㎝（全面）
②基層 t＝５㎝（全面）
③表層 t＝５㎝（全面） 計 ３日施工
今回施工
①路面切削 t＝５㎝（全面）
②切削５㎝＋基層５㎝（左車線）
③切削５㎝＋基層５㎝（右車線）
④表層５㎝（全面） 計 ４日施工
施工方法としては経費が嵩む方法ではあったが、
通行車両の安全な走行を確保するよう安全性を考
慮した。
工夫２：工事内容、規制情報の周知
工事内容・交通規制情報の周知を図るため、起
終点側２箇所に交通規制予告看板を設置し、規制
日・時間・規制形態・工事内容を掲示した。この
ことにより、施工時において通行車両の迂回の促
進と通行車両の削減が行え、交通事故防止および
渋滞緩和につながった（図―２）。

図―２ 情報看板

工夫３：工事規制（視認性の向上）
警察署・道路管理者と協議した結果、トンネル
内での規制は行わないことと決まり、通行車両に
支障の無いよう車線変更を早期に認識してもらう
ために、トンネル内に設置する工事看板（この先
車線変更など）は高輝度看板とした。また遠方か
ら車線変更箇所が早期に認識できるよう LED式
標示板や LED式矢印版を設置し、通行車両に対

して視認性の向上に努めた。
また、ソーラー式機材を使用することでCO２
排出の削減や発電機による騒音抑制など、周辺環
境にも配慮した（図―３）。

図―３ 標示板・矢印版

工夫４：周辺住民・交通機関への周知
今回の施工では、片側交互通行の交通規制を伴
うため、事前に周辺住民やバス会社などに対して、
工事内容、工事規制内容などを示したリーフレッ
トを配布し理解と協力をお願いした。

４．おわりに

これらの対策を行った結果、工事期間中トラブ
ルなどもなく、無事に完工することができた。
実施内容を振り返れば、原価管理の面でかなり
の負担増になってしまったが、一般者とのトラブ
ルが１件も発生する事無く、完成できたことは、
「一般者とのトラブル０件」を目標に現場を進め
てきた者にとって、満足いく結果であった。
現場の問題点や課題について多くの意見を基に
効果のある工夫と対策を実施することにより、施
工に対してのクレームや交通事故もなく、スムー
ズな交通規制と現場施工が実施できたと考える。
施工にあたっては、現地状況を把握し現状に応
じた計画、周辺住民への配慮、また、作業従事者
一丸となって工事を進める大切さを感じた現場で
あった。

－２９４－



１．はじめに

仙台港区中野地区では、船舶の大型化への対応
や混雑緩和を図るため岸壁（―１４m）と当該岸壁
の付帯施設として仙台港内にポートサービス船を
係留できる施設を整備している。
本工事は、このポートサービス船を係留施設の
基礎部分（―６．５m以深）の施工を行う工事であ
る（図―１、２参照）。

工事概要
�１ 工 事 名：仙台塩釜港仙台港区中野地区岸壁

（―１４m）付帯施設基礎工事
�２ 発 注 者：国土交通省 東北地方整備局
�３ 工事場所：仙台塩釜港仙台港区
�４ 工 期：平成２６年３月１７日～

平成２７年３月１６日
�５ 工事内容
・基礎捨石（３０～８００kg）投入・均し

V＝２３，５１８m３、S＝１４，４０９m２

・被覆石（１，０００kg）投入・均し
V＝４，６５８m３、S＝３，３１１m２

・消波ブロック水中仮置き
テトラポッド１６t 型、N＝３３９個（流用品）

・既設消波ブロック撤去
テトラポッド１６t 型、N＝１６４個

・消波ブロック据付（水中、乱積）
テトラポッド１６t 型、N＝５０３個

２．現場における課題

今回の消波ブロック据付は、層厚１個分の乱積
みであるが、ケーソン据付時に必要な水深を考慮
すると、１層に整列して据え付ける必要があった。
仙台港の港内は透視度（水中視界）が悪く、潜
水作業は一年の大半が手探りに近い状態となる。
また、施工位置は、沖側に新防波堤があるもの

現場代理人

黒 澤 寛○

Hiroshi Kurosawa

監理技術者

加 藤 聡
Satoshi Katoh

東京土木施工管理技士会

あおみ建設株式会社

悪視界（水中）での消波ブロック据付作業について

６９
安全管理

図―１ 施工位置図

図―２ 標準断面図
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の旧防波堤の外側で航路に近い（約２００m）場所
でもあり、波浪と大型船の航跡波にも留意する必
要があった。
以上のことから、水中の視界不良時での潜水士
作業について、より危険を少なくする工夫が求め
られた。

３．工夫・改善点と適用結果

消波ブロックの据付は、１００t 吊程度の起重機
船で施工可能であるが、２００t 吊起重機船を使用
して船体の動揺を少なくした。また、特に航跡波
の大きなフェリーの通過時は時刻表と監視船によ
り確認し、作業の一時中止等を行った。
消波ブロック据付作業には、玉掛治具として遠
隔式玉外し機『U４』と水中カメラを使用し、潜水
士の玉掛作業をできるだけ減らした（図―３参照）。
遠隔式玉外し機を使用することにより潜水士の
作業は、消波ブロックの据付状態や位置確認のみ
となる。そのため、吊荷に近づいての玉外し作業
がなくなるため、潜水士を退避させた作業が可能
となり吊荷による挟まれ、ワイヤーの落下による

災害等が回避できた。また、消波ブロック吊り込
み時や旋回時に起重機船が搖動し、吊荷の外れに
よる災害が軽減できた。その上、通常より高めの
波浪時でも作業が行えた（図―４参照）。
水中カメラを使用することで玉外しが正しくで
きたことを画面で確認できたため、ワイヤーが引
っ掛ってのしゃくり上げがなく、次の作業への進
行がスムーズにできた（図―５参照）。さらに、船
上での玉掛作業も惑うことなく通常作業と同じよ
うにできた。
なお、消波ブロックの据付能力は、潜水士が設
置した旗付きの竹を目安に行うため、起重機のオ
ペレーターの技量で変わると思われた。

４．おわりに

遠隔式玉外し機を使用した感想として、視界が
良い（機械に取付けてあるカメラで据付け状態が
確認できる）場合や大深度（潜水士での作業が困
難または著しく制約される）のような場合では、
作業が従来の潜水士による玉外しに対し、大幅な
施工性の改善が望めると思う。また、遠隔操作で
玉外しができることから、天候不良に伴う作業休
止が軽減できると考える。
さらに、ブロックを正確な位置に吊込み・据付
けができる『ブロック据付け支援システム』を併
用すれば、より効率的な据付作業が可能となると
考える。
このようなブロック据付作業に係わる新技術が
設計段階で採用されることを望む次第である。

図―３ 遠隔式玉外し機

図―４ 消波ブロック据付状況

図―５ 水中カメラでの玉外し状況確認

－２９６－



１．はじめに

工事概要
�１ 工 事 名：府民公募型安心・安全整備工事
�２ 発 注 者：京都府丹後土木事務所
�３ 工事場所：京都府与謝郡伊根町亀島他地内
�４ 工 期：平成２５年９月６日～

平成２６年３月２５日
本工事は、急傾斜地の落石防護柵の老朽化に伴
った交換工事である。
工区が複数あるが、全て家屋の間を通り、搬入
出を行わなければいけないため、人力運搬にて急
傾斜地で落石防護柵の交換を行う。
本報文は、重量物となる落石防護柵を搬入する
際、高所からの作業員の転落や、重量物の落下に
よる被災、といった甚大な災害を未然に防ぐため

の安全管理方法について述べる。

２．現場における問題点

現場周辺状況として、急傾斜地の法裾に住居が
密集しており、住居も舟屋という特性上、海に近
いため土地が少なく、クレーン等を設置しての作
業が不可能であった。
施工箇所まで落石防護柵等の重量物を搬入する
ことが必要であるが、資材搬入経路が急勾配（最
大傾斜角４６°）、かつ資材重量も最大１５９kgと非常
に重いため、人力のみでの搬入は危険を伴い困難
を極めることが予想された。
そこで、作業員が高所へ重量物を直接的に搬入
せず、どのようにして、落石防護柵を確実かつ安
全に搬入するかが課題であった。

工事部技術部長

安 里 政 男○

Masao Asato

工事部主任

西 田 達 哉
Nishida Tatsuya

代表取締役副社長

西 田 英 生
Nishida Hideo

京都府土木施工管理技士会

西田建設株式会社

急傾斜地での昇降装置採用による安全管理について

７０
安全管理

図―１ 急傾斜地 高さ約２０m 図―２ 傾斜角４６°の搬入路

－２９７－



３．工夫・改善点と適用結果

３―１ ベビータワーによる昇降作業
作業員が高所へ直接防護柵を搬入するのは、滑
落等の可能性が高く、大変危険であるため、施工
条件に適合する、何らかの装置の使用を検討した。
その結果、昇降重量・対応勾配角度・設置の容
易性・省スペース・低騒音等といったものを満た
すものとし、ベビータワー式の昇降装置を取付け、
施工を行うこととした。
図―４は実際に、昇降装置に１５９kgの落石防護
柵を積み、傾斜角４６°搬入経路を進行している図
である。

３―２ 人力による高所への搬入作業の制限
落石防護柵を昇降装置へと積載する際に、３m
程の擁壁を超えなければならない工区が存在した

が、作業員が足場の悪い中、重量物を担いで擁壁
天端へと上がる、という危険行動を抑制する必要
があった。
そのため、擁壁天端に作業場を設け、そこにス
ロープを作製し、さらに櫓を組み、滑車を設置し
た。
そして、電動のウインチを作業場に設置し、滑
車と共に使用することで、重量物を擁壁天端へ、
直接引上げることが可能となった。

４．おわりに

施工場所が高所かつ急勾配で、冬季であったこ
とから、積雪があるという、施工が非常にし辛い
環境であり、少しの気の緩みで死亡事故といった、
甚大な災害が生じる可能性が高い現場だった。
そのため、安全管理を徹底する必要があったが、
ベビータワー式の昇降装置を使用することで、重
量物の落下、作業員の墜落も無く、安全に施工を
行うことが出来た。
これにより、作業効率が向上し、工程にゆとり
が出来たため、安全管理を徹底することが出来、
作業員一人一人がしっかり安全意識を持って作業
を行うことが出来たと考える。
※１ 図―３は下記のURLのものを引用した。

http : //www．tominokikou．co．jp／１２．pdf#search=’%E

３％８３％A１％E３％８２％A４％E３％８３％９B%E３％８２％A６＋

％E３％８３％９９％E３％８３％９３％E３％８３％BC%E３％８２％BF

%E３％８３％AF%E３％８３％BC’

図―３ 昇降装置「ベビータワー」※１

図―４ 落石防護柵の搬入状況

図―５ 櫓を使用した搬入状況
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１．はじめに

工事概要
�１ 工 事 名：ペンケ歌志内川河川情報基盤整備

工事（放水路トンネル呑口部）
�２ 発 注 者：北海道空知総合振興局

札幌建設管理部
�３ 工事場所：北海道空知郡上砂川町
�４ 工 期：平成２７年１０月９日～

平成２８年２月１０（１２５日間）
この工事の施工箇所の放水路トンネルは砂川市
街を並走するように流れるペンケ歌志内川とパン
ケ歌志内川を結ぶ放水路のトンネルである。昭和
６３年の洪水では市街地一帯と中流の農地が大きな
被害を受けたことから、平成６年から着手し１０年
に完成した、パンケ歌志内川からペンケ歌志内川
へ洪水の一部をトンネルで分流する為に作られた
施設である。
工事はトンネルの継ぎ目からの漏水で冬期間に
凍結しトンネル内の電力ケーブル、通信ケーブル、
光ケーブルを破損させた部分の修繕をする工事だ
った。主な工事内容は既設ケーブルラック撤去５５
ｍ、配線撤去工４６４ｍ、配線工５３５ｍ、アーチ・ド
レン導水樋取付工５５ｍ、足場工（枠組足場）１，９６２
掛ｍ２。１０月中旬から１２月末までの施工予定とな
っていた。

２．現場における問題点

工事は冬季間のかかる時期での施工の為、放水
路トンネルへの出入りは既存の階段を利用して現
場へ昇降するため、階段に氷雪が付着し転倒、転
落の恐れがあり、入場する場合の安全確保が懸念
された。また、工事個所は洪水の場合、分流する
為の施設であることから河川の水位が上がれば放
水路内へ自然に流入してくるので、作業中の安全
を確保する事が重大な問題とされた。

現場代理人

高 橋 幹 夫
Mikio Takahashi

（一社）北海道土木施工管理技士会

小川組土建株式会社

昇降施設の安全確保と公開情報の活用

７１
安全管理

図―１ 既存の鋼製階段

図―２ 放水路トンネルの仕組み

－２９９－



３．現場での検討

３．１ 現場入場時の使用する階段について
発注は１０月なので降雪はなかったが、鋼製の階
段を昇降した所、降雨で濡れた階段は滑りやすい
上に、高さが５m程ある事から足を滑らせて転
倒した場合、転落する恐れがある事が判った。現
場で降雨、降雪時の安全確保の対策として階段を
囲い、足元が乾いた状態で昇降できるようにシー
トで養生をした。

図―３ 階段のシート養生

図―４ 降雪後の階段とロリップ使用

階段に親綱を張り、ロリップを使用し転落防止
として活用した。その結果、転落などの事故はな
かった。
３．２ 大雨が降った場合の作業の安全確保
最近はゲリラ豪雨とよばれる集中した降雨が起
こる事から、河川の急激な水位上昇が起こる場合
が予想された。河川増水による放水路内への流入
があった場合、放水路トンネル内での作業の為す
ぐには避難できない恐れがあった。

図―５ 足場上での作業（トンネル上部）

降雨量で危険予知ができればと考え、気象庁で
情報公開している高解像度降水ナウキャストを利
用し豪雨の様子を常時確認し、尚且つ、札幌建設
管理部で公開している川の防災情報より、工事現
場上流１ｋｍ地点に設置しているパンケ歌志内川
雨量局の降雨量を確認して、現場での降雨による
作業中止基準を決め、安全訓練で作業員に周知徹
底し安全確保に努めた。

図―６ 上流雨量局とパソコン画面

図―７ 降雨による作業中止基準

観測した結果、降雨量最大１０mm／ｈ、累加雨
量最大２５mmと作業を中止するような降雨はなか
った。

４．おわりに

今回の工事では、特に放水路トンネル内での工
事という特殊な現場だったが、作業の安全確保の
為、事前に危険な要因、公開情報はないか調べ、
自然への対応を臨機応変に行わなければ、重大労
働災害につながる事が予想されました。今後この
ような現場を担当することがあれば今回の経験を
生かし、安全第一で作業できるようにしたいと思
います。

－３００－



１．はじめに

工事概要
�１ 工 事 名：新東名高速道路

国道１２９号橋（鋼上部工）工事
�２ 発 注 者：中日本高速道路㈱東京支社

厚木工事事務所
�３ 工事場所：神奈川県厚木市戸田
�４ 工 期：平成２４年１２月１３日～

平成２７年７月３０日
本工事は、新東名高速道路海老名南 JCT～御殿
場 JCT間のうち、国道１２９号と交差する鋼３径間
連続細幅箱桁橋（本線）とその南側の鋼３径間連続
鈑桁（市道）の架設、床版、橋面および付属物工事
であり、同区間の最初の架設工事であった（図―１）。

国道１２９号は、神奈川県平塚市の国道１３４号と相
模原市の国道１６号を結ぶ国道である。途中、国道
１号の交差、国道２４６号との重複、東名高速道路
厚木 ICの接続があり、この地域の交通の大動脈
である。
本稿は、国道１２９号橋の施工のうち、国道１２９号
に関する安全対策について報告する。

２．現場における問題点

国道１２９号の安全且つ円滑な交通を保つため、
以下の点に留意した。
�１通行止めによる交通の混乱
架設時、国道１２９号を通行止めにすると迂回路
を設置しても交通の混乱を招くことになる。
�２交通規制による渋滞の発生
足場組立解体時等、車線規制を行うと渋滞が発
生することが予想される。
�３橋上からの飛散物による交通事故の発生
強風時橋上から資機材の細かい材片などが飛散
したり、コンクリート打設時橋上からコンクリー
トが飛散し橋下の通行車両に支障を来すと交通事
故が発生する恐れがある。
�４近接工事間の連絡ミスによる交通障害の発生
別工事が工事用道路を塞いでいるときその又別
工事の大型車両の国道からの進入を邪魔すること
により大型車両が立ち往生するなど近接工事間の
連絡ミスのよる交通障害の発生が考えられる。

現場代理人

中 村 義 明○

Yoshiaki Nakamura

監理技術者

荒 井 正 俊
Masatoshi Arai

現場担当者

望 月 竜 太
Ryuta Mochizuki

日本橋梁建設土木施工管理技士会

川田工業株式会社

国道１２９号橋の安全対策

７２
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図―１ 施工箇所図
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３．工夫・改善点と適用結果

前述の問題点に対し、以下の対策を実施し効果
を得た。
�１通行止めの回避
国道１２９号は南行き２車線、北行き２車線の道
路である。桁架設時は南北１車線ずつの夜間対面
通行として、通行止めを回避した。ベントを中央
分離帯に１基設置して、東西のヤードで主桁、合
成床版、検査路および排水装置を含めた地組立を
行い、大型クレーンで一括架設を行う事で交通の
混乱を防ぐことができた（図―２、図―３）。

図―２ 東側架設図

図―３ 西側架設図
�２交通規制回数の低減
桁架設後、国道上での吊足場設置を無くすため、
地組立時、現場塗装を完了させ、検査路および排
水装置等の付属物も設置することで吊足場の設置
および撤去時に行う交通規制を無くすことができ
た。交通規制を行ったのは、後述の飛散防止対策
で設置したネット設備（図―４）の撤去の２回の
みであった。
�３橋上からの飛散防止対策

合成床版側鋼板の外側に飛散防止対策用のネッ
ト設備を地組立時に設置した。
さらに、個別の飛散防止対策として、下記２点
を実施した。壁高欄の型枠作業では、壁高欄内型
枠をプレハブ化したものを現場搬入し、高所での
型枠加工を不要にし、細かい材片等の飛散を防止
した。
壁高欄コンクリート打設時には、前述のネット
設備に加え壁高欄外側に飛散防止用のパネルを設
置して、コンクリートの国道上への飛散を防止した。
�４近接工事間の連絡ミスによる交通障害の発生の
防止
本工事箇所は、中日本高速道路株式会社の新東
名高速道路建設事業の他に神奈川県の国道１２９号
戸田交差点の立体化事業も行われていた。さらに、
新東名高速道路に支障となる送電鉄塔の移設工事
も行われていた。工事用道路を共有しているため、
封鎖する作業があると他の工事に支障を来すこと
で交通障害を招く恐れがあった。そのため、出入
口を東西ヤードで２箇所ずつ設置した。本工事は
出入口の最も近くであったため、その運用管理に
積極的に関与し連絡ミスによる交通障害の防止に
寄与した。

４．おわりに

本工事箇所は、新東名高速道路建設事業の他に
国道１２９号戸田交差点の立体化事業も行われてお
り、それぞれの発注者および施工業者が一致団結
して安全に対する共通認識を持って施工にあたっ
ていたことが印象的であった。

図―４ 飛散防止対策用のネット設備
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１．はじめに

東京湾岸道路は、東京湾周辺の横須賀、横浜、
川崎、東京、千葉、木更津および富津等の諸都市
を連絡する幹線道路であり、内陸部主要路線の交
通緩和を図るとともに、湾岸地域に立地する諸都
市、諸施設の機能の効率化を目的とした道路とし
て、今後の国際コンテナ貨物増加（神奈川県区間）
に向け、京浜港の物流の円滑化にも寄与する。
本工事は、東京湾岸道路の一般道路である国道

３５７号の神奈川県区間約３５．１㎞のうち、平成１６年
４月に暫定２車線で開通した横浜ベイブリッジ下
層の一般部を本牧地区に延長約２．３㎞延伸させる
事業の一部であり、平成２７年度に開通を予定して
いる。
ここで報告する本牧地区２号橋は、首都高速湾
岸線とダブルデッキ構造となる一般国道３５７号東
京湾岸道路において、本牧ふ頭A突堤コンテナ
ターミナル内の桁下空間が制限された上部工の架
設作業であった。
工事概要
�１ 工 事 名：湾岸道路本牧地区２号橋上部工事
�２ 発 注 者：国土交通省関東地方整備局

横浜国道事務所
�３ 工事場所：神奈川県横浜市中区本牧ふ頭地先
�４ 工 期：平成２６年２月８日～

平成２７年３月２７日

�５ 工事諸元
橋梁形式：３径間連続鋼箱桁（P７～P４間）
桁 長 １６７．５m（５２．１２５＋５７．０００＋５５．７５０）
総幅員 暫定時１１．５m（完成時１２．７５m×２）
総重量 約８９３t

２．現場における問題点

本工事における問題点を以下に示す。
�１供用中の首都高速湾岸線と上部工とは約７m
の離隔しかない直下での架設作業
標準案では、先に橋脚部の桁架設をジブ仕様の
油圧クレーンを使用して離隔（１m以上）を確
保して行う。次に橋脚部の吊上げ装置を用いて、
各径間単位に地上で地組みした箱桁ブロックを一
括架設するものであった。
したがって、クレーンブームが首都高速湾岸線
と接触するリスクがあった。これを解消する架設
工法を検討する必要があった。
�２狭い施工ヤードと設置を制限されたクレーンに
よる架設
コンテナターミナル内の山側（G２桁側）は、
施工ヤードとして狭く、電柱・架線との干渉を避
ける必要がある。海側（G１桁側）ヤードの使用
は、国道３５７号の延伸事業にあわせ、横浜市港湾
局発注の新たな出口ランプ設置にともなう下部工
事と施工時期が重複し、桁架設時における大型ク
レーンの設置箇所が限定された。

監理技術者
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�３強い海風と縦取り時の水平力への安全確保
ふ頭内であるため東京湾からの強い海風が吹く
場所での作業となるため、突風などの横荷重に対
する構造安定性の確保と、桁の縦取りなど重量物
移動時の水平力の安全性を確保する計画が重要と
なった。

３．問題点への対応策

�１湾岸線との離隔を十分確保するため、高速道路
の桁下１０mの高さで全長にわたりベントおよび
軌条を設置し、台車を用いて縦取りする架設とし
た（図―１）。
特に、桁架設はクレーンブームの接触を解消す
るため、軌条ラインより約７m低い位置の設備
上で桁を地組み、軌条上への桁荷揚げ設備として
リフトアップ装置を使用した。横縦桁および付属
物の取付けについても同設備上で行った。地組み
完了後、軌条ラインの高さまでリフトアップを行
った（図―２）。
リフトアップ装置（SBL１１００×４台）には、耐
荷重９４０kN／台（作用荷重約６１１kN／台）でストロー
ク量７，２００mmのものを用いた。
�２ヤードが狭く、クレーン設置位置も制限される
といった諸条件をふまえ、起終点の桁平面線形量

（軌条基準ラインと桁のずれ量）が１／２となる３
径間の中央径間（P６～P５間中央）をリフトア
ップ装置による桁の地組み場所として限定し、海
側（G１桁側）の１３０t 吊オールテレーンクレーン
により桁の供給を行うこととした（図－３）。
�３水平力として仮設備の設計に用いる地震荷重に
おける水平震度と通常の２倍の完成系の設計水平
震度（kh＝０．１２５×２＝０．２５）、ベント設備は高さ
が２０m以上のため設計風速についても２倍の完
成系の設計基準風速（４０m/s）で照査した構造と
し、安定性の向上を図った。
G１、G２桁を単材でなく平面ブロックで地組
みすることにより、縦取りする桁の支持点幅が１．９
mから約１２．６mに広がり転倒安全率（約６倍）が高
まり、桁縦取り時の安定性が向上した（図―４）。

４．おわりに

桁下空間が制限された中でリフトアップ装置を
用いて安全に架設することができた。本報告が今
後の類似工事の参考になれば幸いである。
最後に、施工にあたり多くのご指導、ご協力頂
いた関東地方整備局横浜国道事務所、横浜市港湾
局をはじめとする関係者の皆様に深く感謝申し上
げます。

図―１ 縦取り架設状況

図―２ 地組み桁リフトアップ状況

図―３ 桁の荷揚げ地組み状況

図―４ 桁平面ブロック化による縦取り状況
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１．はじめに

本工事は、一関地区事故対策事業の一環で、国
道４号の歩行者・自転車通行空間の確保や交通渋
滞・事故の削減を図るため、既設の一関大橋に平
行して新橋を架設する工事である（図―１）。
本稿では、供用中の既設橋に近接して施工する
際の安全対策、冬季施工における現場塗装の品質
と工程の対策について報告する。
工事概要
�１ 工 事 名：国道４号 一関大橋上部工工事
�２ 発 注 者：国土交通省東北地方整備局
�３ 工事場所：岩手県一関市萩荘字中町～山目字

立沢地内
�４ 工 期：平成２６年１月２２日～

平成２７年３月３０日
�５ 橋梁諸元
・構造形式：７径間連続非合成鈑桁橋
・橋長：２５２．２５ｍ
・支間長：２５．６＋３５．８＋２＠３６．１７５＋２＠３５．８＋３５．６m

２．現場における問題点

本工事は、架設位置が供用する国道４号に並行
しており、既設橋床版側面からの離隔が０．５m程
度と近接した位置への桁架設を、約２５０mの長い
範囲で行うことになる。また、隣接する一関大橋

北交差点付近では朝夕の交通量が非常に多く、既
設橋上で渋滞が発生すること、近隣に学校が多く
通学路であること、さらに、架設範囲のほとんど
が河川区間で風が吹き抜けやすいことから、国道
利用者および既設構造物に対する吊り荷の接近や
接触が懸念された。
また、A１～P４間の現場塗装工は、冬季施工
で低気温が予想される２月の施工のうえ、河川上
のため気温が低下しやすいことや積雪による工程
遅延が想定されることから、塗装品質を確保しな
がら工程遅延を防止する対策が必要であった。

３．工夫・改善点と適用結果

既設橋に最も近接する縦桁 ST１とUG１・UG
２桁を十分な離隔が取れた位置で架設し、箱状に
連結してからチルホールおよびチルタンク等を用
いた横引き装置で所定の主桁位置まで約２．６mの
横移動を行った。これにより、国道に近接した架
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日本橋梁建設土木施工管理技士会

株式会社巴コーポレーション

既設橋に近接した架設時の工夫について
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図―１ 断面図
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設の回避と接触災害の防止が図れた。なお、架設
は、非出水期施工が条件だったため、A２～P４
間、P４～A１間の２回に分けて行なった。
国道への吊り荷の接近監視には、レーザーバリ
アを使用し、吊り荷を検知すると警告灯と無線が
自動的に作動して作業員とクレーンオペレータへ
注意喚起する「吊り荷監視システム」を構築した。
既設橋からの離隔が１．５mの位置に警告網、２．５m
の位置に警戒網を配置して２段階の監視を行った
（図―３）。これにより、吊り荷を停止するまでの
移動を考慮した安全管理が行え、走行車線へ吊り
荷が侵入するリスクの低減が図れた。
また、既設橋は鋼製高欄で風通しがよいため、
作業中の飛散物による被害が懸念された。そこで、
１mm目メッシュシートを用いた高さ１．８m程度
の遮へい設備を横移動前のUG１桁上に設置する
ことで、路面とほぼ同じ高さで作業する桁連結、
塗装、吊りピースの切断、吊り荷の玉掛け等で発
生する粉塵、塗料、資材等の飛散を防止した。
A１～P４間の現場塗装工では、塗装部周辺の
気温および湿度の調整が可能で、積雪時にも施工
ができるように現場塗装養生設備を設置した。養

生設備は、全面シート養生とジェットヒーターに
よる暖気養生により行い、塗装品質の確保と工程
遅延の防止を図った。その結果、降雪や強風また
朝露等の気象条件に影響されることなく塗装工事
を進捗することができ、足場解体を含めて工期の
１０日前に工事を完了することができた。

４．おわりに

供用道路に近接した施工条件において、上記の
ような工夫をすることで、安全に桁を架設するこ
とができた。また、塗装作業による遅延を防止す
ることで、工期内施工を厳守することができた。
本工事の施工に当たり、国土交通省東北地方整
備局岩手河川国道事務所ならびに水沢国道維持出
張所の方々に多くのご指導、ご協力を頂いた。こ
こに厚く御礼申し上げます。

図―２ A２～P４間の横移動状況

図―３ ２段階吊り荷監視システム

図―４ 現場塗装養生設備配置図

図―５ 現場塗装養生状況
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１．はじめに

本工事は、三池港、佐賀空港などの広域交通拠
点及び大牟田市、柳川市、大川市、佐賀市、鹿島
市など有明海沿岸の都市群を連携することにより、
地域間の連携、交通促進を図るとともに一般国道
２０８号等の混雑緩和と交通安全の確保を目的とし
て計画された有明海沿岸道路延長約５５ｋｍの地域
高規格道路の一部で、柳川市三橋町内において大
型函渠を設置する工事である。
工事概要
�１ 工 事 名：福岡２０８号三橋地区函渠（４号）工事
�２ 発 注 者：九州地方整備局福岡国道事務所
�３ 工事場所：福岡県柳川市三橋町蒲船津地内
�４ 工 期：平成２５年５月１５日～

平成２６年３月２８日

２．現場における問題点

当該現場は、隣接して同種工事が他４現場あり、
工期の関係上、同時施工であった。又、大型クレー
ン（２２０t 級）を使用し施工する事から、施工方
法・安全管理等の課題があった。
① 大型函渠設置工事全５業社が近接し同時施工
する為、ボックス材料の製造日程、施工順番、
工事用道路の計画等の課題があった。
② 大型クレーン（２２０t 級）を使用してのボッ

クス据付け作業では、クレーン作業計画、施工
方法、吊作業時での安全管理の課題があった。
③ 付帯工で近接水路のブロック積を施工する際、
水替完了時に既設水路の水位が高い為、降雨時
などに既存仮締切（大型土のう積）からの越流・
仮締切崩壊等の課題があった。

３．工夫・改善点と適用結果

以下の対策・工夫を実施した。
① 近接工事の現場施工対策
大型函渠設置工事全５業社にて安全協議会
（図―２）を発足させ、まず、業者間の函渠施工
順番を決め、ボックス製品の製造日程等を協議し
各業者の工程管理に反映させた。又、近接しての
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施工であった為、事前に工事用道路の使用計画打
合せを近接業者で行い、同時施工による輻輳を軽
減した。その他、安全協議会にて施工上の問題点
解決・情報の共有化を密に図る事により、各業者
の連携がとれた現場施工ができた。
② 大型クレーン施工時の安全対策
大型クレーン搬入前、現地にてオペレーターと
クレーン設置位置確認を行い仮設敷鉄板、作業半
径、材料搬入車輌の設置位置等を入念に打合せ、
作業計画を立てた。据付作業においては、オペレー
ターからの目視だけでは据付箇所の視認性に欠け、
手元作業員との無線だけでの作業となる為、ク
レーンジブ先端にカメラ（ズーム機能付）（図―３）
を設置し、据付状況、作業員の位置等が、運転席
にて確認できるモニター及び無線連絡による作業
で事故防止に努めた。又、カルバート据付作業時
（大型クレーン吊作業）は、本社支援による安全
パトロールを作業日毎に行い、現場特有の安全点
検事項を入念にチェックした。この安全対策を講
じた事により、大型クレーンでの据付作業を安全
に施工する事ができた。
③ 近接水路の高水位に対する仮締切の工夫
まず、近接水路の水位調整を行う為、関係各所
へ打合せに出向き、水門調整等にて水路内水位を
可能な限り落とした。尚且つ、降雨時などにより
仮締切から越流し崩壊、水没する恐れがあった為、
（図―４）に示すとおり、既存の締切箇所と併せて

別に１箇所締切を増設し、２重締切にて対応した。
この工夫策を講じた事により、水路内施工中、
降雨により水位が上昇し既存の締切から越流した
時、増設した強固な締切により水流を止める事に
より、施工箇所の水没を防ぎ、安心して水路内施
工を行う事ができた。

４．おわりに

今回工事では、大型函渠設置工事全５業社合同
の安全協議会設置により、打合せを密に行うこと
で、連携がとれた現場施工ができ、大型クレーン
施工時の安全対策も併せて徹底して行う事ができ
た。近接水路内施工においても、２重締切設置に
より水没もなく、安心して施工でき、工期内無事
故で完成する事ができた。

図―２（毎月５業社合同 安全協議会）

図―３（クレーンカメラ搭載）

図―４（２重締切）
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１．はじめに

本工事は、広島県北部建設事務所庄原支所発注
の、県道東城西城線のバイパス工事であり、現道
の県道東城西城線に接続する工事である。
工事概要
�１ 工 事 名：主要地方道東城西城線

道路改良工事（単独）
�２ 発 注 者：広島県北部建設事務所庄原支所
�３ 工事場所：広島県庄原市東城町保田
�４ 工 期：平成２７年６月１８日～

平成２７年１１月３０日
設計条件
道路規格：第３種、第４級
工事延長 L＝７００ｍW＝５．０m
掘削V＝２，３７０m３ 路体盛土V＝１，０００m３

路床盛土V＝１，１００m３ 車道舗装A＝１，７２０m２

２．現場における問題点

掘削を行う箇所が、現在供用中の県道東城西城
線沿いの山林であり、市営バスの運行ルートでも
ある。
①当初設計では土工用仮設防護柵（B型）を設置
し掘削作業を行う予定であったが、現在供用中の
県道東城西城線は道路幅員が約３．０mと狭いため、
土工用仮設防護柵（B型）を設置する際の支保杭

が現道上にはみ出し、道路幅員がさらに狭くなり、
検討が必要である。
②掘削切土部は小段が２段あり、掘削土量の約４
割の土量が片切り掘削である（図―１）。また、土
工用仮設防護柵内での作業となるため、作業箇所
が狭く、重機械と作業員との接触事故防止対策が
重要な課題となる。
③当初設計では、掘削した土砂を当現場内の盛土
材料として流用する予定であったが、土質試験の
結果、流用できない土砂であるため残土処分する
こととなり、残土処分地への運搬ルートは、現在
供用中の県道東城西城線を利用しなければならな
いことから、残土運搬車両と一般車両との交通事
故防止対策を講じる必要がある。

監理技術者

奥 永 純 也○

Junya Okunaga

現場代理人

西 本 康 之
Yasusi Nishimoto

株式会社大歳組

掘削及び残土運搬の安全管理

７６
安全管理

図―１ 掘削標準断面図
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３．工夫・改善点と適用結果

①供用中の県道東城西城線の道路幅を確保するた
めに、土工用防護柵の設置位置の検討及び、土工
用防護柵の構造変更の検討の両面から行った。
設置位置を検討した結果、設置個所を先行して
掘削し、支保杭が現道上にはみ出さないよう施工
することは可能ではあったが、現道上で先行して
掘削作業を行うと、一般交通を阻害する懸念があ
った。そのため、構造変更を優先して検討し、高
価ではあるが自立式の土工用仮設防護柵を採用し
た（図―２）。
土工用仮設防護柵をＢ型から自立式に変更する
ことにより、供用中の現道の道路幅員を確保する
ことができた。

図―２ 土工用仮設防護柵構造図

②重機械と作業員との接触事故防止対策について
検討した結果、掘削作業を行っている重機械オペ
レーターから、作業員の姿が見えるよう『見える
化』で施工することが重要視された。
それを踏まえ、掘削作業場の上部にビデオカメ
ラを設置し、掘削作業中の重機械オペレーターが
その映像を車内で確認（タブレットを使用）しな
がら作業を行うことで（図―３）、重機械の作業範

囲の作業員の有無を確認することができ、接触事
故を未然に防止することができた。

図―３ ビデオカメラ・タブレットを使用した掘削状況

③残土運搬車両と一般車両との交通事故防止対策
として、バスの時刻・運行経路等を記載したハ
ザードマップ（図―４）を作成し、それに基づい
て残土運搬車両の運転手について教育した。また、
運搬経路に設置してあるカーブミラーの清掃を行
い、視認性を確保・向上させた（図―５）。

図―４ ハザードマップ 図―５ 清掃状況

４．おわりに

今回の工事は狭い場所での作業の連続であり、
作業員・一般交通の安全確保について特に留意し、
作業を進めた結果、工期内を無事故・無災害で終
えることができました。
現場内で実施した安全管理・仮設備計画は一般
的なものかもしれません。しかし、工事現場にお
いて安全管理は一番重要な項目だと私は考えてい
ます。
同種の工事現場はあっても、全く同じ工事現場
はありません。これからも様々な工事を経験して
いく中で、その現場毎に見合った安全管理をこれ
からも進めていこうと思います。
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１．はじめに

工事概要
�１ 工 事 名：新４号五霞地区改良舗装工事
�２ 発 注 者：国道交通省 関東地方整備局
�３ 工事場所：茨城県猿島郡五霞町江川～幸主
�４ 工 期：平成２６年４月２９日～

平成２７年２月２０日

２．現場における問題点

本工事は新４号国道春日部古河バイパスにおけ
る現道拡幅工事（アスファルト舗装工 表層７６００m２

ほか）である。現場は江川地区と幸主地区の２ヶ
所に点在しており、幸主地区においては拡幅の為、
立体交差に使用していたボックスカルバート（撤

去数量V＝５０４m３）を撤去する必要があった。本
報告は撤去時の施工フローとその際に工夫した点
について述べる。課題は以下の通りであった。
�１ ボックスカルバートの撤去方法については、
油圧ジャッキ式破砕機等の機械破砕にて行う。
�２ 国道と交差している町道は道の駅利用者及び
通学する児童の為２４時間通行できるようにしな
ければならない。通行止めは不可。
�３ 車道及び歩道はそれぞれ確保すること。また
安全に留意する。
�４ 一般車に対する飛散養生措置を講じる。その
仮設構造物等の低コスト化を検討する。

３．工夫・改善点と適用結果

施工フローは表―１の通りである。
上記に示した課題には次のように取り組んだ。

現場代理人

三 上 泰 裕
Yasuhiro Mikami

東京土木施工管理技士会

福田道路株式会社

ボックスカルバートの取壊しにおける創意工夫と
安全対策について

７７
安全管理

図―１ ボックスカルバート現況

表―１ 施工フロー
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�１ 機械による破砕方法は、ブレーカと油圧ジャ
ッキ式破砕機の併用を採用した。後述する町道
切回しにより、カルバートと切回し道路との離
隔が最大１．５mしか確保出来ない事から、１機
種による取壊しである場合、切回し道路側へ大
きなコンクリート片が落下する懸念があった。
それを解決する方法としてブレーカによりコン
クリートを破砕し、破砕機で鉄筋を切断しつつ
コンクリート殻を安全な方向へ移動するよう施
工方法を決定した。
�２ 町道は通行止めが出来ない為、現場内（本線
拡幅部）に仮設道路を設置して町道の切回しを
行うこととし、撤去完了後に交差点内の復旧（路
床改良～中間層）を行った。形状は県警本部及
び発注者にアドバイスを頂きながら決定した。
これによりボックスカルバートと切回し道路と
の離隔は１．５mとなった。

図―２ 飛散養生設備（仮設足場）

�３ 安全確保の為、周辺住民及び商業施設に対し
ては、発注者にご協力をいただき周知を行い、
特に交差点に隣接した道の駅には重点的に掲示
等を行った。施工中は切回し起終点に交通誘導
員を配置した。これは信号による車両停止時等
に、一般車両がコンクリート片や粉塵による公
衆災害を防止する為である。自転車や歩行者は
交通誘導員の声掛けにより歩行者通路へ誘導し、
事故防止に努めた。
�４ 破砕を行う際は、切回し通路側へ飛散養生用
の仮設構造物を設置した。仮設構造物は足場板
と防音パネルを壁つなぎアンカーにて連結する
ことにより、親杭横矢板式と比較して１／４程度

の低コスト化を実現し、発注者からも評価をい
ただきました。施工中は壁つなぎにて固定して
いるのでボックスカルバート取壊しと並行して、
足場を解体するよう指示した。取壊し作業と足
場解体作業が同時作業にならないよう、監視人
および足場の組立等作業主任者を常駐させ、安
全管理に努めた。

図―３ 道路切回し状況

図―４ ボックスカルバート取壊し

４．おわりに

今回のボックスカルバートの取壊しに当たり、
上記の課題を発注者及び関係機関のご協力のもと
安全且つ低コストで解決し、無事故で完了するこ
とができた。発注者にも道路規制をせずに撤去で
きたことを評価して頂けた。ただ、施工箇所が郊
外で都市部ほど歩行者や自転車の通行が少なかっ
たので、都市部で同様の作業を行うとなると今回
の方法に加え、自転車に対する安全対策を追加す
る等更なる創意工夫が必要となる為、今後もその
現場状況に適した施工方法を選択し、提案する必
要があると思います。
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１．はじめに

工事概要
�１ 工 事 名：市町村合併支援道路整備工事

（橋梁上部）（仮称）松塚２号橋
�２ 発 注 者：福島県県南土木事務所
�３ 工事場所：福島県須賀川市松塚地内
�４ 工 期：平成２６年６月１９日～

平成２７年３月３１日
�５ 工事内容
型式 プレテンション方式単純Ｔ桁橋
橋名 ２４．３ｍ
巾員 車道 １０．２５ｍ、歩道 ２．５ｍ（片側）
主桁本数 Ｎ＝１３本
施工内容 主桁製作、運搬架設、支承工、

横組工、地覆工、高欄工、伸縮継手工、
防水工、排水工、舗装工、踏掛版工

この工事は、東北自動車道須賀川インターチェ
ンジから会津若松市へ向かう国道１１８号線の付け
替え工事に伴うＰＣ上部工工事であった。主桁を
宮城県亘理町の当社の工場にて製作しポールト
レーラーにて運搬し２００ｔトラッククレーンにて
架設したのち、橋面工を施工した。現場は須賀川
インターから１０分ほどののどかな田園地帯だった
が、国道であり交通量は多い箇所での施工となっ
た。

２．現場における問題点

工事受注後、ただちに運送業者を選定し運搬経
路の選定作業を開始した。なにせ長さが２４ｍ、重
量が２０ｔもの主桁を運搬するわけなので運搬ルー
トの選定は重要な事柄であった。
また主桁の架設には２００ｔのトラッククレーン
を使用するので、クレーンの設置場所の確保と安
全に作業するためには、地盤の支持力の確認が必
要だった。近年、主桁積み込み、運搬時の事故も
報告されているので、こちらの安全対策もしてお
かなければならなかった。現場周辺にあまり民家
はなかったが、現場の脇には田んぼがあり、周辺
環境への対応も発注者から課せられた課題の一つ
だった。

監理技術者

横 山 純 也○

Junya Yokoyama
門 間 博 通
Hiromichi Monma

畠 山 慎 吾
Singo Hatakeyama

東日本コンクリート株式会社

PC 上部工架設に際して

７８
安全管理

図―１ 工事着手前
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３．工夫・改善点と適用結果

当社の亘理ＰＣ工場は国道６号線に近く６号線
を北上し岩沼市内から国道４号線を南下し国道
１１８号線を経て現場に運搬するルートで運搬する
ことになった。運搬経路が国道中心で架空線など
障害物はなく、特殊車両の申請を提出することに
した。しかし先の東日本大震災以降特殊車両の許
可が下りるまで３ケ月を要していたので、早く運
搬路を決定したことで架設時期に遅延は生じなか
った。
架設クレーンを設置する地盤の支持力の測定は、
現地乗り込み前にはきれいに整地してあり問題な
さそうに見えた。しかし何があるかわからないの
で、簡易地盤支持力測定器キャスポル（NETIS：
KK－９８００５５－Ｖ）を使用して測定し支持力を確
認した後クレーンを搬入した。

図―２ キャスポルによる地盤支持力測定状況

工場及び現場での事故には、ヒューマンエラー
が多いと考え運搬前に工場と運搬業者による打ち
合わせを全員で行い、運行経路、注意事項などに
ついて周知を図った。周辺環境への配慮について
は、社内の施工検討会で、搬入路に砂利が敷いて
あるが環境に無害な粉じん防止剤フライネットＲ
（NETIS：KT－０６０１３９－Ｖ）を使用し粉じんの
発生を防止した。

４．おわりに

このような調査や提案を実施して主桁１３本の架
設は無事完了し、架設以降の工事も無事無事故で
竣工を迎えることができた。
工場での細かい打ち合わせは勿論だが、現場で
も現地ＫＹを活用し、現場を見ることで危険個所
（作業）をピックアップし対策をとり無事故で施
工することがでた。
工場で製作した桁を運搬しクレーンにて架設し
ただけだが、安全に対しての配慮や周辺環境への配
慮を行った結果発注者からは高い評価をしていた
だけた。単に製品を納めるだけでなく、環境に配
慮しながら地元の方や発注者に喜んでもらえる現
場運営をこれからも行っていきたいと思っている。

図―３ 粉じん防止剤フライネット散布状況

図―４ 主桁架設完了（Ｎ＝１３本）
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１．はじめに

工事概要
�１ 工 事 名：広域第１１―７号松田川（篠川）広

域河川改修工事
�２ 発 注 者：高知県幡多土木事務所宿毛事務所
�３ 工事場所：高知県宿毛市二ノ宮地区
�４ 工 期：平成２７年３月２０日

～平成２７年８月２０日
本工事は、はじめに丁張りを設置した後、現地
盤を規定の形状に掘削し法面整形をしてから、現
場打ち基礎コンクリートを打設した。脱型強度が
でるまで（材令３日）湿潤養生を行い、型枠脱型
を行った。その後、基礎コンクリートの前面は基
礎の天端まで埋め戻して、裏側は覆土ブロック据
え付け断面の勾配Ｓ＝１：２．０に埋め戻しを行い、

法面整形してから吸い出し防止材を法面全面に設
置した。埋め戻し後もコンクリートが露出してい
る部分は養生マットをかぶせて７日間は湿潤養生
に努めた。覆土ブロックはラフタークレーンにて
１個毎に吊り込み据え付けを行った。ブロックど
うしの連結は、専用の金具（溶融亜鉛メッキされ
たシャックル）で連結した。カーブ箇所は天端長
と底長が違う為、ブロック間に隙間ができるので、
横方向のブロック間の隙間は連結できない。した
がってブロック間の隙間には、間詰コンクリート
（１８―８―４０ＢＢ）を打設してブロック間を連結さ
せた。覆土ブロックの大きさは１ｍ×１ｍなので
法長の調整は間詰コンクリートと同様に、コンク
リートを打設して調整した。覆土ブロックを据え
付け完成してから、山土を３０ｃｍの厚さで覆土し
てバックホウで法面整形後、張芝を張り付けて完
成した。

工事主任

池 田 智 伸○

Toshinobu Ikeda

工務部長

岩 本 公 一
Kouichi Iwamoto

工事主任

中 城 一 幸
Kazuyuki Nakajyou

（公社）高知県土木施工管理技士会

株式会社児玉組

大型土のうを利用した沈砂池と土留めについて

７９
環境管理

図―１ 沈砂池設置

図―２ 横断図
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２．現場における問題点

水中部の床掘り法面は、規定の法勾配Ｓ＝１：
２．０で掘削しても土質が砂質土であり又、水替に
よって水位が下がるので、法面から地下水が噴き
出てきて法面が崩壊してしまい、すかし掘り状態
になってしまう。基礎コンクリートが施工出来る
施工幅を確保するには、設計幅よりも大幅に床掘
りする必要があり、したがって床掘りした土砂を
利用して、大型土のう（１ｔ土のう）を製作し、
床掘りしたらすぐに大型土のうで法面をおさえる
ように設置して、法面の崩壊を防いだ。この方法
では、大型土のうが盛土の中に埋まってしまう（埋
め殺し）事が、埋め戻し土に悪影響を及ぼさない
か疑問だったが、水中部であり転圧方法は水締め
の自然転圧であり大型土のうの袋材が支障になっ
て締め固めが不十分となることはないと判断して、
実施（埋め殺し）した。
水中床掘りと水替え作業において発生する汚濁
水の低減と河川に生息する動物（アユ・川エビ・
ウナギ等）に影響を及ぼすので、沈砂池を設置し
て汚濁水を直接河川に放流しないように努力した。
従来は床掘りの土砂等を利用して、沈砂池（土砂
をプール状に掘削した水ため）を設置し、そこに
汚濁水を水中ポンプからそのまま排水していたが、
排水量に対して沈砂池の容量が十分でないと、水
がオーバーフローして沈砂池の壁面が崩壊してし
まい、再度河床を掘削して壁面を補修することと
なり、それによって汚濁水が発生して、川を濁ら
すという悪循環となっていた。そこで今回は陸上
で、掘削した土砂を利用して沈砂池の外周全部に
設置出来る数量の大型土のうを製作した。設置手
順は、設置する場所の底面に厚手のブルーシート
（♯３０００）を設置（下に敷いたブルーシートは大
型土のうの外端から１ｍ程度余分に出しておく）
して、その上に大型土のうを沈砂池の外周全部に
設置し、余分に出したブルーシートで大型土のう
を巻き込んでロープ等で縛りつけた。そうする事

によって、沈砂池内に溜まった汚濁水が、大型土
のうの隙間から漏れ出すのを防ぐ効果がえられた。

３．工夫・改善点と適用結果

当初、大型土のうは、川の流れに面する側と、
ポンプ排水の呑口側と吐口側の３辺だけを考えて
いたが、土砂の壁面ではすぐにポンプ排水の勢い
で崩壊してしまうので、沈砂池外周全部に大型土
のうを設置する事にした。それから設置時の注意
点としては、必ず吐口側の沈砂池の底地盤の高さ
を、呑口側の地盤より低くすること。そうしない
と、汚濁水が呑口側の排水ポンプの釜場に逆流し
て帰ってくるのとブルーシートの重ね合わせ部分
から水が漏れだす原因になるからである。

４．おわりに

今回の工事では、大型土のうとブルーシートを
利用した沈砂池の設置として、工事の創意工夫（仮
設物の工夫等）で発注者に提出した所、工事成績
において評価された。又、水中床掘り箇所の法面
の崩壊を防ぐ、大型土のうの設置（埋め殺し）に
ついては、いくら土砂の締め固め方法が、水締め
で、大型土のうの袋材が盛土に悪影響を及ぼす恐
れが少ないとは言え、気になったので、創意工夫
では提出はしなかった。今回の沈砂池設置は１基
だったが、汚濁水の浄化作用は少し不十分な面が
あった。沈砂池を２基３基と連結して設置すれば、
汚濁水の浄化作用が大きくなり、汚濁の少ない水
を河川に放水出来ると思う。しかしそれには、か
なりの沈砂池設置のヤード面積が必要になる事と、
護岸の施工延長が長い場合には、床掘りは２回３
回と繰り返しとなる為、それにそってポンプの設
置箇所が移動してしまう。沈砂池の呑口部が移動
する事で、新たに設置する沈砂池と設置済の沈砂
池を接合する必要があるので、ブルーシートの重
ね合わせ等による、水の漏水に注意する必要があ
る。
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１．はじめに

工事概要
�１ 工 事 名：富士北麓電線共同溝工事
�２ 発 注 者：国土交通省関東地方整備局
�３ 工事場所：山梨県富士吉田市新西原地内～

富士吉田市上吉田地内
�４ 工 期：平成２５年１月２５日～

平成２７年７月３１日
電線共同溝 １式、アスファルト舗装（仮復旧）１式

当該工事は世界文化遺産【富士山】の北麗に位
置する県内の主要幹線である４車線の国道１３９号
終点地内までの電線共同溝設置の施工であり、高
速道路ＩＣと遊園地が隣接しており沿道は店舗・

一般住宅が多数存在する事から周辺環境に様々な
配慮を行う必要があった。

２．現場における問題点

試験堀りにより歩道部には複雑に多数の埋設物
の存在が次々と確認され，修正設計による見直し
となったが、いざ実施工となると環境管理として
近隣住民への騒音低減が最重要課題だった。当然
のごとく、工事施工の際に騒音を全てゼロに無く
すことは不可能だが、どのような対策が有効であ
るか様々な角度から検討を重ね、たくさんの意見
を取り入れ、音源の基となる一つの要因である建
設機械に狙いを絞り込み事前対応を行った。

３．工夫・改善点と適用結果（３事例）

①工事区間中央部付近約１２０mは試験堀りにより
路面から１m以下に硬岩の存在が確認された
為、取り壊し作業方法を発注者交え経済比較を
行いながら長期間掛け検討した結果、最終的に
周辺環境に配慮して「超低騒音型油圧ブレー
カ」を採用した。特徴的であったのが、機械の
操作時はオペレータへの振動による負担が少な
く、比較騒音値は計測してないが、通常ブレー
カと比べると騒音は約５０％以下削減できたと実
感した。
②歩道部において部分的に人力によるブレーカで

監理技術者

斉 藤 英 男
Hideo Saito

山梨県土木施工管理技士会

株式会社早野組

市街地における夜間工事の騒音低減

８０
環境管理

図―１ 全景
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構造物取り壊しが発生した為、作業時にはハツ
リ騒音低減機材「チゼルノイズサイレンサー」
を採用した。これは内装素材がポリエステル繊
維吸音材になっている為、取り囲むことにより
騒音は吸音され、又震源音は跳ね返り上空に向
かって拡散される為、設置しなかった場合と比
較して騒音は約５０％以下削減できたと実感した。
③夜間工事における材料仮置場の確保は各工事に
おいて一番頭の痛い問題の一つであると思うが、
とにかく少しでも仮置場における騒音を小さく
する為に、積込機械として iNDr 搭載「極低騒
音型バックホウ」を採用した。周辺住民からの
説明用にと比較騒音値を計測したところ１０dB
以上の差があり、作業中は定期的に使用状況を
巡視した結果、予想以上の効果があり周辺住民
からの苦情もなく良好な管理ができた。

４．おわりに

検討に当たり多種多様な意見・提案の中から、
新技術NETIS のホームページを閲覧し、様々な
ものを見させてもらい活用させてもらった。
今回採用した３つの道具・機械は全てNETIS
登録技術であった。いずれも使用している際にど
れも新しい発見であったのが、震源となる騒音が
作業周辺以外の遠くに響かない為、閑静な場所で
の夜間施工に最も有効であると実感した。
これら事前検討の上で個人的に感じたこれから
の難題なのかもしれないが施工時の周囲に対する
振動低減を図れる物はどの方面から検証しても一
様になかなか存在が無く、この方面が今後におけ
る私たち施工業者含めた業界で試行錯誤して解決
していかなければ生産性向上が見込めなくなる重
要分野となるのではないだろうか。
この仕事を続けて行く限りこれからも知恵を絞
り、創意・工夫をこらし現場管理を行い、建設業
の生産性を高める為に努力していく所存でありま
すが、大変失礼・恐縮ながらこの報告が少しでも
関係各者の方々の参考になり、明日からの建設現
場に生かせていただけたならば、筆者として幸い
であります。

図―３ ②チゼルノイズサイレンサー

図―４ ③極低騒音型バックホウ図―２ ①超低騒音型油圧ブレーカ
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１．はじめに

工事概要
�１ 工 事 名：中部横断自動車道 下平第一橋

下部工事
�２ 発 注 者：国土交通省関東地方整備局
�３ 工事場所：長野県佐久市伴野
�４ 工 期：H２５年１０月１６日～

H２７年９月３０日
本工事は、中部横断自動車道佐久南 IC～八千
穂 IC区間内における、下平第一橋下部工（橋台
２基、橋脚４基）の新設工事である。下部工躯体
の掘削に先立ち、親杭横矢板工法が仮設土留工と
して（工法指定仮設：大口径ボーリング工法）設
計されていた。
親杭 Ｈ鋼３００ Ｌ４．５ｍ～８．５ｍ
横矢板 松板 ｔ４５mm～７５mm

２．現場における問題点

�１ 周辺交通に対する影響
土留め杭施工位置が、当初設計において、県道
および市道の現道上にあったため、交通規制が必
要となり、結果周辺道路が渋滞し、住民の生活に
支障をきたすことが予想された。
�２ 掘削不能となる懸念
ボーリングデータから、土留め杭の掘削径 φ４００

mmに対して、最大径が φ１５０mm以上程度の礫
が出現することが予想された。加えてN値が５０
以上の地層があり、低トルクの掘削機では、掘進
不能となる可能性があった。
�３ 近隣住民への影響
土留工施工場所は民家が隣接しており、地元と
の申し合わせ事項から、騒音、振動を出来る限り
抑えなければならない条件があった（図―１）。

３．工夫・改善点と対策結果

前記問題点に対して、以下の対策を実施した。
�１ 周辺交通に対する影響を低減する対策
現道の交通規制を行わないようにするために、
土留施工位置について発注者と協議を行い、土留
位置を躯体側へ移動して施工した（図―２）。
土留位置を移動することにより、躯体型枠施工

現場代理人

飯 野 広 志
Hiroshi Iino

長野県土木施工管理技士会

吉川建設株式会社

現場条件を考慮した仮設工法の選定と実施

８１
環境管理

図―１ 下平第一橋下部工事 平面図
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のクリアランスが不足し、型枠の組立・脱型が出
来なくなる問題があったが、埋設型枠（発泡スチ
ロール型枠）を使用し、土留と躯体型枠の間に入
っての型枠組立、脱型の作業を無くし、型枠を存
置する施工方法を採り、この問題を解決した（図
―３）。
また、土留とフーチングのクリアランスが少な
いことから、山留の施工精度が悪くなると躯体の
出来形が不足する懸念もあったため、親杭の位置、
鉛直精度には特に注意を払って施工し、出来形不
足を防止した。
�２ 掘削不能となる懸念に対する対策
土留め親杭の掘削方法について、発注者と協議
を行い、オーガのモーターのトルクが大きい機械
を用いた工法を採用することとした。この工法は、
オーガスクリューに圧密板が装備されており、削
孔した土砂を孔壁に押し付けながら削孔するので、
掘削に伴う排土も少なくなるという利点もあり、
また、当社でも巨礫のある地盤での施工実績があ
ることから、採用をお願いした。結果的には、コ
ストが増大してしまったが、施行は順調に行うこ
とができた（図―４）。
�３ 周辺住民への影響を低減する対策

周辺への騒音防止の為、掘削機械の周りに防音
シートで仮囲いを設置した（図―５）。この結果、
騒音を１０dB弱程度低下させることができた。
また掘削時における土砂の飛散防止対策として、
掘削機械周りにブルーシートの仮囲いを設置した
（図－５）。

４．おわりに

土留工法は、各現場条件に最も適した工法を選
定しなければならない。設計時の段階においては、
設計者が最も適している工法を選定したと考えら
れる。しかしながら、実施工の段階においては、
設計時から時間が経過しており、工事現場境界に
接して家が建てられていたり、仮設道路が予定外
の場所に作られていたりと現場条件が変化してい
る状況も考えられる。したがって、現場施工に際
しては、現地の状況を十分調査し、施工方法を検
討しなければならない。
今回の工事においては、現地の調査及び施工方
法の検討を行い、懸案事項に対し上記対策を実施
して施工することで、土留の円滑な施工と周辺交
通への影響を低減して施工することができた。ま
た、近隣住民からの苦情も無く工事を完了するこ
とが出来た。

図―２ 土留設置位置の変更図

図―３ 埋設型枠設置状況

図―４ 掘削機／施工状況

図―５ 防音シート・ブルーシート囲い状況
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１．はじめに

工事概要
�１ 工 事 名：H２６揖斐川堤防補強工事
�２ 発 注 者：国土交通省 中部地方整備局
�３ 工事場所：桑名市長島町松蔭地先
�４ 工 期：平成２６年９月３０日～

平成２７年３月１３日
本工事は、揖斐川左岸０．３kから０．５k付近に位
置する河川高水敷で、堤防補強のための地盤改良
（深層混合改良 φ１８００、n＝２５７本）を行う工事で
ある。地盤改良に先立ち、機械施工の支障となる
支障物等が確認されていたことから、オールケー
シング工法（φ２０００、n＝２５７箇所）により支障物
撤去を行うことが計画されていた（図―１）。

本報告文は、先行する支障物撤去に際し、オー
ルケーシング工法による掘削について工夫した点
について述べる。

２．現場における課題

本工事の支障物撤去工の施工に際し、現地及び
柱状図を照査した結果、地下水位が高く、土質が
砂質土を主体としていること、河川敷であること、
風が強い地域であること等から、次のような問題
が考えられた。
①ケーシングチューブ先端におけるボイリング、
及びボイリングによる周辺地盤の緩み・護岸構
造物への影響。
②ハンマーグラブで排土と共に泥水を排出する事

監理技術者

小木曽 彰 久
Akihisa Ogiso

長野県土木施工管理技士会

吉川建設株式会社

地盤改良に伴う支障物撤去及び周辺への影響対策

８２
環境管理

図―１ 標準断面図

図―２ 施工状況
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になってしまうが、現場は風が吹く日が多く、
瞬間風速が１５ｍを超えるような状況であること
による泥水の飛散。
③施工箇所は揖斐川と平行しており、掘削した泥
水が河川へ流出し、河川を汚濁させる。
④「場所打ち杭」では、孔内への注水によるボイ
リング対策が一般的であるが、今回の工事は、
支承物の撤去後、排土した土を再度孔内へ埋戻
すため、泥水状態の土砂では施工箇所全体が軟
弱地盤となってしまうこと。

３．工夫・改善点・適用効果

一般的に行われているボイリング対策には、以
下のものがある。
①ケーシング内部への注水による対策
孔内水位と地下水及び被圧地下水のバランスが
崩れる事で先端地盤及び周辺地盤に緩みが生じボ
イリングが発生するため、先行し孔内へ注水を行
い、水圧のバランスを図る。
②ケーシング根入れ長の変更による対策
「道路土工－仮設構造物指針、平成１１年３月、
（社）日本道路協会」に記載されているTerzaghi
の考え方による方法で、ボイリングに対する安全
率Fsを求め、Fs≧１．２を満足するケーシングの
根入れ長を設定する。
③ウエルポイント工法等により、施工場所付近の
地下水位を下げる。
今回の施工場所の条件（河川敷であること、風
が強いこと）と施工目的（支承物撤去であり埋戻
しが必要なこと）を考慮すると、注水による対策
は、「２．現場における課題」で述べた懸念事項
が解決されず、また、地下水位の低下工法は施工
費が増大することとなる。そため、本工事では、
根入れを長くし対応することにした。根入れ長は、

Terzaghi の方法により算出し、掘削底面より常
に４．５ｍ以上深くなるように管理した（図―３）。
掘削は完全にドライな状態にはならなかったが、
孔内水位の上昇も無く、ボイリングを抑制する事
が出来た。また排土する土砂に含まれる泥水も少
なく（図―３）、周辺に与える影響を最小限とする
ことができ、また、埋戻しにより地盤が軟弱にな
ること無く次工程（地盤改良工）が順調に施工で
きた。

４．おわりに

河川近隣に限らず、場所打杭等の施工において
は常に地下水の層を把握しておく必要がある。ま
た、地下水だけに限らず地盤の土質構成について
も詳しく調査し、不測の事態に備える必要がある。
今回の工事については、ケーシングの根入れを長
くする事で、パイピングやボイリングを抑制する
事ができ、結果として良好な施工を行うことが出
来た。しかし、目視のできない地盤に対して最善
の対策であったかは意見の分かれるところである。
今後も同様の工事に携わることがあるとすれば、
事前の調査資料の確認と、必要に応じた追加調査
を行い、対策工を十分検討して施工する事が大切
であると考える。

図―３ 排土状況
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１．はじめに

工事概要
�１ 工 事 名：九州自動車道

小川スマートインターチェンジ工事
�２ 発 注 者：西日本高速道路株式会社 九州支社
�３ 工事場所：熊本県八代郡氷川町
�４ 工 期：平成２４年７月１８日～

平成２６年５月８日

本工事は、供用中の高速道路のバスストップを
改良し、新たしいスマートインターチェンジを築
造する工事で工事延長は L＝８１０．０mである。
工事期間中も本線の通行止めはなく規制による
工事となる。

２．現場における課題

当現場は、施工範囲も広くインターチェンジと
あって本線の路線が多いことから横断図箇所の数
が約１１０断面ある。通常の着工前測量は、監督職
員の指示を受けた工事基準点を用い基本基準測量
を行い、基準点を設置し完了後、本線の中心杭・
幅杭を設置しトータルステーションを用い現地盤
線を観測する。
よって当現場では、単純に中心杭は約１１０箇所
程度、幅杭も約１１０程度と合計２２０箇所の設置が必
要であり、設置後の横断観測となる。また、急勾
配が多く観測作業での安全作業が懸念され作業効
率の低下が考えられる。従来の横断観測では作業
日数を要し早期着工には、早期の着工前測量の観
測及び報告書の作成が急務であった。
また、供用中の本線もあることから作業に制限
があり供用中の本線内の測量作業が特に課題とな
った。

工事主任

秋 秀一郎
Shuitirou Aki

佐賀県土木施工管理技士会

松尾建設株式会社

３次元レーザースキャナーによる着工前測量について

８３
IT マネジメント

図―１ 平面図 図―２ 横断図
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３．対応策・工夫・改善点・適用効果

基準点設置後に作業開始できる３次元レーザー
スキャナーでの測量を実施した。３次元レーザー
スキャナーとは、非接触型計測システムである地
上型３次元レーザースキャナーを活用した３次元
計測である。測定範囲は３００mとあって範囲は広
い。先程説明した様に非接触型計測のため容易に
測量が可能である。問題点にあった供用中の本線
内の測量も本線外からの測量が可能となり作業制
限の問題も改善された。作業員も２人で可能であ
り現場での作業もスキャナーが完了すれば、外で
の作業は完了である。下記に３次元レーザースキ
ャナー計測の作業内容を示す。

図―３

また、非接触型とあって急勾配の観測であって
も作業員が現地にミラー等を設置しなくても観測
できるため完全性にも優れ作業効率が向上した。
工事の進捗状況に合わせて観測できるので工程管
理も容易になる。図面作製も３D対応のCADが
必要となるが１mピッチでの横断の図化も可能
であり施工中必要となった測点での作成も可能で
ある。よって１度３次元スキャナー計測を行って
いればあらゆる測点での横断図の作成が可能であ
り平面図の作成も可能である。図面の合成もでき
発注図との対比もできる。３D化もでき３D化
にすることにより地形の把握ができ施工計画にも
使用できる。完成形の設計データを用いた３D化
図面との対比もできる。イメージ図の作成ができ
説明図に使用することにより説明が容易になる。

４．おわりに

レーザースキャナー計測となるため伐採前に計
測すると誤差が生じるので精度向上のためには伐
採完了後が良い。現場での観測時間は短縮できる
が図面の作成は、データ解析後の図化となるため
通常測量の図面作製より時間を要する。現場条件
により機械設置回数や基準点設置数が異なってく
る。
工事範囲が広ければ基準点を多く使用するため
基準点の設置確認・整合性の確認を確実行う。
特に効果の高い適用箇所として、立ち入り禁止
区域などの計測、時間制限のある計測。適応でき
ない範囲は、測定距離が３００mを超える計測、計
測機械のレーザーが反射しない箇所・現場となる。
今回の施工では、３次元レーザースキャナーで
の観測となったが今日では、空撮による測量・図
面化等着工前測量と限らず災害等で作業員による
作業が困難な箇所等の作業が可能になってきてい
る。施工中での観測も容易になり土木工事におい
て測量方法も著しく進歩している。

図―４ ３次元レーザースキャナー状況

図―５ スキャニングデータ解析
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１．はじめに

工事概要
�１ 工 事 名：東九州道大藤地区改良（その１）

工事
�２ 発 注 者：宮崎河川国道事務所
�３ 工事場所：宮崎県日南市北郷町大藤甲
�４ 工 期：平成２６年２月２６日～

平成２７年３月１３日

本工事は、東九州道（北郷～日南間）大藤地区
において切土、盛土を主体とした道路改良工事を
行うものであった。今回の技術報告として、主に
現場管理の一環である測量・丁張設置・各種計測
における管理方法や工夫について報告する。

２．現場における問題点

現在、私どものような地方企業においても、本
社および支店からの通勤圏内ばかりの現場だけで
なく、宿泊をしての遠方の長期現場も増加傾向に
ある。そのような場合に、元請としては通常２人
から３人の職員が現場に配置され、また地元の下
請業者の使用となり、現場管理業務に人手が必要
な時の人員配置もままならない状況が多々ある。
一時的に応援が欲しい場合でも、会社の人員配置
予定もあり、その時々に余剰人員がいるわけでも

ない。今回は、施工管理器機の導入により効率の
良い現場管理を行い、人員補充なしでも省力化が
できることを課題とした。

３．工夫・改善点と適用結果

今回現場においては、情報化施工（GNSSによ
る締固め管理・ブルドーザーマシンコントロール
等）を行ったため、現場にGNSSの固定局をあ
らかじめ設置していた。せっかく固定局を設置し
ているのであれば、情報化施工管理以外に一般測
量等に活用できる方法はないかと考えた際に、
ポール方式の測量器機を見つけ導入することとし
た。

監理技術者

佐 藤 豊 明○

Toyoaki Sato

宮崎県土木施工管理技士会

日新興業株式会社

GPS+GLONASS によるハイブリッド測位

８４
IT マネジメント

図―１ ポール型器機
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アンテナ、受信機に加え、送受信タイプの小エ
リア無線機までも内蔵したポール式のオールイン
ワン器機で、GNSSを利用する測量作業に幅広く
対応し、一人作業でできるため、測量業務の大幅
な効率化・省力化が実現できる。
効率化・省力化の内容としては、道路改良にお
ける一般の測量管理業務（着工前の縦横断測量・
用地境界測量・丁張り設置ポイント出し・仕上げ
高の管理・土質変化の管理等）においては、通常
は器械設置測定人員と、ミラー持ちの人員の最低
でも２名が必要であったが、今回器機の使用で１
名での業務が可能となり、他の人員は他の業務が
出来る事から、かなりの効率化となる。また通常
の測量器械の設置作業、ミラーによる後視時間も
省けるため、準備も含めた立会時間等も短縮され
省力化にも効果を発揮する。
現場で実際に使用してみて、一番に効果を感じ
たのは、使用器機の重量は１．４kg程度で、今まで
のように山中で重い測量器材を人力で運んで業務
を行う負担が大幅に軽減されたことである。
現在主流のTS出来形管理においても、事前に
ポイントを落としておけば、一発で測定できるの
で現場での調整時間の手間が省ける。

４．おわりに

測量誤差は衛星の補足状態にもよるが、現場実
績において、X・Y・Zで１cm以内程度には収まる。
構造物の出来形測定等には精度上使用はできな
いが（TS出来形測定においても同様）、前述の
ような業務（特に掘削盛土等の土工事）において
は問題なく使用可能である。
経済性については、他の情報化施工（GNSSに
よる締固め管理・ブルドーザーマシンコントロー
ル等）と並行して行えば、GPS固定局の設置費
用は考慮しなくて良いので、器機のリース費用で
人員を１名増加する程度の費用で抑えることが可
能と思われる。
単体で利用すれば、経済的には負担は大きいと
思われるが、はじめに述べたように会社の人員配
置、交通費・宿泊費等の総合的な判断で導入は可
能と思われる。
最後に、土木業界の若手技術者不足が叫ばれる
昨今において、情報化施工等の技術を活用する事
で負担を軽減し、入りやすい職場環境を形成して
いく事も、今後さらに加速させていきたい。

表―１ 省力化実績

図―２ 切土法尻部測定状況
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林 基樹
山内 桂良
近藤 俊行

日本橋梁（株）IHI イン
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告
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